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はじめに
この会議に参加した後、日本そのものが、２１世紀を通じてサミットメンバーとして生き残れるかどうかは、宇宙・航空、資源探査、遺伝子・バイオ・ナノテク・原子力など他分野と並んで、持続的成長とエコ革命に対処しうる（１）自然エネルギー利用で先進性を確立できるかということと、それに加えて、（２）低炭素社会実現に向けての２１世紀のリーデイング技術とそのもたらす世界市場で、指導的な地位を保てるかどうかに強く依存すると信じるにいたった。
技術革新が、経済成長の真のドライブ要因であることは、シュンペーターなども、指摘するところであるが、産業革命当時の内燃機関中心の動力革命と鉄鋼生産技術革新、２０世紀末においてあの成熟した米国経済が、一時期高度成長へ復活した原動力となったＩＴ情報革命に引き続き、なにが、２１世紀のリーデイングテクノロジーとなろうか。
私が、２００５年の英国サミツトの前にＧｌａｓｇｏｗ大學のサミット関連のセミナーでプレゼンテーションした頃は、日本は、環境分野の殆どの面で、先駆的であり、会議に参加したロシアのサミツトチーム科学者たちからも、日本の「自然との共生」という哲学、３Ｒモツトー（regenerating or renewable,reduceable,reusabl―ゴミの発生抑制、エネルギー再使用、再資源化）に同感するとの発言があった程であつた。しかし、その後、自然エネルギー利用の面で、ドイツは、日本を追い抜き、電力需要の２０％に達しており、２０３０年には、４５％をまかなう目標を掲げている。そのコストは、石炭、石油を使う火力発電を下回り、一国の競争力を高めるテイクオフの段階に差し掛かっている。また、２０世紀を通じて、日本につぎGDP成長が２番目のノルーウェイは、化石エネルギーを得る時CO2を地中に戻したり(CCS技術―p4２-｢IEA｣参照)、古い油田に注入することによって、２０３０年にCO2排出ゼロを目指している。
日本は、政策面で、インセンテイヴを含めた、大英断が緊吃の急務であるが、リーデイング技術のところではどうであろうか。
２の（二）のところで述べるように、ある識者は、「太陽電池」、「リチウムイオン電池」「電気自動車」、「水素製鉄」でありそれによって、たとえば、ＣＯ２は９５％減らせると主張している。
日本は、その開発に充分資格があるが、政府の政策判断にも大きく依存する。前述のGlasgow大學でのセミナー時に比べて、上記の４つの技術の開発を通じて突破口となると考えられる「太陽電池」の利用についても、ドィツに抜かれ、大きく水を開けられようとしている。まだ、生産面において１位であるが、最近中国のメーカーが世界３位となり、さらに飛躍的な発展を目指している。コアになる技術を通じての２１世紀の産業革命に日本の政府・民間一体となった発展が望まれる。
一方、温暖化関連の、製造業・生産力の技術革新の促進を狙う大義名分をかかげて、その利益の上澄みを得るため、欧米中心で、金融デリヴァテイヴも巻き込みうる排出権市場で、ルールメーカーとなって支配しょうとするサミットメンバーも現れる可能性もあり、おおむねＧＤＰの中で金融業の比重が高くなった国々と考えられる。排出権市場は、ＥＵが８０％を占め先行しているが、本来のＣＯ２削減への促進市場でなく、最近の原油相場にみられるように投機筋が利益を得やすいシステムにならないよう日本も早急に提案する必要がある。かつて日本の復興の過程で、産業の発展に対して、金融業が成長資金を供給したが、製造業の技術革新の成果が、開発企業や開発国に正しく反映されるような、金融業と製造業の関係が望ましい。サブプライム危機の外延として、危機を増幅した余りにも重層的で複雑なデリバテイブが、排出権市場にも組み込まれ、２１世紀のリーデング技術の発展の成果を歪めるようなものにならないか、検証していくべきであろう。
それは、資本主義と市場経済が、世界人類の福祉向上に役立つものになるように注視することでもあり、バブルや景気変動、資源・食糧・エネルギーの争奪をめぐって、もたらされかねない市場経済、金融経済の危機の面をどう克服するかの道の摸索にもつながる問題である。経済学的にも、スミス、ケインズ、の考えをいかにアウフヘーベンするかということにも関係する。新古典派（サミエルソンの新古典派総合など）は、そのひとつの答えであったが、レーガンやサッチャーの時代には、ハイエクやフリードマンの考え方が政権運営の基礎となった。さらに９０年代の米国中心のグローバリゼーションのベーシスとなったワシントン・コンセンサスが常に有用ではないことは、アジア危機に現れた。金融緩和や、収縮により、つまりマネーサプライによりインフレを制御できるというマネタリスム、その際効果を発揮しうるテーラールールの進化、マンデルのあらわした国際金融の解剖、ニューケインジャンなど、いろいろな理論が展開されているが、経済理論も社会、政治との関係を重視し、持続的成長や環境経済とリンクすること,さらには、１９６６年の私の著書(「政治と人間生活の接辺について」)で指摘している通常状態と極限状態に分けて理論的進化を図ることが、次のフロンテイアとなろう。
以下本文に述べたのは、本国際会議の主題に絞っているが、この「はじめに」との関連も、できるだけ註を中心に触れたつもりである。本文は、会議の時点で書かれているので、其の後の推移で記さねばならぬことを本文に加え,註・ＰＳ（追補）で増補した。
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１　　Ｇ８サミツトーーーメンバー拡大か運営強化か！　　　　　　
結論としては、正式メンバーの追加は慎重に、しかし世界の緊急のニーヅに応じて、できるだけ多くの首脳をＧ８サミット開催時に招待し、合同サミットを開催すべきであるということになります。また、関係国際機関との関係も強化すべきと考えます。＊＊その後、拙稿を註を含めて最後まで読んでいただければ、明らかであるが、２００９年９月の第３回Ｇ２０サミットまでに、国際経済協力については、Ｇ２０を第１位の会合とすることが決まった。この原稿本文自体は、２００８年２月の時点で書かれているので。Ｇ８サミツトとの欧州のいくつかのメンバーがBRICS諸国などをメンバーに加えることに、前向きということは、承知していますが、Beyond　８　ということについての日本政府の立場ということになりますと、私のcapacityをこえることになります。既にG8　Summits　Research Group のサーキューラーにも、報ぜられている通り、日本政府の外交筋の伝えるところとして、今回の北海道洞爺湖サミットで、たとえば、中国をメンバーにするかどうかについて、議題にしないといわれています。まあ、私個人としては、未だ首脳サミットまで、５ヶ月近くありますし，半ば、ジョークとして言わせてもらえば、今春来日する胡錦濤中国国家主席が、今後中国は、日本が国連常任理事国のメンバーになることを強力に支持するという確約を声明した場合は、日本としては、その厚意に報いる行動を取るべきと考えます。
ただ、ここで、このような推測に基づく議論よりも、本日、私は、メンバー追加問題を考えるにあたって、ワールドガヴァナンスにとつて適切であるか、理想と現実の２側面に配慮し、過去の私の著作や会議でのプレゼンテーションを引用しながら、若干の観点を提供したいと存じます。したがってこのプレゼンテーションは、日本政府の公式なポリシーとは、一切関係ありまあせん。
御承知のようにサミットは、オイルショック後の先進経済諸国の政策協調の場として始まりました。しかし今日では、世界全般にわたる、政治、経済、安全保障、地球環境の保全、感染病、資源エネルギー、食糧、情報、国家間の格差是正など、要するに、ワールドガヴァナンス全体に関連する地球社会の様々な問題について、「民主主義体制（公正な選挙制度を含めて）」、「法の支配」「市場主義」をとっているリーデイグ国の首脳が、率直かつ腹蔵なき意見を開陳し、政策協調出来るところは協調し、違いは、違いとして認識することで、世界の発展に対して次のステップを考慮していくことになっています。そして、冷戦の終結後、ロシアも建前としては、民主主義、法の支配、市場経済に踏み出したことを、踏まえ、メンバーに加え、一層、ワールドガヴァナンスへのサミットの浸透性が深められました。*  おそらく将来は「核拡散」**「平和の維持」、なども一層、取り上げられていくことでしょう。さらには、イラク戦争開始の時の問題点であつた、サミットメンバー国においても対応の差を生んだ権力行使のための物理的強制的要素と精神的要素の一致を得た上の行動についても、これ***ら具体的な国際関係上の問題が起こった時、よりよきワールドガヴァナンスの観点からも、Ｇ８メンバーの間で話し合いが深まると思われます。
＊　８月の北京オリンピック開会式直後、発端はどちら側からにせよ、ロシア軍のグルジア侵入後、G8内のワールドガヴァナンスに対する安定的貢献は著しく減少し、今後の行く末に疑問を投げかけている→ｐ105 警戒すべき世界情勢も参照。
＊＊日本国際問題研究所の「新しい核の秩序に関するタスクフォース」（座長遠藤哲也元原子力委員会委員長代行、元KEDO日本代表）は本年１月に原子力の平和利用を地球温暖化への対策手段として位置づけ、一方、不拡散の強化、脅威の削減についてサミットへ向け提言している。
***私は、2004年の米国のSea Island Summit の時Bloomington University で開かれたG8 Summit Research Groupのセミナー でイラク問題についての米国の動きをめぐって、権力論からのアプローチーつまり権力の物理的要素と　精神的要素のふたつのバランスをとりながら、米国は実力行使への国際社会への国際行動の支持を得なければならないというプレゼンテーションをいたしました。
それでは、サミットがワールドガヴァナンスにとつて有効であり続けるためには、どういう手段をとって行くべきでしょうか？
２０００年の沖縄サミットの首脳会合の直前、Ｇ８サミットリサーチグループの開催した、国立琉球大学でのワークショップで発表し、後に英国のAshgate　社から出版されたNew  Directions in Global Political Governance という本に収録された「　The Role of G8 Summits and　Globalization  ] という私のarticle に触れたいと思います。このArticleで、私は、Ｇ８サミットは、ワールドガバナンスがよい方向に進むように機能を発揮することが出来るが、そのためには、（１）関係ある　出来るだけ多くの分野での、国や国際機関の代表を含めた、積み上げた共通認識が必要であると述べました。本年のサミットでも、蔵相会議，環境相会議，科学技術相会議、エネルギー相会議、外相会議のほか、日本が、１９９０年代から、アフリカの発展のために、開催している  ＴＩＣＡＤ　ＩＶ＊　も開かれます。（２）もうひとつは、新興国や開発途上国の代表ならびに国連やＩＭＦ，WTO,　World Bank,　IEA　,ＩＡＥＡ，WHO、ＯＥＣＤ、Ｇ２０などをはじめとする各種国際機関の代表たちに対して意思の疎通を図り且つ出来るだけ、サミットの提唱する政策の推進に理解を得るため、出席を促すことです。近年のサミットでは、このことは、多かれ少なかれ、実行されてきており、ＮＧＯやアーテイストの団体とも、なんらかのコンタクトが図られたりしてきていますが、２００５年の英国のサミットの時は、この点で印象深いものがありました。
-＊日本は、９０年代からアフリカの開発に注意を払い、ＴＩＣＡＤ（アフリカ開発会議）を５年ごとに開催してきたが、その成果は、英国の２００５年のGleneagles の会議で、NEPADを掲げた英国の得点となった面もある。またGleneaglesサミット、関連のセミナーでドイツの代表から、アフリカの賄賂などの現状から、単なる無償の援助より貿易を盛んにする援助が有効であるという指摘がなされた。本年（2008）横浜で行われるTICAD４への方針として、成長の加速、人間の安全保障、環境・気候問題への対処というテーマが掲げられているが、アフリカの真の発展を目指すとともに、日本としては、日本の国連常任理事国へのアフリカの支持や、国連憲章から敵国条項を削除することに成果が得られるよう結実すべきであろう。→ＰＳ１ｐ４０   ODA参照
----------------------------------

さて、上記のような、多面的な、サブサミットの成果を踏まえて、その中のいくつかの問題については、首脳サミットで、重要な方向づけを行うため、コンフィデンシャルな討議も含めた、意見の交換が望まれます。（もともとは、首脳会談と同時に外相、財務相会議も同時に開催されていたので、経済問題、世界の外交・国際関係、は、現在でも、world  governanceにとって重要な討論の対象として、首脳が真っ先に注意を傾けるべきことです）。
サミットで、合意を達成したものを、国際機関や、分野ごとに関係する国々に働きかけて実現していくことが効果的に出来るかどうかが、サミットのワールドガバナンスにおける役割を決定すると思います。
私は、沖縄サミット当時の、アーテイクルで、サミット議長国と次年度の議長国からリエイゾンオフイサーを選任し、サミットの合意事項が実現されるよう、関係国や，関係国際機関に働きかけたり、連絡をとりあうことも必要ではないかと主張しました。
２　討論の中味の分析から見た正式メンバーの拡充のありかた
では、私が、本年のサミットで、特に首脳たちが、議論を展開させる必要があると考える、２つの主題とそれに加えてグローバル社会と国家についての若干哲学的な、観察を述べたいと思います。
まづ、２つの主題ですが、グローバル社会の考察にあたっては、ワールドガバナンスの発展をはかるために、何が地球社会、グローバル社会に横たわる危機的な問題であるかを、探る視点が必要と思います。この見地からは、本年度は（一）世界経済の変容と（二）地球温暖化と運命共同体としての地球社会や持続的成長であると思います。＊　　
この問題について、微妙な意見の調整と、建設的な提案に向かっていく場合、新しく多くの国がサミットの正式メンバーとなることが適切であるかどうかを吟味したいと思います。
*サミットは、開催直前になって、急に国際環境の変化に引きずられることが、あります。2006年のロシアサミットは，資源エネルギー問題が，中心議題のひとつと思われましたが、テロ問題が浮上しましたし、英国のロンドンテロも同じイムパクトを与え地球環境問題へのモメンタムを失わせました。本年も、チベット情勢なども微妙に討論議題に影響すると思われます。また、核拡散を含む国際安全保障のありかたや災害への国際連携政策などは、常に潜在的な議題候補といえましょう。さらに、本年は、最近になって、食糧問題が浮上しました。
―――――――――――――――――――――――――――――――――――
まづ、　　　　
（一）世界経済の変容
についてからはじめますと、２０世紀末までは、世界経済の主導権は、Ｇ７／Ｇ８諸国が掌握していたといってよいでしょう。近年までは、世界のＧＤＰの６7％以上をサミット諸国で占めていたこともあったのです(2007年、58%)。ロシアをＢＲＩＣＳ側で計算しますと、１９９０年全世界で２１兆ドルで、内Ｇ７の66.%が、２００７年全世界54兆ドル、内Ｇ７が55.5%に対し、ＢＲＩＣＳや、ＮＩＥＳ，ＮＥＸＴ　１１など、新興国、資源国などがそのウェイトを高め、ＢＲＩＣＳ９０年7.5%が０７年12.9%になっています。しかも、G２０ということになりますと、世界ＧＤＰの９０％、人口の７５％をしめます。ＣＯ２の排出量でも、サミット以外の国が６０％＊を占めています。（＊２００４年度で約６０％であるが、７０％へ向け割合が増加しつある）
つまり、世界経済に構造変化が起きています。
　基軸通貨国である米国は、他の経常収支の黒字国の黒字合計にほぼ等しい赤字を計上していますが、基軸通貨の発行によって、赤字をカバーしています。これは、他の通貨国では、出来ない赤字のカバーのしかたであり、米国は、むしろこのようなカバーのしかたで、基軸通貨国としての責任を果たしているといえないことはありません。しかし、双子の赤字にともすればなりやすい米国は、経常黒字・経済成長国に対して長期間にわたり、漸進的であることが望ましいにしても趨勢としてのドルの減価は、この構造のもとでは、避けられません。＊（＊ドルの強弱については巻末ｐ79参照）　この４，５年の米国の経常収支の赤字はＧＤＰのマイナス６％強から５％弱になっており、適正水準といわれるマイナス２．５％になるには、ドルの３０％下落が必要といわれ、米国への資金還流が困難になりますので、一挙にそれ程弱いドルにすることは、エネルギー価格の高騰へのイムパクトからいっても米国政府がそのような政策を採るとは、思いませんし、建前としては、「強いドル」を標榜したいと思われます。つい最近までは、黒字国は、その黒字を米国に還流させることで、世界経済の物資の流れと、マネーの流れのバランスが保たれ、世界経済は、２００４年以降５％の経済成長の上昇気流にのっていました。ＦＤＩについても、２１世紀初頭までは、米国は、多い時は、８０％ぐらいの受け入れたこともありました。先端的技術や、ＩＴにより、比較優位を保ち、ＧＤＰに占める金融の比重も、他の先進国と比べても、高まり、デリバテイヴや金融工学を駆使して、世界の投資を、為替、エネルギーなどの商品市場を含めてリードしました。しかし、米国は、最近ではクリントン時代に財政は黒字化されましたが、慢性的に双子の赤字になりやすく、現在は、８０００億ドルの経常収支の赤字と４５００億ドルの財政収支の赤字を抱えています。(p79 ドルの強弱 参照)

さて　、実物経済たとえば、世界の輸出入に必要なお金の１００倍以上といわれるマネーが飛び回っているといわれます*。別の角度からでは、世界GDPの３．２倍の１５０兆ドル**が世界にはあります。　実物経済とマネー経済の乖離が、適切であるかどうかが、問題で、世界経済の不安定の要因の一つとなってきています。＊　この点について私は２００２年のカナダカナナスカスサミットの前に主催したロンドン大学ＬＳＥフォーラムに引き続き、サミット開催地のカナダで首脳会議前に開かれたカルガリー大學でのシンポジウムで、「世界経済の安定と日本経済の再生」と題してプレゼンテーションをいたしました。*私のＬＳＥフォーラムを支持してくれた社会学者で、政治学、経済学、哲学に造詣の深いAnthony Giddens LSE 学長（当時）の5回にわたるグローバリゼーションについてのＬＳＥ本部での特別講演は、私のプレゼンテーションの1部の参考になった。　** 最新の数字は巻末ＰS Ⅲ、ｐ６２以降 金融・経済危機最新状況、特にｐ７０ 実体経済と金融経済参照
～～～～～～～～～～～～～～～～～～
市場経済は、バブル崩壊を時たま産みますが、日本の１９９１年のバブル崩壊は、主として国内だけで、１０余年かかって、解決に向かいました。
――――――――――――――――――――――――――――――――――-

-註—[失われた１０年]と今回の米国の危機との比較、日本の反省すべき点------

私は、１９９２年の8月７日に、宮沢喜一総理と平岩外四経団連会長が昼食後、経済政策を協議することになったので、平岩さんに総理を説得するよう要請しました。当時７８０兆あった証券市場の時価総額が２８０兆へ収縮する過程だったので、抜本的な経済政策を政府が取らないと、１９２９年型の不況になる怖れがある。米国が１９８０年代に破綻し始めたＳ＆Ｌ（貯蓄貸付組合）の危機の時、１５２６億ドルの公的資金の導入を含め、思い切ってとった政策なども参考にして、総理を説得してくださいと述べたのです。RTCのことを示唆して。（RTCは、資産規模で簿価４６５０億ドルだった７４７のS&Lの資産を破たん処理、清算し不良資産を引きとった）。平岩さんは、デリヴァテイヴが欧米系の証券会社を中心に時価総額の減少過程を利用して、富が収奪されているという意味の見解をのべられました。　夜、平岩会長に聞きますと、総理はよく理解しているとのことでしたし、その後、証券市場活性化のいくつかの政策が取られ、その後３ヶ月間でダウが３千円上がりました。しかし、不動産価格が低下し、不良債権が増加する過程では、結局，また下降に転じました。宮澤さんは、Ｓ＆Ｌ的な解決も必要という認識で、官庁にも検討させようとしたようですが、マスコミをはじめとするバブル崩壊の犯人探しの雰囲気の中で、結果的に抜本的な政策は取られませんでした。例えば、当時の橋本蔵相なども呼んで、ＮＨＫはバブルの原因追求の累計８時間にも及ぶ番組を制作しました。数年後の住専の7000億の救済のときも、世論・マスコミは反対したのですから。―そのあともしばらく高金利政策と資金収縮や緩和に対する不胎化なども続き、バブル崩壊による痛手を増加しました。不良債権処理にこの段階で踏み出した場合、おそらく１３５兆円の公共投資による財政の悪化はさけられたでしょう。
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
　これは、今度のサブプライムに端を発した世界経済危機＊にたいする米国の対応が、各国中央銀行による流動性確保、銀行の資本増強・注入への勧告＊、思いきつた利下げ、国民にキャシュバックすることを含む減税（2月に決めた所得税還付1680億ドル15.6兆円を実施済み）、住宅ローンの融資の公的融資による肩代わり＊＊、公的資金導入を明言しなくても、ＪＰＭ（ＪＰモルガン・チェース銀行）にたいしＢＳ（ベアスターンズ証券）を吸収するにあたって、ＪＰＭ側のリスク分担を１０億ドルを限度とし、２９０億ドルを公定歩合で貸して、Ｂ/Ｓ資産で損失発生の場合は免除という条件でＦＲＢが融資し、実質的に公的資金投入をしたとみられるように、要するに、緊急に危機から脱却するためのマーケツトルール無視での対案実施をふくめ、日本が急には、実施できなかったことを米国内は勿論、世界的な協調を求めて実行していることとは、対照的です。４月２１日になって英中銀のイングランド銀行も、ＭＢＳ（不動産担保債券）を転売できず、流動性危機に陥っている金融機関に対して英国債と交換する「特別流動性制度」を導入し当面５００億ポンドー約１０兆６千億円の資金を供給する発表しました。
    ~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~

参考（＊金融関係の損失規模　2008年５月時点で
　　　　　　損失額　　　　　資本補填　　　　　　　差額
北米　　　１８０１億ドル」　１５５８億ドル　　　　　２２６億ドル
欧州　　　２０２６億ドル　　１４５１億ドル　　　　　５７８億ドル
アジア　　　２２１億ドル　　１６８　億ドル　　　　　　４６億ドル
世界　　　４０３８億ドル　　３２２４億ドル
個別金融機関の損失及び、資本注入―米国２００７年第４半期までの１年間
　　　　　　　　　　　　　　関連損失　　　　　　　資本調達
シテイグループ　　　　　　　５７０億ドル　　　　４９７億ドル
メリルリンチ　　　　　　　　４１０億ドル　　　　１５５億ドル
リーマン・ブラーザース　　　　７０億ドル　　　　１００億ドル
ＵＢＳ　　　　　　　　　　　２７２億ドル　　　　５２６億ドル　　
リーマンブラザース損失は、第１・４半期までーーーー)

（＊＊参考　公的資金導入---巻末p62金融・経済危機最新状況、特にp64参照―
ファニーメイ　　　フレデイマック　　住宅関係債権買取機構を国有化か
Fannie Mae(Federal National Mortgage Association) 連邦全国抵当権協会
Freddie Mac(Federal Home Loan Mortgage Corporation) 
　　　　　　                                連邦住宅貸付抵当金融会社
両機関は、米政府系金融機関（GSE－government supported enterprise）で、12兆ドルに及ぶ全米住宅ローンの残高の約半分５兆ドルを貸付けるか保証している。7月13日ポールソン米財務長官は、両社の債権５兆２千億ドルが破損した時の公的資金の補填を提言、また世界への波及額つまり外国中央銀行等の米国住宅関係金融商品の所有額が１兆５千億ドル(１６０兆円)である旨声明した。月末には、議会でも財務省による必要時の公的資金の導入など支援策を含む住宅関連救済法案が成立し、債務者の低利借換えや住宅差し押さえを防ぐ総額３０００億ドルの対策も含まれている。秋予定のＧＳＥの資本増強が成功しない時、公的救済の可能性がある）
~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~

ただ、減税とキャシュバックの財政政策は、サブプライム危機により阻害された市場のセンチメントを回復するために、発表されましたが、公共投資を含めた財政政策は、まだ導入されておらず、その意味で、米国発の今度の危機対策が、ケインズ的な、公共投資を含まざるを得なくなるまで悪化するのか、その場合は、危機の世界性からいって、各国の中央銀行だけでなく、各国の財務省の協調も必要となり、注意深く見守る必要があります。また日本の場合、ほぼ単独で、『失われた１０年』を回復しましたが、今度の米国の危機のように、世界的な連鎖をともなうと、マクロ的な各国の協調がかってのオイルショックの時代以上に進むことが必要です。それは、地球社会でまだ未知の分野です。日本の場合、バブル崩壊の後の資産デフレと金融システム悪化の最中では、財政政策の中で、かって米国がとったような、１９２９年代のテネシーバレー開発をはじめとするケインズ的な有効需要拡大により経済を回復させた公共投資だけでは、有効でなく、乗数効果もそれほど効果がないことがはっきりしました。しかし、新古典派的な市場完全主義に基づく価格調整メカニズムだけでも、危機が解決しないことも明らかです。今回の米国発の危機は、複雑な重層的な、メガバンクを含めた、金融・証券機関の全てに及ぶつながりを持ち、債券の暴落の危険性をも、もたらしたものが、時価会計制度でも増幅され、いはば、核心は、世界金融システムのアーキテクチュアにかかわる性質を有しており、まづ金融市場の崩壊を食い止め、実体経済への影響を最小限にすることから始まらねばなりません。ただ、一方において、エネルギー、食糧、レアメタルなど資源価格の高騰を背景とする世界経済全体としてのインフレが、２０世紀の後半に比べても、強いベーシックラインになっていますので、米国の場合、勝れて金融経済のもたらした危機であっても、経済ファンダメンタルズの回復まで金利だけを下げっぱなしでいいというわけにもいかないので、米国の金融当局は、スタグフレーションとインフレにも留意しながらも、金融経済危機の破裂を未然に防がなければならないという難しいオペレーションを控えています。(その後９月の石油価格の反転後は、デフレ経済対策の比重が高くなり、各国が連鎖的に政策金利を下げている. 11月24日には、英政府は、2.5%付加価値税を下げると発表、仏も付加価値税減を追従)
いずれにしても、今度の危機にのぞんで、米国は、日本の場合、初動段階で公共投資にだけ頼ったのと対照的に、日本が終りに近い段階でとったいろいろな政策を、矢継ぎ早に取り始めています。米国は、今回のような金融システムアーキテクチュアの根幹をゆるがすケースでは，日本の経験から学んで，公共投資以外のところで全力を挙げているのかもしれません。いずれにしても、日本が１０年以上かかつた事を、短時日で解決したいという意欲が見られ、その意味では、Ｇ７などで、日本側が日本の経験を話すとは、いっていますが、日本が中央銀行をふくめて初動段階で対策を誤ったことの正反対が今度の危機での米国の初動段階での対策になっています。特に、資本・証券市場の崩落を招かぬよう細心の注意を払っているといえ、日本のバブル崩壊を学習したともいえます。＊（＊にもかかわらず、９月になって危機に突入した➞p62以降に詳述）。
〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜
日本のここでの教訓は、戦時中の軍部、官僚、マスコミ、世論の誤りだけでなく、戦後の経済政策だけでも、政府、政党、官僚、中央銀行、マスコミ、国民世論、市場経済のどれをとっても絶対常に正しいということはなく、その間違いが国家社会に危機を増幅するということです。やはり、相対主義により、国家の政策を絶えず、検証しなければならず、権力の民主的交代をもとに、転換するべき時は転換するということです。またマスコミもたえず、公益、国益とはなにかについて、視聴者や国民世論におもねるだけでない少数有識者による軌道修正をすることも必要です。ついでながら、公共放送であるＮＨＫの経営陣に求められるのは、視聴者と職員の利益だけでなく、公益であって、受信料の公益負担説、即ち、民間放送と違い、財政的に受信料に依存しうる理由もここに由来します。したがって、世論の太宗とは別に、たえず公益とは、何かを常に検証していかねばばならず、それを踏まえた放送が国民の公益に資することになります。また、日本では、議会制民主主義が、二大政党や与野党間の政権の交代で、国民の意思にしたがって、スムースになされるところまで成熟していないし（その後２００９年８月総選挙の結果９月政権交代）、敗戦後の日本の基本問題も、解決していないが、現在の公共放送は、この国の基本問題の解決に充分な役割をはたしていない。公共放送は、国会の本会議、各委員会の審議は、もつと時間を増やし、昼間忙しい国民各層のための再放送やデータベース提供を飛躍的に拡大するべきです。あるいは、現在CATVで行われている国会テレビを吸収してオンデマンドの通信・放送の融合面での利用をも受信料支払い者に追加の費用が発生しない形で、考慮すべきです。インターネゥトでの放送も発展させるべきです。また、国内と、国際社会では、公益のあり方が、違ってきます。この際、公益と国益は、微妙な差は、あるが共通点もあります。また、国内と、国際社会では、世界統合過程の進展と文化的遅滞現象にもとづき、公益のあり方が、違ってきます。したがつて放送の編成も、国内放送と国際放送では、違ってくるべきであり、特に報道の場合、日本の国益・政策を国際社会に対して丁寧に説明することに相当の重点をおくべきでしょう。一般に世界の中で、日本の政策についての海外での理解は到底充分とはいえず、パワーポリテイクス*(*―巻末57ペ－ジ&p105-.警戒すべき世界情勢　参照)―にもとづき、いろいろな情報に翻弄されているのが、現状といえます。たとえば、10月10日のG7で日本は、公的資金をIMFに出して発展途上国の金融危機に備えることを提案しましたが、国際放送では、世界資本主義の変動の解説も踏まえて、日本の政策提案をアフリカなど新興国に詳しく説明する番組を繰り返すべきです。世界メデイアの報道のなかでは、ＩＭＦのイニシアテイブでそういうことが決まるぐらいの報道で、日本の貢献は、日本を安保理常任理事国にすべきというアフリカ諸国の認識強化にはつながらないと思います。一方、日本についての海外の厳しい批判を伝えるメデイアも一般の日本人に伝わりにくい状況にあります。NHKが主要各国のニュース番組をBSで伝えていることは、評価されるべきですが、国際貢献を含む、日本についての海外の評価、認識は、日本人がよく知るべきもので、深層は、諸外国のニュースだけではわかりません。
私は、２００５年の米Sea Island Ｇ８サミットの直前米国で開催されたサミット関係シンポジウムで一緒になった、アジアを回ってきた独外交筋の人から、欧州における独ナチズムへの謝罪が、構成国から宥恕されている状態と比べ、日本のアジアに対する関係構築が遅れているという指摘を受け、私が、ODAや放送の国際協力などに携わった実感とも違うので、若干反発感を覚えましたが、その後の国連安保常任理への支持などもみると、やはり気をつけるべきと思いました。
このような背景は、考慮した上で、日本の政策や社会の現状について、充分に説明していく放送メデイアをもつことは、日本の国益、社会の公益に沿う事と考えられます。現在議論されている国際放送のありかたも、この公益を仔細に検討して行けば、必ず、解決できると考えますが、ＮＨＫがこの点について、認識を明確化しない場合、国際放送の経営組織の変更も検討すべきでしょう。新国際放送は、民放からの出資もありますが、日本国内や業界の事情、マーケツト事情が編成や経営に影響されずに，真の日本の国際的公益を実現するものにつながってほしいと思います。もうひとつNHKの公共性について言及すれば、教育、教養チャネルに素朴なジャーナリズムを加えてもらいたいことです。日本の進路に関係するテーマーーたとえば知的社会をどう構築するか,環境社会への戦略とか東アジア共同体のあり方とか、世界の金融経済危機、経済政策のあり方と経済理論など、技術革新と経済成長とかテーマは数多くありますーーに対して、好評の通常のNHKスペッシャル的な番組作りとは別に、教育チャネルで、日本の社会全体でその分野で研究している人々を多様に選び、シリーズ１テーマ３－５人ぐらいづつでひとり３０分ぐらいづつでその考え方や提案を発表する主張、論説シリーズを作ることです。テーマは、毎年一度繰り返すことも出来ます。私はNHKの論説委員は、よく研鑽、努力をしているとは、思いますが、この提案の狙いは、NHK内部からでなく、内部スタッフは従来どおり番組を作っていくのですが、スタッフの関与のもとに、ひろく人材を日本全国にもとめ、日本の知的社会のリソースを絶えず、NHKが発掘していくもので、大番組ほどには、金のかからない方法である、最も素朴な意見、提案発表の形で多様な意見が客観的に汲み取れるように放送することによって、多くの研究者を見出し、日本が国内的にも、グローバルにも発展すること、つまり公益に役立つことと、国民一般が放送の公益に貢献していけるのだという意識を、日本の社会や企業体の内外に涵養する目的です。同様に、ニュースは客観的に伝えた後、たとえば、グローバルにつながっている経済や証券市場のニュースのあとトレンドとしては何があるかについて、市場や業務の関係者だけでなく、その外部の人々を含めて日本の学者、専門家の複数の多様な見解を選んで伝えることが、新しい編成に必要ではないでしょうか。
受信料を頂き、視聴している人には、専門分野の人や、一般教養分野、あるいは、公的機関を含めて・組織、企業の戦略を練っている人々がいますが、そのような分野の人は数は限定されていても、あるいはこのような番組は、紅白歌合戦的な視聴率を得られなくても、日本の社会に貢献しうることであれば、放送できるというNHKの特質を、こういうところにも生かしてもらいたいのです。つまり、NHKの公益のひとつは、障害者などに対する放送と同様に、視聴者数は少なくとも放送を通じた国民のシンクタンクであることが自覚されねばなリません。）
---------------------------------------------------------------------------

１９９７年５月に私の事務所のある東京の日本プレスセンターに英国大使館から政治担当の外交官がやってきて、英国政府のシンクタンクWilton Park conference で４日間の国際シンポジウムを開催するので、「Where is Japan's Economy really going?]という題で、６ヶ月後の１１月１８日に講演するよう、私に、依頼されました。この会議は全体として｢日本の国際的役割｣というテーマで、日本の外交について、林　駐英大使、政治について曽根慶大教授などが日本側からプレゼンテーションしました。
私が話をする、その当日、朝、英国南部のシンクタンクのあるマナーハウスで朝起きたところ、ＢＢＣで日本の北海道のリーデイングバンク(北海道拓殖銀行)が倒産したと聞きました。そのあと、５日後には、日本の４大証券のひとつ(山一證券)が破綻しました。私のプレゼンテーションは、日本は、バブル崩壊のあとデフレから脱却しなければならないが、まづ金融システムアーキテクチュアの再構築とソーシアルセイフテイネットワーク(年金・医療など社会保障だけでなく雇用構造転換への対策も重要)の整備が必要であり、構造改革を進めるためにも、不良債権の凝縮が第一歩である。また金融政策と財政政策を含めた経済政策について統合した責任を内閣が取るべきこともふれましたが、その後の経済財政諮問会議や経済戦略会議の設立にもつながったと思います。さらに、枢要な企業の倒産の阻止のためには、資本注入を含めた公的資金の導入が必要な場合がある点も指摘しました。後年には、市場一般のセンチメントの回復のために、株式や土地の購入さえ必要であるし、長期信用銀行の譲渡の結果をみて、産業再生機構のような組織の設立も場合によっては、必要である点に言及しました。＊
―――――――――――――――――――
＊長期信用銀行の場合、一番少ないカテゴリーで見積もっても、１兆８千億円（基準によっては５兆円という。８兆円という人もいる）の公的資金を投入したものを、わづか，10億円（0.06%未満）で外資に譲渡したので、当時、私は、それくらいなら、起こりうる企業の破綻に際し、ケースによっては、1度政府が買い取って再生させたほうが、その後の値上がりを含めて国民の税金をカバーできるという書簡を政府首脳に書いたことを記憶します
------------------------------------------------------------

９７年の英国での会議の後、帰国し、中学，高校の２年後輩になる橋本首相にも論文を提出しました。その翌年６月にＡＳＥＭ関連のテーマで、再び　　Wilton Park　Conference 　に呼ばれ、今度は、Managing World Economy –what can EU and Asia cooperate?といいう題で、再びプレゼンテーションすることになった私は、アジア危機の直後でしたので、１９５０－６０年代の英、独、仏の経済危機の時、有効であつたＩＭＦのconditionalityと緊縮政策は、１９９4,５年のメキシコ危機以来の資本収支の崩壊による危機には、有効でないとして、クルーグマン教授やステイグリリッWorld Bank 副総裁より前に、ＩＭＦの問題点を指摘しました。講演後に、その場にいたＢＢＣラジオのスタッフがさらに質問をしてきたことを覚えています。ワシントン・コンセンサスも条件によっては、固執されるべきではないのです。次の日本の内閣では、アジア基金構想なども、出てきましたが、米、中やＩＭＦの反対で実現しませんでした。１９５０年代、６０年代の一国単位の景気回復とグローバル化した時代の経済政策、金融政策のあり方の違いは、それほど強力に認識されていなかったのです。よく橋本内閣が２年の経済成長の後、公約どおり、消費税２％増をしたことにより当初見込んだ税収増からは、期待分をふくめ１３％減になったと総理就任前の麻生氏などからも批判されましたが、本当は、日本がグローバル経済の変動に対する政策準備態勢が、80年代末の米国の日本の400兆円の内需振興財政政策強要に同調したときからも含めて、整備されていなかったことに原因があります。もしアジア危機がなかったら、日本のバブル崩壊からの回復は、２０世紀中だった可能性もあったとは、思います。しかし、六つの改革の推進が、アジア危機のために、省庁再編以外は、足踏みし、９８年夏の参議院選挙の結果内閣の交代となりました。
結局のところ当初狙った公共投資を中心とした、累計１３５兆円に及ぶ財政政策と低金利政策だけでは、回復できず、ほぼ９3兆円余に達した不良債権処理に当たっては、政府からの公的資金の導入（その後買い入れた不良債権が高く売れたりしたので、いろいろな数え方があるが、）３５兆円、ことに12.3兆円の3７銀行への資本注入）と、経済の構造改革路線の実施をまって、２１世紀初頭までかかりました。この間、日本は、ＧＤＰのマイナス成長はマイナス0.1％を含めて僅少な数字で２回だけで、国際収支は、プラスを維持することが出来、９０年代を通じて、世界トップの債権国という地位は、維持しました（２００７年５．２３発表の２００６年データで２５０兆円）が、国債の発行額は、ＧＤＰを超え、ある米国の格付け機関からは、財政収支の赤字国の、あるアフリカの国なみと、かなり一方的で不当な格付けをされたこともありました(２００２年、先進国中最低で、アフリカのボツワナ並みと米国の格付け会社に格付けされる。もつともボツワナは、２００５年までの５年間を見るとアフリカで成長パーフォマンスのよい７カ国のひとつである)。ただ日本のバブル崩壊からの回復は、財政の赤字の継続的な増加を犠牲にして回復したといえるとは思います。
この日本の失われた１０年と比べて、今度の米国のサブプライムローンを発端とするケースは、１国だけというわけにいかず、グローバルな影響をもたらしているのみならず、日本の場合にはなかった,重層的、かつ複雑な、セキュリタイゼーションの行き過ぎが解決を必要以上に困難にし、世界的な規模の危機となりました。(上述ｐ8の10年比較と後述ｐ19 [☆経済政策の目標・ありかた]参照)

評論家の中には、グローバル資本主義の暴走とドル体制の終わりの始まりというような題で、論文を書く人もいます。先ほど述べた世界的なＦＤＩの流れも、米国は、昨年には、２０％、新興国が５０％となる時もあるような変容がありました。
　これに関連して、今やヘヅジファンドより７０％ぐらい多く３兆ドルに近いといわれるＳＷＦ＊の在り方もグローバルな金融アーキテキチュアの立場で検討されなければならないでしょう。今回のサブプライムの関連で必要になった米国の巨大銀行の資本増強でＳＷＦから、今までのところ(３月まで)５２３億ドルに及ぶ投資がなされました。米国は、窮余の一策として受け入れたのか、それとも、国際金融秩序にＳＷＦを正式に受け入れたのか、今後どう取りあっかつて行くべきかという問題が残ります。＊＊
ＳＷＦは、国家資本主義や、国家社会主義の資本主義国や資源国が運用することが多いのですが（ノルーウェイは例外）、それが、市場経済のいいところ取りを、進めるとしたら、公平でないのです。この問題もまづ、現在のＧ８諸国で討論や合意がなされるべきと思います。＊
―――――――――――――――――――――
*ＩＭＦ〔国際通貨基金〕は、3月4日現在2兆―3兆ドルと推定されるＳＷＦ（sovereign wealth fund－政府系基金）が、5年以内に6兆―10兆ドルに達するとし、10月をメドにファンド運営の最善の行動指針（ベストプラクテイス）を作成することを検討すると発表した。また4月4日米発不良債権は、ほぼ日本の時と同じ、100兆円強となり、各国の公的資金の投入も必要な場合があると発表しました。（その後9月24日、ストロイカーン専務理事は、１兆３千億ドル(138兆円)円に訂正10月1.4.兆ドル、p94（みずほ証券5.8兆ドル）参照－2009.1月ＩＭＦは2.2兆ドルへ増額さらにその後４兆ドルと発表していた。２００９年９月３０日、世界経済のシステミックリスクは、下降したとして、金融機関の損失額を3.4兆ドル、に減額推定した）
7月現在　財務省資料による主な政府系ファンド
　　　　　　　　　　　　　　　推定資産規模　　　　　　　　資金源
アブダビ投資庁（ＵＡＥ）　　　８７５０億ドル　　　　　　　　原油
ノルウェー政府年金基金　　　　３４１２億ドル　　　　　　　　原油
シンガポール政府投資公社　　　３３００億ドル　　　　　　財政余剰
サウジアラビア通貨庁　　　　　３０００億ドル　　　　　　　　原油
クウエート投資庁　　　　　　　２５００億ドル　　　　　　　　原油
中国投資有限責任公司　　　　　２０００億ドル　　　　　　外貨準備
カタール投資庁　　　　　　　　　４００億ドル　　　　　　　　原油
＊＊一方、３月２０日米財務省は、既に２月までに、米国の市中銀行などになされたアブダビ及びシンガポールの政府系ファンドの対米投資のありかたについて合意した。米国のポールソン財務長官は、ＳＷＦの投資は、資金投入企業の経営権を奪おうとしないものであれば、歓迎するとして、これら両国ほかと、ＩＭＦ及びＯＥＣＤ（経済協力開発機構〕が進めている、政府系ファンドと投資受入国の双方にとって最善の投資指針の作成するイニシアテイヴを積極的に支持していきたいとのべている。この問題は、今後のグローバル資本主義の行く末に関係するのでG８諸国の首脳が深く関心をもつべきことと考える。中国は、すでに西独の空港を買収したり、世界生保大手のAIGの半数近くの株を取得しょうとしているが、欧米的企業の資金と比べて、社会主義的資本主義の政府ファンドは有利な時を狙いすまして、私企業では困難な大規模投資をすることが可能である。中国の場合、資源獲得に利用したり、其の後１１月の発表で、６０００億ドルと日本を抜き米国債の最大保持者となったことを基に、ＳＷＦでも、相手国の同意を得やすい環境をえて市場を通じて有利な投資を狙っている。一方、仏は、危機の時に優良企業が外国資本に買収されやすいことを考慮して企業防衛のためということを理由にして政府系のファンドを創立する動きである。SWFの投資を米国をはじめとしてマーケットで受け入れるのであれば、日本も戦略的な資本投入のためのSWFを早期に創立すべきであろう。一方欧州大陸系の国々と違い、米英の場合は、自国の戦略に必要である場合は、資本を受け入れた後でも、ケースバイケースで事後的な規制－つまり資本投入撤回させるーも可能な法体制になっている。このような世界の現実をふまえて、わが国も戦略的な、迅速な決定可能な公的ファンドを考えるべきであろう。
―――――――――――――――――――
しかしＳＷＦだけでは、今回の金融危機は、収束しません。債券の中味を保証するモノラインといわれる金融保証会社だけでも、２兆４千億ドルを保証しているといわれ、その格下げは、また世界的な不安を招きます。　　　
一方、ＭＢＳ（不動産担保証券）やRMBS(住宅ローン担保証券)などサブプライム証券化商品を保有している保険、ヘヅジファアンド、銀行、資産運用機関の保有ＣＤＯ（合成債務担保証券Collateralized debt obligation）合計も約３兆ドルです。　さらに金融機関の傘下にある資産運用ファンドであるＳＩＶ（連結外投資ビークルー特別目的会社の一種）は、帳簿に計上しなくてよい簿外ファンドです。金融機関は、少ない出資金を元手に市場から多額の資金調達を加えて、高いリターンを追及する。ＳＩＶはＣＤＯに投資するので、ＣＤＯ価格が下落すると、時価評価減後そのファンドは、債務超過になる。米国の住宅ローン全体は、１０兆ドル強で、サブプライムローンは、その１０％であり、米国の国内政策で救済可能ですが、重層的なセキュリタイゼーションの結果世界的な波紋を繰り広げるメカニズムを内包している。　
＊下記の＊と巻末ＰＳⅢｐ59 ○金融危機最新状況 参照
＊➞クレデイットデリバテイブなどの信用リスクをふくむ資産を原資産として証券化された合成債務担保証券であるＣＤＯ以外に、企業が倒産し、債務不履行となる信用リスクを対象とする金融派生商品（デリバテイブ）であるＣＤＳ（クレジットデフォルトスワップ）は、２００７年６月に想定元本ベースで４５兆ドル（最近の確認情報では2007年末で６2兆ドルとなり、2008.6月に54兆ドルに減少））に達し（日本のＧＤＰの１０倍以上。ヘヅジファンドのシェアは、６０％といわれる、ヘヅジフアンドや保険業界が参入する前の２００１年は４０００億ドルで銀行間の保証が主であった）、サブプライム危機がスパイラル的な連鎖反応でＣＤＳにまで及ぶと、金融システムの信用リスク崩壊が懸念される。
　CDSは、企業などが融資や債券などの元利を返済できるかどうかの信用リスクを保証してもらうオプション取引で、従来の銀行保証をデリバテイヴに作り変え貸付債権の債務不履行（クレデイットデイフオウルト）時の損失を保証してもらう仕組み。当初企業の倒産確率をベースに算出したデフォルト率で適正水準だった。２００４年に世界的な低金利を背景に運用資産１兆ドルをこえたヘヅジファンドが株、債券、為替など従来の市場で運用競争激化のあと、ITバブル時に４％まで高まったデフォルト率がその後低下したことに目をつけ、CDSの保証の引受け手として安い料率で参入しシェアを拡大した。保険会社のＡＩＧは多額の保証引き受け手となり、後述のように救済された）
　なお、世界の株式市場は、７０００兆円、債権市場は、５５００兆円、金融派生商品の想定元本は、５京円といわれる。
―――――――――――――――――――――
これを機会に先進経済国で、セキュリタイゼーションの行き過ぎやメカニズム、格付け機関のありかたも検討し、あるべきルールの合意を形成する努力を傾けるべきで、１回のサミットでは、完成しないでしょうが、Ｇ８サミット国の首脳の指導力による共通の理解がそのベースなります。
○また、ドルの長期減価傾向があるとすると、あまりに大きな黒字国は、少なくとも、完全な変動為替制度にしていって、通貨の自動調節が出来やすい制度に移行することが求められます。国際的につながっている経済では、一国にとっても、世界にとってもそれによって国内・国際の物的、人的経済資源の適切な配分、インフレの回避、環境の保全、均衡ある発展、格差への抵抗が前向きに実現されやすくなるからです。但し、利害関係者にウィン組みとルーザーをもたらし痛みを生じますが、それは、黒字国の貿易相手国と同じです。
実際日本の場合、１９７１年のニクソンショックのときは瞬間的に16.88％
もの切り上げを行いましたが、これは、一昨年、中国が切り上げに努力すると発表した時の目標2.1%に比べると大変に大きな切り上げでした。中国の場合はその後数年かかってやつと二桁台の切り上げになっています。日本は１９８５年のプラザ合意の時も、もつと大幅で大変な切り上げで協力しました。（２４０円→１２０円）１９９５年には、固定為替制度のときに比べて通貨の価値がドルに対して、４倍になる切り上げになり(７９円)、行き過ぎとなったのです。２００３年のフランスのサミットの時、日本の小泉首相が、２０年前、日本の黒字が、米国の赤字の８０％を占めていた時に比べると、今では、１６％に低下していると記者会見で述べた時、私は会場にいました。　
中国の元切り上げについての米中間の会議では、米国は大幅切り上げを迫りましたが、中国側の抵抗にあい、又ポールソン財務長官と中国金融担当第一副首相（広州時代不良債権の処理へポールソンが尽力した）との関係のせいか、米国からの中国の銀行業務に関する進出を大幅に認めるとか、相互に投資、資本参入を認め合うことで妥協しました。その結果は、米国の資本増強に対するＳＷＦの投資としても役に立つことも考えられます。
このように複雑に展開する通貨制度や市場開放に関連するきわめてサトルな問題が議題に上ることもサミットでありうると考えます。
　今、詳細に議論する余裕がありませんが、問題は、このような世界経済の構造上の変化を、どうしょうかという議論をする場合に、最近大いに発展しているとはいえ、ＢＲＩＣＳ（except Russia）とか資源国とか、途上国の代表をそれだけで正式なサミットのメンバーとして討論することが、適切でしょうか？
　私は、世界経済の構造変化やそれに対する対策のような主題については、従来のように、公正な選挙制度を含む民主主義、法の支配、市場経済の三つについてリーデイングな位置をしめている国でなおかつ世界経済について叡智をもつて対処しえる素質を持った国ぐにで、サミットとしての第一次的な合意に達し、その他の国々や国際機関その他の組織と協議する方が実現可能性の高い結果になりうると考え、最初から拡大した一体の会議では、収拾がつかなくなる恐れがあると考えます。（Too Many Cooks spoil the broth）（p62-ｐ105に補足）
註　　　　　　　　　☆　経済政策の目標・ありかた
『  この際、一言付け加えるならば、経済の変容、危機の性質によって、適切な、経済政策、つまり、構造改革政策、金融政策、財政政策、その中でも、減税政策と公共投資政策の有効性が違うことである。日本の９０年代はじめの土地バブルの崩壊、それに伴う資産デフレや、企業B/Sのスパイラル的な悪化で、金融アーキテクチュアの破綻の恐れのある際には、ケインズ的な有効需要喚起政策は、財政に余裕があるならば無駄ではないが,サムエルソンの加速度原理などの効果をかく。そのために財政赤字が増大し、累積してＧＤＰ以上の国債発行で、カバーするところまでいくと、積極的な経済政策の展開自体が困難になるのみならす、福祉国家の基礎を揺るがし長期的な成長のための技術革新への研究投資や教育への予算を削減させる。完全雇用を達成するまで、公的資金でケインズ的な有効需要を喚起し、達成後は、市場の自動調節により経済資源の最適配分を図るという新古典派の理論もそれが適切に働く経済環境でないところでは、財政環境の悪化のみを招き、成長のための技術革新や教育への投資が減少する。ことに完全雇用に近く同時にバブルの症状を呈しているところからの崩落過程では、落ちきったところではともかくも、効果的でない。基軸通貨国の場合でも、通貨のシニヨリテイがあるので通貨増発である程度しのげるが、限度があり、通貨の信任が揺らぎついには、衰退に向かう。
１９２９年代の証券市場の崩落後のように、実体経済が弱体化し、深刻なデフレにいたつた時は、ケインズ的な有効需要喚起政策のための大プロジェクト、公共投資政策は、乗数公果を含めて有効である。
１９５０年代、６０年代の英、独、仏の経済危機のときはＩＭＦの融資に付随するコンデショナリテイ（経常赤字縮小,インフレ抑制,構造改革）中心の処方箋は、有効であった。
１９９４－５年のメキシコなどの中南米危機や、９７年のアジア危機など、国際資本移動の迅速化がもたらす、経常収支、貿易外収支、金融収支の悪化、通貨の崩落により起こる危機は、価格調整により市場経済をより、純粋化させる対策が、少なくとも短期的には、国のバランスシートと、経済実態をさらに悪化させる。わが国の明治以来の発展は、資本の自己蓄積がベースにあつたが、FDIに頼りきって成長ばかり目指そうとすると、アジア危機のような時のＮＩＥＳ（台、韓、シンガポールなどAsian Tiger 諸国）など、ダメージが大きい。
（外国からの直接投資―FDIは、ケースによっては、大変に有用である。欧州のエアバスが中国に工場生産を含めて進出したが、このようなＦＤＩを受け入れることは、日本にとっても技術の内容を見ることとあいまつて逃さない方がよい機会であった）。
米国の今回の危機のように、サブプライムローンの１０倍、最も広い範囲を取り、ＣＤＳまで含めると６０倍以上の派生金融証券化商品が、幾重にも重層的に、各種金融機関を連結してしかも、国際的に仕組まれているところでは、新古典派的な理論どおり、経済資源の最適配分を市場の純化と価格調整により解決しょうとすると、金融市場、証券市場、債券市場も含めて、資本主義そのものの崩落を招く危険性がある。その意味で、今回米国の、財務省とＦＲＢは、連携により、住宅分野への公的資金の導入をはじめ、住宅以外の市場の需要の急激な落ち込みを防ぎ、金融機関の資本増強をはじめ、低金利政策と金融機関相互の流動性確保の手段をとり、さらに証券会社への資金注入など、市場崩落を未然に防ぐ、あらゆる政策を、丁度日本が「失われた１０年」の最後の局面になってとつた政策のほとんどを含めて、中央銀行であるＦＲＢのバランスシートの大幅悪化を招きながらも（2008年初めはＦＲＢのＢ／Ｓは１兆ドルであったが、１１月まで、３兆ドルで、2009年には４兆ドル台になると思われる）短期間のうちに導入した。米政府は、２－３月の迅速な対応と夏までの政策実施はよかったが、９月になってリーマンブラザースとＡＩＧ，メリルリンチなどが危険水域に近づいた時の対応が誤り、危機突入を避けられなかった。
１９９０年代はじめには、日本の個人国民所得平均は、世界２－３位であったが、バブル崩壊後の停滞から、２００７年度は、ＯＥＣＤ中１９位でＧ７では再下位になった。１９９２年英国は、１１％の失業率に悩み、ＢＯＥ（Bank of England）は、ソロスなど投機筋にまけて、ポンドを切り下げたが＊、１９９７年にインフレターゲツトを導入し、２００６年までに、日、仏、独を軒並み抜いてper capitaで上位に達した。(＊たまたま９２年９月ロンドンにいたが、当時ＥＵでは、為替についてＥＲＭ－Exchange Rate Mechanism―という為替レートシステムをとっており、標準レートの上下２－１．５％の範囲内で自国通貨を交換するようになっていた、経済悪化中の英は、独通貨の切り上げを要請したが、拒絶され、ポンドが過大評価されているとみたソロスの１兆円以上の空売りにより、防戦のためＢＯＥは、９２年９月１６日、公定歩合を10%,12%さらに15%まで上げたが、抗しきれず１７日に公定歩合を10％に下げ、英国はＥＲＭから離脱し、ポンドは、40%下げた)
尤も為替がポンド１３５円の円高であった１９９５年の段階では、独、仏、英の三国のＧＤＰ計より日本のＧＤＰが多くなっていたこともあり、為替により基軸通貨換算の経済指標は大きく変動する。中国がＧＤＰで日本を抜くのはここ1-2年といわれるが、為替が対米ドル6.8元台の現状から6.4元に切りあがったならそれだけで、現在でも日本を抜く。
中央銀行のターゲツトは、物価の安定であるが、米英の場合、雇用の維持、場合によっては、適正な成長,証券市場の維持も目標になっていると考えられる。英国の場合、賃金、所得の上昇を前提としても、適切なインフレターゲツト（２-1％）を導入したことが、empiricismのEnglish School哲学の国にふさわしく、規制緩和、構造改革とあいまって、保守党のクラーク蔵相の時から１６年労働党だけでも１０年間の成長を呼び込み、日本をper capita　で逆転するひとつの要因となった。ただサブプライム打撃がある一方で、エネルギーなど国際物価の上昇を受けて、１０年ぶりに、７月には、インフレ５％を記録し、政策展開がみものであった。其の後の石油価格下落により、むしろデフレ対策が必要となってきた。不動産市況をはじめ、今回の危機では英国への打撃は大。
中央銀行が、量的緩和が、国として、必要な時にも、通貨の流通増加を不胎化することも、物価安定、通貨安定の基本政策に固執してとられやすい国もあるが、名目成長率と実質成長率に適切な正の差が得られなければ、国民経済がさらに悪化し、適正軌道に戻ることさえ難しい局面は、経済の環境として、存在する。（私の場合、バブルのピーク時、付近の土地が1400万／坪でも売買された親の土地を相続し其の後納税に見合う値段がつかず、7年後に物納した時は220万で殆ど財産を失った）また国民が景気のよさを実感するにも適切な差が必要であろう。関連して日本の現在の潜在成長率は２％、ＣＰＩが１％とすると名目成長率は３％ぐらいという人が多いが、今回の世界大不況で格段に下がる変化も予想される。ただ英米の場合にも明らかなように、政府全体の経済政策の目標に沿って、中央銀行は、手段として金融政策を自由に行っていくという点は、もつと国民やマスコミに理解されてよい。
景気変動は、一般的に、一方において、たとえば、中国によるＧＤＰ比４５％の設備投資にみられたような過剰投資＊や（消費は、35%にすぎない）、他方において資本ストック調整理論のように過少消費で起こることが多いが、最近の経済危機は、金融経済の危機が引き金となっており、今回の金融商品の重層化による危機への源は、過剰な金融商品の創造であつたともいえないことはない。
（＊　端的に過剰な設備投資を示すものとして、鉄鋼生産で、２０００年当時、日中は、１億トン、２００７年中国は５億トン、日本を含む先進諸国は数十年間微増か横ばいであるのに、7年間5倍という中国は異例、過剰投資が世界の資源・エネルギー価格を高騰させ限界的な生産増加の50％以上（中国の場合９０％という）をその国が使用するほどの高度成長をする国に対しては、世界全体の持続的発展を均衡よく図るために、その国にたいして適切な設備投資を求める一方、変動為替制を採用させることも必要である。中国の場合GDP45%(07年は３７％)輸出依存のときもあった。尤も今回の金融危機では、逆に中国が牽引力となること、大幅な財政政策が期待されている）
経済の変動は、また資源の多寡、国際間の生産三要素間のアンバランス、輸出、輸入の過剰または、過少、投機などからも起こるインフレ・デフレも関係する。
１９９０年代の統制経済（コマンドエコノミー）から市場経済の移行期も経済に大変動をもたらした。その場合中小国と大国でも変動の仕方が違う。９０年代はじめポーランドが市場経済に移行する時は、１時、インフレが1500％にも及んだが、引き締め政策の結果、一年以内に４００％にまづ収縮し、以後正常化に向かった。しかし、ソ連邦解体後のロシアでは、移行経済のときに日本のエコノミストを含めて欧米諸国から市場経済へスムーズな移行が出来るよう現地でアドヴァイスをするエコノミストが多数ロシアへ向かったが、ロシアはポーランドと違い、700-－1500-―2500%とインフレが収まらず、数年以上が経過した。その結果冷戦下では、ソ連は、世界第２位の経済規模といわれたのに、９０年代は、スイス、ベルギー並みの規模に落ちたが、２１世紀になって、最近、石油価格高騰で、ＧＤＰの規模でのランキングが世界上位に回復した。しかし国土が広すぎるともろもろの経済政策の効きが遅くなる。
また、同じく広範な領土をもつ、中国のような国家社会主義の一党独裁下での市場経済、資本経済の運営、なかんずく高度成長にこだわる場合に、其の国の中の格差や世界の資源の取り込みなどで世界的な摩擦、資源高騰に影響を与える。年間１０００万の新規雇用必要者が生じるので、９％内外の成長は必要としているが、たとえ、４－５％成長でも、社会各層への対策、都市と農村への経済・社会政策、増進する軍事予算の削減など経済要素間にバランスをとつて、社会の安定を図る経済政策を進めることが、地球社会に対する責任でなくてはならない。
さらに、グローバル経済の中では、基軸通貨との関係をどう保っかに留意しなければならない。ＩＭＦによると外貨準備にしめるＵＳ＄のシェアは、‘９５年から２００７年の間で約６０％から７０％の間にあり、ユーロは２０％弱から３０％弱の間である。これが、貿易の決済と金融取引などの売買高のシェアでは、ひとつの取引で二通貨が計上されるので計２００％となるがＢＩＳのデータで、米ドル２００１年９０．３％２００７年８６．３％とこの間、４％減であるが、ユーロも３７．６％から３７％と０．６％減で、日本円は、２２・７％が１６．５％と６．２％減で最もシェア減が大きい。英ポンドは、１．８％豪ドル２．５％で増加率が高いが、ほかの国は、１％以下の増加である。サブプライムの影響で２００８年9月と２００９年４月時点でどうなるかが注目される。ひとつ注意が必要なのは、２００７年９月の段階で，ユーロ建てノートとボンドの発行残高９兆９５８０億ドルに対し、ドルの方は、７兆３５００億ドル、短期金融市場においても、ユーロ建てコマーシャルぺーパー、マネーマーケツト商品の発行残高４９００億ドル、ドル建て３９６０億ドルとなっており資本取引の面でユーロが上回っていることである。これから、ドルとユーロの２通貨中心になっていくのか、ケインズが交渉した時代のバンコールや、ＳＤＲの割合などを基にしたバスケツト方式になるのか、ステイグリツツが提唱しているような、新公的国際通貨が成り立つのかも、今後の問題である。
また、人間社会には、戦争や政治状況をはじめ、経済にも定常状態と、極限的状況とがある。普通の状態では市場経済のルールは守られるべきで、安易なコスト補助や公的資金の救済のための導入は、一国の戦略政策がある場合でも少ない方が望ましいがーー、マーケツトエコノミーの純化を妨げ、市場経済による生産要素間の調整や、資源の最適配分を妨げるものである。しかし、極限状況の程度により、異なった政策が必要である。経済的な極限状況のひとつの例は、敗戦時のわが国経済で、このとき政府は、企業に新旧ふたつのバランスシートを認め、企業の回復を助けた。（2008年10月８日にスイス政府がUBSの不良債権のみ切り離したファンドを作って処理をすすめることになったのは、ミニ版といえないことはない）この壊滅的な敗戦時を例外中の例外としても、この２０年間でも、わが国のバブルの破裂とか、今回の米国に源を発する世界の危機的状況のときは、金融アーキテクチュアや、マーケツトエコノミーの崩落を防ぐ緊急の政策実施が必要であるといえよう。
石油など資源価格高騰に対して、一国の経済政策はどうあるべきであろうか。一定の水準に落ち着いた場合には、高い価格に対応する新たな均衡価格への移行が必要である。１９７３年の第１次オイルショックの時、日本のエネルギー輸入での海外への所得移転は、輸出２００億ドルに対し６７億ドルとなったと記憶する。その最中に、エネルギー価格が５倍にもなっていったので，物の価格が高騰しＣＰＩも７５年には２３％を記録し、それに対処するために、たとえば、NHKの賃上げは、１７％になり、年明けでインフレの高進した半年以内に、私が評議員をしていた麻布学園では、私も徹夜で団体交渉に、経営側に加わったが、３４％のupとなった。当時は高度成長の継続で日本の活力があつた為未曾有のエネルギー危機に対処できたのだか、福田蔵相は、新価格（に対応する）経済への軌道に移行するのに｢全治３年｣と述べた。つまり資源価格高騰など、コストプッシュインフレに対処するには、国に活力、競争力があるという前提で、労働分配率をふくめた新たなる価格体系―均衡水準が市場経済で実現されねばならないのである。今は、当時と比べ産業が多面的に発展し、円高なので、相対的な痛みは少ないが、労働分配率の増加がハードルである。ただ、今回１４７＄まで上昇した石油価格は、需給関係、供給コストと並んで，膨張した金融経済からの、生産国資金を含む投機が要因である。投機部分を除けば、７０ドルぐらいまでではないかという識者も多い（事実12月になってバレル４０＄台になり、１２月２５日には３５＄となったー現在は７０ドル台）。つまり、金融経済とマーケツト経済のリンケージが適度のものであったがどうかが影響する。P６２以降詳論するが、史上初めてとも言うべき今回の世界同時不況では、生産縮小、利益率低下、企業と政府のＢ／Ｓ悪化、失業率高進、貿易縮小と進み、各国とも雇用問題が社会の不安定化をまねく、いわば、適度のインフレより怖い、デフレに進み、世界規模での経済改善が必要になる。
　金融を経済の中で、どう位置づけるかは、古くて新しい問題である．ヒルファーデイングのようなマルクス系の批判もあるが、マネーの存在が否定できない以上金融は、経済になくてはならぬものである。そこで、投資銀行的な業務を経済システムの中にどう位置付けるかが問題である。成長産業をはじめとして、産業構造の変換もふくめて、銀行が産業に役立つことは、勿論必要である。株式売買、合併、買収などの伝統的な業務もそうである。ただ、現在言われている投資銀行的な業務とは、高度な、金融派生商品とかデリヴァテイヴ，重層化した証券化商品を通じて、通常の産業利益をはるかに超える高利率な収益を競争で得ようとするものである。9月２２日NHKが伝えたBBCニュースの放送では、英国のCityで稼がれる１ポンドは、投資銀行的な業務でさらに３ポンドになるとコメントされていた。（7ポンドになると人によっては言う）この重層的な派生商品分野のスタッフは、英米でボーナスが４千万円が平均といわれる状態がつい最近まで、継続したという。また、経営トップの在任中と退職時の合計所得は数百億といわれた時期があった。それに見合う収益を得ようとスタッフ及び高所得経営陣は、ますますハイリスクを追及する金融商品を開発しょうとする。モノラインとかCDSに象徴される金融商品、またそれを高い位置づけて評価する、公正さに疑問のある格付け会社も出現してきた。
特に最近の危機は、金融のグローバルな動きが迅速になった環境で、金融経済と実体経済の乖離が大きくなった時に起こっているものが多い。World Federation Exchange,IFS,OECD,ADB,日銀、FRB,ECBなどからの作成資料で、1990年には、名目GDP3100兆円で、債券、証券、預金などの金融資産は、5500兆円だったものが、2007年は、名目GDP6400兆円に対し,2京2000兆円になっている。今回の危機は、サブプライムから発しではいるが、重層的な金融派生商品が最も大きな要素となっており、派生金融商品まで含めると、2京でなく5京という資料もある。（ｐ70 実体経済と金融経済も参照）
もし、そこに国家ファンドであるSWFなどが大量の資金移動を高利息を求めて徘徊するようになると、市場では、公正な競争も益々ゆがめられていく可能性もある。ここに、今度の世界金融危機を契機に公正なルールができるかどうかが、G8の首脳は、勿論、IMF,　BIS,バーゼル会議、各国の金融当局をはじめ世界のworld　governance に携わる人々のウイズダムが問われているのである。むしろSWFの建設的な使い方として、2008年の秋のG7会議〔10月10日〕に日本が、金融世界危機にIMFを通じて日本や中国などのSWFや各国の基金で、新興国の金融安定を図る案を提出すると伝えられたが、ウィズダムにそっていると考える。かって、アジア危機の時に宮澤構想で、アジア基金を提案し、IMF,米国、中国の反対に会ったが、今回は、IMF,中国の協力を条件にしようとしたところが一歩前進である。IMFの増資にも、SWFのある国は、貢献すべきであろう。
経済危機の性質により適切な経済政策が必要だが、その場合、各国の経済政策実施機関と、中央銀行が独立性は保ちながらもバランスをとり、いはば、時の内閣が、金融政策を含むすべての経済政策が連携して効果を発揮する、つまり、全体として統合的な経済政策を遂行する責任を負うことが求められている。
その意味で、橋本内閣末期に導入を試み、小泉内閣で効果を発揮した経済財政諮問会議は、方向として適切であったといえよう。
又金融機関のモラルハザードに対して,特に金融経済と、実物経済の適正な関係が破られても、高所得を得ようとする経営陣、デイーラー、そのような商品を企画する人々,に対しては、政府、中央銀行とも厳しいルールをしくべきであろう。　　　
以上、いくつかの場合についての経済政策について考察を加えた。
付言して、ロストウの経済発展段階論の考えを応用すると、大英帝国の成熟末期や、今日の日本のように、海外への金融投資や海外生産による収益が多くなりつつある段階では、海外利益をどう国内に生かすか、しかもグローバル展開にも役立つという目的での税制なども工夫されねばならない。その場合ＳＷＦが設立されている場合は、どのような投資が世界的に効果的かの戦略的検討も必要である。しかし、製造業の強みがなくなっていく国は、いずれ没落しやすいので、日本としては、GDP、GNPもGNIも延ばしていくことがグローバル時代のひとつの目標である。少子高齢化の時代に質のよい移民を受け入れることは、勿論である。日本の産業の生産と販売の市場開拓基地としての海外でのオペレーションを通じて、その現地雇用の人口を増やしていくことは、不完全ではあるが人口減を補完する解決方法であり(日本人の増加ではないが日本関係人口増)、国内と外国と両方の生産でGNI、GNPを増加することになる。同時に最先端の技術だけでなく、相手方マーケツトの購買力に応じて適切な製品をそれぞれの地域で開発しマーケツトシェアを得ることも必要である。
経済発展段階論の外延として、人口の長期発展段階に沿って、福祉国家制度の確立との関係と資本の蓄積、経済成長の関係も考察されねばならない。おおざつぱに行って、（１）経済成長期と人口増大期、（２）次に人口の三角型ピラミヅトの底辺のくびれ期（少子高齢化の初期）、（３）さらに人口の三角形が少子高齢化で底辺の半分が菱形にちかくなる時期にみられる人口構成形態変化は、国家の成熟、発展によくみられるパターンである。この場合でも悲観一色ではなく、（１）、（２）の時期に社会保障制度や年金制度が確立されていれば、国家全体としては、蓄積されたマネーを戦略的に自国の中の技術革新に基づく新成長産業への投資、グローバルな経済発展段階を考慮して、先進国だけでなく、新興国、新成長国へリスク管理をした上での投資・生産・マーケツト開拓を段階的に、適切に行ええれば、国家の発展と経済規模の拡大や質的向上は、終わりではないといえよう。その場合は、アジアで言えば、もう適用されないと普通には考えられる雁行形態の経済社会の発展が違った形で、もう一度見られうるしそれを見据えた投資が有効であろう。アフリカや中南米でも有りうる。ただこの場合、グローバルな投資方法についての公正なルールが確立されていくことが重要で、アジア危機のような危機を防ぐシステムの確立、現在のサブプライム危機から明らかになった、証券化商品のあり方を含むグローバルファイナンシャルアーキテクチュアの再形成が進むことが重要である。
また度々起こるエネルギー価格の高騰の際、わが国は、いつも交易条件が悪化する。たとえば、ロシアは、この6年ぐらいの間に、通貨価値が300％上昇したが(今回の危機で大幅に切り下がったが)、資源国は、時々漁夫の利を得ようとする。それに対し、わが国は、今回のエネルギー価格上昇で、交易条件は、数拾パーセント悪化したといわれる。石油の支払いで言えば、１０年前の５兆円が２７兆円になった。グローバルな自由な活動が許されているのであれば、自然エネルギー利用と並んで、M/Aなどで、いわば日本企業のグローバル化で経営資源を押さえることもひとつの、方法ではある。日本経済に特殊なベースは、二重貿易依存でありそのために適切な経常収支のバランスは、経済の中心を内需におくにしても、常に必要である。２００２年のカナナスカスサミットの際にＧ８サミットリサーチグループのシンポジウムがカルガリー大學であり、私は、世界経済の安定と日本経済の再生という題でプレゼンテーションしたが、その際、日本の貿易黒字が大きいことは、世界にとって問題点ではないかという趣旨の質問があった。これに対し、私は、ドイツや、英国など２０％－４０％以上の割合であるヨーロッパの国々に比べても、GDPに対する貿易の比率としては日本は、10％位で、比率としては、低い方であると述べ、納得してもらったが、世界経済第２位の国として輸出の絶対量は２０世紀後半を通じて大きく、バブル経済崩壊からの経済回復において、輸出に多く依存したことは、事実であり、特に、２００４年以降最近まで、中国ほどの対ＧＤＰの割合ではないにしても、１０％を離れ、２０％へ向けて増大してきた（現在16.5％から14％へ下降中）。そこで、一定の輸出を確保し、急な円高を避けることは、日本にとつて重要である。わが国の場合は、自動車、電機など２割ほどの優良企業が輸出超を大きくもたらしているのであり、上位２0社で黒字の50%を得ている。あらゆる業種が輸出できるわけではない。勿論、円高は、内需を拡大したり、海外資源に投資したり外国企業のＭＡを図つたり、エネルギー源など相対的に安く物資を輸入する点では、有利であるが、デフレになることは避けねばならない。そのためには、競争力ある日本の産業が価格を上げてしかも輸出できるような経営に移行しなければならない。あるいは、その価格移行へのタイムラグがあったりするが、端的にいって、トヨタほどの企業で赤字になるような急激な円高であれば、政府と中央銀行の政策のコンセンサスとして、必ずしも直接介入ではないが、円安誘導が必要である。よく実質的な円高の視点では、諸外国のインフレを考慮すれば、現在の１００円は、まだまだ円安であるといわれる。しかし企業の損益分岐点や、利益や給料などの生産コストは名目で計算されており、名目的な円高になっている時、海外市場での価格を利益が著しく減らないように現地価格をあげてなおかつ市場シェアを落とさないような経営が求められている。それには、わが国の１部の商品が技術革新的で他の国からの商品と比べて価格が高くとも、なおそれぞれの国で売れうる物でなければならないということになり、一方で最高の技術的な質のものでなくても、其の国のマーケツトにあつた低廉で適切な機能で数量的シェアが獲得可能な製品を供給するという2正面作戦が出来る、経営としても大変高度な経営が求められる。政府側も産業面で企業が、競争力の維持が出来るよういろいろな政策をしていかねばならない。勿論大部分の商品は価格競争力がベースとなって海外に輸出が出来るのではあるが。
円高局面では、政府としては、まづ、内需振興を含めた景気刺激策としての金利の引き下げが第一歩であるが、各国とも金利を引き下げる場合、あるいは、財政政策を拡大する環境にあっても、其の成果が、開放経済であるが故に、円高で、外国に移出していく割合が多い場合、中央銀行は、全力を挙げて、金融緩和、ハードマネーの増大をしていくことが要請される。　非常時には、そのため、中央銀行のバランスシートが悪化しても、日本経済の全体のために要請される金融政策であることになろう。単なる介入でなく、金融の量的緩和を徹底して円高を和らげるか円安に誘導することも必要な場合がありうる。
またグローバル化が進むと一国にとつて円高、円安が循環することを利用する経営も必要になる。円高局面では、資源、エネルギー産業への戦略的買収、外国先端技術企業の買収、円安局面では、輸出産業の注力など、経営資源の配分、経営決定の変更などがこれからの経営陣に求められてくるし金融資本も其の局面に対応して、企業を応援していくことも必要であろう。また景気の変動局面で、グローバル化の速度が高まり、金融資本のグローバルな移動とか、サプライチェーンマネジメントとか、売り上げの変化に対する金融や雇用への変化が迅速に影響されることが多くなってきた。経営のファインチュウニングと一国としての雇用の維持、成長政策を前向きにリンクすることは、これからの国と企業の課題である。また好況の時に、適切な労働分配率を高めるならば、経営者も労働者も満足感と実感を得やすく、危機のときに、倒産の増加や、雇用の悪化を限度以上に進めないために、一国の経済政策として常に留意すべきは、インフレではないが、名目成長が実質成長より微細に上回る経済運営も、政府と中央銀行が目指すべきターゲツトである。
中央銀行が円安誘導への政策金利切り下げや、市中で利用できるマネーの量的拡大を実施する局面では、中央政府側も金融政策を有効ならしめる関連の政策、効果的な雇用確保や有効需要拡大のための経済政策や内需拡大をリンクさせていかねばならない。また食糧の自給度を改善していく経営的農業育成政策や新エネルギーや関連の沿海資源の開拓も継続していかねばならない。日本の場合、たとえばアジアのハブになりうる大空港とか大港湾都市の建設、整備とか、新幹線の基幹線の最終整備の前倒しやリニア新幹線などの早期完成などの新社会インフラへの大規模財政政策と競争政策の実施である。農業についても日本は、国土の12.6%で米国は６０％、英国は７０％と比べて見劣りがする。先に、人口のピラミヅト形態の三つの変化に応じて、経済戦略の変化に触れたが、日本だけでなく、世界的に見ても、現在の６５億人が２０５０年に９０億人になるという推定にもとずいて資源の国内外での手当てや、日本の農業の経営化を通じての自給率拡大への戦略はかかせない。
しかし二重貿易依存で輸出を確保する根本と底辺は、多くの分野で世界をリードする技術革新であり、それを進めるような経済政策は、本文で述べる環境産業を含めて、不断に不可欠である。そして、そのような経済政策を可能ならしめるバックグランドは、教育の進歩や知的社会の構築の推進でありそのため国家としても民間とあいまって投資政策を進める必要がある。
ＳＷＦを保持する国の中には、世界危機を活用して、投資やマーケツト開拓をしようという国もある。たとえば、中国は世界最大の生保であるＡＩＧに資本参加を企図しているし、米国の自動車業界の苦境を見越して、電気自動車の量産を国家プロジェクトとして完成させ明後年の米市場進出を狙っているし、あるいは、ビヅグ３の下請けをねらっているかもしれない。ブラジルは仏との間に原子力潜水艦製造の技術移転を狙う協定をサルコジ大統領がクリスマス直前お訪問して締結した。危機の時代は、局面が変わるモメンタムに対処するべきである。
またここでは、触れなかったが、地域経済連合や、経済連携協定国への経済戦略、全地球的なグローバル化経済戦略など、政府、国家の経済政策、戦略は、重層的,競争的、調和的に求められる。
最後に、マーエケツトエコノミーと政治の指導によって一定の方向をたどるべき分野のわけかたを国家としてとるべき必要性についても触れておきたい。規制緩和は、わが国にとって今でも必要でるが、それによって国民経済が全体としてマイナスになる場合は、バランスを取ることも構造改革である。私は、ＬＳＥのフォーラムの中で故Dr .Michael  Hodgesによる『世界経済秩序再編成の時代』を1994年に開催したが、グローバル化と再編成は表裏一体でマーケットエコノミーと適切なルールの見直しは不断に行われるというのが其の趣旨であった。ミクロの分野でも、たとえば、医療や福祉の分野で、市場の原理を用いて、経営や技術の革新を図ることは必要だが、適切な小児科、産婦人科、地域医療が危機になる場合は、医師試験の数の枠を必要な分野に多く割り当てること、強制的に地域医療に従事することを条件に医師の国家免状を与えることも、必要な時代もある。また民間の分野で官から民への規制緩和を進めることは、よいことだが、たとえ経済的な合理性がある場合でも、その規制緩和の委員長を努めた人がその恩恵に浴するというのは、人間のモラル上許されるべきではない。その場合雇用の維持も含めて、公益をＢｅｎｅｆｉｔに入れた上で国民の税金投入のＢ／Ｃを阻害しないかどうかは、厳しく査定すべきである。明治の製鉄業をはじめとして多くの国の産業が民間マーケツトに移行したが、特定の企業に不当に有利な条件をあたえることであってはならない。マーケツトエコノミーと、グローバル化、規制緩和、構造改革、再編成は、一定の見直しはあっても、時代の要請によって不断に継続するものである。
最後に、以上どのような経済の局面でも、ある１国が、成長を適切な程度で財政支出を拡大しつづけうれば、経済政策の目標は、達成しやすく,特にデフレ局面では、そうである。問題は其の財源を安定的に得られ続けられるかどうかでありこの問題の解決方向は、別紙の、日本救国の『政権構想案』で示したい。
二）地球温暖化と運命共同体としての地球社会と持続的成長
次にＧ８拡張の問題は、地球環境問題、温暖化、ＣＯ２排出、持続的成長の面からはどうでしょうか？
　私は、２００５年のＧｌｅｎｅａｇｌｅｓサミットの直前、グラスゴー大學で、開催されたＧ８サミットリーサチグループのシンポジウムで、グレンイーグルサミットが成功するかどうかは、持続的成長、アフリカをはじめとする途上国で、make poverty history　とすることで世界の格差を短縮する事にその他の国々が協力するだけでなく、地球温暖化問題について、京都議定書に入っていない米国を、議長国である英国が説得し、さらに、招待されているＢＲＩＣＳの首脳をＣＯ２削減に向けて協調するようにするかどうかであると述べました。
　愈々、サミットが開始する当日の朝、ブレア首相とブッシュ大統領の朝食会が開かれ、プレスセンターにいた、私のところには、両者が温暖化防止について、サミット外の国々にも働きかけていくことに合意した模様という情報が入り、私は、この情報を歓迎しました＊。ところが、会談終了後、１５分もたたないうちに、ロンドンで地下鉄テロ事件が起こり、全ての排出国が、削減に努力するという意思表明のスタート台にたつたのは、昨年（２００７）末のＣＯＰ１３＊＊まで待たねばならなくなったのです。
＊米政府を積極的にさせた理由のひとつは、Ｇ８諸国のアカデミーが一致して地球温暖化に対する人間活動の責任をＣＯ２を含めて提唱したことにある。　
＊＊バリ島での国連気候変動枠組み条約締約国会議
　そこで、地球温暖化に対する有効な対策を審議していく時、果たして正式メンバーを増やすことが、問題がないか、多少、たとえば、マックスウェーバーの「社会科学、社会政策の認識のための客観性」のような観点から、主要国や、有力排出国の立場を考察してみましょう。
　先ず、考えなければならないのは、温暖化の問題は、地球社会で社会の発展や、持続的な成長をしていくため、ウィズダムを出し合うことと同時に、国益がかかっているということです。マックスウェーバーの使っていた「心情の倫理」と「責任の倫理」という概念を持ち出すと、温室ガスを大幅に削減するという高い目標は、個人にとっても、政府その他の組織にとっても、「心情の倫理」からは、賛成なのですが、その国を支えている、競争力や、産業や、雇用を維持するためには、特に政府の側では、「責任の倫理」の立場で議論しなければならなくなります。＊(＊心情の倫理と責任の倫理についての私の個人的思い出について巻末のP６１参照)　国家の責任者としては、その国にとって実践可能な目標を優先しますし、しかもその程度は、排出国、非排出国、先進国、途上国、資源国、非資源国の差を始めとして、ＧＤＰ単位あたりのＣＯ２排出量による違いなど、事情の差があります。
京都議定書は、１９９０年の排出量を基準に先進国における削減を割り当てましたが、当時の最大排出国である米国は、最終的に加盟しませんでしたし、途上国は、先進国の削減を強調し、実効的な手段をとりませんでした。しかしＣＤＭ(Clean Development Mechanism)とか、排出権取引のようにメリツトが途上国にもあると考えると前向きな姿勢を示します。
その意味で、昨年末のＣＯＰ１３で、ようやく先進国とか途上国とかを問わず、排出国は、削減をしていくというスタート台への合意がなされたことは、よい前進でした。そこで、いくつかの国の態度をみて、問題を客観的にみて、ワールドガヴァナンス前進への参考にしたいと思います。
まず、先進国以外の賛成を得やすいと思われる提案は、ブラジル提案に代表されるもので、産業革命後排出した炭酸ガスの累積排出量に対する責任を取るべきという「過去を軸とした、共通だか異なった責任」という考え方です。＊
· もうひとつの開発途上国側の主張のよりどころは、ＧＤＰ　per CapitaあたりのCO2 排出量が、先進国に比べ少ないので、まづ先進国が削減するべきという考えかたであるが、Ｇｒｏｓｓ　をとるか、Per Capitaをとるかは、今後World Governance のあらゆる局面で争われることになろう。
日本の研究者（東京工業大学橋爪大三郎教授）が、米国のエネルギー省のデータを基にした試算によると、産業革命後の排出量総量は、
１位米国　３２２１億トン、２位ロシア１３３１億トン、３位中国８８７億トン、４位ドイツ７８１億トン、５位英国７１７億トン、６位日本４４９億トンとなっています。これからの累積排出量は、先進国以外で増加することは、確実ですし、私の記憶では、以前のＩＥＡの予測で、中国は、２０１３年に米国を凌駕するということでしたが、最近の報道では、昨年に既に抜いたと推測されています。しかし、一方で地球温暖化を機に、中国と日本の間に強い補完性と協力可能性が生まれており、日本の資源効率を今後の中国の適正な成長に役立てることが出来うるとされています。＊
· 私の出席した会議の別のセッションでNeil　Hirst,　Director, .Energy  Technology and R&D,ＩＥＡは、２００５年から２０３０年までの排出量増加のうち、６０％が、中国とインドで占めるという資料を示した。
　――――――――――――――――――――
先ほどの日本の研究者によると、地球温暖化対策の目標年のひとつである２１００年に向けて、過去の累積排出量だけでなく、これから予測される蓄積排出量を加えて、その量に応じて全ての国が責任を分担するのが、合理的である。今後の排出量は不確定であっても、２１００年までに排出する炭酸ガスを証券化して、それを有償で取得したり、異なる世代間の分担の割合も定めていくという提案をしています。
· よりよきワールドガヴァナンスからすると、英国のグレンイーグルのサミット当時いわれたスローガンのひとつであるmake poverty history. というスローガンを進めて、２１００年に途上国の人々が中進国並みの生活をし、しかも最高の資源効率を達成することを目標とすると、先進国は技術移転をしてＣＤＭや排出権取引に反映させることも一つの方向です。
·  次に経済的にも軍事的にも世界の安全保障を担保する米国はどうでしょうか？米国は京都議定書にも最終的に参加しませんでしたが、その一つの理由は新興国で排出の大きな国が責任を分担しなかったことでした。橋爪教授によると現在の米国は、資源浪費型で炭酸ガス排出量が多いし、石炭火力に頼る割合も多くそれだけに排出量削減の余地も多い。この点は、これから削減を計画する場合には、戦略的に他国に対し有利に働くので突出した軍事力と科学的技術をもとに、覇権国としての地位、米経済の優位、主要排出国の全面参加、米発環境技術の世界標準化を狙うと指摘しています。また、最近の報道では、本年の大統領選挙の主要な候補者は、２０５０年までに、１９９０年の水準の８０％程度を削減するというターゲツトを掲げています。
· ＥＵ諸国は、積極的に達成年などの目標を設定し(２０２０年まで２０％less発展途上国など他の国が合意すれば３０％less)、環境技術への投資を熱心に勧める一方排出権取引や法制度など、低炭素社会の仕組み作り、ＥＵの基準を満たさない財の輸入を禁止し、ＥＵの制度を他国にひろげようとしていると考えられます。
　一方、英のブラウン首相は、EU委員会に対し、2月２２日中立性を強めた「炭素銀行」で排出権を取引することを提案しました。
○日本はどうでしょうか？日本人の中には、１９９７年当時は、ＧＤＰ一当たりの排出量の少なさなど世界のトップ水準にあったが、ＥＵの主張を容れ、最も厳しく最も不利な削減枠を京都議定書で受け入れたと考える人が多い。しかも削減基準年を１９９０年としたので、その当時からすれば、東欧を経済圏にいれ、削減が容易なＥＵその他に比べて、日本が逆ハンデを負ったことも事実である。しかし良識ある人々や日本政府は、地球社会の環境維持を図ることは運命共同体として、実現していくことに前向きであるべきとして、低炭素社会の実現を図って行くべきと考えています。この場合、先進国も、途上国も、主要排出国もそうでない国も、さらに産業界も、実現可能な排出削減方法を考える必要が在ります。福田首相が、ダボス会議で、「国別総量目標」「セクター別目標」を提唱したのは、こうした考えに沿うものと思います。同時に、今後とも開発されていく、環境新技術を想定して、電力や、鉄鋼などの業種ごとに世界共通の尺度で削減可能量を積み上げる「積み上げ方式」をとることで、各国の競争条件が対等になりうると思います。これに先ほどの日本の研究者の産業革命以来の蓄積と２１００年までの予想国別排出量によって負担する案がミックスされるのがもっとも合理的な方向にはなります。
　もうひとつ、日本の電力中央研究所は、以前から１GDPあたりのCO2排出量の国際比較を出し＊、日本が一番少ないというデータを発表しており(２００３年時点で米国は、日本の１．７倍、中国は３．７倍)、私も英国のサミット前のグラスゴー大學でのセミナーで利用さしてもらいました。最近の日本の学者の中には（元開発銀行調査部長，佐貫利雄帝京大学名誉教授）、２００４年度のＩＥＡ資料からGDP１００万ドルあたりのＣＯ２排出量にそって、「環境生産性」という概念にもとづき解剖を行い、日本モデルでの生産モデルを採用すれば、たとえば、排出量上位５カ国米、中、ロシア、インド、日本の４０．５億トンは、１３．１億トンになるという研究を行っています。
　＊ただＣＯ２以外にＧＤＰあたりのエネルギー消費量という観点からすると　　
名目ＧＤＰ百万ＵＳ＄あたりの年間原油消費量　　　(外務省経済局調査室)
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となり、自然エネルギーや、太陽電池などによるエネルギー利用の多様化が原油節約に影響することになります。
もつとも、後述するように、２１世紀のリーデング技術について、日本が革新に成功した場合は、日本の場合、現在より９５％のＣＯ２が削減可能なとなります。
　前回のドイツのサミツトで、安倍首相の提唱により、２０５０年まで５０％を削減したいという希望が表明されましたが、資源の節約に役立ち合理的で実行可能なプランで、途上国のレベルアップと地球社会貧富格差の縮小に向けての発展プランに役立ち、先進国にとつてもプラスになる方法を叡智をもつてサミットで支持する方向をうちだしてもらいたい。
最後に、世界のためにもなり、日本の国益にもなるこの問題解決の技術革新の方向について日本の識者の主張を中心に触れたいと思います。
前に述べたように、私がGlasgow大學のセミナーでプレゼンテーションした２００５年の時点では、太陽電池や、風力発電なども、日本が世界をリードしていたが、本年には、ドイツなどに大きく抜かれているのが現状です。つまり、２１世紀型技術で、産業の革新や温暖化に対しても世界戦略の上からも、ドミナントテクノロジーとなるものについての強力なサポートをする面で、国策を中心に、ドイツなどに遅れをとっているのが気にかかります。コンピューターやＩＴなども開花するまでには、４０年以上の期間が必要でした。
清水　浩　慶應義塾大学教授は「全人類が太陽電池で暮らす日」の論文で、米国政府機関筋の考え方も反映し、革新的な技術が開花、結実するまでには、その間に、現実の試作品に結実させるまでの「魔の川」、試作品と商品の間の「デスヴァレイー」、商品が大量に普及して産業化するまでに渡り切らねばならない「ダーウィンの海」があると述べている。この３つの段階で、これらの産業を確立させる国家戦略が成功するかどうかが、２１世紀の国家の運命に大きく関係する。地球温暖化とＣＯ２削減の立場からは、「太陽電池」「リチウムイオン電池」「電気自動車」「水素製鉄」が２１世紀のドミナントデクノロジーであつて、もし１００％これらの主要技術が、実現されると発電と熱エネルギーで６５％、車で２０％、製鉄で１０％、合計で現在より９５％のＣＯ２を減らすことが出来ると指摘されており、現実味のある目標であるとされている。
ただ、水素製鉄のような研究は、メーカーや大学の基礎研究機関では、無理であり、国の科学技術政策の推進事項として取り上げられていく必要があると強調されている。さらに、早急に重点を置いて国内および世界市場におけるリーデイングな地位を獲得していかなければならない本命は、太陽電池で、これが突破口になると主張されており、しかし補助金なしに自立できるほど安くなっていないと指摘されている。工業製品は、１０倍の量を製造すると値段は、半分になるといわれることから早く大量生産できる規模に達することが重要である。ドイツは、この点を狙って、太陽電池からのエネルギー売買を有利な条件で買い上げる政策を取っている。日本は、太陽光、風力、潮位差発電などの自然エネルギーとならんで、この４つのドミナントテクノロジーを育て上げることを技術開発戦略の重点をさだめ、その段階的な発展にも突破口になる技術を中心に留意すべきであると思います。（財政源としては、環境税を一般税にしてこのような戦略目標にも使う）
以上、地球環境問題に対する、先進国、途上国、主要排出国、ことに、米国、ＥＵ，日本のスタンスを紹介してきましたが、問題は、このような議論をＧ８サミツトのメンバーでまづ調整してよりよいものにしていった方がワールドガバナンスにとつても効果的であるとすれば、いたずらに正式メンバーを増やすより、実現可能なものに近づくのではないかという判断です。
私は、今取り上げた世界経済と地球温暖化対策の二つの問題解決の議論からしても、Ｇ８サミットの正式メンバーは、いわば、地球キャビネットのインナーメンバーとして、有効な対策を適宜、適切に定めていき、問題ごとに関係の深い、アウターキャビネットのメンバーとしての新興国や途上国の国々や国際機関の代表と建設的な、合議を図っていくほうが現実的と考えます。したがってどうしても正式メンバーを増やすことが客観的に求められると要請される場合でも、１カ国ぐらいづつに絞って正式メンバーの理解を得たほうが、Ｇ８サミットの性格、首脳サミットの制約された時間からして現実的と考えます。この他、欧州、米大陸、アジアからそれぞれ３カ国、その他から１カ国という風に構成国を変えるという考えを述べる人もありますが、サミットは、クラブである以上、また、長い間ある意味でワールドガヴァナンスに貢献してきた歴史をもつことからも適切といえるかどかは、大いに疑問です。
鳩山首相の国連演説＊
＊この拙稿は、２００８年２月末の英国での会議用にかかれたものを、２００９年９月までの進展にあわせて輔筆しているが、２００９年９月の国連会議で、米国、主要排出国の参加を条件に、９０年比２５％減の提案を、政権交代後６日目の鳩山首相が、演説して反響を呼んだ。麻生前首相の８％減に比べて、政府の政策の統合的戦略、マクロ、ミクロの政策最適化や、わが国経済界の格段の努力を必要とする。国際社会でのイニシアテイブを、日本が取れるかどうかの、試金石で、国連常任理事国への展望や核の安全保障問題などにも日本の外交姿勢への影響にも、無縁ではなく、わが国が国際社会において名誉ある地位を占められるかどうかにつながる、これをテコにして、世界経済のアーキテクチュア構築にも、日本がどう関わるかも問われることになろう。つまりグローバリゼーション全般についてわが国の国益が反映されて外交が展開されるかどうかの入り口にたったとえいよう。
３　どのような国家理念を持った国家がサミットの新メンバーとして相応しいか？
つぎに、地球社会の共同体として、国家間の競争は、競争として進めて、なお、共存、共生するための現代国家の持つべき国家理念から少し哲学的な検討を加えておきましょう。
  1957年に私は、「現代国家の指導理念――そのヒューマニズム的考察」―――（Leading Concepts  of  Contemporary Nation States------ its analysis based on humanism）という論文を書き、１９６６年に「政治と人間生活の接辺について」（Correlation  between Politics and Ordinary Human Life----）という本としてその他の論文とともに、中央公論事業出版社から出版しました。
まづ、人間の歴史は、精神、物質の両面において、自由と人権の拡大の歴史として観ることが、できると思います。思想的には、ヘーゲルやマルクスなどの弁証法史観、ジョンロックをはじめとする自由思想の流れ、フランス革命や米国の独立宣言の理想は、自由と人権と国家と人間の歴史の関係についてのそれぞれの観方を顕したものといえなくはないと思います。
このような流れを根底におきつつも、現代の国家がもつベきイデアルテイプスとしてのコアの概念について日本の京都学派といわれる哲学会派をベースに、私が政治論に応用したものを述べさせていただきます。まづ、国家の理念的構成要素として、第一に無限の価値を持つ「個人」の側面、その個人が構成する家族、産業や公共団体、企業を含めた営利、非営利の「組織」（資本家や労働者の団体や階級といわれているものも含まれる）、民族・人種や伝統や文化を背景に構成される「種」的側面、そして第四に、運命共同体として存在する「人類的側面」の４つの要素により、国家のコアになる概念が構成され、概念的には、国家にとっては、この４者の調和的発展ーー相互の調和と国家社会の進歩発展が、望ましいのです。この「進歩と調和」という考え方は１９７０年の日本の大阪万博のメインテーマでしたが、日本においては古代国家の成立時に、特に聖徳大子の「１７条の憲法」の時代より伝統的な「和の精神」として日本の社会の根底にある価値観です。この場合、『一』は『全』であり『全』は『一』であるという日本古来の思考ベースも、よい方向で援用されれば、社会階層間の和解や、格差是正、国際間の平和推進のもとになりうると愚考します。
近代国家にあっても、古代のアリストテレスや、２０世紀初頭の民主主義の法哲学者ラードブルッフの考えていた、相対的正義・平等と絶対的正義・平等の間の衡平（エクイテイ）を図っていくことは、西欧の哲学的思考の根底的な流れの中にあると考えます。この考えは、富の分配における格差を是正していくもとになる考えと思います。
近代以前の東洋に在っても、｢貧しからずを憂えず、等しからずを憂う｣とか、｢民の竃に煙のたちゆくを喜ぶ｣とか「まつりごとは、民のためにある」とかで顕される考え方は、相通ずるものがあります。経済学でもジニ係数とか、ローレンツ曲線がこの格差是正の分析ツールになっています。最近の経済学者でも、競争や効率の価値は認めつつも、ノーベル賞経済学者ステイグリッツなどは、公平な考え方といえましょう。
アリストテレス以来の哲学を政治的に実践するのには、権力機構の生成、分配，行使の過程を通じて、正義の衡平、競争と福祉、公正の実現、格差の是正がなされるものである以上、権力機構への参加と交代を自由公正な選挙により可能にする民主主義の発展は、私がのべた国家の核になる４つの理念のバランスにとつても、ひとつのキーポイントになります。
世界のいろいろな文化の中に類似の哲学が存在しているとは思いますが、私が例に挙げた日本の「和の精神」や、西欧的デモクラシーで競争は競争で進めながら進歩発展と社会の調和を図ることは、個別の国家だけでなく、地球社会にとっても望ましいと思います。個別の国家にとつては、特有の歴史的、政治的、経済的、社会的、文化的、宗教的な条件があり、その国家の発展は、これらの諸条件に大きく依存しますが、なおかつ世界的総合社会の形成過程の中にその発展が起生消滅、変容します。私が１９５７年に論文でこのことを論じた当時は、まだグローバリゼーションという言葉は、使われていなかったのですが、まさにグローバリゼーションと個別国家との関係といえましょう。
個別国家の発展なりEvolutionといわれるものが、グローバルな総合社会を形成していく過程のなかで起生変容するのですが、Ｇ８サミットの構成国の果たす役割は大きいといえます。したがって、新しくメンバーが拡充される場合は、先に私が述べた４つの国家の核になる理念のうち、とくに「人類的な側面」に貢献することが、求められます。２の（一）と（二）で論じた観点とは、違い、このワールドガヴァナンスにふさわしい国家概念というアプローチでは、国家理念の「人類的な側面」に貢献する国家で、経済的な実力もあり、公平な選挙制度と自由と人権を尊重する民主主義、市場経済、法の支配において優れた国は、新サミットメンバーの資格はあります。その上で現在のメンバーが一致するならば、サミットの開催期間の長さ、討論に割ける時間、スペースなど物理的な制約を考慮して、少しづつ、メンバーを増やしていくことが可能であるというのが、私の考えです。
ここで、この国家の理念からの議論の延長として、地球上の資源は有限でもあるので地球環境と蜜接に関連する「持続的成長」と、資源エネルギーの獲得をめぐって、具体的な事例でどういう国家が、サミットの新しいメンバーとして相応しいかにも一言ふれてみたいと思います。
Gleneagles のサミットで日本の小泉首相は、日本は、今後５年間に１００億ドルをアフリカの発展や格差是正のために拠出するとコミットしました。しかしGleneagles に招待されていたＢＲＩＣＳ　の中の中国の胡錦濤国家主席は、翌年アフリカ諸国を歴訪し、中国の資源エネルギーの獲得のために２年間に、２００億ドルを拠出すると述べたのです。中国が高度成長を図る為、早く資源をおさえねばという気持ちは、理解出来ますが、少なくとも地球社会全体の調和的発展をはかるためには、自分の国でも社会の格差や大気や河川の汚染をはじめとする環境に配慮した適正な成長率を目標として、地球社会の資源に投資すべきで、仮に中国がサミットの新メンバーになった場合には、こういう地球全体のバランスに充分配慮し、資源価格の高騰をまねかいようにするためのワールドガヴァナンスに貢献するメンバーとなって欲しいと考えます。またIEAなどの国際エネルギー機関も、たとえOECDのメンバーでない、中国、インドやブラジル等であっても、エネルギーと環境の見地から、適切な成長と設備投資について、説得を試みるべきです。
以上、私に与えられた、課題について主として３つの観点から論じてきましたが、結論としては、正式メンバーの追加は、この３つの観点に答える資格のあるものの中から慎重に選び、一方、サミットの機会に出来るだけ新興国や途上国、資源国、国際機関の代表を招待しサミットメンバー国との対話を深めることは、望ましい。世界のニーヅが切迫している時は、招待国首脳とＧ８サミット首脳との合同サミットを強化するということだと考えます（たとえば、2日目の討論にＧ２０メンバーを呼ぶ）。ことに、さしあたって、地球温暖化とか、持続的成長、地球上の資源エネルギーなどの問題は、こうした対話の進化に相応しいと考えます。洞爺湖サミットの後急進した『世界経済危機』なども。
　
最後に、付言したいのは、Ｇ８の宣言と、その実現が後にどれだけ実現したかの評価です。サミットそのものの評価では、Sir Nichoras、 Bayneの評価がよく知られています。しかし実現度ということになると、Ｇ８　　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｇｒｏｕｐ　の細部についてのCompliance Report がこの１０年ほど試みられれていますが、今までのところは、日本を除く欧米的見解と判断環境が勝っているふしがあります。これからより進化するとは思いますが。
ひとつ実現度についての例を示しましょう。私は、２００２年のカナダのサミットの際、現地カナナスカスに近いプレスセンターのあるカルガリーで成り行きをみていたのですが、ブッシュ大統領がロシアを正式Ｇ８開催国となるよう認めるよう提案したのです。そのとき、１９９０年のヒューストンサミットにおいてＧ７間の合意で声明されたロシアの日本への北方領土返還の呼びかけとの関連については、誰も思い出さなかったのです（G8 Summit Research Group　の代表Prof.essor Kirton　が、日本は、これでよいのかとPress　Centre で同席していた私に尋ねてきました）。そのあとのサミットでも何回か、自主的にロシアが領土返還について、顧慮することを促すサミット合意が抽象的にせよ文書化されましたが、２００２年の時は、そのことを思い出すメデイアですらなかったのです。（２０００年の沖縄サミットの時出版された高瀬淳一氏の「サミット」によれば、ソ連崩壊後、クリントンが日本に対して仲介を申し出でたが、日本は独自に交渉するとして婉曲に断ったことされる）Ｇ８サミットの合意が実現されるよう、日本の外交の更なる粘り強い、長期間にわたっても、首尾一貫した取り組みが望まれます。２０００年の沖縄サミットの際、琉球大学でのプレ・シンポジウムで、私は、「Ｇ８諸国はお互いに戦争はしない、世界に不安定要素があるときは、事前でも事後でも、その不安定要素を取り除くために、Ｇ８は、お互いに協力する」事が、｢The Role of Ｇ８　ａｎｄ　Globalization｣ の役割の中で重要であると述べましたが、最近のグルジアをめぐってのロシアの軍事行動、それに対するブッシュの非難をみるにつけ、グローバル国際政治のなかのパワーポリテイクス的要素は、同じ米大統領のこの８年間の全く正反対の発言からも、察知できますし、逆に、Ｇ８　諸国が叡智をもって、World Governanceを実現していけるかどうかが、Ｇ８サミットの運命をきめるといわねばなりません。
PＳ：私のセッションの司会のドイツ外交評議会のKatharina Gnath,は、ハイリゲンダムでは、サミット首脳会談の２日目の会期中に、Ｇ８サミット首脳とBRICS首脳との合同会議があったと述べた。参加のありかたについてのハイリゲンダム・プロセスは、イタリアサミットまでに結論を見るが、日本のサミットがどういう対策をとるのかが注目されると発言した。　なお、ドイツ・ハイリゲンダムサミツトでメルケル首相が提案した金融商品への規制は、洞爺湖サミットでは、前進がなかった。
PＳ―――ＰＳⅠ： 
○　温暖化関連
会議への原稿を書き終わった２月下旬、日本政府は、７月の主要国首脳洞爺湖サミットで、米国と共催で温暖化問題首脳会合を同時開催する方向を打ち出した。米国は「エネルギー安全保障と気候変動に関する主要国会合」を世界の温暖化ガスの約８割を占める欧米、中国、インドなど１６カ国とＥＵ、国連で構成しており、ポスト京都議定書の議論を促進する。一方、日本の国立環境研究所は、３月１３日に、排出削減についての環境相会議にむけて新提案をまとめた。また米国は、４月１６日に、２０２５年までに排出量増加をなくし、国別目標や電力事業での削減を重視し、削減量義務化の国際公約を受け入れる用意があることをブッシュ大統領が表明した。ただ上院に提出された連邦レベルの地球温暖化対策法案は、６月になって通過の見込みがなく、次期大統領の登場まで期待できない。
　私見では、政府の提唱する国別産業別目標は、現実に即していると考えるが、ＥＵは、もつと大胆に先進国が、削減ターゲットをきめるべきだとして，途上国をＥＵの論理に賛成させる戦略をとっている。日本としては、政府の提案と同時に、中期的な目標として、日本のＧＤＰ単位あたりの排出量水準を、他の諸国も、実現した場合、大規模な、地球全体での削減が可能だとして、対価をとつて、あるいは、ＣＤＭ，排出量取引や、炭素銀行へのクレジットをえて、技術移転を図るべきである。さらに、産業革命以来の先進国の排出量＋ＬＬＤＣ諸国を中進国程度に発展させうる２１００年ごろを目標とし発展途上国が当然多くなる排出量を経済学界との協力で、各国の所得発展動態、その所得を伸ばすためのＣＯ２レベルを試算し、そのＣＯ２累積蓄積量に対し、先進国と発展途上国とをとわず、排出量の多い国の現在の削減目標を設定する長期目標を作るプロジェクトを国際的に設立し、政府の提案、中期的目標とあいまって、同時進行的な３つの目標とするように各国を説得することがベストであると考える。私が、ロンドン大學LSE（政治経済学院）フォーラムで講演会を開催したことのある、元世銀のチーフエコノミストで経済学者のLord Nicholas Sternは、Economics of Climate Change という本を著し、このまま温暖化を放置すると世界ＧＤＰの２０％という世界大戦なみの損失が生じるが、対策を講じれば、１％ですむという試算を出している。地球温暖化問題に多くの経済学者が貢献すれば、上記２１００年頃までのＧＤＰの上昇と、ＣＯ２排出量を試算することも出来、それに応じて、発展途上国もＣＯ２削減を長期目標とすることも可能ではなかろうか。ただ３つの目標を作っても、強制的なものは、短期にしておくぐらいのほうが実現性が高いといえる。
また京都議定書の次の枠組み設定では、米国のような非批准国や、これから参加するＢＲＩＣＳなどの新興国、発展途上国の参加を顧慮して、スタートの基準年についても、これから削減をしていくのにやりやすいように考慮されるべきでしょう。
　また、学問の世界でも、私が本文の｢２｣と｢３｣で述べた問題を融合して解決する方法として、かならずしも、現在主張されている｢環境経済学｣でなはないが、マクロ経済学の基礎の上に、温暖化問題を融合した新しいジャンルの成長理論の学問が発展することが望まれまる。少なくともIEAの長期予測の範囲ぐらいまで、経済学の長期の世界経済の各国別成長予測を環境予測を考慮に入れて試行的にでも研究する経済研究所や、シンクタンク、大学が出てきてもよい。最近、ロンドン大學LSE（政治経済学院）のQuah経済学部長（アジア人）が来日し、成長理論の見地から東アジアの発展を解剖したが、この成長理論と環境理論の融合する見地からの解剖にはいたらず、この点は、これからの新しい学問として人類の挑戦すべき課題である。
○　ＯＤＡについて
また、私は、１９７０年ごろから長い間ＯＤＡのあり方についての政策論議と、現役時代は、放送でのＯＤＡ国際協力業務にも携わってきた。当時私は、１０年後の日本にとつて何が問題であるかを議論する「プロジェクト８０」というグループを創り、１０年後の日本にとって何が問題であるかを討論していた。その中のひとつに日本の国際協力の増大という問題があつた。１９７０年代はじめまでに、日本の外貨保有レベルは国際収支の天井といわれた２０億ドルからやっと４０億ドルになり、ＧＤＰも１９７０年には、２０００億トルになったところであったが、外貨が成長の制約要因ではなくなり、世界貿易に占める日本の輸出のシェアが、拡大中であつた。そのままの状態で１９７５年には、日本の外貨は、１２８億ドルに達すると予測され「プロジェクト８０」でも、外国との摩擦を避けるために、｢国際協力の増大｣、｢円の自由化｣「貿易障壁の撤廃」の３つのうち２つ以上を政策として実施していくことが議論された。この国際協力の増大についての論点は、佐藤内閣の、日本の方針の作成にも、反映され、ＯＤＡは９０年代初めまで増加し、世界一にもなった。アジアは、唯一国連のミレニアム目標に近づいた地域であるが、９０年代のアジアへの日本のＯＤＡは、全体の半分を占めて、その発展に役立つたことは、誇っていいことと考える。
　また、日本のＯＤＡのうち、技術協力のカテゴリーに入る専門家派遣、相手国からの人員の受け入れは、評価されてよい。私の分野である放送でも、１９７６年のダッカ空港での日航機のハイジャックの時、バングラデシュの放送局が費用のかかる衛星中継を含めて、親身に協力したので、その後、お礼に行って、現地での放送会館建設につながったが、バングラデシュ側の熱意の理由は、当時最貧国のひとつといわれた同国の国営放送の会長と、技師長を日本に招く研修プロジェクトを、以前に実施していたことである。また同国では、日本の青年協力隊員の発案により、大規模な資金が必要な、ダム灌漑の代わりに、５０００ぐらいの手押しポンプを広域にわたって設置する援助を通じて、水の手当てをし、農民に厚く感謝された。この模様は、感動的な「バングラデシュの手押しポンプ」というＮＨＫのテレビドキュメンタリーとなった。
資金をそれほどかけなくても現場の作業の合理化に役立てるという伝統は、アフリカの主婦や、子供が水を汲むために数時間をかけるようなところで、日本の東北の古来のかまどを導入することによって労働時間の短縮に役立てたことにも顕れている。
近代国家における個人は、一方において、市民的自由を国家から享受するが、他方に於いて、公民として税やその他のサービスの提供で、国家社会に貢献する。ＪＩＣＡの青年協力隊は、その公民としての貢献をグローバルな国際協力を通じて行っている例ともいえる。
ＯＤＡについての私の長年の観察と体験からすると、ＯＤＡは、相手の国の真のニーヅと統治構造の改善に役立てて、また医療などベーシツクヒューマンニーヅを満たし、国連のミレニアム目標にも添い、さらに、相手国の適切なインフラ整備や経済改革にも役立てるという日本の過去からのＯＤＡの実績は、ベースであるべきではある。
今後は、開発途上国に対する、地球温暖化関連や環境技術が、ひとつの柱となろう。
一方で、日本の国益にそった、国連や国際機関での日本の活動をやりやすくし、評価をあげるとか、日本の資源・食料の獲得とか、技術の世界標準化とか、貿易やＦＤＩや民間投資を通じ、相手の国の産業育成をしていくこととも矛盾しない面が、あることを顧慮すべきである。さらに教育や実業の交流を含め、日本自身のグローバル化に役立つとか、日本の対外戦略ともつながりながら、出来れば、経済界をはじめとする各界の相互利益の拡大も視野にいれて、進めていくべき点も多々あるのではないか。国連常任理事国への支持をふくめ、内閣の戦略本部と外交・通産、農林など関係当局のより密接な連携が望まれる。
· 排出権取引・環境税、炭素税のありかたについて、
日本以外のG8先進国では、２００５年の議定書発効後、国際石油取引所（IPEロンドン）欧州機構取引所（ECXアムステルダム）ＥＥＸ（欧州エネルギー取引所ライプッイヒ）CCX(シカゴ)で取引され、０６年度での取引額がＥＵ域内で２４０億ドル（２００５年の３倍）、シカゴの取引をあわせると３００億ドルに達するといわれる。ここでは、CO2が金融商品化され、先物、スポット取引もなされているが、サブプライムの時のように、過度の金融派生商品化は、排出を少なくするための公正な企業、産業の削減努力や技術革新の成果をゆがめることにならないか、その果実をＧＤＰの中で金融の分野のウエイトが高い国が、獲得しょうとするあまり、真に削減した企業や産業へ利益が還元されにくくならないか、「エネルギーの効率性」や単位GDPあたりのCO2の発生率を反映させることなどを含めて、その公正なあり方について、日本から発言していくことも必要である。なお、開発途上国への援助や、排出権取引に影響するCDMとの関連で、日本国際問題研究所は、原子力も含めうるべきとしているが、ＥＵのある国以外にも、New Zealand が反対し、一方、EUなどのC02の埋蔵化については、ブラジルが反対している。
また関連して｢環境税｣｢炭素税｣のありかたやバランスをどうとるか、炭素の価格をどう形成するかも問題点である。
要は、市場経済と金融市場のアダム・スミス以来の自由な展開が、排出権取引で、関連資源や、技術革新の成果の最適配分に役立ち地球温暖化に対する有効な手段となるのか、地球経済に対する阻害要因とならないか、慎重な議論が必要で、少なくともサブプライムローンが契機となって設定された複雑且つ重層的なデリヴァテイヴなどの金融派生商品にまで及ぶのは、当分行き過ぎと思われる。ＥＵでも、最初のモデルが、問題があるので、改良を加えた新モデルを検討中である。
· IEA(国際エネルギー機関)

IEAは、これから増加するCO2排出量を、２０５０年に２００５年のレベルに回帰させるＡＣＴシナリオと５０％までに半減させるBLUEシナリオの二つのロードマツプを提案している。そのいずれでも、再生可能エネルギーと、原子力エネルギーと並んで、CCS(二酸化炭素回収隔離技術)に重要な位置づけをしている。これは、CCSがエネルギーの供給サイドと需要サイドの双方で役立つという認識からである。EUは、炭素を隔離して地中に埋蔵することをEU内や中国で進めている。日本は、供給サイド(産業面)でリードしているが、注意を払う必要がある。
ＰＳⅡ　　　　　日本の民主主義の前進のために、
－－二大政党制に向かって、その克服すべき問題点――
本文　３　どのような国家理念を持った国家がサミットの
新メンバーとして相応しいかーの追加としてー　
（＊ここで少し、会議の主題から離れるが、上記で論じた「どのような国家理念を持った国家がサミットの新メンバーとして相応しいか？」という見地から日本の民主主義の更なる発展のために現状の日本政治に対するアセスメントを付け加えたい。私は、NHKの定年の翌日に、二大政党制で権力の交代を実現することが、日本の民主主義の発展のために必要であるというマニフェストを作成し、小選挙区制度の導入をはじめとしてその理由をのべ、福田赳夫元総理　に提言した。その後、自民党単独政権は、宮沢内閣の時に転機を迎えたが、自民以外の政党による権力の交代は、保守合同の後では、９３年の細川内閣の、１１ヶ月の７党１会派連合政権以外になく、その細川内閣の時に、政治改革法案の柱として、小選挙区制――現在の制度は、少数意見の尊重と多元的価値の実現を図るため、現実には２大政党以外のいくつかの政党の意思が反映されるよう比例選挙を併用する妥協された小選挙区制をベースにしているーは実現したが、二大政党制は、システム的には、まだ定着していない。現在の小選挙区制は、その長所である国民の意思による政党間の政権交代が純粋小選挙区制に比べれば、やや起こりにくいが、多元的価値は考慮されやすい妥協的な制度になっている。勿論二大政党制や小選挙区制度も欠陥はあるが、長所もある。現行の制度にしても、日本の政治における政党の指導性の発揮や、政策本位の競争や、権力の交代や、党の指導力の発揮により,グローバリゼーションの過程で不断に注意をはらわねばならない日本に要請されるリーダシップをはじめとして、迅速な対応をより取りやすいとか、官僚制度や行政の欠陥を是正しやすいとか、正しい舵取りをすれば、政治と金とのネガテイブな関係を是正し、より金がかからなくなくなる方向を実現しやすいとか、現在の日本で、ベターであるという制度である。
中選挙区制のメリットもあり、現職の議員にも主張する人もいるが、中選挙区制は、政権の交代すべき時でも、派閥の交代だけでなく派閥内の人の交代にとどまりやすい。また、小選挙区制は、何よりも国民の選択により政権のたらいまわしでない、権力の交代をさせ、政治と国民との距離を短くしうる制度である。しかしまだ２大政党制による権力の交代自体が、実現、定着していないので、今までの政治の展開の中で、政党制による民主主義の発展のために、(1)避けておかねばならぬことと,(2)必要なことをひとつずつ指摘しておきたい。（３）その上で、政党間の関係、国会審議・政権交代のあり方をのべ、さらに統治構造における官僚制の位置、財政再建、行政改革でみおとされているところにふれ、外交・安全保障を考えるベースとして国際間のパワーポリテイクスについての認識について望ましい政党間の理解につれても触れておきたい.。
ただ、経済政策のところで述べたように、政治・社会状況にも戦争などの｢極限の状況と、安定状況・不安定状況により、思考は違ってくるが、ここで述べるのは、極限状況でない、定常状態（安定状況＋通常の不安定状況）の時である。
議会制民主主義の尊重。
（１）ひとつは、本文で述べたように、人間の歴史における、自由と人権の拡大に日本の既存政党が、役立っているかどうか、という視点と、政党の官僚化を避けられているかどうかという視点からである。そのことは、とりもなおさず、議会制民主主義の発展が、担保されているかどうかに関係する。
私は、小泉首相当時、自分の最大の公約を自分の党からの造反を含めて、否定されそうになった時、国民の信を問うたこと自体は、正しかったと考える。しかし民主主義の原点は、個々の政治家の信念と自発性であり、議員の尊厳であり、これらを制度的に寛容に尊重するかどうかで、１国に真の民主主義が発展するかどうかに大きく影響する。２００５年の選挙によって、小泉路線が支持された時、官僚主義的な制度の政党であるならば、反対者の復党は許されるべきでないであろうし厳しく誓約書を書かせることも必要であろうが、政治家の場合は、違う。再選された議員が、反対したことの誤りを認めた場合に、政党の執行部が、議員自体の尊厳をきずつけるような誓約書を書かせることは、政党の執行部が官僚化したことの象徴である。民主主義のベースである個人の無限価値、なかんずく選挙民に支持されて当選してきた、個々の政治家の尊厳が先ず尊重されるべきであり、その議員自体が反省した時の、政治家としての尊厳を無視して、執行部が官僚的にしか受け入れないとことは、政党の官僚化を助長するということであり、民主主義の原点である自発性を軽視することである。また、自民党の場合、老齢であるからといって、政治的自発性と貢献能力があり、支持する人がいる政治家の立候補の年齢の制限をすることも、人間の自由と、権利の発展についての人類の歴史的進歩を否定する決定である。他の組織や分野にあっては、年齢による制限はあってもいいが、人間の長い自由の拡大の歴史を象徴する政治の世界では、避けるべき事柄である。当時の執行部が若者の支持の獲得のため、取るべき戦術と考え、しかも、党の、以前の指導者が確約したことを否定した結果であって、党の信頼性を著しくきずつけるものである。また、後期高齢者であるからといつて、福祉国家の形成に、日本古来の｢和｣の精神を阻害し国民の一体感をなくなす制度設計を、官僚が発案したとはいえ、政党がそのまま受け入れるようなことは、政党自体の哲学の貧困と、政治家のリーダシツプと判断力が未だしという例といえよう。
また法案を議会で成立させるのに、議員の討論にもとづくよりは、規定の政党間での機関決定路線に常に従うというのでは、議会制度が、真に発展しているとは、いいえない。政党機関での決定以前に、議会で審議するというプロセスを進め、その審議を考慮して、政党も最終決定していく方法も健全な議会主義の発展のためには、必要になってくると考える。つまり、理想をいえば、議会での議員同士の討論を優先してから、最終的党議決定をするべきです。勿論政党の指導性と議員の尊厳の調和は、不断に求められるものではあるが。
日本の政治で直面している二院制の欠陥やねじれ国会の中で政治決定に導く政治過程上の問題点も議会を中心にして解決する議員の良識に期待し、そういう議員を選ぶ、議員選出上の方法を改良していく必要がある。特に、世界が環境社会と共に、知的社会に向かっている中で、タレントや、ＴＶ受けする人を安易に立候補させるのでなく、日本の未来の開拓と、グローバル社会の変遷の中で、真に日本の未来を指摘し政策面で対処しうる「選ばれたい人」から〈選びたい人〉「日本にとって出したい人」を探し出す努力が各政党に求められる。とくに衆議院では、選挙区を、はいつくばって運動をすることが、現状では、選ばれる基礎なので、長い間政治活動をしてきたプロフェッショナルな人々以外には、なかなか選ばれることは難しい。普通の人々、知的社会を担っている学者、専門家などは、テレビによく出る人以外には、地盤、看板、資金がなく、自発的な立候補も困難である。
官僚出身とか、経済人とか、実務家とか、学者とか、2世とか、どの分野からでもタブーはあるべきでないが、年齢、性別，財産の有無を問わず、政党は、これらの分野からの人を含めて、日本の進路に真に役立つ人々を一般社会から掘り出して立候補してもらう努力を傾ける必要がある。二大政党制や、小選挙区制のもとでは、選挙区の割り当てを含めて、政党の指導力は高まるので、政党が脱皮し政党の側から「知的国会」を目指すことは、不可能でなく、その目的にふさわしい人を議員にしていく努力が必要であり、社会の側、有権者もそのような人を送り出すように、意識の変革をしていくことが望ましい。
ついでに指摘したいのは、議員の年金制度が廃止されたが、議員の尊厳を維持し、特殊な任期期間であることを考慮すれば、議会制民主主義のレベルの高い維持のためにも、何らかの形で復活すべきである。在任の間に蓄財をする人か財的または、継承的なあるいは組織的なバックランドのあるひとが蔓延りやすくなり、貧しい人は老後を考えると政治参加の機会が失われ易くなる事は、さけたいと考えるのが普通なのでそのようなハンデイは縮小すべきであろう。
二大政党制と共通の底辺
（２）もうひとつ、二大政党制を進める場合に注意しなければならない点を指摘すれば、最低限の政党間の｢共通の底辺」があるかどうかである。勿論政党間に主張、政策の違いがあるのは、政党の存在理由である。しかし、国家社会の底辺にある共通のベーシックラインは、共有すべきであり、１９６０年当時の政党間の安保改正をめぐる対立の時代には、そのことが実現されていなかった。上述の１９６６年の私の著書｢政治と人間生活の接辺について｣に当時の政界、マスコミ界、経済界を代表する３人の方々が序文を書いていただいているが、岸　信介元総理は、｢著者の指摘するように与野党の間に共通の底辺が無いことは、残念であるが、保守・革新の間の間に共通の底辺がある２大政党制になって、政治が行われることが望ましい｣と述べている。この時代は、世界的にも、マンハイムなどの指摘する「イデオロギーの存在拘束性」が人間の行動、なかんずく政治行動を拘束していた。当時の状況と比べると、現在の二大政党間では、野党も国民政党的になってきているなど、かなり共通の底辺が醸成されてきてはいるが、いまだに、国家の基本的な憲章において実現されねばならない国家の基礎について確固たる共同歩調と共通の底辺が実現していない。そのことが、議会の効率性を阻害し、グローバルな動きに対するスピードある対応を困難にしている。その最も重要なのは、「自衛の権利」である。現在の憲法で｢自衛の権利｣があると普通の人が考えるのは、自然法哲学など、神学的解釈や、矛盾を除外しなければ、難しく、いわんや小・中学生は、強制的な解釈を押し付けられる以外は、そう思わないと考えるべきである。｢自衛の権利」について、政党の垣根を取り払い、個人としての尊厳のあるべき良識のある国会議員の３分の２を得ることは、できないことではないと、考える。二大政党間に「共通の底辺｣が成立していけば、政治の底辺としていずれは、他の立憲政党間にもえられるようになるというのが、私のコモンセンスにもとずく推測である。社会党は、自衛隊は憲法違反とする主張であつたが、村山政権のときは、自衛隊を認めた。共産党も自主独立の精神が国にとって、必要ということはいうが、それならば、平和憲法に自衛権のあることを明記する付加条項を認めるのは、真摯な政党であれば、賛成すべきではなかろうか！
「自衛の権利」以外にも私自身は、憲法の改正について多面的な試案を作っているが、このところの憲法問題についての現在の政党間の政局観による対立での、ステールメイト状態にかんがみ、多岐にわたる改正をさけ、ひとつだけにしぼり、修正追加条項と言う形で、「この憲法の条項に加えて、―－わが国は、平和主義が至上の国家目標であるが、自衛の権利のあることは、確認　する」――と言う文意の条項を、まづ議員間で推進することについて賛否を問い、同時に二大政党間で合意することが、緊喫の急務であり、その上で　早急に憲法追加修正条項として国民の信を問うべきと考えます。憲法改正は、国民の決定の前に、出来るだけ各政党の賛同を得て国会の三分の二以上の賛同を得て発議されることが、必要であり、ある党にとつて望ましいものが、そのまま実現されることよりも、各党、各会派の賛同が最大限得られることが、国民の分裂を防ぎます。憲法の完全な改正よりも、現在の憲法で最小限必要な追加修正を実現することに躊躇すべきではないでしょう。自衛権の確認は、国家社会の構成員である国民ひとり、ひとりの自立心を助長し、日本という国家社会の共通の底辺と社会秩序、グローバル社会にあって、独立ある国家社会として進化していくこと、産業や教育、科学技術の創造的発展にも知らす知らずのうちに影響してくると信じますが、平和国家としての生きていく道にも矛盾しないと考えます。そのことに、政治家と国民は、責任と信念をもつべきです。
私見では、「自衛の権利」以上に集団的自衛権を明文化する必要はないと思います。むしろ明文化すれば、日本の自衛以上の戦争行為にあおられる危険があります。自衛の場合に、他国と共同の国際協力をするかどうか、他国の安全保障に役立つかどうかは、国益にそっているか、日本の安全保障上双務的であるべきか、国連も賛成することであるかなどを考慮し、ケースバイケースで内閣、国会が決めていくべきです。また、全人類の安全保障やテロ対策などのための国際的貢献活動を自らの意思で決めるか、国際協力活動に参加するかどうかは、自衛と直接、間接に関係するかどうかをふくめて、国会で定めるべきです。　いずれにしても、最小限の憲法の追加修正について、国民の同意を得た後、日を経て、国民の間に理解が深まり、さらに憲法のより完全な体系があることが望ましいと合意されれば、両院の構成のありかたや、教育と国家の関係など、追加修正でなく、より体系的な憲法改正として、さらに広範な条文の改正を問えばよいと考えます。
自衛に関する憲法の最低限の修正ないし追加条項が、実現されないで、二大政党制が実現したとしても、そのシステムは、不安定なものであるといわざるを得ません。特に、日本のグローバル戦略を展開する時に、この｢共通の底辺｣が出来ていないことから生ずる日本への信頼の低下、政治的決定の遅れが一大阻害要因となります。
本文に述べたように、個別国家の発展なりEvolutionといわれるものが、グローバルな総合社会を形成していく過程のなかで起生変容するのであり、個別の国家にとつては、特有の歴史的、政治的、経済的、社会的、文化的、宗教的な条件があり、その国家の発展は、これらの諸条件に大きく依存し、なおかつ世界的総合社会の形成過程の中にその発展が起生消滅、変容するとするならば、
この過程のなかで、日本の発展もまた、不安定なものにならざるを得ないと結論せざるを得ません。そうならないように、国家の基本について合意が得られるよう、政治家と国民の決断を期待したいと思います。
　｢一身独立して、一国はじめて独立す」という福沢諭吉の言葉がありますが、議員の独立、尊厳を前提とする、議会制度の確立が、日本の進展の基礎にあるべきと考えます。その基礎にたって、政党間に「共通の底辺」が実現するという　以上二つの問題点が克服された時、２大政党への道が飛躍的に進みます。
関連して、「国の独立」について与野党の間に共通の認識が確立されていることも、重要な事項です。１９６０年の安保改正の時、亡父は、総理官邸にデモ隊に囲まれて徹夜して、国会通過に努力した7名の議員の一人でしたが、安保改正によって、日本は、より独立を回復し、基地の選定、費用の負担について、従来、米側のフリーチョイス、費用も日本の全額負担であつたものを、日本との協議、半額負担とすることを含め、より日本側の主体性が回復すると、私たちに説明していました。この頃は、どうかすると７５％ぐらい負担しているようですが（西ドイツは２３％）。政党間にある「自衛の権利」についての意識のコンソリデーションの程度、防衛も他国に頼りっぱなしで、フリーライダーでよいという意識、昨今の防衛を巡る汚職、防衛という聖域を利用して利得を得ようとする民間セクターなど、を含め日本人の意識の中の｢独立｣は未だ真にその｢独立｣の意義が確立されていないように思えるのは、杞憂でしょうか。
官僚内閣制から議院内閣制へ
「国の独立」について、政党間に共通の底辺が確立されることと同じウエイトで日本の民主主義の発展にとつてもうひとつ重要な政党間のコンセンサスをえるべきものは、明治以来の富国強兵を支えてきた官僚制が戦後国民主権の下で刷新すべきものが、未だ実現されていないことである。官僚制は、明治の初め足掛け３年間にもわたって明治新政府の重要閣僚のおよそ半分が欧米に日本の近代化と国家の進路を見出すために派遣された時、ドイツのビスマルクに近代化への出発が遅れた国が、資本主義と近代国家を形成するための遅れを取り戻すためには、官僚制を軸にした「富国強兵」以外にないと、洗脳されたことが、大きなテコになって戦前の日本の中央集権国家としての発展を支えた。戦後もこの国家の重要な組織が日本の高度成長期の発展など、一面において、役立ってきた。また、戦後の政府与党の関係の中で、たとえば、与党の税務調査会や政務調査会は、政策についての政党と官僚組織のコーデイネーションの機会であり、ことに与党税調の決定は、政府の政策の決定に近かった。しかし、最も重要な変化であるべき、国民主権のもとでの政治・行政の変化が今日までの日本の政治で実現されていない。学者の中にも、議院内閣制が実態は官僚内閣制に近いと指摘する人もいる。（飯尾　潤　政策大学院教授―「日本の統治構造」など）ここで詳論を避けるが、結論としては、議院内閣制の真の実現を図ることが日本の各政党の共通の底辺となるべきである。このことが進めば、政治指導の下に行政が、執行されることが国民主権の下における民主主義の発展に役立ち、新憲法下における三権分立の真の解釈となっていく。現在の小選挙制の下で、理論的には政権交代が民意に従ってなされやすくなったがシステムが定立されていない。また、経済財政諮問会議、安全保障会議などに象徴されるように、首相の政治権力行使力が高まりやすいことは既に示されている。また内閣や各省の人事や、政策決定過程での政治家の内閣内のチームとたとえば、事務次官会議、内閣の決定のありかたの関係、政治家の決定と官僚組織の執行などを含めて議院内閣制の真の発展は、これからである。したがって、この点について、各政党が其の推進については、共通の底辺を持つべきでありまた持ちうると考える。このテーマは、先述の『自衛の権利』と違って憲法改正を必要としない。ただ憲法の正しい解釈が国民に広がることが必要であろう。
次に現状を含めて、ねじれ国会を克服していくにあたって、政党間の関係はどうあるべきであろうか。政党間のテーマと期間を限って大連立というドイツ方式もあるが、これは、国家の非常事態、社会の極限状況の時は、やむをえないが、平時は、まづ、権力政党の交代が、政党間の「共通の底辺」が実現されている場合は、優先されるべきである。
日本の近・現代史における欠陥について認識すべき共通の底辺、
日本の、近代史、現代史を検討していくと、客体として、政党、法と検察、世論、マスコミ、政治、官僚、軍部の関係を見るとき、重要な問題点があり、国民、政党を始めてとして、社会の構成要素、構成機関に等しく共通の認識がもたれるべきことを指摘したい。つまりこれら国家、社会を形ずくって行く各要素には、正しかったことと、正しくなかったことがあり、明治以来の日本の運命を決定した。相互の影響について、これからよりよい日本の未来を築くために留意するべきである。戦前においては、統帥権を巡る軍部の動き、政党政治の死が、日本の敗戦を導いたが、権力機関と法と検察も強固に結びついていた。国民世論も誘導された。戦後は、もつとも大事なことは、日本の民主主義が、健全に発展するかどうかである。この場合、世論に与える影響からいつても、法と検察は、政府、行政権力や、時の政府を形造っている政党から中立、独立であるべきであるということになってはいる。問題は其のことが担保されているかどうかである。法と検察は、正義を実現するものであり。犯罪の捜査にあたっては、構成要件に合致すれば、摘発する。このことは、一般論としては、正しい。ただ、戦前においては、捜査権は警察のみであつたが戦後特捜部に片山内閣の頃捜査権の権限を与えたことが、どういう意味があったのかは、論議されるべきところである。『政治』との関係でも、政治資金法との関係でも汚職、贈収賄であるならば、当然のことである。しかし検察と法は、神様のように、其の適用が万全では無い。特に、問題なのは、検査の摘発や行動が、民主主義の発展にとって核心である、国民の選択による政党間の政権の交代を阻害する場合である。民主主義の最大、最高の価値の実現であるこの「国民の選択による政党間の政権の交代」（以下『民主主義の最高価値』という）が戦後、６０年以上たつた今日でも、現在の日本の社会には、まだルールとして実現されていない。もし、検察の行動が、政府与党に有利なものであり、民主主義の最高の価値の実現を阻害する時、検察は、政府との結びつきを否定するであろうから、「結果責任」を問うシステムが構築されるべきである。其の責任を問うのは、国会か最高裁判所ということになるが、そのシステムが、未だ日本には、できあがっていないし、裁判の結果をまっていると、時間的に、検察のもたらした、世論、マスコミ、国民の政治行動への影響や政治過程上の変化に追いつかない。このことを政治資金や政治的自由との関連で論じてみよう。国会は国権の最高機関であるから、汚職、贈賄事件以外の政治資金法に関連するあるいは、二大政党制を含めて、政権の移行、交代を阻害する検察の摘発がなされ、「民主主義の最高の価値」を阻害するおそれがあると国会が（具体的には与党外から発議され、国会議員の３分の１以上の賛成というルールをもうけるのも１案である）判断したとき、法と検察の関係者を国会で喚問できる制度を作るべきである。この際、裁判中とか捜査中といった法的保護は、民主主義社会の最高価値の実現のためには、下位におかれるべきである。政治資金が、国からの支給に頼るシステムになると、政治そのものも官僚化し、職務権限や人事や官僚行動に影響しゃすい与党、政府側に有利になっていく。このことを避ける民主主義の価値を高めていく其のことが、日本の社会の優先事項であることが、国の機関、政党の共通の理解となるべきである。そして其のことを推進するために必要な法律の改正や制定が国会でなされることが望ましい。同様に、選挙に関連して国家の治安をおびやかすとか、あからさまな買収以外の政治活動は、人類の長い「自由の拡大」の歴史の流れからすると、出来るだけ、自由に取りあっかうことが望ましい。政権の交代を自由にする制度を構築することは、戦前、戦後の日本の国家制度の弱を是正するために必要であることを与野党、法的機関、マスコミの共通の理解とし、推進されるべきと考える。
共通の底辺と政権交代のルール・国民生活と政治との距離・解散のあり方
その際、政権交代のルールが政党間で合意されねばならない。これについては、２院制のあり方も含め、別に論じたいが、総理の解散権は認めた上で、少なくとも、たとえば、参議院で逆転したら衆議院は、出来るだけ早く解散して民意を問うべきであるとか、総理が交代したら選挙の洗礼を受けずに、たらいまわしはさけるべきであるとかが、例外はあるにしても共通の理解となるべきでしょう。
経済危機と解散のあり方――現在は、世界的な経済の変動期であるがそれに対するわが国の当面必要な経済政策の展開が出来ているか点検するのは当然である。また国際的なわが国の提案をしていくことは勿論であり、麻生内閣は一定の行動は金融サミットでの提案を含めて、とつたといえる。しかしこの数年のわが国の政治の状態がもたらしたものについて国民の判断を仰ぐことは、健全な民主主義の発展のために欠くべからざることである。
むしろ、危機を理由にして解散をのばすのでなく、一定の危機対策が議会を通過した後、国際会議出席はやむを得ないとしても、選挙により、この世界の激動期の、資本主義、市場経済、ロシアの冷戦への復帰の可能性などによるグローバルパワーポリテクスからみた日本の安全保障、行政機構を含む真の構造改革の必要性、地方分権、道州制、国家の基本法の最低限の追加、一般会計と特別会計を含む日本における予算の組み方、財源のあり方、官僚制度のありかた、憲法改正への議論などなど、本質的な議論も出来るような新国会を迎えるべきではないであろうか。特に現在の世界的な経済変動に対するため、スピード感が必要として第２次補正案を提案しようとしていて、途中で延期し、予算編成と同じ時期しか提出できないというのは自己撞着のきらいがある。また、定額給付金を支給する際、地方に任せるというのは、統治のモラルの欠落を招かないか。百歩を譲って、地方分権を進める立場で、地方の独立を考えさせるよい機会にはなるかもしれないが、それでは、なぜスピード感が必要であったのかということになる。しかも最初は、資源インフレからの生活防衛補助が追加予算の理由であったし、漁業関係者の燃料高騰に対する補助も実現した。しかし今は燃料は下がり、理由が低下した。現金の給付は、非納税の低額所得者、生活保護者、ワーキングプーア、非正規労働者への定額補助であれば、有効需要に結びつき意味があったが、今はむしろ通常予算の景気対策に盛り込むべきデフレ対策、雇用対策を必要とする方に世界経済の事態が変動している。このような危機の場合の政権交代のルールとしては、政治的に危機発生以前から国民の判断を仰ぐべき政治状況にあった時は、よほどの極限状況でない限り、出来うる最大限の対策をまとめ、実効性を担保した後、速やかに信を問うべきである。選挙期間中対外的に隙間が空かないように対策を講じたり、経済危機深刻化の際の対策をあらかじめ内閣として準備しておくのは、当然である。現在のような、グローバルに物事が迅速に変動する時は、首脳はたえずスケジュールに追いまくられることになり、それを理由に尤も大事な国民の判断を仰ぐことを先延ばしにするわけにはいかないのである。
政権交代のルール確立の後、将来は、一院制を含めた、二院制度のありかたとか、衆議院、参議院の機能分担とか、先議権とか、両院協議会のありかたとか、参議院の任期の変更とか、が検討されねばならない。私の著書のもうひとつの柱は、国民生活と政治の距離が短くなることであつたが、そのためには、国民の意思による政権の交代がスムーズに行われることが必要条件である。一方、また、政党間に、あらゆる政策の差異はあってもよいが、日本の統合のしるしとして、日本全体の幸福の推進のための、「共通の底辺」があるべきで、謂わば、与党も「国民の与党」であり、野党は「国民の野党」であるという一点がつらなり、存在することが、最後のよりどころである。現代の日本では、暴力やテロを避けて議会制度による社会の発展を図っていくルールが実現されている民主主義の体制になっているが、国民側から政治と行政に対し不断の監視が、必要であり国民の意思により政権の交代がよりスムースになる政治システムが確立されねばならない。与党も党利党略や政権の延命やたらいまわしにのみ、腐心することや野党も｢反対のための反対｣をすることからは、卒業すべきであるが、そのためには、行政府のデータが、国民や、野党にも、出来るだけ透明性を持って提示されるべきである。また少数メンバーの政党も、選挙の結果により、その時局での、より主張の近い政党を支持し政権交代が選挙により、なされやすいように行動することが望ましい。
また、議会審議のプロセスでは、野党提案の法案も真剣に議員同士が議論することも、議会制民主主義の発展にとって欠かせないといえよう。これらの点を含めて、「ねじれ国会」の時に、グローバリゼーションの進展に備えることを含め、迅速な日本の政治意志の決定、政策の決定がスピード感をもって求められることをから、両院の審議事項のすみわけ、選別などを含む、議会制度の効率性ももとめられる。これらの点について、党利党略でない、議会制度の変革を議員自らのリーダーシツプに基づいて、合意、改革、実施することが必要である。
『緊急追加』
２００９年３月小沢民主党全党首の秘書が逮捕され次いで起訴されたが、政党間の政権交代と政治過程のあり方について、その意味するところは重大なので、ここに論点を緊急に追加する。――――
２００６年、晩春東南アジア歴訪に先立ち両陛下が記者会見されたが、陛下は、昭和時代に４人の首相が暗殺されたことに触れられ、日本の社会を２度とそういう社会にしてはならないと述べられた。其のお言葉の中に、昭和の統帥権の争いと、政党政治のあり方が敗戦をまねいたという意味が隠されている（帝国憲法では、議員の立法権は無く、議院内閣制も不十分ではあったが）。日本の近、現代史の欠陥として、政治、行政、軍部、官僚、法と検察、マスコミ、世論それぞれに正しかつたことも誤りもあつた。民主主義の下で社会システムの欠陥として、この問題をどう考えるべきか。その一端をここに示す。
――民主主義と法と検察
法と検察は正義を実現するもので、その機能が発揮されるための根拠は、対象にたいして発動されるべき正当性がなければならない。ただ両者とも民主主義社会の価値と無縁ではなく、特に政治に関連しては、表面的な合法性の有無だけでない、民主主義社会の価値の実現を阻害するかどうかが問われなければならない。民主社会の政治的価値の中で最大のもので質的に其の成立の最高のものは、民意による政権の承認と交代か維持かの判断が、最高の道徳として成立しているかどうかである。つまり、法と検察の上部に民主主義社会の価値が存在し、こと政治的な活動に対する法の適用と検察権の発動には、民主主義社会の政治的な価値の実現に沿うものであるかどうかの倫理的、哲学的な価値判断が要求され、いわば、民主主義社会の正統性にあうかどうかの、責任が問われねばならぬ。そして現実に政権側の政治権力の自己維持のために、発動されたどうかは、結果責任として問われねばならない。そしてその正統性があつたかどうかの判断は、国権の最高機関である国会の良識がある場合には、権力の１部である司法と検査権の適正性について、国会においてなされねば成らない。もし、国会に良識が無い場合には、ジャーナリズムが其の有無を問題にしなければならない。しかし、ジャーナリズムは、検察にニュースソースを依存し、結果的に国民の世論形成に良くも悪くも影響するという属性をもつている。したがつて絶対多数でなく議員の４０％ぐらいの賛成をもつて、国会で、法と検察の民主主義にあつた行動かどうかをチェックするシステムが構築されるべきである。――
さて法と検察が、国民にとつて最も重要な主権の行使である国政選挙のまえに、従来のルール適用基準を変えたり、たとえば、公平でない形で、政治資金規制法の摘発、起訴などにより国民の世論に影響することは、民主主義の最高の権利である投票に影響を与える場合、以上のべた方法により、公平が回復されなければならない。今回の小沢氏の秘書の件以来の政争は、はからすも、日本の近代化以来の上部構造の、欠陥にあてはまる。現在は、選挙前で困難であろうが、議会制度の根幹に触れる問題として、選挙後、国会の良識が回復され、上記の提案のようなシステムが導入され、時の与野党で実行される共通のルールとなることを望みたい。そうすれば、日本の近代史上のシステムの欠陥を政治と国会のイニシアテイブで是正することになる。決して小さな問題ではない。
共通の底辺と政党間の競争
政党間に、憲法問題をはじめとして、このような共通の底辺が実現されたと
しても、政党間での政策の違い、その実現のしかたの違いはいくらでもある。たとえば、小泉内閣は、不良債権を縮小し、デフレの脱却ぎりぎりまでは進み、構造改革を進める土台を作ったが、その改革はいまだ不徹底であり、ソーシアルセイフテイネットワーク（医療・介護を含む】の底辺である年金の社会保障制度については、２００４年に法律が改正され、年寄りの年金は現役世代が担うという方式の財政的安定性とマクロ経済スライドを導入し長期的な財源の安定性を確保し答申委員の案自体は、少子高齢化の中で評価できないものではなかったが、政治的審議が不十分であったことと、国民のコンセンサスを得るという意味では確立できなかったといえる。いわんや、若者を中心とするワーキングプアーや今や労働人口の３分の１になる非正規雇用の人々を、本人の自己啓発や、将来に希望を抱かせる政策、日本の発展のための有効な生産戦力にかえていくというビジョン、人材開発戦略、あるいは、ＧＤＰの中で、労働分配率をどうするのか、雇用の構造転換に伴う日本の社会のあるべき姿については、与野党ともビジョンさえ明確でない。民主党のほうも、積年の官僚制度の悪弊は、摘出しつつあるが、日本の取りうる経済成長政策、財政改革については、ビジョンが今一歩である。また、｢大きな政府｣がよいか、｢小さな政府｣がよいか、｢低福祉、中福祉、高福祉｣と負担との関係、どの面で国家の機能を強化し、どの面で市場経済や、民間の競争力を生かすのかについても、よりつつ込んだ政党間の争いがあってよい。さらに、将来の日本の大きな変革のテーマである、地方分権、道州制、広域行政についても、政党間の政策の競争は、必須である。
つまり、与野党の間に競争する大小の分野、細部は、無限に存在する。農業をも含む産業の国際展開に対するビジョンと国内産業との関係、農業の自給度と構造改革にも、政党のビジョンが求められる。自衛の権利について共通の底辺ガ憲法的にも確保されたとしても、具体的な防衛のあり方、国際的な協力のあり方については、其の都度国益についての見解は違いうるし、論戦の余地は対象案件ごとにある。外交の分野でも、国連中心主義か、国連絶対主義かの選択を含め、国益にもとずく外交や、グローバリゼーション、地域連合、ＥＰＡ，ＦＴＡへの政治経済上のわが国のビジョン、全体として世界的な総合社会の形成の、重要な段階ごとに、わが国の立場、戦略について政党の提案を明らかにする必要がある。また、ここ数年は円の国際化を巡る最後のチャンスといわれている。ことに世界金融秩序が危機にあるからこそ、M&Aを含めて、わが国金融業がグローバルな拠点を拡大するチャンスでもある。一方では、外資導入やFDIへの規制緩和にせよ、統制にせよ(いずれも必要－もつといえば、英米型の『事後主義』へ、日独型の『事前審査』から転換あるいは、併用も論争されてよいー)合理的に国際間で説明できる制度にしていくことも求められる。グローバルな金融が資本主義に占める割合は好むと好まざるとにかかわらず、増大するので、一国にとって、金融市場、証券市場の健全な発達にもとずく競争力の拡大は、マネー敗戦といわれるような事態を避けることと同様に重要であろう。この点の戦略にとっても、政党間の政策ビジョンの競争は、必至である。国の戦略を長期、中期、短期に考える場合、教育は、長期的に最も重要な礎であるが、昨今の教育委員会の不祥事はその根幹をゆるがす。私は本音と建前は、最小限度は、人間社会のゆとりをもたらし、閉塞感に一定の憩いを与えるものとして、全く否定することはできないが、公立教育まで、公正と競争が失われては、社会の根幹を揺るがす。憲法解釈における妥協だけに頼って、最小限必要な修正条項もできないとすることも、このような風潮をあおっているもので、与野党を問わず、基本問題を戦後６０年以上放置した責任は、重大である。この他、本文で強調した地球温暖化への戦略、少子高齢化と人口問題への政策、ＩＴ時代の政党のあり方など、政党間の競争は無限にある。要するに共通の底辺が存在しその上に政策大競争を効率的に国民の意思に沿ってまた国民を説得して展開できるかどうかが、日本の政治にも二大政党制にも求められている。
また、英国の与野党が国民の与党、野党として存在し共通の底辺が在ることはよく知られているが、米国の2大政党もまだまだ参考になる。オバマ政権が最初の議会演説で、米国金融資本主義の欠陥を謝罪し、改革への意思を予算投入において明確に示したのは、過去の過ちを認めて行く姿勢であり、2大政党制が機能していることをしめしている。また予算教書でも、政策実現のために強調するべき点を示すと共に、非重点分野の削減もしており、どれか増やしたたら、どれか減らすという予算編成の仕組みが確立されており、わが国は、いまだしである。
共通の底辺とデモクラシーの効率
独裁国家が、国民の犠牲の上に、迅速な巨大プロジェクトを遂行しやすいことは、秦の始皇帝の万里の長城をはじめとして、現代の北朝鮮の核プロジェクトや中国の大洋進出のための空母建設、10年以上にわたる実際は半分に表示されていても毎年二桁の伸びの軍事予算による軍備膨張にいたるまでの事実である。卑近なところでは、社会主義ＳＷＦのマーケット弱点を利用した支配的投資なども。一方、西欧的なデモクラシー国家にあっても現代は、グローバリゼーションの諸課程の中で、政治上、経済上、社会上,安全保障上の緊急な国家としての方針の決定、政策の迅速な決定が求められている。この場合、もしその国の政府、野党にとって私が今まで論じてきたような、共通の底辺がある国かどうかがキーポイントになる。また、政治指導がさらに、深まっていくべきだが、この点では、小沢氏の「日本改造計画」で述べた議員の行政参加機会の拡大や副大臣制度などや、与野党党首の「ｑｕｅｓｔｉｏｎ　ｔｉｍｅ」なども与党が受け入れ、実現したが、問題はその中味である。いずれにしても、｢ねじれ国会｣の中でどうやって、日本に必要な政治的な決定、法案の決定をするのか、政党は、プランを表明すべきである。世界が刻々と変化していくのに、日本は、政権が交代しないのに、内閣が安定せず、「失われた１０年」は政治にも効率的な決定がなされていかないという点に影響した。
官僚制度、行政改革、財政改革、増税、成長政策、予算編成
以上２つの問題点に加えて、二大政党制が進化するためには、統治構造における「官僚制度」のありかた、さらには、｢国際社会のパワーポリテイクス｣についても共通の理解が必要です。
古代のローマでは、政治家や行政官は、期間を限って、国民の交代にすることによって、権力の分配と平等を図ったこともあったが、近代国家にあっては、官僚制は、行政、権力の分配、行使にとって必要不可欠な制度である。また官僚のリーダーになろうとしてきた人達は、大部分国家社会に尽くそうとしてきた人達と信じたい。しかし富国強兵を支えてきた明治以来の官僚制とは、違い、あくまでも国民に奉仕するべきものです。先に述べた『議院内閣制』の議論に加えて、現実は、いろいろな問題点があり、そのために、行政改革や、合理化案が審議されてきたことは事実ですが、財政改革との関連で、まだ充分ではありません。まづＧＤＰ１６０％になる８３４兆円の累積債務は、租債務といわれ、５３８兆円の資産を引いた純債務（２００５年発表）では、ＧＤＰ６０％強となり、ＥＵの累積債務許容額に近い。しかし、８０兆円の予算規模のうち、税収は、５０兆円内外で、バブル期でも、最高６２兆円であったし、小泉政権発足時は、４２兆円ぐらいの時もあり、この５年間の戦後最長の景気回復期にやっと５０兆円に達した。　昨今、各省の特別会計や、独立行政法人にたまった資産負債差額（民間の繰越利益に相当する，いわゆる埋蔵金）論議も盛んではあるが、資産は、１度消費してしまえば、２度とバランスのプラス面に使えないので、フローとしての、財政の収入・支出面でのバランスの回復こそ真の財政改革である。そのための一里塚としてプライマリーバランスの回復が求められている。しかし、どの程度の国家資産をこれだけ悪化した財政のバランスの回復のために使いうるのか（小泉改革に努力した高橋洋一氏は５０兆円といっているが)は吟味されてもよい。国民の目線に真に立つならば、一般会計と、特別会計の総合した予算審議がぜひ必要で、この点が実現してからのみ、消費税論議がはじまるべきである。いわれている１２兆５千億円の無駄もきちんと検証すべきであろう。また付随して国のバランスシート作成は、是非進めていかなければならない。安倍内閣は、長く放置された日本の直面する基本的問題について、真正面から取り組もうとしたが、相次ぐ、官僚組織の積年の弊害の暴露の前に、その意図とした目的は、評価されるべきであつたにもかかわらず、壊滅した。不祥事を連発した行政組織に対し、長年の与党の責任はまぬかれない。かつての行政管理庁以来、政府内の内部評価として、行政についての監察、評価がなされてきたが、年金行政の破綻とか、防衛省内の汚職とか、農水省の汚染米取り扱いとか、大きな欠陥については、自己浄化装置は機能しなかったといえる。政権交代の際、米国のように幹部の更迭をするとか、政権交代の無い場合でも、政策立案の後、一定の年限内(たとえば、数年後に、年金制度などのおおきな政策については、政策と責任幹部の外部評価をする委員会の設置も必要ではないだろうか。局長以上の官僚機構の人事や退職金の算定にもこのような評価が関係すべきであろう。また文化省がスポーツくじを管掌するのは、教育に関係する省が射幸心をあおることになり、最近の大分県の教育委員会の
不祥事から見ても好ましくないことである。もしくじによる財源が必要なら他の省の管轄下に置くべきものである。同様に環境税を導入する場合、一般税とするかどうかも審議されるべきである。省益のバランスなどは、財政的取得配分の見地からなさるべきではない。
財政再建との関係では、官僚が得る所得についても何らかの制限をすることに踏み切るべきである。つまり、プライマリーバランスの回復のみならず、累積債務がたとえば、租債務として、ＧＤＰ比６０％以下になるまでは、国家、地方公務員に対する人件費負担を抑制すべきである。地方ではたとえば、清掃事務の公務員と民間の清掃員では、３倍近い所得格差もある。ただここで述べる趣旨は、いたずらに公務員の給与水準を減らすというのでは、無くて、公務員の定年制度をどの省庁にいようとも一定にすることである。この定年は、官僚として一生に一度退職金が与えられる機会とし、定年後も、別のより少ない給与体系にもとずいて、官公庁や、特別会計法人、特殊法人その他の補助金を与えられている法人で働くことは、国民奉仕の精神を持っている人には、可能にする。しかし、これらの国民の税金を源とする資金、補助金で運営される機関、法人で働く場合は、財政ＧＤＰ比率の回復までは、１度退職金を得た後は、給料だけで国民に奉仕するという決定である。増税、税制改革を実施する場合の出発点として、この点について、与野党を問わず、一致することが望ましい。
全般的には、省益あって国益なしという状態は減少させていかねばならない。その改善と行政において倫理を復活することが、日本社会の矜持を維持することになる。（成長政策と中央銀行の目標については、ｐ19註　経済政策の目標　参照）
共通の底辺とパワーポリテイクスと外交・安全保障
（p106警戒すべき世界情勢も参照）
日本にとって安全保障面でもつとも、大事なものは、日米関係であるが、米国の行動の原理の奥底には、他の国もそうであるように自国の国益があることを忘れるわけにはいかない。卑近な例では、竹島の例があり、平和条約締結までは、日本の行政権があったと述べ、最近でも、米国国務省の文献に日韓両方の主権が不確定と記していたのを、韓国の要求を考慮し、８月はじめのブッシュ大統領訪韓に先立ち韓国領とかえてしまつた。
米国は、支持は示しつつ、日本の国連常任理事国への運動にしても、積極的には動いていない。国連にしても、理想化しがちであるが、パワーポリテクスのstatus quoでもある。　
　竹島より長期的な例として、ソ連の北方領土占領問題があるが、本文で述べたように、Ｇ８サミットの中でも合意されたことが、いまだに実現していない
　Ｇ８サミットの中でも合意されたことが、いまだに実現していない間に、ロシアが正式メンバーになった。最近米国の有力な外交関係の学者とたまたまＧ８サミットについて意見を交換したところ、ロシアをＧ８に入れたのは問題であつたという人が多いと発言したのでちょっと気になっていたら、オリンピック開会式直後に、グルジアで戦端が開かれたので、ブッシュ大統領は北京オリンピック開会式で、同席していたプーチンのロシアを１日を経ずして非難した。冷戦復活の兆しがあると判断せざるを得ない。６年前に、そのロシアのＧ８正式開催国への提案をしたブッシュ大統領が、グルジアの問題でロシアの非難声明を出すことは、世界統治におけるパワーポリテクスとその推移の端的な例である。発言と主張の背後にある国際間のパワーポリテクスの冷厳なる現実については、与野党とも、共通の理解にもとづいて、日本国の独立、外交、安全保障についての政策決定をしていくことが望ましい。
私は、１９８６年、日米安保条約改正当時（１９６０年）のマッカーサー元駐日米国大使が率いる米国とソ連の話し合のミッションのオブザーバーとして４月(滞在中にチェルノヴィリ核爆発事故があった)にレニングラードとモスクワそれとスターリンのグルジアの生家（ゴリ）を訪れた。米国側の団長は、第２次大戦前ルーズベルトの密書をスターリンにとどけ、ポツダム会議の米国務省の代表も勤めた人でもある。その際大使が、１９４５年ポッダム会議の後、米国国務省の対ソ連責任者としてソ連対日参戦の時、占領地の支配を暗黙のうちに認めたことが、日本の降伏後のソ連の一方的進撃で、北方領土占領につながったことを、日本国民に謝りたいと発言があった。これは、第２次大戦後の米ソによるバイポラリゼーションの冷戦時代に、日本と米国の緊密な関係が米国にとって必要であつたからこその発言であつた。戦争という極限状況での、ソ連を味方につけるための政策が、その後のパワーポリテクスの変化により態度が変わらざるを得なかった例ともいえる。
先ほどの米国の学者からは、小泉政権の、末期、２００６年６月、これから日米中の関係がどうなるかということは世界史的な意味があるというプレゼンテーションを聞いていたので、私は、自分の、日本が直面する問題についてのリポートの中に、日米中の関係、それに影響するサブシスムとしての、日中韓や朝鮮半島の問題にも触れ、総理や要路の人に贈った。この日米中の関係をすすめていくためには、私が　考えるＧ８サミットのメンバーとなる要件であるべき、公正な選挙をもとにする権力交代可能なデモクラシー、市場経済、法の支配の三条件　というより、ある識者も指摘するように、当分、透明性、よき統治、法の支配が三国の共通の底辺となるべきかもしれない。同様のベースは、他の地域協定を結んでいく時の条件であリ、リスクであるかもしれない。
一方、日本の安全保障に関係する、ＮＰＴ（核不拡散条約）、ＣＴＢＴ（包括的核実験禁止条約）との関連で、米国が米印核協力を進めて、例外を作ろうとしていることも、現在のパワーポリテイクス思考では、条約とは矛盾したことが現実に即すると米国が考えていることであり、日本は、米国のこのような、発言と主張の背後にある国際間のパワーポリテクスの冷厳なる現実については、与野党とも、共通の理解にもとづいて、国の独立、外交、安全保障についての政策決定をしていくことが望ましい。その場合に、日本の議会政治の政党間の共通の底辺として、p42以下特にｐ45の（２）で論じた政党間の共通の底辺が実現していくことが　緊喫の急務であると考える。
また、全ての政治的決定は、利益に対するパワーポリテイクスの軍事的・強制力的、経済的要素と精神的・倫理的な要素の２面性を礎にしてなされる。国際政治においては、自国の利益にたいするパワーポリテイクス的なアプローチをもとにして、自国にとっての正義として主張することが常であるのは、今回のグルジア問題でも窺知されることであって、いはば、ホヅブスの言う｢万人は万人の狼である｣とかあるいは、私が拙著でのべた｢戦争は正義と正義の争いである｣状態を呈示する。12月13日、福岡県で行われた初の日中韓サミットでも温家宝中国首相は、尖閣列島の中国名,釣魚島は、古来中国の領土であると、大国主義の発言をした。パワーポリテイクスの争いは、国連でも例外でないが、権力のもうひとつの要素である精神的・倫理的要素において、国連の場合は、一応全人類的立場を標榜するので、一国だけの利害を超える、あるいは、一国の利害には、組しない可能性があることはある。その場合、公正、公平な国際機関の運営がキーポイントになるので、第２次大戦の教訓や核の被爆国として、わが国のように、平和主義を国家の最重要政策とする国家が、国連安保理の常任理事国となって、パワーの２つの面のうちの、精神的・倫理的な面で世界のリーダーシップを取ることに、使命感をもつべきである。ここまでは、日本の政党間の左右を問わず、一致しうるであろうが、その場合でも、あらゆる政策の違いをこえて、「自衛の権利」について、日本には、あることについて左右が一致した時、繰りかえしのべている政党間に｢共通の底辺｣が醸成されると共にグローバルな問題にも国として迅速な対応がとりえることになるといえよう。そうでない場合は、デモクラテイックな、その時どきの国民の意思による政権交代はなかなか定着しないであろう。私の権力論からすれば、一国の独立、安全保障も、その国への評価も、その国の権力の精神的要素と物理的要素の総合でなされ、評価されるものである。わが国が平和国家として存立するといっても、平和国家をとなえるという精神的要素やソフトパワーだけでは、戦時中の竹やり精神、特攻隊精神と実は違わない。権力のもうひとつの要素である物理的、強制力が備わっていなければ、権力そのものとそれを維持する国家の体裁をなさないのである。北朝鮮が、ミサイルを飛ばすといったときに、それから国を守る、技術、物理的強制力である自衛力が無ければ、国は維持できない。同様のことは、核の脅威から国を守る場合にも、テロに対しても適用される。この自衛力を憲法をはじめとして、｢共通の底辺｣として認めることが、戦後６３年たっても、日本の社会に実現されていない。
国といえども、ユートピアの中に存立しているのではないので、国を取り巻くパワーポリテクスの影響から逃れるわけには、いかない。詳論は避けるが、
超マクロ的に、むしろ歴史的に、日本の明治以来の変遷は、自らのために、また一面ではあっても、アジアの独立のために、西欧からの支配からの脱却を図ろうとして、掲げた親アジア主義と、近代化の源泉であつた親米欧主義の葛藤の中に展開されたといえないことはない。その過程で、日本の対アジア関係が、西欧の対アジア関係と対時した結果,就中、日中関係が米中関係に精神的にも、物理的にもハード面でも、ソフト面でも敗れたことが、日本敗戦の超マクロ的、歴史的現実であったと考える。
国民である個人一人一人は、孤立して生活が出来ないので、権力の生成、分配、行使をする組織――国であれ、地域国家連合であれ、未だ出来てはいないが、世界政府であれーーをつくり、その組織の中で生活する。すると個人の少なくとも物質的幸福は、これらの組織の中に得られ、発展する。するとこれらの組織の安全保障を追求する場合、パワーポリテイクスの中にもろもろの現象が起生消滅、変転することについては、政党間で共通の理解があることが望ましく、このような理解のある政党間の関係がある場合には、国民の選択の基に政権の交代により、国及びグローバルな社会の変化に対して政治上、経済政策上をはじめとして、安全保障を確保しつつ、ダイナミックでスピーデイかつ適切な対応を取れるようになると考える。
現在の日本の少数政党の中には、政権にそりよって自党及び背後の社会的勢力団体の権益を守ろうとする政党と、一方、国の進路について共通の底辺として醸成すべきものでも反対し、いわば、自らの政権参加などは、最初から考えず、反対のための反対をとおすことを含めて、日本の社会の礎となろうという政党もある。両者とも、恵まれないしかし立派な市民を擁護する姿勢があるが、前者は、宗教的色彩をもちつつ、国民の日常生活の改善に結党の時から意を注いで来たと見る。後者は、政党助成金も辞退して、その主張を貫こうという点は評価できる。問題は、戦前と訣別し、民主主義政党に真に変わったかどうかである。極端に言えば、戦前の世界には、民主政党、国民政党、保守政党以外に、政権をとるまでは、議会主義を取り、とつたら独裁になる革命主義（社会民主主義）と、社会主義を奉ずるが、民主主義、議会主義は守るという政党（民主社会主義）という分類をする学者もいた。更に、この政党は自衛権の肯定を憲法に生かすかどうかについての問題がある。　
国民の意思によって、政権の交代のある政治を実現するためには、このような政党も、主たる野党との接点を求めて、選挙のつど、少なくとも、国民が第一党に選んだ野党と、原則的には連携して、政権の交代のある政治を実現する社会的使命があるのではなかろうか。恵まれない社会の底辺の人々に光を当てることは重要であるが、戦後は、国民に主権があり、その意思を、リーデイングな野党と「必死の妥協」の下に、野党政権を作ることによって生かしていく姿勢が反対専門の少数政党にも求められる。私が２大政党制による国民の意思表示にもとずく政権の交代があることの必要性を訴え、提言書を元総理のところに持参してから、１６年が過ぎようとしているが、この間内閣だけは、Ｇ８の諸国と比べても数多く、１０回、変わった。しかし、衆議院の選挙と参議院の選挙にタイムラグがあるため、内閣の交代は、宮沢内閣以後１０代に及び、たらいまわし的に頻繁でも、｢政権の交代｣そのものは、細川・羽田内閣以外は、なきに等しい。そのことが日本のグローバル戦略の成立の遅れをもたらした。政治過程では妥協も政党の重要な役割であるから、反対のための反対に徹している野党も、政権の交代のありうる機会には、最大公約数を、その時々の野党間で協議し、その実現につとめるべきでは、なかろうか。
最後に、日本の政治は二流、経済は
一流（現在は、経済二流、政治三流とさえいう人もいる）といわれることがあるが、私は決してそうは思わない。戦後の政治史で保守合同の例を引けば、それによって日本は自由世界の確固たるメンバーになり、産業、経営の進化と経済成長の道をたどることが出来たし、国際社会にも復帰した。この間の官僚組織もこの目標に貢献した。この保守合同の政治的な出来事は、単に戦前からの政党の二大党脈の合同でなく、日本の伝統的保守主義と、近代化で芽生えていた自由主義の流れと、修正資本主義と社会の漸進的進歩を信ずる人々の合同であったし、また他面では、明治以来の外国との不平等条約の改正を通じて、日本の独立を回復しょうという人達の合同であつた。この合同により、社会主義的な思想の生み出した社会福祉の実現へ向けて、年金をはじとする制度も導入されたし、日米安保改正もなされた。たまたま、父が昭和28年12月14日に保守合同の先導となる大会を主催したので、高校生でではあったが、出席したが、この時の大会綱領が憲法改正を除いて今では、全て実現された。今日本の民主主義と、国民の主権に基づきながら、政権の交代と政策の合理的克迅速がなされうる政治体制への生みの苦しみがあるが、議員、政党を中心として、マスコミを含む各界が其の必要性を確信して更なる日本社会の進化がなされると信じたい。
○心情の倫理と責任の倫理
政治家の心情の倫理と、責任の倫理について、家族のことに触れることお許しいただきたい。亡父は、日本の敗戦からの復興を目指して、保守・革新を包含する｢新政研究会｣を昭和２０年に組織した。しかし２０年代半ばに、保守の合同こそ、日本復活の道と確信し、戦前戦後分裂していた政治家１２０名余の賛同を得て、昭和２８年合同推進大会を開き、３０年の５５年体制の礎となった。また昭和３５年には、議員として、総裁補佐役として、ぎりぎりの左右対立のあつた、安保改正時に首相官邸で、デモ隊が入ってきた場合の必至の覚悟のもとに徹夜した７名の議員の一人であった。しかし、新憲法発布の時の議員であった最初の当選後、昭和２０年代に、私の小学生６年から大學卒業まで落選をつづけ、辛酸をなめたが、その逆境の時代に保守合同を推進したのである。私は、小学校時代を通じて級長であつたが、中学、高校時代は、休みになると田舎の父の選挙区の人々を訪問して支持を頼むことが大事で、心理的にも勉強する環境ではなかつた。落選中には、私の中学生時代、両親とも選挙違反で拘留され、私は、ひとりで、家にいたこともあった。　その父に「知・情・意」の中で、「人間、何がもっとも大事か」と尋ねると、｢人間最後は、情しかない｣とこたえた。その父が、安保改正でデモ隊に包囲され、議員として、総理補佐役として、総理官邸に立てこもった時は、もし、デモ隊が官邸に闖入した時は,死を覚悟したと後年語ったのは、『責任の倫理』の立場からであった。父の座右の銘というべきものは、この紛糾錯綜たる世の中に自らは自らの信念に基づいて、超然としているべきであるが、人と接する時は、温かい人を生かす藹藹たる情けを基にしなければならない。しかし、一旦緩急あれば、断固としてその信念・理想をアピールし時代を開く行動をする、普段は秋空の澄み切ったような気持ちでいるべきである。得意の時は、淡々とし、失意の時は泰然として行動すべきであるというーーー
「自ら処するに超然、」(自処超然)、｢人に処するに藹然｣(処人藹然)

｢在事斬然｣(事有るに斬然)｢事なきに澄然｣(無事澄然)、｢得意淡然｣、｢失意泰然｣―という処世六然であつた。
父の政治活動は必ずしも順調でなく逆境の時が多かったが、｢順調かならずしも順調ならず、逆境必ずしも逆境ならず」といって、老人でも気概と理想をもって行動する人は青年であり、青年でも怠惰で熱情を持たない人は老人であるーー「老人必ずしも老人ならず、青年必ずしも青年ならす」といって、人間苦の中で、私を育てた父母と父の言葉は、いまも胸中をはなれないが、心情の倫理と責任の倫理を考える時、厳かにならざるを得ない。
「政権交代の実現」
ここまでは、２００８年中にかいたものであるが、２００９年８月３０日の総選挙により、政権交代が実現し９月１６日、鳩山首班の指名に引き続き、民主党、社民党、国民新党の連立内閣が組閣された。民主党は、官僚内閣制から脱脚し、『本当の国民主権の実現』『内容の伴った地域主権』を政策の柱とするとしている。政策の基本政策を官邸主導で打ち出すための「国家戦略局」（法律制定以前は『室』）、官僚で無く政治家中心で政策を決定する「閣僚委員会」、無駄な政策や、利益誘導を排するための「行政刷新会議」、経済財政諮問会議や事務次官会議の廃止など、新しい統治機構を作っていこうとしている。自民党時代の政府与党間の関係などは、内閣に多くの政治家を入れることで政調会機能の役割を無視をはじめとしてなくなしていこうとする姿勢である。政府与党間の関係は、一概に反議員内閣制とは、いえないので、民主党の新組織が本当に機能するかどうか、また官僚の人事、雇用制度をどれだけ適正にするかどうかがどちらが国民主権を実現するかで問われる。
ＰＳⅢ追加　　　　　　金融・経済危機最新状況（２００８年末）　　
11月の金融サミットを経て12月中旬の各国経済刺激策、ＧＭ救済への動きオマバ経済政策、世界危機の今後の展望　　　　　　　　　　
―金融世界秩序の再構築経過と見通しー実体経済回復への政策を含めてー
かって１９９４年に、私は,「カジノ資本主義」を著した、故スーザンストレンジＬＳＥ教授のフォーラムを東京で開催したことがあるが、今回の危機はまさにそのような状況を呈してきた結果といえる。
本文（一）でのべた『世界経済の変容』に引き続き、夏から秋へかけて、資本注入、不良債権の処理を始めてとして、証券、為替市場を含めて、金融経済の危機にどう対処するのか、その危機が実体経済に及ぼす影響をどのような緊急経済対策で立ち向かうのか、各国独自と世界的な連携もふくめて緊迫したプロセスが展開した。以下11月の金融サミットから２００９年７月までその展開を記す。（原則として、通貨換算は、当日のレートにより、記述はその日の段階で新しくなる）
３月のベア・スターンズに続き、２００８年５月以後、米金融機関は、資本増強に苦慮しはじめた。８月、原油の高騰は１４７＄で反転し、エネルギー価格からのインフレ圧力は一応峠を越したが、金融不安は、おさまらず、米証券大手にも、不良債権の圧縮が充分でないところが、先行きを懸念されていた。
その中で、９月１０日、６－８月期も２半期連続で赤字が続き、不動産関連債券評価損約５６億ドル〔約６千億円〕で、３９億ドル〔約４２００億円〕の赤字となったリーマンブラザースは、増資計画を確固として示せず、営業権など資産を売却し３０億ドル以上の資本増強が見込まれると発表したが、結果、１週間で株価が８割下げた。全米第４位の投資銀行（証券会社）であつたLehman Brothersは、--創立来１５８年、総資産６３９０億ドル(野村證券の２倍)、--負債総額６１３０億ドル〔約64兆円〕であつたが９月１５日に米国企業最大の規模で破綻した。その前日、ＣＤＳで、リーマンが債務不履行になった場合、リーマンの社債の元本を保証する料率は、前日より５０％上昇して，〈６年内に倒産する確率２０％〉となつていた。
このリーマンの破綻が、米国の金融危機悪化へのインパクトを与えた影響は大きい。つれて、株価が半年前より６割近く急落した全米第３位のMerrill Lynchは、株式交換方式による５００億ドルで、当初Lehman Brothersとの交渉を進めていたBank of America に救済合併された。当日、生命保険大手ＡＩＧは、株価6０％下落、ダウは５０４ドル下げた。
９月１５日の段階で、日米欧の中央銀行は１５兆円を超える資金を市場に供給する危機対策を実施した。即ち、米ＦＲＢは、証券会社、金融機関への貸し出し条件を緩和し、１５日７００億ドル(７兆３千億円)を市場に供給した。ＥＣＢは、３００億ユーロ(４兆５千億)の翌日物資金を市場に供給し、イングランド銀行も５０億ポンド(９千５００億)の期日３日の資金を供給した。日銀は、１６日、２兆５千億円を、金融機関の間で手元資金を融通しあう短期金融市場に対し、公開市場操作で供給した。また米欧の金融大手＊は７００億ドルのファンドを設立し、資金繰りに役立てる（＊シテイグループ、バンク　オブ　アメリカ、ＪＰモルガン・チェース、ゴールドマン・サックス、モルガンスタンレー、メリルリンチ、バークレイズ、ドイツ銀行、ＵＢＳ）。
１６日になっても、ＬＩＢＯＲ（ロンドンの銀行間取引金利）が、３％から６％に高止まりしている。ＦＲＢはさらに７００億ドル(前日と同額)，ＥＣＢも７００億ユーロ（前日の３倍）イングランド銀行も２００億ポンド(前日の４倍)日銀は１７日も２兆円など、１５－１６日と日本の１７日まで、４０兆円近い緊急資金供給を行ったことになる。１６日には、ＬＩＢＯＲが瞬間的に１２％に達したが、日銀は、１８日も短期金融市場に対し、公開市場操作で２．５兆円を供給し、米ＦＲＢは、１０５０億ドル（１兆５００億円）を供給した。
　米国政府は、リーマンブラザースには、公的資金供給を拒否して、破綻せしめたが、現地時間１６日午後、世界最大級の保険会社ＡＩＧの株価急落と経営の崩落を見て、ＦＲＢから８５０億ドル〔約９兆円〕の融資を決定し、財務省もこれを支持した〔後に10月8日、追加378億ドル、計1228億ドルー12兆2800億円、さらに、11月９日には、1500億ドル(15兆円)に条件改善して拡大---400億ドル資本注入、500億ドル不良債権買取、600億ドル融資〕。AIGが４千億ドル（４０兆円）に達する巨額のＣＤＳ（credit default swap）の契約を行い、サブプライム関連金融商品の元本保証を引き受けをしていることから、破綻した場合、自国と世界への混乱の影響がさらに拡大することを恐れたためと思われる。
また、モルガンスタンレーも銀行のワコビアと合併を検討していると伝えられ、英国でも、ロイドＴＳＢが住宅融資の多いＨＢＯＳの合併に合意した。このうちモルガンスタンレーは、後述するように、三菱ＵＦＧ（ＭＵＦＧ）の資本注入を受けて、ワコビア合併の動きを解消。ワコビアは、逆に、後に、シテイの救済をうけることになったが、最終的にはこの動きは実らず、ウエルズ・ファーゴとの合併を目指す。（後述）
米国の金融インフラストラクチュアの崩壊を防ぎ、金融再編を国際的な連携でサポートできるかが問われているが、ここへ来て、各国の協調利下げ、ドル防衛の協調介入、効果のあるケースや危機の波及度を避けねばならないケースによっては、さらなる公的資金導入強化が呼びかけられた。
１８日には、米ＦＲＢは、日銀６００億ドル、ECB(欧州中央銀行)550億ドル、英中銀４００億ドル、スイス１５０億ドル、カナダ１００億ドルなど、主要中央銀行間と１８００億ドルのスワップ協定を結んで、ドルの供給が滞らないようにすることに備えた。(９月２８日に6200億ドルに拡大。さらに最終的には上限をはずした)この後、２１日には、主要先進国の中央銀行が、外国資産の担保でも融資を行うことを検討する動きも伝えられた。
米国は、金融の量的緩和と流動性の確保によって事態を収拾しょうとしているが、それだけで混乱が一時的に収まったとしても、実体経済の悪化を防ぐ、根本的な解決となるかどうかは、注目しなければならない。今後の見通しは厳しく、緊急利下げや、緊急経済政策発動も視野に入ってきている。
大々的公的資金導入計画
危機を避け、不安を鎮めるため、19日ポールソン財務長官が記者会見を開き、議会に、８０年代のＳ／Ｌ危機の時のＲＴＣ（整理保証公社）に習って、最大、７０００億ドル〔７５兆円〕で、公的不良債権処理計画を提案すると発表すると、１７日４００ドル下がったダウが１８日には、４１０ドル上昇した。この案では、住宅関連のファニーメイとフレデイーマックの両社のＭＢＳ（不動産担保証券）の買取規模の拡大も含むとされている。議会が了承し、重層化した証券化商品の象徴であるCDSに更なる破綻が起こらなければ、最悪の事態は避けられると思われた。
この段階で、公的資金の投入は、計１兆１千億ドル（110兆円）を超える。（後に金融危機打開のための米政府のコミット・ベースの金額は、１２月までに７兆７千億ドルー７７０兆円を数えた）またFRB(連邦準備制度理事会)は、価値急落で買い手のつかないABCP(資産担保コマーシャルペーパー)を銀行が購入できるように銀行への緊急融資を開始すると発表した。
２２日には米国の投資銀行（証券会社）１位のゴールドマンサックス、２位のモルガンスタンレーは、銀行持株会社へ移行がみとめられ、FRBの流動性供給を受けやすい「銀行」に｢証券｣から変わる事が、許可されたが、変更をすると、ＳＥＣの監督下に比べて、より厚い資本増強をしなければならない。
このような背景の中で、２２日、日本の東京三菱MUFGは、モルガンスタンレーの要請に対し、出資に応じて１５－２０％の普通株式を取得するむね発表した。１５％で筆頭株主、２０％で持分適用会社になる。８月末純資産額を基にして計算した場合、２０％で９０００億円の出資になるといわれる。ただ、これ以上の株価崩落をおそれて９月末までに優先株の割合を増やすことなった。〔最終的に１０月１４日までに、払い込みを終了したが、全て議決権の無い株に変更した〕
また、野村證券も、破綻したリーマンブラザースのアジア太平洋部門(２２日)と欧州・中東部門(２３日)を継承する合意をした。（米国部門は、英バークレーに引き継がれた。後に野村は、決済部門、インドのIT部門も取得した）今年になって、日本の銀行の金融機関への出資としては、１月のみずほコーポレート銀行のメリルリンチに対する１３００億円、三井住友の６月の英バークレー銀行への約１０００億円それとMUFGのカリフォルニア子会社への投資がある。
このような資本増強の努力の中で、９月２５日ワシントンミューチュアル（１８８９年創立の貯蓄貸付組合（Ｓ／Ｌ）の最大手）が破綻。資産３２兆円（３０９７億ドル）ドル預金を持つ米金融機関の破たん処理では、過去最大であるが、ＪＰモルガンが銀行業務を、１９億ドル(約２千億円)で買収し、預金１８８０億ドル（約２０兆円）を引き継ぐので預金は保護される。ＪＰモルガンは同日８０億ドル（８５００億円）公募増資を発表．――後に増額１００億ドル以上の増資へ拡大。
この段階で、私が、２月２９日の英国アカデミー後援の会議のプレゼンテーションで、暗に指摘した、米国が取るべき金融インフラストラクチュア崩壊を防ぐ，政策のスキームは、ほぼ発動されconsolidateされたともいえるが、根本的解決にはいたっていないし、折に触れて危機的状況は、繰り返されるであろう。欧州などが危機を収束出来るか、さらに、これも、２月２９日に言及した、現に起こりつつあるＧＭに象徴される米国の実体経済の悪化と、世界経済への波及に、どういう経済政策をとるかが、国際的な規模で危機を防げるのかのキーポイントになっていくであろう。
このような情勢であつたところ、９月２８日夜欧州大陸で初めて金融機関の国有化の事態が生じた。即ち、ベルギー、オランダ両国に本社を置き、５０カ国８万５千人が働く、資産規模欧州１６位の銀行（総資産１２０兆円――ベルギー、オランダのGDP合計と同規模）、保険業務などを展開するフォルテイス(Fortis NV-=FORSY)-に対し、ベルギー、オランダ、ルクセンブルグ政府は、９月２８日１１２億ユーロ１兆７千億円の資金を注入し、資金繰りを支えた。ベルギー４７億ユーロ，オランダ４０億ユーロ、ルクセンブルグ、２５億ユーロを拠出，見返りにそれぞれの国のフォルテイスの４０％の株式を得る。フォルテイスは、ベルギーの国民の半分が顧客であり、昨年２４０億ユーロを投じてオランダの大手、ＡＢＮアムロの１部事業を買収したが、その保有する米国サブプライム関係の債券から、多額の損失が出て、先週は５日連続で株価が下落、最大１００億ユーロの資産売却の方針を打ち出し最高責任者を交代したが、自力再建が難しくなり、３カ国政府は、事実上の国有化をした。ＡＢＮアムロの持分は、強制的に売却される見通しである。（その後、１０月５日フランスのBNPバリパ銀行がルクセンブルグ、ベルギーの事業を買収。さらに国有化されていたオランダのフォルティス・オランダは、１１月１５日政府がＡＢＮアムロに合併方針を発表、）
· ドル協調供給
ドルの世界における流動性確保が、金融アーキテクチュアをまもる第一歩という認識から米国のＦＲＢは、スワップ枠を１８日に六中央銀行間で、１８００億ドル総額のドル供給協調をきめたことを先に記した。このスワップを拡大し、２４日には、オーストラリア、スエーデン、ノルーウェイ、デンマークの四中銀も加えて、２９００億ドルへ増額していたが、さらに流動性が不足していくので、２９日に約６２００億ドルへ倍増した。さらに、ＦＲＢは、緊急対応で市場に資金を供給する「入札貸し出し制度」（ＴＡＦ）の供給枠を三千億ドル〔約３２兆円〕増やすことを発表した。（最終的には上限をはづした）
２９日になると、欧州で、資本注入や、国有化の動きが目立ち、前述のフォルテイスに続き、
· 独不動産金融大手　ハイポ・リアル・エステート(Hypo Real Estate Holding AG)を政府が３５０億ユーロ(５兆円)の緊急資金支援。紆余曲折の後、６日に総額７兆円注入決定。
· アイスランドも国内の銀行三位を国有化（後にほかの銀行も）
· 英は、以前のノーザンロックに引き続き、この日は個人向け住宅ローン中心の中堅金融、ブラヅドフォード・ビングレー（Bradford&Bingley）を国有化　５０ｂポンドで不動産貸付を引き継ぎ、さらに１９ｂポンドを注入して、欧州第２のスペインのBanco Santander.が貯蓄銀行業務を引き継ぐのに便宜を図つた。Ｓantander は、６１２million ポンドで、１９７の支店と２００億ポンドの預金を引き継ぐ。
○同日中に、パリ、ロンドン、フランクフルトの証券市場は、４－５％下落。このような、欧州の動きは、米国が公的資金を注入する予定で、２９日にも法案の下院通過という情勢の中で、起こった。　２９日になると米国では、全米２位の銀行シテイは、６位のワコビア（Ｗａｃｈｏｂｉａ）を救済すると発表。　　資産運用部門を残し、２１６億ドルで個人、企業向け銀行業務、富裕層向け事業を買収,負債も引き継ぐが、損失が一定規模に達すると、米連邦預金保険公社(ＦＤＩＣ)が負担する。シテイは、１００億ドルの公募増資を実施して資産規模で、バンクオブアメリカをぬいて、世界最大になるはずであった。ところが、10月3日　Ｗell Fargo  が、Wachoviaを151億ドルで株式交換方式で合併すると発表した。公的資金は、受けない。合併に伴い200億トルを増資するが、総資産1兆4200億ドルとなりシテイなどにつぐ全米4位となる。シテイは反対して法廷闘争に持ち込まれる可能性もある。４日N.Yの裁判所は、シテイの独占交渉権を延長することを認めたが、結局シテイは交渉を断念し損害賠償を求める。
○ この緊迫したグローバルな経済情勢の中で、１０日に及ぶ調整でやつと与野党のリーダーたちの間で合意した米緊急経済安定化法案（金融救済法案）政府提案を９月２９日に米議会下院が　　賛成２０５反対２２８　で否決し、ダウは７７７．６８ドルの史上最大の下落で、〔終値１０．３６５．４〕、ナスダックも１９９．６１さがり（終値→１９８３．３３）となった。結果、世界の証券時価総額は、9月末で昨年10月のピークの3分の１にあたる21兆ドル〔2000兆円〕が目減りし42兆ドルと推計される。このままでは、さらなる世界金融恐慌へ向かう可能性が出てきた。法案が通過するまでは米国内の金融機関の破綻については、当面ＦＲＢが緊急対応をすると思われるが、いずれにせよ修正はあっても、最低、政府提案が復活しなければ、実体経済の悪化と、恐慌への道を加速することにもなる。１０月２日まで、ユダヤ教の祭日で、米議会は開かれない模様であったが、１回目の投票で反対を議員に迫った選挙区民の世論も、否決の結果の証券市場の暴落を見て通過賛成の方が多くなりつつある。そこで、１０月１日、修正案（１０万ドルから２５万ドルへの預金保護水準の引き上げ、1100億ドル規模の一般企業・代替エネルギー開発への優遇税制、中間所得層中心に2400万人への課税最低所得軽減への配慮,SECに金融商品などの時価会計を1時凍結する権限供与による損失計上の先送りなどの修正を加え、不良債権買取と銀行への支援総額最大７０００億ドル）が上院で、74対25で可決され、３日に下院で再投票され、263対171で通過し最悪事態早期突入はさけられた。金融救済法案の通過に際し、安易である印象を避け、国民負担増しを防ぐため、救済企業から得る株式の値上がりで利益を得ることや、経営陣の報酬制限、住宅ローンを政府保証の低金利ローンを借り替えさせることも上記修正案に加えて、盛り込まれた。しかし、今回の米政府の公的資金導入案は、いろいろな不安定状況に対処しうるという表現で、資本注入も間接的には、否定されていないが、不良債権の買取りが主眼と受け取られ、さらに、過去の金融危機には、主役ではなかったＣＤＳなどの重層化した証券化商品が、今回の金融商品の崩落懸念では、大きな要素であることを斟酌すると、その残高縮小に対しても本当に有効かは確言できない。むしろ民主党原案のように金融機関のバランスシートを診て救済するという案が安心感を与えたかもしれない。また、危機の原因であつた不動産価格の下落〔７月１７．５％、約4年ぶりの低水準〕が落ち着いて不良債権の拡大がふせげるのか、〔2009年にかけて40％ぐらいまで下落すると予想するエコノミストと、サブプライムのローンの仕組みからいって、さらに家を手放せば、それ以上の追求は免れるというノンリコースローンが多いので、下げのピークは２００８年度であるというエコノミストがいる。一方では、欧米の不動産の回復には、早くて５年、長引いて１０年という人もいる〕、さらには、最終的にこの案が議会を通過して、機能し始めても、金融機関の不良債権処理にともなう欠損増に対して、必要になる資本増強までカバーしていないとこの時点では、受け取られた。資本増強は、市場にまかせるのか、ある程度までは、今度の案でカバーするのか、新たに、金融機関の1次的国有化などの対策導入を議会に要請するのか、それをした場合に議会の拒否反応を巻き起こすかという問題が残る。（その後、ポールソン財務長官は、10月8日の記者会見で、議会を通過した7000億ドルは、資本注入による財務諸表改善や、優先株、住宅ローンや関連証券購入など、財務長官とFRB議長が連携の上定める、<金融市場安定化のため必要な金融手段）となっていると幅広く適用される旨説明した）。
この案が通っても、レヴァリヅジをかけて重層化した証券化商品の縮小がスムーズにいかず、金融機関の信用収縮が続き、実体経済が悪化し、企業の新不良債権が新たに拡大してくると、２００８年夏現在は、まだ表面上リセッションでない米経済は、２００９年に深刻な状況になる可能性がある。第１段階が、ベアスターンズ救済、住宅金融ファニーメイなどのＧＳＥ（政府支援会社）やＡＩＧへの公的資金導入、今回議会通過の公的資金の導入が、金融危機対応の第２段階とすると、２００９年度までにあるいは情勢によってはさらに早期に、第３段階としてもう１度公的資金導入に迫られることもありうる。又、実体経済が悪化していくと、日本の産業再生機構や証券買取機構のような仕組みも、欧米で必要になる可能性がある。
10月4日には、仏、独、英、伊の首脳、ＥＣＢのトリシェ総裁が緊急会談を開く。各国の連携強化,多国展開する金融大手を欧州規模で監督する仕組み、金融機関が破綻した際に保護する預金の上限、ＥＵ全体で１２０億ポンド〔2兆2千億円〕の中小企業向けの基金創設などが議論される見込み。また欧州では三千億ユーロ（約44兆円）の救済基金を用意することも提唱されている。
結果は、貸し渋りにあっている中小企業に対し、欧州の公的金融機関に２５０億ポンド（４兆７千億円）の資金融通を要請、しかし、自国の納税者から集めた資金が、他国の金融機関に投入される懸念もあり、英、独の反対も強く、救済基金は成就しなかった。しかし各国の金融監督機関や中央銀行が連携し、監督を強化、格付け会社や投資銀行、ヘヅジファンドの規制などの方向性が示された。G8首脳の緊急会議の早期開催も呼びかけられた。
欧州では、１０月５日までに、アイルランド、ギリシャに続き、独、オーストリア、デンマークでも個人の預金の全額保護が打ち出された。スエーデンも保証額の上限をあげた。その結果、一部の英預金がアイルランドに流れる現象がみられ、またたとえば、英から独へ預金が移動する可能性もある。欧州全体として政策を進めないと、金融に歪みを生ずると前欧州委員会委員マンデルソン（英）が指摘している。英国は、先に保護上限の引き上げを決めたが、公的資金による金融機関への資本注入に進むとみられている。またアイスランドでは、GDPの1０倍の規模の金融業務が内外を通じて営まれていたが、急速な資金の流出と為替の悪化から、全ての銀行の国有化に進み、ロシアが４０億ユーロを貸与するという事態になった。7日には、スペインは、7兆円の不良資産買取を発表した。
　英国は、８日、５００億ポンド（約９兆円）の銀行への資本注入と２５００億ポンドの流動性供給をすると発表した。
さて、国際取引所連盟（ＷＦＥ）集計で、世界の証券市場は、前述したように9月末で、時価総額で２０００兆円目減りしたといわれ、さらに増進し、いまの時点では、世界名目ＧＤＰの４割といわれる。これから来年にかけて、今まで懸念されていたインフレよりも、原油、商品市況の低落をはじめとしてデフレ要因が勝ることも、予想される。米国は、貯蓄率０かマイナスで消費が、世界からの輸入を増加せしめていたり、低所得層でもサブプライムで住宅購入などをしてきたが、これからは、景気悪化につれて、消費をきりつめ、貯蓄率５％ぐらいまでは、回復すると予想される。このトレンドは、日本も含めて対米輸出の減少を招き、日本の場合、最近の数字で２０％強の対米輸出減少になっている。IMFの10月の発表では、欧州のいくつかの国でのマイナス成長、米国の経済成長率は08年1.6％、09年0.1％、世界全体で3％と予測されているがさらに減少しよう。（米も1１月6日のＩＭＦ発表でマイナスへ➞他も減少ｐ84））
今回の金融危機をきっかけに、米国では、大手銀行、証券（投資銀行）の大手消滅など再編は、相当進んだが、今年になって13の銀行が破綻、今後は８０００以上ある銀行のなかで、地方銀行中心に７７行の破綻懸念があるとされている。米国は、公的債務がＧＤＰ比７０％ぐらいなので、日本が150％以上なのに比べて、まだもろもろの経済浮揚政策を打ち出していくことは、可能である。また日本の場合GDP比20％の不良債権だったのに比し、米国は、露出したものは、夏までは、３％である。しかし、行き過ぎた証券化たとえば、CDSの規模は,GDP比4倍であり、潜在的な大きさと危機の世界性は、日本のときと比較にならぬ程大きい。（政府の依頼を受けたゴールドｌマンサックス社は、２００９年１月不良債権額をＧＤＰ３割と報告したが、今後さらに増大するであろう）また、２００９年までには、必要になると思われる第3段階での公的資金導入に対して、政治的な反動で、今回以上の抵抗があるかもしれない。１０月８日になって、豪州での1％下げに始まり、欧米6カ国は、共同声明をだし、FRB,ECB,英、スイス、スエーデン,加の中銀が政策金利の０．５％の緊急協調利下げにふみきった。中国もこの日利下げした。
私見では、２月２９日の英国アカデミー関連の会議で、私が指摘したように、重層化された証券化金融商品をどう処理するかという点が、解決されるか、少なくとも見通しが示されない限り、今回の世界危機からの脱脚はできないであろう。日本は、不良債権圧縮と銀行への公的資金注入が大きな回復への分岐点となったが、今回の場合は、それだけでなく、日本の場合と違い日本の経験だけでは、解決出来ないのは、重層化した証券化が危機の根幹に横たわっていることである。たとえば、米国のＧＤＰは１５兆ドルなのに、ＣＤＳは、６２兆ドルに達しており、あまりにも実体経済と懸隔した金融商品の跋扈をどうするかである。おそらく、当分は、７０００億ドルの適正な利用のしかたについて、不良債権の買い手である公的機関と、さし出す側の金融機関とのせめぎあいがあり、次に救済すべき金融機関の資本増強のため、さらに公的機関が負担すべきか、という議論がグローバルに展開するであろう。しかし、実体経済悪化を防ぐ金利の引き下げや、日本の経験を踏まえて、早め早めに打ち出されたこれまで述べてきた方策だけでは、重層化した金融化商品のもたらす、危機の深淵化には対処できない。究極的には世界金融秩序の再構築が求められている。先ほど、CDSが米国のGDPより4倍の規模と述べたが、実は世界GDP55兆ドル（２００６年）より大きい。又商業銀行は、ＦＲＢやバーゼル委員会の規制があるが、投資銀行は世界的な規制が無く米国の場合SECであった。ヘヅジファンドも国際的な監視体制の外にある。ここ10年ぐらい金融工学の革新の上にそのモデルは利益至上主義、経営陣やデイーラーも含めて報酬至上主義になっていた。その役割が富の拡大と産業の成長、1部、開発国への投資促進を目指すとしても、公平かどうか、真に公正な競争に役立つのか、世界全体の富の配分に歪みをもたらさないかが問われている。
実体経済と金融経済の関係
でいえば、p17で述べたCDSのような金融派生商品でなく、たとえば、世界金融資産残高の対世界名目GDP比から見ると、1980年には、１対１であったが、2006年には、3.5倍の167兆ドルに著しく増加している。（最近得た2007年の数字でもほぼ同じ3.46倍で218兆ドル）また、たとえば、先進国のユニバーサル銀行UBS,BNPパリパ（2008年は、合併の結果１位になると推定される）、シテイ、バークレーズ、ＲＢＳ，ＨＳＢＣ，クレデイ・アグリエル、三菱ＵＦＪ，ドイツ銀行、バンク・オブ・アメリカ）の２００６年度の上位１０行の資産額は、各２兆ドルに近く、EU27カ国のGDP平均は、6200億ドル程度にすぎない。
株価水準と企業のＢ／Ｓ　　さて、問題のひとつは、たとえば、これらの金融機関にせよ、企業にせよ、実体経済の悪化でも、金融機関の不安定化でも、デリヴァテイブなど金融商品の劣化でも、証券市場の低落を通じて、B/Sの劣化を招くことである。10月10日に日本のダウは8276円になったが、時価総額で、1年前の530兆円から268兆円に減少した。日本の証券市場は、10日の日経ダウ平均近辺で生保は含み益0となり、大手銀行の3兆円だった含み益は、7800億円のマイナスになる。つまり、サブプライムに端を発した、危機は、大和生命や、不動産信託などの企業だけでなく証券市場の水準で、その国の経済に及んでくるし、企業業績や年金や社会保障にも影響する。野村證券金融研究所によると金融を除く、上場企業2300社の保有株式は、３月末の13.3兆円から10日には、三分の一程度の4.2兆円になった。大和総研では、９月末、1477兆円であった家計の金融収支は、投資信託の損失拡大などで、10日までに28.8兆円目減りした。比較的リスクの低い債権からも現金化が進み、前日比0.11%高い年1.58%まで上昇した。
米国は、10月１０日まで８日間連続して証券市場が下落したが、リーマンブラザース破綻後ほぼ１ヶ月の９日までの各国の下落率は、ロシア３７％、日本３２．２％、ブラジル２９．２％、米国２４．２％ドイツ１．６％英国２０．４％、インド１９．１％、韓国１６．０％、中国３．８％であり、大和総研試算で８月末の４９兆ドルから９日時点で２８％減の３５兆ドルになり、米国GDPに近い１４兆ドルが失われた。
いずれにしても、今回の危機は、世界中でのクレデイット管理の重要性と、重層化した金融化商品に関する公正なルールの必要性を、インターナショナル・ファイナンシアル・アーキテクチュアにつきつけているといえる。
国民と、国家経済、実体経済、金融経済のあり方、世界経済のつながりのあり方、資本主義のあり方について、根本的な問題が露呈されている。
まさにグローバルな危機であり、解決のために、米国が必要な政策を取り、世界も協力を余儀なくさせられている局面が進行中といえよう。
今回の危機が一定の底に達した後、実体経済浮揚のための、各国政府のケインズ的政策が必要になる局面が到来すると思われるが、ｐ19の経済政策のあり方で論じたように、不良債権が推定され一定の水準のところで食い止められうる適切な局面になってから発動されれば、ベストであるが、おそらく実体経済の悪化が、そのような時間を与えないので、世界的協調による財政出動は、世界各国の財政の一斉悪化を招き、さらに危機が増幅される危険がある。それでも、景気対策は必要になるが、財政赤字が一定の範囲であれば、公共投資は有効である。また、当面の日本で言えば、定率減税でも、定額減税でもなく、減税の対象とならない、低所得層や非正規雇用から離脱させられた人を含む失業者へのマネー支給が、最も効果的な有効需要喚起策である局面もあろう。この点で１４日、オーストラリアのハワード首相の出した、一人暮らしの年金受領者、子供への現金支給総額７２００億円は、他山の石であるかもしれない。勿論、本質的には、成長や、技術革新、設備投資に役立つ、景気対策や、わが国の産業の広い裾野を支える中小企業を支える政策がベースとはなろう。２０世紀前半、独が、敗戦による超インフレに悩みながらもアウトバーンを始めとするインフラ整備、フォルクスワーゲンなどの企業発展などにより経済を回復した経済的ツールは、多くの企業への信用保証の拡大であったというが、現局面で日本の雇用を支える中小企業の持続的成長に資することが出来るかどうかも至急検討すべきであろう。
日本は、OECD諸国が概ね好景気であった1990年代にバブル崩壊とマネー敗戦により、低成長を余儀なくされ、その後潜在成長率も下がってきている。失われた10年といわれる中で、他国には、極力迷惑をかけない形で不良債権縮少、資本注入,一国経済の構造改善、再生機構導入、株価下支えなどでやっと回復してきた。
今回の危機は、危機の世界性に加えて、実体経済と金融経済のバランスが失われたこと、今までの危機にはない、世界GDPに比べてはるかに膨大になった証券化商品の価格低下、世界証券市場のダウンサイドリスクの状況の真っ只中にあるという点で、90年代の日本経済回復の処方箋は、世界危機克服のベースにはなっても充分条件ではない。
したがって、世界経済の危機の進展の状況で、現在は、相対的に健全である日本経済への影響は避けられない。世界危機が日本をダイレクトに震撼させぬように金融経済面でのリスクに対する万全のリスク管理計画を準備すること,実体経済の縮小を防ぐ、成長政策、内需振興をはじめとする可能な限りの経済・金融政策が求められる。しかし、米国と違って、通貨を、どんどん発行していくことで穴埋めをするわけにもいかないので、先進7カ国中最低といわれ、ボッワナ並みと言われた財政赤字のこれ以上の悪化も出来るだけ避けねばならない。私は嘗てロンドンの王立国際問題研究所で、未だ日本がバブル崩壊後の深刻な事態になる前だったが、スイスのダボスの世界経済フォーラムの事務局の人びとを中心に少人数で各国経済評価の討論をしているのを、聞いていたことがある。フォーラム研究所の幹部が、この際日本の評点をなるたけ下げようという提案をしているのを聞き、ダボス会議の人々といえどもややいい加減で、ＢＩＳ規制と同様に、９０年代初頭まで、威圧感まで与えた日本の特に金融界の国際進出等を押さえたいという雰囲気だと感じたが、そのうちに本当に日本が、バブル崩壊の影響が本格化し、世界経済フォーラムの意図したとおり日本のさらなるランク下げにつらなったと、後年、思ったことがある。８日に発表された、同フォーラムの２００８年度の世界競争力ランキングは、９月の市場崩落以前の時点で決められたと思うが、去年よりひとつ落ちて、日本は、９位だったが、一応世界１３４カ国・地域の統計のもとに、経営者ら１万２千人のアンケートと組み合わせ、インフラ整備やマクロ経済安定、技術力、市場規模を指数化して算出したことにはなっている。注目しなければならないのは、政府負債で１２９位、財政赤字が１１０位となっていることで、麻生内閣の緊急対策と雖も、赤字国債に安易に頼ることは、さらに評価をさげることになる。
Ｇ７
２００８年10月10日ワシントンでのＧ７財務相、中央銀行総裁会議では、①金融危機対策〔公的資金による米をはじめとする金融機関への資本注入・米欧協調利下げの効果の確認と今後の方針・金融機関に対する国際的な監視体制強化〕、②減速が強まる世界経済への対応、③為替相場の安定などがテーマであった。取り組の姿勢は、参加国間で確認されたが、その時点では、それぞれこれから実効ある具体化をしなければならない点を考慮すると、G7行動計画のなかで資金導入は明記されたが、画期的な成果とはいいがたい。英国が提案した「銀行間信用供与に政府保証」という提案は、合意されれば、少なくとも短期市場での銀行取引に安心感を与えた筈で、今回のG7声明で唯一即効性のあるものと思われた。しかし、各国で同時に実施されなければ、現在は、グローバルに資金が移動するので、たとえば、米国から英国へマネ―が一瞬にして移動し、米国の金融不安を促進する恐れがあるし、各国それぞれ異なった事情があるので、決定されなかった。
そこで、私見では、G7声明の示唆する政策を各国が有形、無形〔口先〕でも、一斉行動にもせよ、タイムラグをともないながらにせよ、介入を実施していってもそれだけでは、今回の重層的証券化とデリヴァテイヴ化のもたらした金融商品の圧縮と清算には、いたらない。今回のＧ７に「金融安定化フォーラム」ＦＳＦ（米欧日の金融当局で構成）が報告書をだしているが、デリヴァテイヴ商品のクリアリング機構の設立、規制外であったヘヅジファンドに対して、金融規制対象範囲にすべきか検証すると提案している。G７は声明で、IMFの役割とFSFの提案を評価しており、デリバテイブ関連では、必要に応じ、モーゲージその他の証券化商品の流通市場を再開させるための行動をとるとしている。金融機関の不良資産の買い取りに関しては全くそのままではないにしても、少なくともその市場価格は、考慮された上で、できれば、B/Sを考慮して決められるべきである。資本注入を予定しても、当然耐えられる機関とそえない機関が出てくる。そこで又金融機関同士の再編も加速される。しかも、2001年に、たとえば、4000億ドルにすぎなかつたＣＤＳは、ヘヅジファンドが参入してから米のＧＤＰの4倍になるまで膨張していることが今回の危機の尋常ならざるところで、FSFの作業や世界的協力による金融救済が、危機の進捗度に対抗して、間に合うかどうかがハードルである。国際スワップ・デリバテイブス協会〔ISDA〕によると、リーマン・ブラザースを対象にしたCDSの清算価格が元本の8.62％に決まったと発表された。CDS全体では、売りと買いがあり、相殺されると7000億―８000億の損失と予想されていれるが、これからいろいろな企業のＣＤＳの清算が実行されることに、世界的に抵抗力がなければならない。GPSである米国の住宅関連2社は、CDS清算では、元本の減損率はマイナス１０％であつたが、10月23日のワシントンミュチュアルのCDS清算、その後のAIGなどが続く．前に指摘したとおり、CDSの60％にはヘヅジファンドが関係する。したがつて場合によっては、ゴールドマンサックスやモルガンスタンレーなど投資銀行が商業銀行に衣替えをしたよりも厳しく、最悪の場合、多くのヘヅジファンドが姿を消すことによって、今回危機の不良債権確定と、危機のボトムを形成させることになるかもしれない。11月上旬、米国議会にヘヅジファンドの代表が証言を行ったが、その中のひとりジョージ・ソロスは、ヘヅジファンドは既に６％が解消したが、さらに２５－３０％ぐらい減少すると証言した。ヘヅジファンドの投資は、発足時は、富裕層中心の顧客層に高い収益を提供していたが、年金機関や、教育機関などが高い収益をもとめてオルタネテイヴ投資としてヘヅジファンドに接近し始めたこともあり、この５年間４倍の規模になり、本年６月には、1.95兆ドルになった。金融資産がこの間にも先進国２倍、新興国５倍になった時流に乗じたといえる。其の後市場悪化、課税強化、規制強化の動きの中で、年金解約、貸し渋り、投資銀行の苦境、危機が勃発し10月には20%減の1.65兆ドルにさらに6500-7000億ドルが解約されるという。
10月11日朝、ブッシュ大統領は、10日に会議を終えたＧ７代表を招き、米国が断固として、資金導入をはじめとして金融危機に立ち向かい、世界危機を終わらせる旨表明した.引き続き、米国は新興国を含むG２0を開催して、金融危機解決のための協調を呼びかけた。日本がＧ７で呼びかけた発展途上国への金融危機の波及対応に対するＩＭＦを通じた外貨準備利用などの資金提供案は、中国、インド、ロシアをふくむ24カ国からなるＩＭＦＣ（ＩＭＦ金融委員会）で正式提案された。またその後のIMF,世銀の合同総会でも世界金融経済への危機感が共有され解決への対策への協調の必要性に対する意思が確認された。
一方、Ｇ７直後、ＥＵでは、1２日、15カ国の首脳とＥＣＢ（欧州中央銀行）が、緊急会議を開催し、政府が銀行の貸付を促進し、信用収縮を防ぐため、5年間にわたって、政府保証を適正な金利で金融当局の精査のもとに実施することを決めた。政府による銀行の株式購入も行われる。この決定は、EU27カ国に適用される。会議前に英国のブラウン首相と、仏のサルコジ大統領が協議している。G7以前に、英国は、金融機関の大破綻回避と国内金融システム維持のための公的資金導入について8日、総合的な対策を、打ち出した。EU首脳緊急会議を契機に、ドイツは、緊急閣議を開き市場の開く13日までに、金融機関の債務に対する政府保証や800億ユーロ（11兆円）の公的資金注入など総計4千億ユーロ〔56兆〕の包括救済案を決定する。仏も13日に400億ユーロ（5兆６千円）の資本注入と総額3200億ユーロ（45兆円）の政府保証などの対策案を発表する。政府保証などは、スペイン1000億ユーロ、オランダ2000億ユーロと続く。ここの段階では、Ｇ７での構想内とはいえ、たとえば、「政府保証」ひとつを取ってみても、米欧間には、到達度が相違してきた。
一方で、Ｇ７の会議後、週明け後、日米欧の中央銀行は、Ｇ７の取り組みの一環として、ドル供給の上限をはずすことになった。
この10日―1２日の一連の金融危機の打開策の会議の結果、各国の協調の姿勢がひとまず、評価され、13日の証券市場は、香港10.24％、ソウル3.77%,上海3.65％、シドニー5.55%,ロンドン4％、フランクフルト８％、パリ７％とロシアのＲＴＳ－６％以外は、上昇して米国市場の開場をまった。
このまま、米国が欧州に劣らず、Ｇ７で表明した、公的資金導入、金融機関への資本注入、既に打ち出した中央銀行のドル供給制限撤廃などによる市場での流動性の確保、預金保護などからなる行動計画具体化を進めれば、不安は解消に向かうとは、いえる。特に14日に米財務省は、具体策として2500億ドルの銀行への注入、政府の銀行間貸し出しへの3年間保証、連邦預金保険公社（ＦＤＩＣ）の2009年まで無制限の預金保証を明示するといわれている。主要国が協調して金融安定化策を打ち出すことで、金融経済に関しては、マーケットの不安感は，短期的には解消されると思われる。
日本でも、金融機能強化法案の改正復活より、地域金融機関への公的資金導入の確保、生命保険契約者保護機構へのサポート，銀行等保有株式取得機構により、現状で１兆２０００億円程度の証券購入、年末までの自社株買いの制限廃止、信用売り禁止などが打ち出される。証券化商品などの購入で、９月中間決算で地銀87行中17行が赤字となり、大手損保は６３％減益、投資信託は、０７年秋のピーク時には８２兆円の残高であったが、運用悪化と流出増で１０月末純資産総額は５３兆８千億円になった。企業ベースでは、日本では、１０月２４日の時点で、１０円の対ドル円高で１兆２千億、３６円の対ユーロ高で１兆３千億のマイナス要因、一方原油がピーク１47円から下落し現在の６０＄台が１年続けば、３兆円のプラス要因となる。　（其の後12月には40ドル台）ｐ70-71 で述べた株価水準と銀行、生保の含み益の関係と併せて、為替、エネルギー価格と実体経済の関係が窺知される。
このような情勢の中で、10月14日、ブッシュ大統領が発表した総合的な金融安定化策では、先に議会を通過した総額７０００億ドルのうち、２５００億ドル（２５兆円）全米銀行の自己資本の２割に相当）を資本注入にあて、まづ大手９行に１２５０億ドルを先行注入する。（バンクオブアメリカ・メリルリンチ、シテイ、JPモルガン・チェース、各250億ドル、ウエルス・ファーゴ２００億―２５０億ドル、ゴールドマンサックス、モルガンスタンレー各100億ドル、ステートバンクオブＮ．Ｙ．３０億ドル、ステートストリート２０億ドル）。又米連邦預金保険公社〔ＦＤＩＣ〕を通じ、銀行間取引などの焦げ付きを保証する新制度で、２００９年６月までの銀行・貯蓄機関の債務対象に１２年６月まで保証する。
この段階で欧州の対策をまとめると、資本注入枠は３７兆円で、独11.2兆、仏5.6兆、英9兆円など、信用保証枠も合算すると総額1兆9千億ユーロ（約268兆円）で、日本の1990年代に設けた約70兆円の枠に比べて、欧州の経済規模が日本の約3倍であることを考慮しても大きく、不安心理の払拭をねらっている。米欧協調して対策を立てたことになり、主要各国の金融システムの崩壊は避けられたといえる。
なお、1ドル102円、１ユーロ139円、1ポンド1６9円で比較した2007年のＧＤＰは、米1400兆、英290兆、独340兆、仏265兆、日515兆である。
この流れの中で、13日米国はダウ11.08％936.24ドル高（史上最大の上げ幅）を記録し9387.61ドルまで回復し、NASDAQ、S&P500共11%をこえる上昇を記録した。14日には、日経ダウは、史上最大の14.125%1171.14上昇して9447.57まで回復した。しかし、米国において、耐久消費財の象徴である、自動車の９月の販売は前年比19,6%減▲、１５日発表の消費財は、マイナス1.2％,企業業績,失業率の悪化や鉱工業生産指数の下落予想など、実体経済悪化の指標が次々に、発表されるにつれて、15日、世界的に株価は再び、下落している。１０月２５日の時点で、２００７年の１０月末と比較すると３１兆ドル（３０００兆円）株式時価総額が半減している。
世界株式時価総額と下落率、外貨準備高
（世界株式の時価総額は２００７年１０月の６３兆５００億ドルだったが８月末で２割減の４０兆６００億ドルに減少した。米モルガンスタンレーの世界株指数では、１０月２４日現在で３１兆ドルで半減、７,８月は２兆ドルづつ減少、９月７兆ドル、１０月１１兆ドル減。
昨年１０月末と比較した国別では、ロシア７５．３％、中国（上海）６９．１％、アルゼンチン６２．１％、香港５９．８％、シンガポール５７．５％、インド５６．１％、韓国５４．５％、日本５４．３％、台湾５２．８％、ブラジル５１．８％、イタリア５０．９％、スペイン４７．４％、ドイツ４６．４％、フランス４５．４％豪州４３．５％、英国４２．２％、南アフリカ４１．３％、米国３９．８％、スイス３７．１％カナダ３６．５％　各減である。ちなみに大恐慌時には、米国株式は、2年9ヶ月で８９％下落。）
また、今度の危機で、９月時点（ロシア１０月１０日、インド９月１２日、ブラジル１０月１６日）で外貨準備高が増えたのは、中国だけで９月末で19,056６億ドル、以下は減少で、外貨準備高順で【いずれも億ドル、（　　　）内はピーク時】日本９，９５８億ドル（３月）▲１．９％、ロシア５，３０６（８月）▲１１．２％、インド２，８９４（５月）、▲８．０％、台湾２，８１１（６月）▲３．５％、韓国２，３９６（３月）▲９．３％ブラジル２，０３９（１０月６日）▲２．１％、シンガポール１，６８８（３月）▲４．９％、香港１，６０６（３月ピーク並み）、ドイツ１，４２９（２月）▲６．６％である。
１０月１5日にブラッセルに集まったＥＵ首脳は、13日のＥＵ15カ国首脳会合で合意した公的資金導入他の対策をＥＵ全２７カ国で実施することを決めた。また、スイス政府は18日、金融大手ＵＢＳに公的資金60億スイスフラン（約5300億円）を資本投入することを決め併せて不良債権の切り離しのためスイス国立銀行（ＳＮＢ－中央銀行）が最大５40億ドル（約5兆4千億円）の資金援助をする。ＳＮＢの支援で新設する基金に最大600億ドルの不良債権を移し金融システムの安定につなげる。スイスを含めＥＵ、欧州全域で対策が出揃った。
Ｇ７と新興国との関係をどうするかーーＧ２０会議への動き
しかしさらに、ＥＵは、G7だけでなく、新興国を含めた早期首脳会議を、呼びかけており、フランスのサルコジ大統領は、18日、ブッシュ大統領と協議のため訪米した
１０月３日の７０００億ドル米議会通過以降の動きをみていると、市場は無いものねだりで、米国の議会通過案で、金融機関への資本注入が明示されていないことを理由に証券市場が大きく下げたが、明示されると上げ、実体経済悪化のサインで下げた。
金融経済に関しては、根本に必要なのは、不良債権の縮小であって、次にはまたこの点に焦点が移ると考える。米国金融機関の損失規模については、シンクタンク系の推定で３８００億ドル程度という数字があるが（後になる程拡大した）、現在までの２２００億ドルの市場による資本調達、今回の２５００億ドルの公的注入でバランスしているようには見える。が、証券化商品の損失は、先が見えない。この見通しがつき相互の恐怖感と不信が解消すれば、危機は、住宅バブルの崩壊からの直接的な原因ヘ向かって収斂する方向にはなる。ただそれで収まるかどうかが予測できない。米国政府の総額７０００億ドル供給枠は、２５００億ドルをまづ使用し、残りを不良債権の買入中心に積み上げていると見たが後述するようにポールソンは資本注入に傾注するとスタンスをかえた。金融機関の破綻は勿論であるが、実体経済の悪化、業績発表、不良債権の開示ごとに，市場は動揺するであろう。避けねばならないのは、金融経済と実体経済の悪化がスパイラル化することである。問題は、不良債権縮小のメドがたたないうちに実体経済悪化の情報と好材料で証券市場が、急落、急騰を繰り返すことである。
今回の金融世界危機の本質的な克服への道は険しい。然し、成功すれば、新しいグローバリズムのルール、市場経済と新資本主義のルールが形成されていくことになるし、またそうしなければ、ならない。
私見では、グローバルマネーの動きに関するグローバルルールについて、商業銀行、投資的銀行業務、ヘヅジファンド業務の間にある大きな業務許容度の差を縮小することは、その第一歩である。MBS,CDO,CDSなどの証券化商品、就中、デリヴァテイヴの清算システムの充実と透明化も必要と考える。　そのことが債券市場や生保の投資業務などの、正常な機能復活への前提である。
グローバルルールについては、Ｇ７とＧ２０、Ｇ２４の関係、言い換えれば、先進国と新興国の関係がグローバル金融システムについても適切であるかどうかもキーエレメントのひとつである。
１９日のサルコジ・ブッシュ会談の結果、１１月４日の米大統領戦直後に、世界金融・経済危機への緊急サミット会議を米国で開催することとなった。
10月２２日の米政府発表によるとワシントンを候補地（２４日ホワイトハウス、ベリーノ報道官は、ナショナルビルデイングミュージアムー国立建築物博物館と表明）として『世界の金融市場の規制と制度的な改革に必要な基本原則』について合意するためG8,新興国を含めた２０カ国首脳による、緊急金融サミットを１１月１５日に開催する。合意後の具体的な細則や実施は、作業部会に、引き継ぐ。
IMFに対しても、現段階で、ウクライナ、アイスランド、ハンガリー、ベラルーシ、パキスタンなどが緊急融資を要請するとみられるが、日本の提案しているIMFによる新興国などへの融資にむけてSWFの活用も期待される。世界的な危機は、世界的に検討されるべきであると言うのは、そのとおりで、緊急金融サミットでの新しい、金融をはじめとする世界ルールの構築が期待される。
IMFは、現在貸し付け出来る２１００億ドルの枠があるが、新興国に対する融資を強化し、財政改革などconditionalityを緩和する方向に向かっている。２９日には、新興国からの資金流出に対処するため、３ヶ月の短期融資制度を新設すると発表した。債務不履行などは考慮するが、加盟各国が出資している最大５倍の金額を融資し、１年間３回まで利用できる。
IMFの動きに先立ち、１０月２４日と２５日、第７回ＡＳＥＭ（ヨーロツパとアジアー）の会議が４５カ国・地域（EU27カ国、アジア１６カ国の首脳を含むー世界GDPの５０％以上、世界貿易の６０％を占めるー）を集め北京で開催され、核問題、地球温暖化、食糧などの議題の中で世界的な金融危機への対応が最重要課題となった。金融機関の規制・監督強化を含めて国際金融システムの抜本的改革を追求することで一致した。EUの２００８年後半のPresidentのサルコジ仏大統領と開催国の胡錦濤国家主席もその点に触れた演説をした。ASEMの会議の機会を利用しての日中韓の会談でも合意されたが、２４日朝開かれた、ASEAN＋３〔１３カ国〕でも通貨協力で一致し１２月中旬バンコクで予定している首脳会談の前に、財務省・中央銀行総裁会議を開くことになった。
その後２７日、EUも、中・東欧の中小国を念頭に加盟国向け特別融資枠を現行の２倍の１５０億ユーロ（3.2兆円）に拡大したし、２９日に米FRBも、新興国の資金繰り支援策として、ブラジル、メキシコ、シンガポール，韓国と通貨スワップ協定を結び、３００億ドルづつ計１２００億ドルを供給する。
又、先進国は、実体経済の浮揚のために、さらに証券市場の下落を防ぎ、為替の急激なる変動を避けることも含め、あらゆる政策を動員し始めた.米では、２９日、０,５％政策金利(フェデラルファンドFF金利)を下げ１％となった。日本も総額２７兆円の新総合経済対策発表に続き、１０月３１日には日銀が政策金利を、0.2%さげ,0.3 ％になった。（➞P92以下参照）　中央銀行は、最後の貸してといわれるが、各国が金利引下げでも充分でない場合で市中銀行の悪化の状況では、中央銀行が民間に直接貸し手となる局面もありうる状態である。
１０月１５日には、Ｇ８の緊急声明がなされ、金融危機打開と制度変更、健全な経済基盤を形成するため、先進国・新興国首脳の会議開催を呼びかけた。１１月１５日のワシントンのＧ２０につながっていく。
証券市場では、１０月末までに、米国ダウの最安値は１０日7882.51で、日本は、日経ダウは6994.90と1982年来の安値を２８日につけた。
為替市場では、１０月末まで、円は最も強く24日ドル／円も90.82をつけた。
（12月17日には87.11になった。）米ドルは、円以外に対しては、危機の震源地であるのに、高かつた。これは、ドル圏から新興国、他地域への投資などのマネーの流れ、それと関連し、あいまって、円を借りて他の国に投資している巨額のマネーが、金融危機で、返済のためにまき戻しが起こったのが、最大要因と考えられる。円キャリートレードなど、消去法的に最強通貨となった円に比べて、世界的な規模では、基軸通貨ドルの決済需要が大きいため、９月以来中央銀行がまづドル流動性供給の確保のための協調をしたのは当然である。為替に関連して、今回の金融危機では、為替の円高の時に証券市場の急落する事が多いので、２７日には、G7諸国の金融当局の共同声明で、円の高騰に対する懸念が表明された。日本や米国への新興国などから通貨の引き上げが進み、欧米の金融機関のドル流動性不足が一段落し、次の段階で、金融危機が緩和されてくると、各国のファンダメンタルズが改めて比較され、それが為替に反映されてくる。＊
*ドルの強弱――金利差の視点を、別にすれば、ドルの低落は、相対的に、経済がより発展・成長のさなかにあり、経常収支が黒字を続け、なおかつ金融も安定している国に対して起こるのであり、ドルが世界中で通用する基軸通貨である限りその数は世界全体としては少数である。特に内需の市場規模が個人消費で、たどえば、米１０兆ドル、中国・インドで計３兆ドル、日本で2.5兆ドルであり、多くの国は、米への輸出で経済を支えているので貿易におけるドル需要度は高く、基軸通貨としてのドルの信認を支えている。米国の対ＧＤＰ比消費が1%変動すると、日本の輸出の対ＧＤＰ比の変動は、1.7%変動する構造になっており、日本の輸出のうち、対米国は現在アジアより少なくなり、全体の２０％となっているが、日本のＧＤＰに対する影響は、質的に最も高い。米国への輸出が多くドルを溜め込んでいる国であっても、本来取るべき変動為替制度をとらない国は、通貨高進の程度が、緩やかであり相当なアドヴァンテージになっているので為替制度を変更すべきである。また発展中の国でも、資本の蓄積が充分でなかったり、受け入れているＦＤＩのウエイトがＧＤＰに比べて過大である国は、「有事のドル」といわれる状況の時はvulnerableであることは、たとえば、９７年のアジア危機の時に如実に示された。ことに、タイや韓国では、ＧＤＰ比43％の外国資金導入を成長のテコにし、タイの場合は不動産へ、韓国の場合は、生産設備に、過大に投入された資金が逆回転し、改めて１国の経済発展における適切な自己資本の蓄積の重要性を示した。その後、アジア諸国や新興国はひたすら外貨準備を増やしたリ分散したが、今回の世界金融危機でも、日本以外に対しては、ドル高であり、それらの国の外貨準備配分にも影響する。円については、今回の金融危機で夏以降、ドルやユーロ、アジア通貨などほとんど全ての通貨に対して、上昇した。日本の円は、世界一の債権国であつたリ、貿易黒字国であり、巨額の累積財政赤字を抱えているが、それをカバーする国債は、主として国内で消化されているが、優等生ではなく、ただ相対的に他の国よりベターであることによる円高といえよう。
ＦＲＢが毎日算出するドル実効レートのうちオイルショック直前の1973年３月を１００とする対主要通貨レートでは、７月１日には70.9172で先進国間の長期的ドル低落傾向を示しているが、10月22日には、82.9666でドルが１７％上昇し一定局面でのドルの強さを示している。またBroadと呼ばれる対主要国通貨＋新興経済国通貨に対する指数では、７月１日には、95.8599だったが10月２２日には、110.0799でドルが14..8％上昇し、「有事のドル」を象徴的に示した。今回の危機のように、何らかの原因により、ドルの流動性が涸渇すると、ドルが相対的に高くなる
が、今回の世界危機の震源地であり、責任国である米国は、民主党のクリントン時代と共和党のブッシュ時代に、ルービン、ポールソンと二人の投資銀行会長出身の財務長官を迎えた象徴的人事が示すように米金融資本主義の欠陥を明確に認識せず、ひいては、それを受け入れてきた先進国ことに米欧のグロ－バルフィナンシャルアーキテクチュアに対する責任は大きい。また米国は、2008年度―９月までの通年の財政赤字が4550億ドルであつたが、2009年度は10-11の最初の2ヶ月だけでその88%にあたる4010億ドルに達した。09年度は、オバマ氏の大規模景気刺激策を考慮すると１兆ドルを超え、対ＧＤＰ比過去最大の83年６％を越えるといわれる。これは、恒常的な経常収支の赤字と共に双子の赤字を拡大させよう。米国の貿易の赤字をもたらしている米国への輸出国、石油の供給国の得たドルが米国に還流せず、何らかの原因で米国債が売られるとか、米国から資金を引き上げられることになるとドルの低下や暴落を引き起こす。）
―――――――――――――――――――――――――――――――――
今回の危機では、ＩＭＦは、９７－８年のアジア危機、かっての中南米危機、ロシア、ブラジルの危機、ひいては、米国のＬＴＣＭの破綻の際の対応を反省し、新興国への通貨支援策にもより適切な対策をとろうとしている。
１１月６日ペルーでのＡＰＥＣでの２１カ国・地域の財務相会議では、金融危機対策での連携と自由貿易の推進について合意がなされ、２２日の首脳会議の特別声明につなげようとしている。ＡＰＥＣ蔵相会議合意は、８－９日のサンパウロでのＧ２０財務相、中央銀行総裁会議での合議とともに１５日のワシントンＧ２０首脳会議へ向けて提案される。サンパウロ会議では、世界金融危機が予見され、防衛できなかったことから、ＩＭＦやWorld Bankを含む世界金融秩序の抜本的改革と、格付け機関やヘヅジファンドなど全ての金融産業への監督・規制機能が強化され、先進国も新興国も協力するべきこと、金融秩序に新興国の意見の反映され関与がより強化されるべきこと、ＦＳＦ（金融安定化フォーラム）にも新興国の参加拡大がなされるべきことが声明された。
一方、ＥＵ２７カ国は、７日のブリュッセルでの緊急首脳会議で、１５日の金融サミツトへの提案内容を決め、格付け機関，ヘヅジファンド、タックスヘイヴンなど金融機関や、地域、市場などを網羅的に規制・監督することやそのためのＩＭＦの機能や法的権限を強化することが含まれている。主要７カ国の諮問機関的役割を果たしているＦＳＦ（金融安定化フォーラム）をＩＭＦ傘下にすること、Ｇ８の拡大なども議論される。
これらの論点に加えて、私見では、米国でＦＲＢの監督下にある商業銀行とＳＥＣの監督下の投資銀行にあまりにかけ離れたルールがあつた事たとえばゴールドマンサックス、メリルリンチなどは総資産対資本倍率が２７－３３倍程度であり、通常の銀行が、貸し出しは資本の約１２．５倍までなのに、レバレリヅシを利用して、非通常銀行は小額資本でも３０倍前後の貸し出しをする。それから、欧州では、その両方の業務を行う、ユニバーサル銀行への監督、つまり伝統的銀行業務とデリヴァテイブをふくむ証券業務との間の関係を適切な規制を含めて、どうするか、世界的に決めていかねば、インターナショナル・フアイナンシアル・アーアキテクチュアは再建できないと考える。
このように見てくると、着々と、１１月１５日に、世界金融秩序を再建する手立てを見出す方向に向かっているようには、見える。
実体経済と景気対策(p91も参照)
しかし、実体経済面では、米国では、危機の原因となった住宅価格は８月前年同期比１７％の下落、２０ヶ月連続の下落であつた。【その後１１月１９日米商務省発表では、１０月の住宅着工件数は前月から４．５％減の年換算７９万１千戸で１９５９年の統計開始以来の最低、総合消費者物価指数も前月比マイナス1.0％で過去最大の低下幅となった。１１月２５日の格付け会社Ｓ＆Ｐ社の『Ｓ＆Ｐケース・シラー住宅価格指数』発表では、９月の全米１０都市の前年同月に対する下落比は、１８．６％となった】
新車の販売減と資金繰りで、ビッグ３の危機が報ぜられている米国は勿論、わが国の減産は180万台以上(07年の8％)に及ぶ。
わが国の７－９月期の機械受注は、９８年4-6月期と並んで、過去最大の10.4%減で,下げ幅過去最大となった。中でも日本の工作機械業界は、内外の代表的な生産設備投資のもとにとなっているが、11月は、前年同期比63.2%減と過去最大の受注落ち込みを記録した。２００８年上半期【４－９月】の貿易黒字は、８０２０億円の黒字を確保したが、前年同期比で、過去最大の８５．６％減となった。さらに１０月は、貿易は６００億円強の赤字となった。（その後11月は、27.6%の赤字と連続2ヶ月の赤字となった）また日本企業の海外売り上げ高比率は、０８年上半期で39.6％と前年同期比1.1ポイント低下、海外売上高は、６７兆４００億円と前年同期比１％減と初の減少で営業利益は１９％減の２兆５５００億円となった。
米国では、12月5日労働省発表で11ヶ月連続で雇用が減小し、11月は前月比マイナス53万人と第一次オイルショック直後の74年12月以来の落ち込みとなった。９月以来125万千人の減少である。失業保険受給者は、400万人が年末までに、500万人近くに達すると予測されている。失業率は、11月6.7%と９３年１０月以来１５年ぶりの記録となったが、来年中にも、約２５年ぶりの８－９％になると予測されている。大恐慌の時の25％〜35%にはならないであろうが、雇用削減も、金融だけでなく、自動車、製薬、交通、メデイア、娯楽など幅広くなっている。米国の場合、ビヅグ３が破綻すると、直接雇用で２４万、関連サポート企業で８０万、カーデイーラー、広告業界で１４０万計250－400万の雇用が失われるといわれる。また業界の雇用者の家族や退職者の年金が２７０万人影響を受ける。米車の新車販売は、１１月は前年比３６％減と、２６年ぶりの低水準であった。（２００８年通年で前年比１８％減の１３２４万４千１８台）ＧＭの場合、１０月は前年同期比４５％の販売落ち込みで、７日の７－９月期決算発表で、５・４半期連続の赤字となり、債務超過になっている。営業を続けられるのは、資金繰りが出来るからであり、手元資金が１１０億ドル必要とされている。７日の発表では、手元資金は、６月末からの３ヶ月間で４８億ドル減り１６２億ドルになっている。話し合われていたGMとクライスラーの合併は、クライスラー側の試算で９０億ドルの節約効果があるとされるが、公的資金が１００億ドルいるといわれる。合併ができたとしても、リストラクチュアのため、27.8万中約１０万の雇用が縮小され、其の対策を含めて政府の財政赤字増大はさけられない。焦点は、議会が援助決定するかどうか、オバマ政権まで延期されるかどうかに移った。
欧州自動車工業会は１０月の新車登録が前年同月比の１４．５％減の１１３万台になったと発表した。米国は、環境対策車開発を中心にビヅグ３への２５０億ドルの融資枠を計画しているが、後述する抜本的な救済策との関連が注目される。ＥＵは其の２倍の４００億ユーロを技術開発支援などの名目で低利融資する準備を進めている。
また政府の政策のあり方として、経済財の中でも、公共財の代表である金融以外の分野で、どこまでの産業を救済の範囲とするかが問題となる。尤も今回の危機は、産業資本というより、金融資本の暴走であり、公共財の位置を逸脱した経営陣やシステムの在り方が問われているのであるが。従来は、補助金による技術革新や産業の構造改革が政府の直接関与のルール面での線引きとされ、ブッシュ政権も、今秋２５０億ドルの政府保証融資の活用について法案を成立したが、融資増額や公的資金の注入には、消極的とされていた。オバマ政権がどういう基本的政策を取るかが注目される。過去の例では、７９年のクライスラーに対する１５億ドルの融資、伊でアリタリアに対する、３億ユーロの融資の例がある。オバマ氏は、選挙中から米国産業の象徴である自動車業界の救済を言明しており、基本政策のあり方を含めて、11月10日のブッシュ・オバマの引継ぎのためのホワイトハウス会談が其の方向性を示そう。米国はクレデイットの回復と実体経済悪化への対策を同時に求められている。11月中には議会を通過しなかった自動車業界救済については、12月２日の業界の再建計画提出案を受けて４日から議会で審議している。ブッシュ大統領が上院超党派案に賛成なので、好転の見込みといわれるが、ＧＭ180億ドル、フォード９０億ドル、クライスラー70億ドル計340億ドルで、ＧＭは、40億ドル、クライスラーは70億ドルの年内支援が無いと経営不可能とされる。上院の４日の公聴会で全米自動車労組（ＵＡＷ）のゲルトフィンガー委員長は、救済が無ければＧＭは今年中になくなると証言した。一方エコノミストとして証言したマーク・サンデイ氏は、３社が求める340億ドルでは、２年以内の破綻は避けられず、支援額は750億ドルから1250億ドルとに膨らむ。340億ドルは、先に予定された環境技術対策車など250億ドルの自動車産業向け政府保証融資枠を上回り世論も６０％内外の反対もあり、審議が難航の見込み。ことに、議員の中には、民事再生に当たる連邦破産法１１条適用をすべきという強硬論者もいる。議会で通過の可能性が高いとされる、繋ぎ融資でオバマ政権へ橋渡しをするにしても、先に成立した金融救済が主眼だった7000億ドルの緊急経済安定化法は財務長官判断で割り当て可能ではあるが、長官は主目的が違うとしており、環境開発車開発のための２５０億ドルを援用するのか、議会での新法案化を求めるのかという選択の問題もある。12月２日に提出されたビヅグ３の経営再建計画をうけて、議会の民主党が自動車産業の環境対策など技術革新への政府資金２５０億ドルのなかから１５０億ドルを融資し、リストラ、役員報酬の制限や政府側からの改善への監視制度を創ることを、ホワイトハウスに提案し、議会承認が期待された。下院は、10日賛成237,反対170で、融資140億ドル、再建計画の進行が不十分な場合は、監督官が、破産法適用も視野に入れた決定もできるという内容で法案を通過した。しかし11日上院では、難航し廃案となった。→p88
世界成長（ｐ103も参照）
世界成長についてのＩＭＦの１０月６日発表では、９月発表から、さらに来年の見通しが修正され、英＋1.0➞マイナス1.0米＋0.1➞マイナス0.7日＋0.5➞マイナス0.2,欧＋0.21➞マイナス0.5となった。（その後、１１月１４日、ＥＵ統計局発表でユーロ圏１５カ国の実質成長率は、７－９月期が前期比―０．２％で、４－６月期もー０．２％だったので、２四半期連続となり、９９年のユーロ通貨統合以来始めて景気後退入りが確認された。日本は、４－６月期に引き続き１2月9日の発表で７－９月期もマイナス0.5％年率換算マイナス1.8％となった。米国は７－９月期がマイナス成長（年率換算前期比マイナス0.5％）となっているがおそらく同じ経過をたどると思われる。ＦＲＢも11月１９日、―0.2%〜＋1.1％とはじめて２００９年度のマイナスの可能性を認めた。）先進国全体では、０８年１．４％➞０９年ー０．３％、新興国は同じく６．６％➞５．３％（中国９．７％➞８．５％、インド７．８％➞６．３％、ロシア６．８％、➞３．５％、ブラジル５．２％➞３．０％）、世界全体で３．７％➞２．２％で０７年の実積５．０％から大きく後退する。
08年10－12月期については、ＧＤＰ対前年比マイナス10％と予測する研究所が多いが、オイルショックの1974年１－3月期のマイナス13.1％以来となる。
失業率も、米国で２００９年7.6％〜10％、日本でも５％へ向かうと予測され、英国では、英国産業連盟は来年３００万と推定し、１９９２年の１１％にはいたらずとも8％近くはありうる情勢である。
11月２５日発表のＯＥＣＤのエコノミックアウトルックでは、成長率は０９年日本ー0.1%,米ー0.9%,ユーロ圏0.6%,OECD全体ー0.4％といずれもマイナスの見通しとなった。新興国は、中国8.0%,インド7.3%,ロシア2.3%,ブラジル3.0%とプラスにしているがいずれも以前のものと比べ下方修正されている。
世界銀行の方は、１２月９日、０９年の世界全体の実質成長率を前年比0.9%と１１月発表の１％から低下予測している。08年も今年１月の3.6％からは大きく修正され、2.5%としている。09年は、先進国はマイナス0.1%途上国全体でも4.5％と０８年の6.3%から下がる。０９年の新興国は、中国7.5%(08年9.4%)、インド5.8%（同6.3%),ブラジル2.8%(同5.2%)、先進国の景気後退で、０９年の世界貿易は、２７年ぶりのマイナスで、前年比2.1％減となる。
なお、ＩＭＦの幹部は１２月になって中国の成長率は5.7％台としている。
金融危機収束策・実体経済・景気刺激策
１１月１５日の先進国と新興国で構成されるＧ２０首脳会議で、新しい金融秩序のルールへの少なくとも方向性が打ち出され、実体経済が沈没しないように世界的な協調が出来るかどうかも問われる。危機のさなかにある先進国にかわって、新興国や、資源国で経常黒字・財政黒字の国々が経済刺激策を直ちにとり、トップランナーとなることも、求められる。金融危機の収束策と世界経済への持続的成長への協調へ合意が出来るかどうかがその第一歩である。
この点に関連し、中国は、９日、総額４兆元（５７兆円）の財政出動を速効性の高い事業を優先して対象にし、住宅建設や農村基盤整備、交通網拡充など雇用維持に必要とされる８％成長を確保したいとし、２０１０年にかけて実施すると発表した。中国以外のG20諸国の財政刺激策で発表されたのは、独５００億ユーロ（５兆９千億―法人税軽減、雇用維持助成金拡充など）、仏２６０億ユーロ（３兆円－省エネ自動車購入補助金、低所得者向け公営拾住宅建設）、英国は追加的減税審議中,EUとしても、EU基金を使い、横断的に失業者支援、職業訓練、欧州投資銀行（政策金融機関EIB）の中小企業向け融資拡大、自動車業界への４００億ユーロ（4.8兆円）の系列融資を進めようとしている。豪州は２５８億豪州ドル（１．５兆円―教育・医療分野公共事業、年金生活者、低所得者支援）ロシアも５千億ルーブル（１兆９千億円）の株式買い支えと政府調達で国内企業優先、韓国33兆ウオン（2.1兆円）の財政支出拡大と設備投資減税を決めた。日本は、定額給付金（２兆円）を含む２７兆円の追加経済対策をまとめたことは、先に記したが、真水は５兆円で、事業規模は過去最大級、内需拡大に向け、家計支援や金融市場の安定化、地方の活性化を支援する。しかし、最近では、デフレや雇用対策が必要な情勢に環境が変化しており、現内閣はスタンスがぶれている。震源地の米国は、２月に所得減税
１６８０億ドル（１６兆円）を実施して、マイナス成長を夏まで避けたが、金融危機の回避のため巨額の公的資金投入を決めてきた。財政刺激策に限れば、次期政権の民主党は、公共事業の上積みなど、1500億ドルの追加対策を検討しており、オバマ氏も追加の景気対策として公共事業、自治体支援で５００億ドル規模の景気対策と中間層中心に世帯当たり、最大千ドルの減税実施をする意向である。（後にはるかに拡大・後述参照）
また、Ｇ２０終了後、伊のトレモンテイ経済財政相は、向う３年間の環境。研究・開発分野での活用のため総額８００億ユーロ【１０５０億ドル】―――半分は、伊の受け取っている欧州基金を利用して財政悪化を防ぐーーを景気刺激策として準備していると発表した。最近では11月24日、英が17.5%の付加価値税を15%に引き下げ２００億ポンドの追加刺激策をとると発表した。しかし、７－９月はＧＤＰが16年ぶりのマイナス成長で、12月４日には、世界恐慌や第２次世界大戦と同じ２％まで金利を下げ、ＢＯＥは、国債の買取もすることを決めた。同日の民間調査では、英住宅価格は、過去１年で14.9%、83年以来下落となった。仏の１１月の新車販売は、前年同期比、14%減で12月４日、自動車販売奨励金を含む２６０億ユーロ（約３兆４千億円）景気刺激策を発表、スペインは、１１月に総額110億ユーロで、地方の公共事業８０億ユーロ、自動車産業救済８億ユーロを含み、３０万の雇用創出を目指す。独の総額５００億ユーロ（５兆８千５００億）の景気刺激策は自動車税の一時免除が含まれる。ユーロ圏全体でも7-9月期は、マイナス0.2%のＧＤＰ成長率となり、12月４日政策金利を3.25%から2.5%へ引き下げ、12月11,12日のＥＵ首脳会議で、ＥＵ全体のＧＤＰの1.5％にあたる総額２千億ユーロ（約23.4兆円）の景気対策を決めるが、自動車産業に50億ユーロの金融支援を盛り込んでいる。
しかし、金融危機の打開への見通しがはつきりしないと景気刺激策が、各国の財政の健全性をそこない危機を延ばさせていく可能性もある。私が２月の会議当初より指摘しているように、金融化商品の不良債権価格の評価が決定されることが、不良債権縮小の第一歩である。１２日、米のポールソン財務長官は、３月以来ターゲツトとしてきた不良債権の圧縮を後回しにして、ノンバンク（GMなどの事業金融や消費者金融クレデイット会社など）――資金を市場から借りてきて融資を行うーーにも資金導入、資本増強を図り住宅ローン対策なども金融救済法の適用を広げると声明した。資本注入を優先していると受けとられるが、金融化商品の不良債権化した額の規模の見通しがつかないのか、危機の先延ばしになるのか、又金融化商品の清算のシステム設計が困難なのか、いま不良債権の買取を進めると、規模が拡大し収拾がつかないのか、自動車産業への緊急援助も考え、緊急対策７０００億ドルのうち既に大手銀行等に割り当てられた２５００億ドルを控除した４５００億ドルの使途に、慎重なのか、あるいは、後の段階で再び不良債権を買い取っていくのかはつきりしていない。あるいは、各国が一斉にとり始めた財政政策を実施していけば、金融化商品も価格が上昇し、損失額が軽減されていくと考えているのかが不明であった。
いずれにしても金融派生商品清算を含めて不良債権圧縮は、時間がかかる情勢になった。米国の場合でも銀行融資の半分は、不動産担保融資といわれ、不動産価格の下落が止まらないと事業会社のB/Sは悪化する。それは、また膨大な金融関係派生商品の価格を押し下げるスパイラルな危機を増幅する関係にあり、日本と違って短期間に公的資金を導入したメリットを失わせる恐れがあるからである。不動産価格の下げどまり、関連不良債権の縮小、金融派生商品の清算を同時並行的に進めるのが米国政府にとって解決すべき課題である。
テクニカルな面のひとつとして、不良債権の処理を考えていく時、時価会計主義に徹するかどうかも今度の危機解決に影響する。時価会計は、好況をさらに好況に、不況をさらに不況にするといわれる。国際会計基準審議会（IASB）は、１０月中旬会計基準を改正、米国の基準に合わせる形で、金融機関が保有する金融商品について、市場の混乱で取引が急減して公正な価値の算定ができない時に、時価評価しないように改め、すぐには、評価額を変えなくてもよい「満期保有」、『貸付金』などの区分に変更できるようにした。欧州の７行【RBS－英、ウニクレデイトー伊、ドイツ銀行、HSBC-英、インテーザ・サンパウロ―伊、シェローダーズ―英、ＳＦＢ－スエーデンの７行がこれを利用し、評価損の１部を計上しなかつた結果、２００８年７－９月期は損失計上を回避し、逆に５０００億円の利益増になった。つまり、損失先送りの間に、市場価格値付けが回復し不良債権が縮小する可能性があることを頼みにしていると思われる。金融の信用の回復が、金融商品が正当に評価される環境なので、今の危機を増大させぬために一理はある。
問題は、国際的に共通のルールにしたがつて、国際金融秩序がブレトンウヅ体制樹立以来といわれる変革を成し遂げられるかである。
日本は、この首脳会議に向けて短期的な金融市場安定化策、中期的な金融危機防止策、長期的な通貨体制に向けて提案をおこなう。仏のサルコジ大統領はドルだけが基軸通貨である時代は去ったと国内向けに話しているが、日本はドルの基軸通貨体制は、維持すべきという立場である。　１５日の会議では
○金融危機の再発防止のため、各国が協調行動をする。○外需依存の大きな国は、内需主導型成長モデルに転換。○ＩＭＦの早期警戒機能向上。出資総額を６千４百億ドルに倍増、特に新興国への支援のため日本はつなぎとして１千億ドルの資金を融通○金融安定化フォーラムを上位組織に位置づけ、新興国をメンバーに追加。○国際的な会計基準作りに、企業や投資家等も参画○東アジアなど域内経済協力推進　　　　　　　以上　を首相が提案する。
最後の項目関連では、チェンマイニシアテイブといわれるドル融資額を５８０億ドルから８００億ドルに拡大することを１４日にワシントンで開かれる日中韓財務相会議で話し合い、１２月のＡＳＥＡＮ【ブルネイ・カンボデイア・インドネシア・ラオス・マレーシア・ミヤンマー・タイ・フイリピン・シンガポール・ベトナム】＋日中韓会議で合意する予定である。ワシントンでの日中韓の蔵相はまたウオン低落で資金が国外へ逃避する韓国へ日本が中心となって融資を行うことも決めた。（その後12月13日太宰府市の九州国立博物館で開かれた麻生首相、中国温家宝首相、韓国李明博大統領による日中韓サミットで日韓（120億➞300億ドル）、中韓（40➞300億ドル）とそれぞれ拡大されたスワップ協定を背景に、３首脳は、世界的な金融危機に共同で対処していくこと、北朝鮮の核問題で緊密に連携していくことなどで一致、サミットを定例化し来年は、中国、再来年は、韓国で開催することをきめた）アジア金融安定化と監視強化の常設機関設置も視野に入ってきた。しかし、環太平洋FTA（農産物・工業製品・金融サービス・投資ルールについて自由化を促進し、２０１５年まで全品目関税撤廃を目指す。Ｐ４即ち、シンガポール・ニュ－ジーランド・チリ・ブルネイの４カ国の原加盟国に加え米、オーストラリア、ペルーが参加を表明、カナダ、メキシコが関心を示す）に対しては、日本は遅れをとっている。
また、日本は、世銀と協力し、世銀が傘下の世界金融公社（ＩＦＣ）に設立する途上国の銀行資本増強の基金３０億ドル規模の大半（２０億ドルといわれる）を提供する。日本はさらに今回のＧ２０首脳会議を再度開く場合、日本で開催することを希望する旨声明する。しかし仏は、ロンドン開催を提案した。
今回の危機は、１９２９年にはじまった大恐慌にくらべると、グローバル化の密度が高く危機のグローバル化の速度が速い。ただ、国際機構が各国の協調を可能にする程度には、進化したこと、経済政策、金融政策、財政政策が進歩したこと、また新興国の発展が著しいことにより,脱却可能といわれる。
しかし、国際金融秩序の中心となるＩＭＦ改革は、容易ではない。現段階のグローバル化の程度では、ＩＭＦは、世界の中央銀行には、なれないし、今回、外貨不足による金融危機に瀕した国々がＩＭＦに支援を求める状況が続発しているが、２０００億ドルの危機国支援のための融資枠は、既に３００億ドルがアイスランド、ハンガリー、ウクライナなどで使われており、２００億ドル／一カ国とすると８カ国程度で底をつく。そこで日本は、ＩＭＦの機能強化のため出資総額を６４００億ドルに倍増することを提案しているが、銀行、証券への規制・監視、監督機能などの権限の大幅強化、証券化商品の透明性、清算機構の確立などの課題があり、積極的な欧州とヘヅジファンドなどにも自由な立場を認めたい米国とは、隔たりがある。私が繰り返し指摘する商業銀行的業務と投資的銀行的業務へのルールが調整され、透明性がもたらされ、清算機構が進化しないと、バーゼル委員会やＢＩＳ規制の裏目が出たり、リスク回避がリスクを生むＣＤＲなどのもたらす危機は、回避できない。またＩＭＦの議決権は、１７％を出資する米国がキャステイング・ボートをもち、重要事項の決定は、議決権比率の８５％が必要であるので、重要事項の拒否権を有している。ＩＭＦを政治からの独立を与える中央銀行にすべきという意見もあるが、米国の後ろ盾が決定的であり、今回のワシントン会議で、新国際金融秩序が樹立されるかどうかは予断を許さないのが、Ｇ２０開催前の雰囲気であつた。
日本、韓国、中国、インドネシア、インド、オーストラリア、サウジアラビア、南アフリカ、トルコ、欧州連合、英国、ドイツ、フランス、イタリア、ロシア、米国、カナダ、メキシコ、ブラジル、アルゼンチンの首脳が集まりワシントンで11月14-15日開催されたサミットの首脳宣言の内容は、下記の通り。　　
G20金融サミット｝首脳宣言
於　ワシントン国立建築物博物館,第１回
○全ての金融機関と金融市場、金融商品を規制・監督し危機の再発を防ぐ国際連携を進める。○主要金融機関に関係各国当局による監督グループを設置
○先進国の監督当局で作るＦＳＦ（金融安定化フォーラム）の加盟を新興国に拡大　
○ＩＭＦや世銀などが金融危機に迅速に対応する早期警戒措置機能をもうけ、危機に対応する資金を増大し確保する
○ヘヅジファンドは規制当局の評価を受ける　　○格付け会社は登録制に
○ＣＤＳの取引所利用を促進　　　○新興国の発言力向上など改革の進行
○改革が成功するためには、自由市場原理が必要
○必要に応じ速効性のある内需刺激の財政政策を活用
○ＷＴＯの貿易自由化交渉の年内合意へ努力すること　　　
を進め、また２００９年３月までに各国の具体案を実行に移す「行動計画」を進め、その成果の検証のため２回目の首脳サミットを４月末までに開催することを決めた。『行動計画』の原則は①透明性・説明責任の強化②健全な規制の拡大③金融市場における公正性の促進④国際連携の強化⑤国際金融機関の改革　であり、◇０９年三月末までに行う当面の措置と□中期的目標　にわかれる。
内容は次の通り
原則①透明性・説明責任の強化　②健全な規制の拡大に関連して
０９年三月末までに行う措置　◇市場混乱時における証券化商品の指導を強化
◇金融機関の複雑な金融商品開示義務を強化◇国際会計基準審議会の統治強化
· 銀行が子会社などを通じて行う取引の情報開示と会計基準の見直し
△小額の投資で巨大な資金を動かす高度な金融手法や、金融機関の高額な役員報酬がリスクの高い投資行動に結びつくことの検証。
中期的目標　　単一で質の高い国際会計基準の創設
　金融機関の財務報告でのリスク・損失の開示の強化
原則②健全な規制の拡大に関連して　０９年三月末までに行う措置➞◇
◇格付け会社による国際規範の遵守と情報開示の強化
－スタンダードプーア社やムーデイス・インべスターズ・サービス社は、高い公正性が本来はたすべき機能であるが、市場で売るために高い格付けを得たい金融機関と、依頼により収入を得ている関係にある。両者の関係はモラルハザードがおきやすい。格付け会社は、格付けの質の確保と金融機関に対するシェアの維持という利益相反の関係にある。今回のサブプライム関連金融派生商品の取り扱いでは、共犯的存在となった。格付け会社に対する監視をどうするか、私的会社のままでよいのかどうかは、今後も問題であろう。また、信頼度の高い国債とその他金融派生商品などに違う基準であることが明確にわかる表現をするなどの改善が求められる。―
◇ＣＤＳの清算機関の設立などリスク低減や取引所での取引の促進
―米国などは、ＣＤＳの売り手と買い手の資金のやりとりなどを仲立ちする清算機関を設立する方針で取引上情報を一元化して管理でき、透明性を増大させるーー
今回の危機で保険世界最大手のＡＩＧが米政府の管理下に置かれたのも、ＣＤＳの乱発をしていたＡＩＧが破綻すれば、損失の肩代わりを期待できなくなる金融機関の破綻となり世界中に金融危機が拡散する畏れが大であつたからである。――
◇金融機関によるリスク管理の強化・健全化に向けた指導
◇金融機関の報酬体系が、過度に短期的な利益の追求にならないような
自主努力や規制を行う。　　　　
中期的目標➞□Ｇ２０が自国の規制体系の見直しと報告を検討
□規制の枠外にあるヘッジファンドなどの金融機関・商品市場への規制強化
□国際的に活動する金融機関の破綻処理・法制度の検討
原則③　金融市場における公正性の促進　　
９年三月末までに行う措置➞◇相場操縦や詐欺行為から国際金融システムを守るために公正取引規則を見直し、国際協力を強化　　　
中期的目標➞□マネーロンダリングやテロ資金への対策を継続
原則④　国際連携の強化　　　０９年三月末までに行う措置➞◇
◇国境を越えて活動する主な金融機関を各国連携し監督するグループを設置
中期的目標➞□会計基準や監査、預金保険など規制の統一が進んでいる分野についての情報を収集
原則⑤　国際金融機関の改革　　　　０９年三月末までに行う措置➞
· ＦＳＦに新興国を加える。◇ＩＭＦはＦＳＦとの協調を強化して早期警戒を実施。指導的役割を果たす。－国際金融システムの監視機能は、ＩＭＦが、個別の金融機関の監督や規制は、ＦＳＦが主導する。――◇ＩＭＦ，世界銀行などの必要に応じた増資と加盟国の事情を考慮した融資手法の見直し。　　
中期的目標➞□ＩＭＦは金融セクター評価プログラムを監視に組み入れ、すべての国のマクロ金融政策に助言を与える。□世界経済のパワーバランスの変化を適正に反映した「ブレトンウッヅ機関｝（ＩＭＦや世銀など）の抜本的改革
□新興国・途上国の発言権と代表権の拡大
以上広範なグローバルファイナンシアルアーキテクチュア改革への方向性は出された。出席首脳は、会議結果を評価している。問題は、現在の世界的な危機が進行している中でこの方向を具体化していけるかどうかである。現在の金融危機、実体経済の危機の重圧の中で改革することには、本来慎重なスケジュールと綿密なコーデイネーションが必要であるものを危機であるが故に緊急にしなければならないという矛盾を含んでいる。中にはパンドラの箱を開けたら収拾がつかぬ性質のものもあると考えられる。２０カ国に必要な連絡と作業表の進行チェツクを摩擦を克服して何処が主体となって遂行するかも問題である。もともと自由が望ましいが、ルールがないと悲惨になるという性質のものであるので、いわば自由な市場の公正なルールという矛盾するが、欠くべからざることを制度化するわけである。今回の宣言にも自由な市場の重要性や年末までのＷＴＯの多角的貿易交渉妥結の重要性も謳われているが、ＷＴＯの交渉でさえ相当の時間を要してなお決着がついていない。経済秩序、金融秩序の淵源であるブレトンウヅヅ体制の樹立には、数年かかつている。Ｇ２０首脳宣言でも当面する措置と抜本的な改革と区別しているが、楽観すべきではない。
ワシントン金融サミツトのあとのＡＰＥＣ首脳会議では、２２日特別声明を出して、金融サミット首脳宣言を支持ｘｚｃし、自由市場・貿易体制を堅持し、財政出動による景気下支えにより１８ヶ月で危機を克服すると謳った。
しかし、米国内の金融危機も未だ継続し、簿外のＳＩＶ勘定（簿外資産は計１兆ドルといわれる）を本体に取り込むと発表したシテイは、ついで２１日全従業員の１５％５万人のリストラを発表したが、株価が急落し11月21日には、終値で２０％安の3.77ドルになった。シテイは、本年の株価の下落率が８７％に及び過去１年の損失は２１０億ドルに達した。政府が１０月に制定した金融救助法案の不良債権買い付けの最も恩恵を受けるといわれていたが、ポールソン財務長官が資本注入に転換したことで株価が下がり始めてついに４ドル以下になった。１９６年の歴史と２兆ドルの資産をもち１００か国以上での営業をしているシテイ破綻の影響は大きいので、２３日、米政府は、3060億ドルの不良資産に対し財務省と(ＦＤＩＣ－Federal Deposit Insurance Corporation】による保証(290億ドル政府負担残りは政府が９０％補填)と新しく２００億ドルの資本注入を決めた。一応米金融界の波乱は小康を得たといえる。
景気刺激策追加
さてp81,p84以下などに示した世界の景気刺激策について最近の状況を追加すると中国は、４兆元（５３兆円）に加えて新たな財政政策を検討中で(3年間計GDPの15％といわれる（尤も４兆元の時も既にアナウンスされたものを累積して真水は、４分の１といわれた)。１１月２６日金利も９月以来４度目の引き下げを決定した。（後、年末までにもう１回計５回）
英国は11月24日、17.5%の付加価値税を15%に引き下げ、２００億ポンド（2.7兆円）住宅。教育の財政支出拡大の刺激策をとると発表した。しかし、７－９月期はＧＤＰが16年ぶりのマイナス成長で、12月４日には、世界恐慌や第２次世界大戦と同じ２％まで金利を下げ、ＢＯＥは、国債の買取もすることを決めた。同日の民間調査では、英住宅価格は、過去１年で14.9%、83年以来の下落となった。仏の１１月の新車販売は、前年同期比、14%減で12月４日、自動車販売奨励金を含む、２６０億ユーロ（約３兆４千億円）景気刺激策を発表、スペインは、１１月に総額110億ユーロで、地方の公共事業８０億ユーロ、自動車産業救済８億ユーロを含み、３０万の雇用創出を目指す。独の総額５００億ユーロ（５兆８千５００億）の景気刺激策は自動車税の１時免除が含まれる。
ユーロ圏全体でも7-9月期は、マイナス0.2%のＧＤＰ成長率となり、12月４日政策金利を3.25%から2.5%へ引き下げた。ＥＵは、１１月２６日『経済回復計画』を発表し、ＥＵ域内総生産の１．５％にあたる総額２０００億ユーロの景気刺激策を示した。財政赤字への危惧などから各国の負担額が決まっていないが、先ず、加盟国の国家予算で景気対策を実施し、合計で域内総生産の1.2%にあたる1700億ユーロの財政出動を求めた。また、ＥＵ予算と欧州投資銀行【ＥＩＢ】の融資で域内総生産の０．３％にあたる３００億ユーロ分の景気対策を省エネなどのエネルギー、ブロードバンドなど通信サービスへの投資雇用拡大を狙って投資する。このＥＵ全体のＧＤＰの1.5％にあたる総額２千億ユーロ（約23.4兆円）の景気刺激策は、12月11,12日のＥＵ首脳会議で、決定されるが、自動車産業に50億ユーロの金融支援を盛り込んでおり、仏、独、スペインなどの各国個別計画でも顕著である。
主要国の利下げ
ECB（欧州中央銀行）とBOE（イングランド銀行）は12月4日大幅利下げを発表、ＥＵ域内の同時利下げは、１０月以来三ヶ月連続となっている。10月には、米欧１０中銀が利下げをし、米国は１％にＥＣＢは3.75%,日本も0.2%の利下げをし0.3%となっていた。欧州は11月も引き下げ3.25％にさらにＥＣＢは12月４日の利下げで2.25%,英のＢＯＥは、12月で世界恐慌時水準の2％に,なった。（後、１月１０日に1.5％と1694年創設以来の最低へ)12月11日には、スイス国立銀行が0.5%金利に、１６日には米国が0.00--0.25%とし、事実上０％金利になった。ついで日本は、7年７ヶ月ぶりの10月の利下げに引き続き、19日に利下げをし政策金利（無担保コール翌日物）0.1%となった。日銀は、国債引受増額とＣＰ買いきりも決断した。
米国は、ＧＤＰ４％を占める自動車産業で1-11月前年同期比２４０万台減と仏一国分の市場縮小となり、雇用者の減少は、同期間で２００万人に迫った。７－９月期でＧＤＰはマイナス0.5％になり、10-１２月期もマイナスは確実視される。政策金利は、本年に入ってから計6回3.25%の利下げで現在１％であるが、12月16日の利下げも当然視されている。１１月２５日、住宅や消費者ローン市場の資金繰りを円滑にするため、ＦＲＢが最大８千億ドル（約７７兆円）の資金を供給すると発表した。政府系住宅金融機関（ＧＳＥ）保証の住宅ローン担保債権を最大５千億ドル、ＧＳＥ自体の債券などを最大１千億ドル買い取る。ローン金利低下と消費者など中小企業向けの貸し渋り緩和のため最大２千億ドルの『資産担保証券貸し出し制度』を発足させ、学資、自動車ローン、クレヂットカードの融資を下支えする。財務省も２００億ドルの公的資金を拠出する。11月２６日までの米国の公的資金投入、ＡＩＧやシテイなどを含む債務保証を併せてコミットベースでは、８兆ドル近く*、ＧＤＰの約５０％になるが、世界危機震源地の米国としては、公的資金焦げ付け、ＦＲＢ資産劣化の恐れがあってもやむをえないところであろう。*確定額でない米国の主な金融危機対策の規模―○ＦＤＩＣ（連邦預金保険公社）による銀行債務と決済性預金の保証1.9兆ドル○ＦＲＢのＣＰ買い入れ1.8兆ドル○ＦＲＢの入札方式による資金供給0.9兆ドル○ＦＲＢの住宅ローン・消費者ローン対策（買取など）0.8兆ドル○資本注入など不良資産救済プログラム0.7兆ドル○ＭＭＦ向け資金供給0.6兆ドル○住宅金融の借り換え促進策0.3兆ドル○シテイグループの不良資産の政府保証0.25兆ドル○ファニーメイ・フレデイマック支援0.2兆ドル○ＡＩＧ支援（ＦＲＢ・政府合計）0.15兆ドル○ＭＭＦ元本保証0.05兆ドル○ベアスターンズ救済0.029兆ドル○ＦＲＢの公定歩合による直接貸し出しー無制限○ＦＲＢ，ＥＣＢ，日銀などによる資金融通―無制限
オバマ次期米大統領は、11月25日になって、先に伝えられていた1500億ドル規模でなく、ＧＤＰ５％にあたる7000億ドル（12月半ばに１兆ドルに拡大）に及ぶ、雇用創出（250万目標後に300万に修正）、公共投資、減税などの景気対策実施が予測されるようになった。結局、実体経済面での回復のため、オバマ政権は、発足後、新ニューデイルに踏み出さざるを得ないと予測する。
自動車業界の再建計画に対する政府の支援がはっきりすれば、予想されるオバマ氏次期大統領の新版ニューデイルと金融危機脱却のための7.7兆ドルとあいまって景気回復の一応の対策は、出揃うことになった筈である。オバマ氏は、既にサマーズ元財務長官（国家経済会議ＮＥＣ委員長）、ガイトナーＮＹ連銀総裁（財務長官）、ローマー・カリフォルニア大教授（大統領経済諮問委員長ＣＥＡ）を中心に経済閣僚を決め総額７０００億ドルから１兆ドルの景気拡大策を就任早々打ち出す予定であるが、一方財政規律にも意を用い、ボルカー元ＦＲＢ議長を経済再生諮問会議議長にすえて、各世代の代表的な経済専門家を陣容にいれた。これらの政策が出揃い、適宜、実体経済回復への政策が実施されていけば、不良債権をいかに圧縮するかに世界危機脱出がかかってくる見通しであった。ところが、ｐ7７に示したように、ビヅグ三救済案が議会を通過せず、本年の審議が打ち切られ廃案となったので、実体経済、金融経済、不良債権の悪化がスパイラル的に連鎖しないような工夫が必要である。上院は、自動車業界救済をめぐっての11日の協議不成立に際して、金融安定化法案・不良資産救済計画（ＴＡＲＰ－Troubled Assets Relief Program）を援用して資金を供給するかどうかどうか財務省の判断で対応するべきという立場を取ったことになる。従来ポールソンはＴＡＲＰによる自動車産業救済に否定的な発言をしていたが、ホワイトハウスも当面の破綻を避けるため、必要なつなぎ応援を決めオバマ次期大統領に引き継ぐとみられる。なお、カナダのクレメント産業経済相は、米政府の支援決定を前提に、北米のビヅグ３自動車生産におけるカナダのシェアから３５億カナダドル（２８億米ドル）の拠出を決めた。結局19日になって、ブッシュ大統領は、抜本的再建計画を2009年3月末までに策定することを義務付けて、金融安定化法に基づいて公的資金でＧＭとクライスラーに最大174億ドル繋ぎ融資を実施することを発表した。（繋ぎ融資を申請しないフォードを除き、ＧＭ　134億ドル、クライスラー40億ドル。12.29から来年２月まで順次実施し、内40億ドルは2月に議会の追加承認を受ける。－選挙後の与野党構成は１月６日に変わるー○1億ドル以上の取引停止権限を政府に付与○役員報酬制限と新規配当中止○政府はワラントを取得○株式化で債務2/3削減。この他○米の最低賃金は、時間当たり７＄のところ、在米外国系自動車企業より20％高い６９＄を削減し高コスト体質の改善が、要求されており、ＵＡＷ全米自動車労組との折衝が課題となる）当面の経営破綻は回避されたが、政府は計画策定にあたっては、経営陣、労組、債権者、デイーラー、関連業界が大幅に譲歩することを求めており、３月に政府が再建案を不十分と判断した場合、融資の一括返済を求める。その場合のメーカー側の選択肢としては、日本の民事再生法にあたる破産法11条の会社更生の適用を受け、負債を大幅に削減し高コストの賃金・年金・労使契約を見直して、事業は継続するが裁判所の強力な権限の下で再建を進めるという、一旦破産して本格リストラを行う可能性が高まる。
世界金融機関の損失
世界の金融機関の損失について、９月のＩＭＦ発表の1.4兆ドルについては前述したが,イングランド銀行は、１０月に2.8兆ドルと試算を公表している。日本のみずほ証券は、これらの数字と米金融大手が適用している時価評価をもとに厳しく見積もると米国4.4兆ドル欧州1.4兆ドル計5.8兆ドル損失比率17.5%と試算している。サブプライム関連の不動産ローンや証券化商品は、米国で65-75％価値が目減りし、欧州でも不動産関連の証券化商品は、３割程度目減りしたとみている。また、米国の消費者ローン関連の証券化商品は、４５％の価値減とみている。この数字を見るとポールソン財務長官が、米緊急経済安定化法案（金融救済法案）を当初、公的不良債権処理計画として発表しておきながら、資本注入優先へと転換した理由が窺える。つまり現状では、不良債権処理の金額が大きすぎると考えられる。しかも、危機は、金融経済も実体経済も、不良債権が一定のレベルに収縮されなければ、終わらないのである。
日本の２００８年12月１２日現在の経済刺激策と２００９年予算
日本は10月末の新総合経済対策発表（第一次補正―真水1.81兆円国会通過済み）に加えて、12月12日、「生活防衛のための緊急対策」（真水4.85兆円）として、事業規模23兆円―雇用創出などを目的とした財政支出10兆円＋金融不安解消目的の13兆円―事業規模計２３兆円を打ち出し先進国で最も早い不況からの脱出を目指す。「新総合経済対策」と「生活防衛のための緊急対策」は６兆円重複しており、総計４４兆円の事業規模となる。財源は、第２次補正予算と来年度当初予算で対応し与党は１月５日国会での審議入りを目指すのに対し、野党は緊急対策の早期審議入りを主張する。政府の発表では、財政投融資特別会計などの収支差金―埋蔵金を活用するが、赤字国債も否定していない。また2011年を目指す景気回復後の消費税増税を視野に置く。新緊急対策では、１兆円の緊急対応の政府が自由裁量で使える予備費、地方交付税１兆円増額、道路財源や森林整備での雇用増大、失業者への住宅入居費用貸付、雇用創出基金の新設へ１兆円を配分する。また金融機能強化法の成立を踏まえ、地域金融機関などへの公的資金注入額を２兆円から１２兆円まで増額する。また中堅・大企業向けへの資金調達支援強化に三兆円、日本政策投資銀行が企業のコマーシャルペーパー購入の仕組みを設ける。予算成立を待たずに実行可能な政策として住宅金融支援機構による中小の不動産事業者への低利融資などを想定している。
日本の政府予算案の決定と各国のＧＤＰ比経済刺激策
政府は、結局12月20日になって、税収７兆円減、新規国債発行３３兆突破を見込んだ上で来年度予算の財務省原案として、過去最大の、一般会計８８兆５４８０億円を計上し、第２次補正案と共に２００９年１月５日に国会審議にかけることにした。24日には、閣議決定で政府予算案となったが、今回の世界危機を睨んで、景気対策として08年度第１次、第２次補正予算と09年度予算案で打ち出した財政支出額は、地方自治体の支出を含んで１２兆円で名目ＧＤＰ比約２％規模となる。米、英、独なども１－２％であるが、ＯＥＣＤによると、国・地方などの公的債務残高は、日本が名目ＧＤＰにたいし1.57倍＊(804兆円)を越え次に伊が約1.1倍、英、米、独、仏などは60-70%であり、日本の突出が目立ち、国債の発行残高は、09年度末で５８１兆円に達する見込みである。（＊後に触れたいが、０９年本予算と補正をあわせると1.7倍）
本年の日本の予算編成の場合、特別会計の収支差金からの、09年度予算と08年度第２次補正予算の財源への流用は特に財政投融資特別会計から8.4兆円で外国為替資金特別会計の運用益から２兆４千億円、この他独立行政法人、公益法人の無駄見直し約1千億円と特別会計からの流用が目立つ。政府公約の道路財源の一般財源化で地方への交付金が増えたが、財源で、税収を補うトップは、新規国債発行で、歳入に占める割合である国債依存度は、37.6％を占め、政府の２０１１年の基礎的収支均衡目標からは遠のいた。
世界経済危機への対応と今後の展望
今まで、詳細に経過をたどり、各国の対策を論じてきたが、今回の米国を震源地とする世界危機では、クレジットクランチを防ぐために先進各国の中央銀行間で、まづ、流動性供給に政策協調が取られ、資本注入をはじめとする金融危機対策に進み、金融政策として軒並み低金利でゼロ金利が近くなり、量的緩和にも進むとみられる。同時に、各国とも、実体経済崩落を防ぐため、景気刺激策として財政政策を拡大する方向に走り出した。
米国は、２００８年末までに、金融危機対策として何らかの形で準備している資金規模は、7.7兆ドルとＧＤＰの半分近い。金融破綻対処に遺漏なきを期する一方、住宅価格の崩落を防ぎ、下げどまらせて、安定化することに全力を注がなくてはならない。下院の金融委員会や、議会の任命したＴＡＲＦ（不良資産救済プログラム）施行の監督委員会、上院の銀行委員会は、金融安定化法案のＴＡＲＦの残り半分は、住宅差し押さえ物件の縮小にも使われるべきとして財務省の金融重視を牽制している。さらに米国は、ビヅグ３の当面の破綻を防ごうとしているが、事業は継続させるが民事再生のための連邦破産法１１条を適用することもありえた。ただ、年末年始にかけて、危機対策に向けて用意された資金の払い出しについて具体化が示されてきた。１２月３１日に財務省は、金融安定化法による新制度として『自動車産業融資プログラム』を設定、ＦＲＢと協議の上、融資に加えて資本注入も出来るようにし、財務省は、同制度で使用可能な公的資金に上限を特に設けていない。またＦＲＢは、１月から６月まで、最大５千億ドルの住宅抵当証券の買い入れを決めたほか、自動車ローンや教育ローンを裏づけに金融機関が発行したＭＢＳ（資産担保証券）も２月から開始する。さらに、幅広い証券化商品の買い入れをして資金の量的緩和を図るほか、長期金利引下げに影響する長期国債の買い入れも検討する。
米国における、０８年の失業者増加は、１９４５年以来最大の２５８万９千人増で総数１１００万、失業率７．２％となっており、雇用が危機を増幅する。ＥＵ２７カ国は、08年11月時点で前年同期比113万人増え、1746万人の失業者となり、通年で１２０万をこえて増加したと推定される。
このような、緊迫した経済情勢をふまえ、米国は、上記の金融政策とあいまって、オバマ新政権は、3100億ドルの減税を含む最大７５００－１兆ドル規模で、実体経済の悪化を阻止し300－400万の雇用を増大する新ニューデイル的な景気刺激策を政権発足早々に踏み出すものとみられる。（私が２００８年２月の英国の会議で指摘した環境技術革新の経済発展における重要性をふまえた太陽光など石油代替、再生可能なエネルギー産業への投資とインフラ公共整備を含めて、『緑のニューデール』をモットーにしそうな気配が見える）。オバマ次期大統領は、週末行っているラジオ・インターネツト演説の１月１０日の放送で、クリステイナ・ローマー次期ＣＥＡ大統領経済諮問委員長の試算に基づき、２年間にわたる景気刺激策を実施すれば、しない場合に比べて、実質ＧＤＰを３．７％押し上げ、２０１０年１０－１２月時点で３６７万５千人（９割民間）の雇用増になると発表し、議会の早期の法案通過が前提であると訴えた。また、上記の線にそって民主党は、オバマ政権早々に、議会に８２５０億ドル（2750億ドルの減税を含む）の経済刺激案を提出する。
しかし、ＩＭＦは、世界経済予測を１月以内に２００８年１１月発表に比べ、大幅に下方修正するが＊、１２月段階でも、ＩＩＦ（国際金融協会）は、２００９年度について、米国１．３％、ユーロ圏１．５％、日本１．２％それぞれマイナスと予測し、世界全体でもマイナス０．４％としていたが、２００９年に入ると、各機関の成長予測は下方修正されよう。
また、金融経済だけでなく、実体経済の損失も、日本の９０年代は、１５００兆の資産が損失し、ＧＤＰの３倍強であったが、１月下旬クルーグマン教授は、米国の今度の危機では、８兆ドルにも達する可能性を推定していたが、ＧＤＰの半分であり、少なくともそれへ向けて今後増加すると推定するのが自然であろう。＊
＊２００９年１月２８日深夜発表されたＩＭＦの世界経済見通しでは、2009年度世界全体0,5%,先進国-2.0%,米国ー1.6%,ユーロ地域-2.0%,英国-2.8%,日本-2.6%,アジアＮＩＥＳ-3.9%,中国6.7%,インド5.1%,ASEAN2.7%,ロシア1.8%ブラジル1.8%,開発途上国3.3%と１０月に比べ更に下方修正された。米不良資産による世界の銀行損失は、2.2兆ドル（10月、1.4兆ドル）に増額され、世界経済成長率は、戦後最低の伸びで前回の2.2%から0.5%へ下方修正された。米国-1.6%(前回-0.7%以下同じ)、ユーロ圏-2%(-0.5%),英国-2.8%(-0.8%),日本-2.6%(-0.2%),中国+6.7%(+8.5%),ロシア-0.7%(+3.5%)で、先進国インフレは過去最低の0.3%(3.6%)である。原油価格は、09年50ドル、10年60ドルを前提とし、米国の場合、下記に述べる不良資産受け口のバヅドバンクが機能することを前提としている。
バッドバンクにしろ、政府の他の形での受け入れにしろ、金融関係の不良債権の査定が問題となるが、ゴールドマンサックスの発表では、４兆ドルとＧＤＰの３割となっている。実体経済全体の損失は、日本の場合のバブル崩壊からの脱却を考えれば、もっと大きく、米政府は、何度か救済プランを追加することになろう。
一方、ＣＤＯ（合成債務担保債券），ＣＤＳ（債務不履行デリヴァテイヴ保証）など証券化商品や社債などの債券の不良債権の確定と圧縮は、これからである。先にイングランド銀行（ＢＯＥ）は不良資産の推定が４月から１０月の間に1.3兆ドルから2.8兆ドルに増加したことを発表した。不良資産のうち住宅関連債券は、0.6兆ドルから0.8兆ドルへの増加であるが、企業関連の不良債券が、0．７兆ドルから２兆ドルへ増加しているということは、実体経済はさらに悪化していることを示す。さらに、先に記した、みずほ証券の推定では、全体で5.8兆ドルの不良債権と見ている。不良債権は7000億ドルから8000億ドルが処理されたに過ぎず、金融危機そのものも、現在は小康を得ていると理解すべきである。（たとえは、１２月中旬に発表された投資銀行から転換したＧＳ，ＭＳの08/11月期の決算では、商業銀行並みに財務レバリヅジ（総資産/株主資本）は低下したが、レベル３資産（時価評価の困難な流動性の低い資産）の圧縮は殆ど進んでいない）
09年1月になって_、金融安定化法案で金融界への資本注入に使われていたＴＡＲＦ（もともとは、不良資産買取を主眼を財源としてTroubled Assets Relief Programの名前で設立された）の残り3500億ドルの活用により、金融機関不良債権買取の受け皿銀行（aggregator bank－バヅトバンク）の設立が検討されている。しかし、ＴＡＲＦガ不良資産の買取の企図が直面した資産査定の困難に直面するので設立の予断は許されない。資本注入と不良債権の縮小は車の両輪であるが、米国の4大銀行は、公的資金の注入を得ているが、時価総額が2007.5.1と2009.1.21と比べて半分以下になっており、シテイは6％である。同様に欧州の4大銀行も半分以下であり、2行が公的資金が注入され、ドイツ銀行は、時価総額が20%以下になり、ＥＵは、適正規模より大きいとも思われる較差のある多種多様な国々からなっていることを視野に入れると米国より良いとも言えず、世界的に、楽観は許される状況ではない。
金融安定化と共に、実体経済の悪化を防ぐために、各国とも巨大な財政政策を景気刺激策として進めているが、結果として、わが国や米国をはじめとして財政バランスは悪化していく。米国は、２００９会計年度で３月までの上半期に前年度と同じ、９１８０億ドル、通年では、１兆５千億ドルに達する国債を発行するといわれ、ユーロ圏主要１１カ国は、０９年度９５００億ユーロ（０８年度6470億ユーロの５割増－バークレイズキャピタル推計）、日本は、０９年度当初予算案で、新規財源債の発行は、３１％増の３３兆２９４０億円、借り換え債を含めた総額では、１３２兆円となり、日、米、欧で４００兆円内外になる。（2009.1.10現在）ＩＭＦは、ＧＤＰ２％内外の景気刺激策を提案しているが、ＥＵ主要国は、その規模に近い政策を発表しており、米国は、５％以上になる。日本は、１月下旬の第２次補正予算通過で、１次と本予算を含めると総額７５兆円、真水１０兆円で真水部分はＧＤＰ２％である。その他の条件が同じならば、減税は、経済成長率寄与分は0.5%,公共支出状は、1.5%とされるが、減税は、消費後、元の消費曲線水準に戻る場合が多い。しかも経済状況により変化することは勿論で、ＣＥＡ委員長のクリステーナ・ローマ教授は、かって減税効果を1.5%と見ていたのをオバマ政権の経済政策立案では、経済環境悪化を考慮し0.5%としている。各国は、雇用のセイフテイネツトワークを張りながら、乗数効果のきく最も効果的な有効需要に導く競争にさらされよう。
世界全体としては、（１）景気刺激策としての政策と金融危機縮小のための政策がリンクして、金融派生商品の不良債券の清算のための機構（たとえばＦＳＦ－金融安定化フォーラムが２００９年３月末までに提案予定）が経済をプラスの方に牽引しうる形での清算の仕組みで作り上げることが出来て、不良債権を縮小しながら、順調に世界経済が回復出来るか、（２）それともパンドラの箱をいっぺんに開けないで、不良債権処理を長期間にわたって行い、実体経済の回復も長期間にわたって、少しづつ進めた方がよいか、（３）あるいは（１）と（２）の組み合わせをしたほうがよいかという選択に迫られかもしれない。
しかも、いずれの場合でも、金融経済、実体経済、不良債権の三者が、スパイラル的に悪化することを避け、少しづつでも、金融経済、実体経済が改善し、不良債権が縮小する方向は保たれなければならないし、世界のブロック化も阻止する環境の中で進めていかねばならない。
世界金融危機が回避、克服され、実体経済が立ち直り、11月15日のＧ２０決議を踏まえた有効なインターナショナルフィナンシャルアーキテクチュアが再構築される道が開けるか、その最初の選択は４月２日のＧ２０サミットで訪れるが、２００９年は、世界経済の危機脱出にとって死活的な年となろう。＊、
＊
竹森俊平慶應義塾大学教授が、１月２７日にプレスセンターで見解を披露したので、拝聴したが、米国の１月の経済学会の討論を引用し、金融危機が引き金となった恐慌の場合、証券市場の下落率は平均59.5%,回復に3-4年、住宅価格は、35.5%（現在20%近いのでさらに20%ぐらい）,回復に6年、失業率は増加率７％（米国の場合過去平均4-5%とすると10%以上）、回復に4.8年、実質ＧＤＰの下落率で9.3%,底に達するまで、２年と述べられた。平均なので、２９年の大恐慌や、今回のように第２次大戦後最大といわれる場合は、さらに厳しいものとなろう。
さて、ｐ９３にローマー大統領経済諮問委員長の試算に基づき、経済刺激策がＧＤＰを３％以上押し上げる作用があると記したが、果たしてこの景気刺激策で十分かどうかである。竹森教授は、米国予算局が２年間で米国経済は平均してＧＤＰ比７％で２年間２．１兆ドルの需要不足が生じるという試算をしたのに対して、クルーグマンが指摘する問題点を紹介した。オバマ政権の８２５０億ドルの経済刺激策は、公共支出６割で減税が４割だが、減税の乗数効果は0.5で公共支出は、1.5であるから、結局両者併せて乗数効果は１とみるので、8250億ドルでは、2.1兆ドルの需要不足をカバーしきれないので、クルーグマンは全て公共事業にするべきとオバマに提言するとのことで、結局のところ更なる景気振興策が必要になるとの見通しである。
私見では、危機の規模の世界性、同時性、今までの危機になかった証券化商品の重層性、世界ＧＤＰに比べた数字の大きさからすると、回復もどこか１国、一地域というわけにはいかない。世界同時に対策が必要となってきて、デカップリングのように新興国や、資源国がよくなり、つれて世界が回復するというような、パイロット牽引的回復にはならないと考えるべきである。勿論１９８０年代の日独機関車論のごとき議論も成立しない。日本が90年代の間低迷して経済に関する国際的な発言権があるべき姿より少なかった間に、経済の相互依存ははるかに増加したといえる。今回の危機は明らかに米国からだか、竹森教授が指摘するように、其の米国が回復しないと世界が回復しないという事態に陥っている。ただ、１９２９年の大恐慌に比べて、国際協調や国際機関が進化していることが、ひとつの救いであろう。
根本的には、何回も述べているように新インターナショナル・フィナンシャル・アーキテクチュアの建設と、経済秩序のあり方が問われているのである。
最後に、日本の景気対策について私見を述べておく。
今回の危機については、日本の場合、給付金を全世帯に渡すより、ワーキングプワーや家の無い人、生活保護世帯、失業者など、真の貧困者への給付の方がより効果的であったはずである。それよりも、財政は悪化しているが、非常時であることと、90年代の失われた10年とは違うので、雇用増大、世界をリードする環境プロジェクト・技術革新の推進、戦略的ハブ空港・港湾計画プロジェクト実現、新幹線の残り完成のスピード化、リニアモーター新幹線の早期着工・完成、インフラ高度化への建設投資や自動車などへの購入補助金、競争力ある輸出にもつながる研究開発を含む宇宙・航空、原子力産業への技術革新、ＩＴ利用の経営や医療制度の進化など、21世紀のリーデングイングインダストリーへの公共政策支出の増大の方が、有効需要の掘り起こしのために効果的であろう。また日本列島周辺に存在する天然ガス換算200年分といわれる新メタン系エネルギーの資源開拓にも注力すべきであろう。既存の日本へのエネルギー供給源とつながっている人達は、ともすると太陽電池をふくめて新エネルギーがコスト高という議論を展開するが、西ドイツのようにコストの財政難を補うためにマーケツトで機能することに役立つ補助金、電力会社買い入れ料金を含めて全体のエネルギー料金体系を社会経済政策として進めることも考えなければならない。プロジェクトによっては、公的な事業ではあるが、私企業的な経営計画や資金拠出をしていくＰＦＩなどや、官民合同資金計画、税制上の措置なども考えられるべきである。特別会計収支差金も最大限利用できるものは利用するべきである。いずれにしても、日本は、一定の輸出企業が競争力を有して経営されることとが１国規模で必要不可欠ではあるが、同時に公共支出の最重点は、内需拡大であり、特に雇用の支えや医療、介護、や労働の質の改善などの、訓練など福祉国家の水準を継続・発展させる政策と、中長期的な支えの根本である、教育、技術革新、研究開発への継続的推進のいずれも、上記のいろいろなプロジェクトともに重視されるべきである。
また、最近発表の日本の200８年10―12月のＧＤＰは、年率マイナス12.7％で、米国の同期間の年率マイナス6.2%やＥＵのマイナス６％など先進国中成長率のマイナス幅が最も大きく日本経済は今後の為替の変動にもよるが、極めて厳しい状況を露呈している。製造業大手は、生産の3割、4割減、中小企業は7割減にもなっているところが多いという。08年末運用資産額90兆4349億円の年金は、同年10-12月期運用損5.7兆円で損失額過去最大、率としてもマイナス6.09%で4半期べ－スで米国多発テロの2001年7-9月期のマイナス7.84%に次ぐ。このことは、日本が世界自由貿易の最大の受益者で、この体制を維持しながら、食糧自給率の向上やエネルギー確保、環境進化、技術革新、ＥＰＡ，ＦＴＡなどのバイ、マルテイの国家間協定、地域機構協定をすすめていく国家戦略の早急な樹立は、世界危機からのわが国の脱却と無縁ではない。
――――――――――――――――――――――――――
＊以上は、基本的には、200９年3月末まで。
· ２００９年三月以降の世界経済情勢は、近々補填するつもりであるが、ここで簡単にしるしておく。
　　　　　　　　　　　｛Ｇ２０金融サミット｝　　　　　　　２００９年４月）
· ４月１,２日ロンドンで開かれた第２回Ｇ２０の首脳会議では、２０１０年末までに、計５兆ドルの協調した財政出動で、世界の成長率を４％分押し上げ、２％を超える数値目標を示した。金融規制強化と国際金融秩序再編成を進め、ＩＭＦ資金強化などを決めた。新興国と途上国の資金不足を防ぐ方策を重視しＩＭＦの資金基盤を３倍の７５００億ドルに拡充し日米欧が各１千億ドル拠出する。成長支援するため、国際金融機関を通じ８５００億ドルを使えるようにする。アジア開発銀行（ＡＤＢ）の資本金を５５０億ドル（５兆４千億円）から３倍にすることも決まった。
首脳宣言
Ｇ２０の声明として、『成長と雇用の回復』、『金融監督と規制の強化』『国際金融機関の強化』、『保護主義の拒否と国際貿易・投資の促進』『公正で持続可能な回復の確保』として上記の内容を伴う下記の骨子を宣言した。
――――――――――――――――――――――――――――――――
· 世界経済を成長軌道に戻す
· 非伝統的な手段を含むあらゆる金融政策を活用し、緩和政策を維持
· 金融安定化フォーラム（ＦＳＦ―９９年に国際金融市場の安定化に向けて各国金融当局が協力するため設立れ、２００９年３月には、日米欧など１２ヶ国・地域に加え、新たにＢＲＩＣＳなど１３カ国・地域の参加決定）を拡充し全てのＧ２０を含む「金融安定化理事会（ＦＳＢ）」を創設。ＩＭＦと協調し、マクロ経済と金融のリスクに関して早期警報を出す。
· ヘヅジファンドや格付け会社の規制・監督強化
· タックスヘイブンへの罰則を含む対抗措置
· ＩＭＦの資金基盤の増強
· 保護主義に対抗し、新たな貿易障壁をふせぐ
――――――――――――――――――――――――――――――――－
なお、ＦＳＦがロンドンＧ２０に合わせて、公表した報告書の内容は次の通り。
『健全な報酬』――報酬額はリスクに対する業績と整合的であること
―――報酬への監督は、厳格かつ継続的に行う
『危機管理」―――国際的な金融機関の経営危機に備え、各国監督当局が事前　　　　
　　　　　　　　　に情報を共有。
　　　　　　―――危機が起きた場合、他国への影響も考慮し協調して解決策を探る。
「景気循環増幅効果への対応」
　　　　　　―――銀行の自己資本を好況時に引き上げさせ、不況時に取り崩せるようにする。
　　　　　　－－－金融取引における過度なレバレヅジの積み上がりを抑制
ＩＭＦ発表の世界損失見通し　
· ＩＭＦは、４月２１日金融危機と景気後退により、日米欧の金融機関が抱える潜在的損失は０７年から１０年までの累積で４兆５４０億ドル【４００兆円】に上ると発表した。米国２兆７千億ドル、欧州１兆２千億ドル、日本は１４９０億ドルである。内証券化商品は、１兆９千６６０億ドルで約半分である。損失のうち約３分の２は、銀行部門の負担となる。同時に金融システム安定へ米欧の銀行はさらに合計で８千７百５０億ドル（約８５兆円）から１兆７千億ドル（約百６６兆円）の資本増強も必要との試算を示した。
米国
· 米国の金融機関大手十九行への特別検査ストレステストでは、十行が７４６億ドルの資本不足が５月７日に勧告されたが、一方６月９日昨秋成立の金融安定化法で注入されていた公的資金のうち大手金融機関の十行の返済をみとめた。（計６８０億ドル）しかし、大手以外では、五十行近くが破産しており、官民合同の不良債権を処理するファンドを立ち上げようとしているが、規模が不十分である。また毎月の雇用減は、本年初期、７０万人減で５月に３０万まで縮小したが、６月は４３万台に再拡大した。通常のデフレ時の失業者が月ベースの増加で、３０万の時が、米国の不景気のピークであるから、本年初め７０万人強がいかに異常であつたががわかる。失業率、本年末10.4%の予想とあいまつて、住宅着工数が月によって改善しても、不良債権の圧縮は、長期になる見込みである。ノーマルな経済に復帰するのは、７月１６日にＦＲＢが示したように５－６年先となる可能性が大きい。
· 実体経済の象徴である米国自動車産業は、結局のところ、ＧＭもクライスラーも連邦破産法１１条の適用をうけ整理を行い、両社は、国の支援を最大限受け、ＧＭは現状国有企業となっており、クライスラーは経営再建に伊フィアットの傘下にはいる。４月のＧＭは、前年同月比２８．７％減の販売台数でフォードは２４．２％減で、減少幅が３０％台から２０％台に回復している。トヨタ４１．５％減、日産３３．１％減など、北米市場の日本車よりは、回復過程にある。ＧＭは、年間５０億ドルのレガシーコストが軽減され優良資産を新会社に譲渡する手続きを７月１０日にも完了し、政府が約６割を出資する『新生ＧＭ』が誕生する。現行型の、ハイブリヅドやガソリンエンジンでは、日本車に苦戦するが、ＥＶ車【電気自動車】や、プラグイン・ハイブリヅト車に活路を見出そうとしているし、オバマ政権の命運にも関係するので、何らかの形で、復活する可能性画高い。
７月８日発表　ＩＭＦ成長見通し
　最新の見通しで、２０１０年の日本の実質経済成長率を1.7％と４月時点の予測を1.2%と上方修正し、０９年のマイナス６％から急浮上するとの見かたを示し、１０年の世界全体も２．５％に回復すると見込んだ。（０９年はマイナス１．４％、４月予測を０．１％下方修正）。日本の内部では、０９年４－６月期は年率換算２％の実質成長率と見られており、０８年１－３月以来のプラスとなる。米国は、０９年のマイナス２．６５から１０年には、０．８％となるとしている。ユーロ圏は、０９年見通しを０．６％下方修正し、マイナス４．８％、１０年もマイナス０．３％としている。中国は、０９年７．５％１０年８．５％としている。ＩＭＦは、世界経済は安定化しつつあるが、景気後退は未だ終結していないとして、マクロ政策による下支えの必要性を指摘している。
ＩＭＦは、中国を本年７．５％（４月時点では１．０％）１０年８．５％（同１．０％）、インドを０９年５．４％（同０．９％）、１０年６．５％（同０．９％）、ブラジル０９年マイナス１．３％（同０．０％）、１０年２．５％【０．３％】、ロシア０９年マイナス６．５％（同マイナス０．５％）１０年１．５％（同１．０％）とみている。
中国自身の７月１６日の発表では、４－６月で７．９％成長となり、１－３月の６．１％から改善した。輸出は２１．８％減１－６月期で落ち込んでいるが、鉄道、高速道路、空港など固定資産投資【設備投資＋建設投資】の公共投資が牽引力となった上に、中国の景気刺激策が電化製品、自動車などをはじめとして。消費者の購入意欲を拡大し今度の世界経済危機で唯一危機から脱出し、少なくとも２年間は、好パーフォマンスを続けると見られる。
ただ、１－６月期の銀行融資額は、７兆元（約１００兆円）を越え、２００８年の通年実績の１．４倍となり、世界経済危機回復のための２年間４兆元（約５７兆円）より大きい。この融資拡大が、実体経済だけでなく、株や不動産に流れ込み資産バブルの懸念が浮上しており金融危機の出口戦略の適正さが課題である。財政出動と投資に頼る中国の持続的、貧富の格差もにらんだ均衡的発展が望まれる。
Ｇ８イタリア・ラクイラサミット
ワールドガヴァナンスに影響を与える主要８カ国（Ｇ８）サミットは、７月８日から１０日まで、開かれ、議長総括では、『ハイリゲンダムラクイラプロセス』、『貿易』「世界経済」『気候変動』『開発とアフリカ』「G８とアフリカ」『食糧安全保障』『国際政治問題』がなされた。
世界経済に関する首脳宣言では、
￮世界経済に安定化を示す兆候があるが、状況は不確実。大きなリスクが存在
￮成長の回復、金融の安定にあらゆる措置
￮雇用の促進に更なる行動
￮景気回復後の出口戦略が必要
￮保護主義防止を再確認、ＷＴＯ交渉の早期妥結へ決意　が盛り込まれた。
　Ｇ８と新興国の拡大首脳会合では、温暖化、通貨体制についての隔たりがさらに明らかに成った。中国は、『国際通貨体制の多様化、合理化を進めるべきだ』と発言し共同宣言に盛り込まれた。中国、ブラジル、ロシアなどは、ＩＭＦのＳＤＲ立て債券を購入する。
　温暖化ガスの主要排出国で構成する主要経済国フォーラム【ＭＥＦ】（G８を含む１７カ国で構成）では、２０５０年まで世界の排出量を半減させる長期目標は、昨年の洞爺湖サミットに引き続き合意に達しなかつた。１２月期限のポスト京都議定書の議論は不透明感が増した。前日のＧ８首脳会議では、先進国が２０５０年までに温暖化ガスを８０％以上削減まで踏み込んで合意したが、結局ＭＥＦ首脳宣言の骨子は次の通りである。
￮世界全体の温暖化ガスの排出を２０５０年までに相当の量削減する目標説邸のため、１２月まで取り組みを続ける。（米主導で３月発足した１２月にコペンハーゲンで開く第１５回国連気候変動枠組み条約締約国会議【ＣＯＰ１５】まで続く、先進国と新興国の対話促進】
￮産業革命前と比べた平均気温の上昇を度を越えない範囲に抑える。
￮可能な限り早期に温暖化ガス排出量の増加を止める。
￮太陽エネルギー、ＣＯ２回収などの技術開発の行動計画を１１月までに作成する。
￮ＭＥＦの会合を継続する。
一方、ＷＴＯ交渉の促進については、新興５カ国【中国、インド、ブラジル、メキシコ、南アフリカ）でも８日夕会合を開き推進の宣言を決め、２０１３年以降の温暖化対策の国際枠組みにも、数値はなかったものの前向きな姿勢を示した。なお、中国は、Ｇ８との合同会議で、持論の国際通貨制度再設計を申し入れた。
　Ｇ８財務相会議
首脳サミットに先立ち、６月１２－１３日に開かれたG８財務相会議では、景気認識、出口戦略、金融規制、北朝鮮などが議題となり、現在の緊急時の政策運営からどう脱脚して持続可能な経済回復につなぐべきかについてＩＭＦに分析を依頼した。
　Ｇ８各国の２００９年単年度ＧＤＰと財政赤字は次の通りである。
　　　　　　　　　日　　　米    加    英    仏   独　　　伊　　　露
ＧＤＰ成長率　　▾6.2%　▾2.8%　▾2.5%  ▾4.1%　▾3%　▾5.6% 　▾4.4%  ▾6% 
財政赤字        9.9%   13.6%　3.4%   9.8%   6.2%  4.7%   5.4%   6.2%
（名目ＧＤＰ比―――ＩＭＦ４月試算の成長率比】
――――――――――――――――――――――
さて本年初めからの米国の動きでは、米国が新興国取り込みに動いていることが明らかである。Ｇ２０で、経済問題だけでなく、温暖化や軍縮も議論し、定例化を視野に入れている。この点で、日本政府も戦略を練るべき時代にはいつてきた。つまりＧ８だけで、解決できず、Ｇ２０とか、Ｇ１６や＋インドネシア、エジプトなどの会議も企図されている。
新興国、発展途上国と国際機関の関係も世界経済の重要課題のひとつであるが、ＩＭＦは７月２０日ドルとユーロなどに転換可能な２５００億ドル相当のＳＤＲを加盟１８６カ国に配分、うち新興国・途上国は総額１０００億ドルとなる旨発表した。
世界経済危機の今後の方向（ｐ95－ｐ101に詳論）
筆者が、考察するところでは、今度の危機で、低金利政策、量的緩和政策、非伝統的政策、財政政策と押しなべて、共通の政策を極大化し、財政との関係は、たとえば、上記の名目ＧＤＰ比の赤字では、ＥＵなどが規律付けた単年度ＧＤＰ比３％は、崩れた。５月にＩＭＦの副専務理事が来日し、記者会見をしたとき、もしこれらの政策が最終的に効かなかった場合、ＩＭＦはどういう処方箋を考えますかと質問したら答えがなかつた。出口政策論議の前に、今までの政策が効かなかった場合、危機は、再発となりさらに深刻となりそれこそ１００年に一度となる。日本政府としては、少なくとも日本の生存の条件としてよく対策を吟味しておく必要があり、筆者もグループでこの問題を討論している。
ＰＳⅣ　警戒すべき世界情勢
―日本外交と安全保障をめぐってー
ここで、長期的に警戒すべきは、経済の論理で拡大されてきたグローバリゼーションが、経済的に危機の解決方法を見出せないことになり、たとえ見出しても成功させないと、雇用、貿易のモメンタムが一国の方針に大きく作用するというたつた一面からだけでも、1930年代のように、国々の政治的政策から、姿を変えて、ブロック内向き経済化やブロック政治圏を形成する危険であろう。近隣窮乏化など負のスパイラルに陥ることも避けねばならない。さらには、この危機を契機に世界のヘゲモニーの変動に利用しようという動きがあるかどうかも危惧される。ことに、Ｇ8のメンバーに折角加わったロシアが、旧世紀的で且つ地政学的な（勢力圏〉構想（ミニソ連構想やＣＩＳ独立国家共同体強化）をいだき、グルジア紛争を契機に、政治的にも経済的にも世界のマルテイポール化を公言し始めたことで、Ｇ８の結束、ワールドガヴァナンスへの推進力が後退することも、危惧される。１０月末の上海協力機構の会合で、プーチン首相は、新しい通貨機構を作っていくことが必要と述べ、年末までに、中国、インド、ブラジルと準備会議を開催するとしていた。１１月７日のEUの緊急危機対策の開催日には、ブラジルで、ロシア、中国、インドの関係者が会議をしたという。対米ドルで2008年24.4%ルーブルが下落したが、ロシアの狙いは、実現性はともかく、ルーブルをこの機構の基軸通貨にすることにある。＊
＊基軸通貨は、現状で、ドルの地位が、直ちに無くなるとは、考えにくいが
２００９年３月２３日中国人民銀行の周小川総裁は、『国際通貨システム改革に関する一考察』を発表して、ドル基軸通貨とする現在の国際通貨のシステムの脆弱性を論じたし、秋に成って、国連やＩＭＦでも検討することを表明し、２８日には、ゼーリック世銀総裁も、ドルの維持のためには、米国の賢明な判断が必要であると述べ国際社会でも公認の議論となつてきた。わが国も、ドルの補強システムもふくめ、どのような国際システムが適切化考慮はしておく段階になってきた。
ロシアは、中国にエネルギーを供給していく立場を利用していくと思われる。さらに、樺太からの日本への天然ガスの供給を対日パワーポリテクスの有力手段とするのは目に見えているので、日本は環境エネルギーや列島周辺のメタンガス発掘を含めた長期的政策の樹立をしておく必要がある。また、ＥＵは、エネルギー面でロシアからの供給に大きく依存しているので、この関係がどうなっていくかも、パワーポリテクス的立場から大きな要素になる。最近では、ウクライナの代金未払いを理由にして、ウクライナ経由のＥＵ地域へ天然ガスパイプラインの締め付けを行った。メドベージェフロシア大統領は５月の就任直後から全欧安保協力機構【ＯＳＣＥ】に代わる欧州安保の枠組み創設を呼びかけていたが、グルジアの２地方、南オセチア自治州とアブハジア自治共和国の独立を一方的に承認し属国化したにもかかわらず、ＥＵをロシア側に引き付けようとしている。たとえば、現在交渉中のＥＵ・ロシア間の包括的な新協定協議に関連して、ウクライナ、グルジアがＮＡＴＯに加盟した場合、欧州における核兵器以外の戦力の上限を定めた『欧州通常戦力条約―ＣＦＥ』から脱退するとインターファクス通信は、伝えているが,ロシア側のＥＵに対する揺さぶりを示している。ロシアはまた、南米の反米国家ベネズエラとカリブ海合同軍事演習をこの冬に実施した（12月）。
さらに、１２月２１日、イランは、ロシア製の高性能対空ミサイルシステム『Ｓ３００』導入について合意に達したと報じていおり、米・欧との摩擦が進む。
　エネルギーを武器にして実際の軍事兵器も活用しながら『経済同盟』を形成していく動きは、メドベージェフ大統領が、中南米、インドなど１０カ国以上の首脳と会談、油田開発や原子力などで協力協定を結び、12月23日には１５カ国で『ガスＯＰＥＣ』を発足させ、１２月アルジェリアのオランで開かれたＯＰＥＣ総会でも、自国建ての取引を呼びかけた動きにみられる。
またロシアと中国は、2005年の上海国際機構の会合で、米国の中央アジアへの影響力排除を決議している。
2008年１１月５日、メドベージェフ大統領は、クレムリンで上下両院議員総会を招集、大統領就任後初の年次教書演説をし、８月のグルジア紛争や世界の金融危機の原因は、米国の一極支配にあるとして、①ポーランド・チェコへのＭＤ【ミサイル防衛】への対抗措置として、ポーランドとリトアニア間のロシア飛び地カリーニングラードヘ新型ミサイル「イスカンダル」を配置する②１５日のＧ２０での新提案とロシアにルーブルを基軸通貨とする国際的金融センターを設置するとのべた。米国新大統領の決まった時を狙ったともいえる、この５日の演説では、一方で、「米国がロシアと価値のある選択をすることに期待する」と関係改善への期待も表明した。ロシアの狙いは、東欧へのミサイル防衛計画を牽制し、欧州全域を対象にした新安保条約をロシア側有利に進めたいところにあると思われる。
ただ、ワシントンのＧ２０金融サミットの後、その成果についてロシアは評価しており、ＩＭＦにも１０億ドルを提供する旨２００８年１１月１９日発表した。また１９日ジュネーブでの、アブハジア自治州、南オセチア共和国の安全保障を巡る、ロシア、グルジア、ＥＵ代表の会議が開かれ、グルジアと両地域の境界付近での治安悪化に対応する管理メカニズムを作ることで合意した。
Ｇ８サミットの場合、不協和音があっても、開催年の春ごろまでには,融和的な態度に変わるのが、Ｓｉｒ　Ｎｉｃｈｏｌａｓの指摘する今までの通例である。米軍のイラク侵攻のときも,仏、独勢と、９０年のイラクのクエート侵攻時と其の阻止後になされた国連決議の解釈における差を理由に、新イラク戦争の際、米英伊などとのイラクへの侵攻時の差がでたが、この場合でも、仏は、航空母艦を地中海に派遣してある種の協力はしたし、2003年のフランスのサミットには各首脳が顔を合わせた。ブッシュは、中東和平の推進のため現地を訪れる外交日程をサミット中に組み込み、最終日は、早めに出発したが。今回のロシアの強硬姿勢もミサイル配置や安全保障交渉を含めて、ロシアも徐々に何らかの融和策を取る可能性はある。
かつて70年代初め、私は、中国との国交回復成立後、願わくは台湾を独立させたいという内心の希望があったが、それが日本の外交政策として取りえない場合、長期間かかっても中国本土が国際社会のよきメンバーとなるよう誘導すべきと新政研究会の雑誌で主張した。わが国は、天安門事件の時も欧米のように非難一辺倒ではなかったし、国の犠牲者を弔うことは当然であるにもかかわらず、中国が外交関係に利用し、靖国参拝の小泉批判を展開した時もそれを耐えて、最近のやや良好な関係を回復した。
ロシアについても、欧米やわが国とグローバルな良好な関係をきずくことがロシアの利益であることを深く認識するよう欧米各国と共に働きかえることが必要であろう。その場合、イスラム世界がどうなっていくかが、ひとつの鍵になろう。（A）テロを標榜しても、世界の秩序を転覆しょうとするイスラム原理主義者の中でも極端主義者と(B)普通のイスラム諸国が、一線を引きうるかは、世界安定に大きく関係する。その際、極端なナショナリズムと結びつくと解決がさらに厄介になる。
（A） に対しては、ロシアも、中国も、インドも米国をはじめとする西側世界と同様に、反対する共通の利害をもっている。中国の新疆ウイグル、ロシアのチェチェン、インドのアルカイダテロ問題は、其の象徴である。したがって、西側デモクラシーの国家と、ロシア、中国、インドなどが、共同、協力してイスラム極端主義者へ対処する協調関係が強化されるかどうかも、ロシアが国際社会に対するメリットを感じるかどうかに大いに関係し、勿論今後の世界のあり方を変えていこう。これらロシア、中国、インドにとつても、アフガニスタン、パキスタン、ウズベキスタン、タジキスタン、キルギスタン、インドネシア、フイリイピンのミンダナオなどでイスラム世界革命を目指す国家へするための破壊活動が増進することは、国益に反するし、ましてや、テログループがパキスタンなどで核武器を手に入れることがあった場合は、世界全体への脅威である。＊
＊尤も、イスラム過激派の危険性を,山内東大教授が紹介しているが、人口論から解釈する欧米の社会経済学者もいる。近世から現代にいたるまで、19歳から29歳までの「最適戦闘年齢」が多い地域・国家は4人の男子の家庭で、2名は国外移住、犯罪、国内クーデター、内戦、または革命、集団殺害、追放、越境戦争に向いやすいと、この学者は、分析する。現在、人口の絶対数が多いアジアを除くと、イスラム世界とアフリカは、人口１０００人当たりの『最適戦闘年齢』は、それぞれ、欧米の６倍、４倍以上と指摘する。海外への膨張という点では、全人口でみても、欧州では、１６世紀６千万であったが、１９１４年までに４億８千万人の人口となり、その間１９１８年までに地球上の９/10を支配するぐらい海外版図をひろげたのは歴史的事実である。私は、かってアルジェリア独立の時、ロンドンで其の活動をしていた人間的に誠実なアルジェリア人に１９６１年頃、接していたが、彼は、現在の世界秩序は、欧米が作ったもので、国際法も其の支配に都合のよいものという見解は動さなかつた
(B)今ロシアは、グルジアの２地方の属国化を進めようとしているが、ロシアが第２次大戦の末期、盗人のように、北方領土を掠めたことを反省し、米国が沖縄を返還したように、ロシアが北方領土を返還した時は、真の日ソ友好関係が樹立するのだということを認識する日がくるかどうかは、難問であるが、祈らずにおられない。ロシアは、第2次大戦のとき戦勝国が拡張した占領地を拡大しないという大西洋憲章にも違反している。G7サミツトも中山外相の時、北方領土返還を宣言したこともあるが、今後とも、粘り強く、G８やG20をはじめとして国連メンバーに、日本の正当性を説得する活動をすすめるべきであろう。国際放送などを通じても、状況を見て、不断にその主張を継続するべきであろう。Ｇ８のメンバーになったロシアが、１９世紀帝国主義の時代のブランキイズム（瀬戸際政策）にならい、自国の利益を平和でなく、戦争や武力行使でも、諸外国からの武力による抑制が効かない機会を狙って選択することを、Ｇ８メンバーのような責任ある国になっても取ることになると、時代は帝国主義の時代に逆行する。
関連して、このほど来日したミロノフ・ロシア上院議長は、1月15日の記者会見で、ロシアは、冷戦終了後、90年代の低迷の時代を経て、国家の主体性を回復しつつあるーー米国の路線と違うところもあるが、世界的な諜報活動やテロ対策など協調分野もあり今後とも米との協調は摸索すると述べた。また近く来日するプーチン首相が日ロ関係の前進を、領土関係をふくめて目指す点が期待できると言及した。しかし、ロシアは、一般的にアジア太平洋における迎撃ミサイル防衛体制には、批判的であるとして、北朝鮮をはじめとする核の脅威についての対策については、理解不足であった。最近の日本漁船拿捕や、北方領土ビザなし訪問への締め付けなど、折に触れて友好関係を損なう措置をする。
グローバリゼーションの過程で、「政治」の叡智が、経済の欠陥や「安全保障」に関する見解の相違を補い、20世紀までの失敗を繰り返さないようにすることが出来るかどうかも問われてこよう。
その場合、ロシアと共に上海協力機構の主である中国の日米欧との関係、ロシアとの接近度、またアジアにおいて健全な地域機構が東アジア、ＡＳＥＡＮ地域、南西アジア、オセアニア、環太平洋、それぞれ相互などで発展進化するかどうか、ＡＳＥＭの関係がどうなるか、ひいては、今後の日米中の関係が世界史的にも重要になると考えられる。さらに、経済のグローバル化を破綻させないためには、グローバリゼーションにおける政治の役割が重要になってくると考える。日米は、安全保障面を始め強固な関係にあるが、中国は、日中戦争の頃からソ連と米国に依存してきたし、最近の米中経済戦略会議（年２回）により経済や環境など密接な協議もしている。２００８年９月に日本を抜いて米国債の最大の購入者になったし、今回の危機でも、米国への投資も多く、オーストラリアなどの資源会社を1.7兆ドルの外貨資金を国策会社に豊富に与えて投資する。また米国の裏庭といわれた中南米に接近し、２００７年１００億ドルと１０年間１０倍になった中南米貿易を資源獲得を含めて拡大しょうとしていることからも、ロシアべつたりではないが、上海国際機構などを、西側との対抗関係に利用することは、2005年の会議で米国の中央アジアへの影響力排除をロシアと共に決議していることからも、ありえよう。
国際社会は、２０世紀央ばにおけるバイポラリゼーションから、ソ連崩壊後のモノポラリゼーションをへて、いまや、国と地域連合国家群、地域協定国家群の間に、マルテイポラリゼーションとグローバリゼーションが併行して進行する世界的総合社会の形成過程にある。個人と国と、人類の叡智と多面的なレーゾンデーテルを考慮してマルテイラテラルに解決していく、叡智と努力が問われている。この過程は、マルテイラテラリゼーション、ミニララテラリゼーションといってもよいと思う。
数百年の平和的鎖国から目覚めて、近代化に成功した日本は、建国以来はじめての敗戦で壊滅的状況の中から民主主義の国家として甦生したが、今また世界的な新しい『生存の条件」の中に、人類の新しい共存のあり方のモデルを実現できるかが問われている。現実的には、米国との同盟を基軸にしなければならないが、米国は、オバマ大統領の誕生にも見られるように、独立宣言以来、人間の自由と人権を拡大してきた点は、尊敬すべきであるが、社会的な欠陥も富裕層の利益偏重の点や経済秩序のありかたも含めて多々存在する。日本は米国と連携し同盟を強固にしながら自国の利益と世界への貢献を両立させねばならないが、米国が世界のルールを求めながら、京都議定書、国際人権規約、国際海洋法条約、ＣＴＢＴなどに加入せず、自国利益優先で国際ルールの外にいる姿勢の是正を求めていくことも真の同盟関係の進展とソフトパワーによる世界進化のために必要であろう。勿論、ロシア、インド、中国などその他の国々へも、徐々に世界への貢献をしていくマインドが増大するように、日本が誘導すべきであろう。
また、安定的で、活力のある社会を求めるにしても、上記のバイポラリゼーシヨン、モノポラリゼーション、マルテイポラリゼーションとグローバリゼーションの並存する世界的なトレンドの中で、日本が安全をどう確保するかについて、少なくとも自衛の権利のあることは、日本の各政党の共通の理解となるべきで、憲法に最低限、追記する形でも明記することが緊喫の課題であるが、各政党とも現実には、逃避している実情がある。バイラテイラル、マルテイラテラルな国際協力と外交によって自国及び世界の安全を確保する基礎となるのは、ソフトパワーを目標としても一国の独立と完全な文民支配の自衛力である。
安全保障の確保については、核兵器問題について、世界的な道筋と合意が必要であるが、一朝一夕には、実現しえず、絶えず其の実現に向けてのプロセスが存在するのみである。その間にいくつかの国が核装備を既成事実化しようとしているのが、国際政治の現実である。この意味で、現実に核兵器をもたない日本が核兵器を保有する国ばかりで構成される国連安全保障理事会の常任理事国となって絶えず世界に働きかける位置を確保することの意義を、先進国、新興国、発展途上国に納得してもらう必要があり、わが国の外交の最重要な課題である。そのためには、世界に対してどういう貢献をしていかねばならないかについて国民のコンセンサスを得るべく、各政党が国民の理解を得るための知恵を絞るべきであろう。既に核の平和利用の推進は、この論考の冒頭に報告書を引用してのべたように、日本の政策となっていく過程の中にあるが、核兵器からの安全の確保については、核ミサイルへの迎撃システムの技術革新や抑止力としての核兵器の研究も含めて、まづ自らの国で努力し其の上で、対等に米国との協力を進めるべきである。また、核の攻撃や潜在的威嚇に対して、国際協力を含めて、現実に核兵器をもたなくても、日本に核抑止力がある状態を維持しなければならないことも、国際関係の厳しい現実として認識しなければならないであろう。核の脅威から安全保障を得ていくために、核の防衛上の研究開発は、必要な場合もありうる。
日本としては、米国や、政治・経済・社会の価値を共有する国々と連帯しバイラテラル、マルテイラテラルな国際協力を進めながら新興国や発展途上国の共感を得つつ主体性のある世界への貢献を続けていくことが、日本の新しい「生存の条件」となる。　　　　　　
０８年の中国の軍事予算は、推定８４９億ドルで、世界２位となり、過去１０年で３倍になっているとストックホルム国際平和研究所は、２００９年６月９日に発表した。航空母艦の建造などますます力の拡大に忙しい。ロシアも５８６億ドルとドイツを上回る５位である。国際政治の現実は、パワーポリテクスの占める要素が大きい。日本は、憲法からしても、ソフトパワーによらざるを得ないが、他の国は軍事を含めたパワーポリテクスで動いていることは、認識の基礎におかねばならない。経済力を生かす外交でも、２００５年のGleneagls Summit の際、小泉首相は、アフリカの貧困解消に向かって５年間に１００億ドルを拠出する旨表明したが、サミットに招かれていた胡錦濤中国主席は、翌年アフリカ資源諸国を巡って資源獲得を主眼に２年間に２００億ドルを供与するプランを約束した。
さて、２００９年サミット直前にオバマ大統領は、ロシアを訪問し本年初めプラハでの、核廃絶への理想を強調した演説に沿って、ロシアと核軍縮へ向けて協定を作ることを合意した。７月６日のクレムリンで１２月に失効する第１次戦略兵器削減条約【ＳＴＡＲＴ１】にかわる条約締結への合意した内容は、次の通り。
· 米ロは、戦略核弾頭の上限を１５００－１６７５に削減　
· 核弾頭の運搬手段を５００－１１００に抑制
· 核削減のための効果的検証装置で一致
· 米のミサイル防衛（ＭＤ）システムで協力の可能性を探る。
· アウガニスタンの協力では米軍の軍事物資のロシア領内通過を容認
· 政治対話加速に向けて２国間委員会を設置
また、２００９年２月ロシアは、米国に対してアフガンへの補給路提供で対テロ戦争に協力すると表明したが、ミュンヘンでの国際安全保障政策会議で米バイデン副大統領が見直しとリセットを行う時期に来たと演説したここと、２００８年暮れ、キッシンジャーがモスクワでメドベージェフロシア大統領と非公式接を行った経緯からみると、オバマ登場を契機に米ソが接近を試みているとみえる。ロシアは、ルーブルを国際基軸通貨にと昨年提唱した時もあったが、２００８年第４半期には、１３００億ドルが流出し、通貨が約４割下落し融資がストップするなど金融構造が弱く、輸出に占める１時産品の割合は、ブラジルの約３割に比べて、６割といういびつな経済であることが、米ソ接近の遠因ともいえる。
北朝鮮への制裁についても、ロシア、中国が若干歩み寄ってきた。これは、サミットの効用のひとつで、世界経済危機は、Ｇ８だけでは、解決に有効性を発揮できない時代に入ったし、世界ＧＤＰにしめる割合も、Ｇ７で、５５．８％、Ｇ２０で８８．７％、人口はＧ７で１１％、Ｇ２０では、６５．８％で環境問題、食糧問題、資源問題も今やＧ２０抜きでは、協調の成果が不十分である。既に、米国もＧ２０に重点を置き始めたし、中国とのＧ２もウェイトを増している。ライシャワー研究所長のケント・カルダー教授は、小泉内閣末期の日本での講演で、これから日米中の関係がどうなるかは、世界史的な意味合いがあると述べたし、私もそれを含めて日本を取り巻く情勢を分析し当時官邸などへ届けた。
これからは、日本にとっても、Ｇ８のみでなく、（Ｇ４），Ｇ１１，Ｇ１４，Ｇ２０（Ｇ７＋ＢＲＩＣＳ＋アルゼンチン、豪州、インドネシア、メキシコ、韓国、サウジアラビア、南アフリカ、トルコ、欧州連合）、資源国、などにも外交の力点を置かねばならない。また日本は、これから国連をはじめとするワールドガヴァナンスを構成する諸機関で存在意義を示していかねばならない。また、韓国がＥＰＡ，ＦＴＡで、ＥＵや米国に示している積極姿勢は、他山の石である。他の地域経済機構との協定、アフリカなどへの国際協力とならんで、注意をはらうべきである。しかしＧ８諸国が主要な国際問題の安全弁、ベースとなつていることは、依然として意味がある。本年のイタリアサミットに至る過程でも、北京オリンピック中に始まったグルジア紛争後、ロシアと西側の関係は、悪化したが、オバマ米大統領の多国間主義の新外交路線の登場で、米ロは、サミット直前に歩み寄った。やはりＧ８諸国間の関係が険悪化しないことが、グローバル化時代の安全保障の基礎となっている。ことに、オバマ大統領が９月になつて、東欧へのＭＩＤミサイル配置を撤回したことで、ロシアはこれを歓迎し、対イランでも歩み寄りをみせた。またオバマの米国は、多国間主義、新興国の取り込み、Ｇ２０へ軸足を踏み出し、９月のＧ２０を重視している。エジプトでイスラム世界との融和について、呼びかけの演説もした。また、７月２０日には、ＡＳＥＡＮの基本条約であるＴＡＣ（東南アジア友好協力条約）に署名した。プラハで４月に「核なき世界」を提唱した頃は、夢物語とされたが、米ロに引き続き、Ｇ８でも、議論し、来年３月に約３０カ国参加で、世界核安全保障サミツトを開き中国、インドを巻き込み、北朝鮮、イランへの働きかけを企図すると思われる。７月２２日タイのプーケツトで開催されたＡＳＥＡＮの地域フォーラム【ＡＲＦ】を利用して開催された『ＡＳＥＡＮ＋３』と東アジアサミット外相会議【ＡＳＥＡＮ＋３＋印、豪、ＮＺ】では、北朝鮮の核・ミサイル実験に対し国連安保理決議に従うことを求めた。クリントン国務長官は、ＡＲＦに先立ち、記者会見し、北朝鮮、非核化なら関係正常化を見返りとすると発言した。１６日日本を訪問したキャンベル国務次官補は、核の傘を含む、抑止力を中心として、日本と定期協議を開くこと合意した。
最近の国際情勢は、進展が早い。オバマは、Ｇ２０を重視する態度を明確にしている。先に２００６年６月の日本講演で、グロ－バル化の過程で、日米中の関係がどうなるかは世界史的な意味があるとするケント・カルダー教授の見解を述べたが、２００９年７月２７,２８日ワシントンでは、米中の経済・安全保障の閣僚級の戦略会議が開かれ、オバマ大統領は、世界で最も重要な２国間関係は、米中であると演説した。
米中戦略会議の主な合意事項
●　米中軍事協力をあらゆる分野でレベル拡大
●　地球温暖化対策についての米中政策対話の枠組みを創設
· 北朝鮮の核問題を巡る６カ国協議と国連安保理の制裁決議履行の確認
· 対テロの米中対話を今週実施
· イラン、中東問題担当の米中高官協議を緊密化
· マクロ経済政策の連携強化、米は貯蓄率の向上、中は、内需拡大へ。
· 米は、2013年までに対ＧＤＰ比での財政赤字を持続可能なレベルに引き下げる。
· 米は、金融監督を強化、中国は金利自由化と消費者金融普及を促進
· 米中は、ＩＭＦなど国際機関の改革、強化、ＷＴＯの交渉妥結で協力
以上、『警戒すべき世界情勢』で述べてきたのは、この１年間の動きであるが、
このような短期間でも、主要諸国の政策は、ダイナミックに動く。日本は、長期的な目標と、短期的な国際情勢への対処に、統合性を持った戦略を立てる必要がある。２００１年のカナナスカスサミットでは、ブッシュが、ロシアを正式サミット開催国とすることを提案したが、このとき１９９０年のＧ７の日本への北方領土返還声明と其の後数年間の類似の決議にもとづく日本の首相の発言は、なかった。長期的な日本の外交的国益について、外交事務当局と首相の間にたとえ１０年前のこととはいえ戦略的発言への準備が出来ていなかったとみられてもしょうがない。もし日本がソフトパワーにより世界をリードしょうとするならば、国連常任理事国になること、サミット外交、国際機関外交、ＢＲＩＣＳやＧ２０への戦略、ＯＤＡや経済外交，地域経済協定、地球温暖化対策、資源リーソスの長期的獲得方法、原子力や自然エネルギーの利用など、日本の戦略についてぶれない基本方針と現実の変化への応用を含めて、日本の戦略の企画実施をする内閣をふくめた最高機関で常に吟味される必要がある。
＊ひとつこの機会に付言するとソフトパワーを重視するなら、卑近な例では、グルジアや竹島、尖閣列島があるが、国際司法裁判所による国際紛争の解決が国際社会の中で実効性のあるものになっていく努力も必要である。その場合、両方の当事者が同意しなくても、一方の当事者の提訴に正当性があるなら国際司法裁判所が司法裁決に進めることができることは、必要な改革である。逆に言えば、法の正義とか、ＩＣＪの裁決が、充分に機能し得ないのが、現段階の国際社会の発達の程度であり、それだけ国際社会では権力的な要素が強いということである。それば、たとえば、米国の核不拡散条約とインドに対する例外とか、米国がブッシュ訪韓以前に竹島が韓国領と地図が変わったことにも端的に顕れている。関連して、８月始め、東京大學で国際法アジア学会があり、欧州や、米国の国際法学会会長を初め、国際的な法律家が出席した。過去２年間、会長をつとめた小和田ＩＣＪ所長から、中国代表に会長任期が代わった。会期中、小和田さんや、海洋裁判所の柳井元駐米大使にも、国際法の立場では、このような問題や大陸棚などをどう扱うか伺ったが、国際法が紛争の有効な解決方法となる日が望まれる。。
さて、２００９年の９月下旬に国連では、地球温暖化、核問題など、重要な会議が開催された。鳩山首相の２０２０年までに、１９９０年比２５％のわが国のＣＯ２削減は、米国や、中国などの新興国の削減合意を前提とするが、日本の提案が国際社会に展開される布石として注目される。核武器の廃止についても、オバマ提案に同調し、唯一の被爆国としての日本がイニシアテイヴをとっていくという決意を示し、安保理常任理事国への日本の願望の披瀝、東アジア共同体の提唱など、一連の会議を通して日本外交の目標が明確になった。
Ｇ２０首脳サミット
これらの会議の直後の２４日、２５日にＧ２０サミットが開かれ、今後の特に経済を中心としたワールドガヴァナンスに影響する、米国の消費に過度に頼る『世界経済の不均衡』是正のため、各国の経済政策を相互監視する枠組みを創設するとした首脳声明を採択した。国際経済協力に関する第１のフォーラムとしたことも特筆される。骨子は、次の通り。
『持続可能で均衡ある成長』
· 景気刺激策を継続
· 景気回復が確保された時点で実施する出口戦略の作成を継続
· 均衡ある経済成長を達成するため、経済政策を相互監視する枠組み設立
『金融規制の強化』
· 銀行資本の質と量を改善する国際ルールを２０１０年末までに策定　１２年末を目標に段階的な実行に踏み出す
· 金融機関に対し、健全な報酬慣行の即時実施を要請
『国際金融機関』
· 新興国などのＩＭＦへの出資比率を少なくとも５％拡大
（参考：ＩＭＦ、新興国増資、危機の際の融資額６７兆円へ、日本は、低開発国へ２４００億円の原資提供へ）
『雇用』
· 年末までに７００万―１１００万の雇用が創出・維持される見込み
『貿易・エネルギー』
· 保護主義との戦いで結束
· 化石燃料に対する補助金を段階的に廃止・合理化
『今後』
· Ｇ２０は国際経済協力に関する第１のフォーラムで毎年開催する
Ｇ２０のあと１０月３日、トルコのイスタンプールで開催されたＧ７財務相ー中央銀行総裁会議で、米は、米、ＥＵ，日本、中央銀行のＧ４をＧ７に変わるものとするよう提案したが、合意に達しなかった。
　一方、岡田外相は、９月末の北京で日中韓の三国外相会議で東アジア共同体への賛意を得たし、１０月３日カンボジアのシエムレアブでのメコン川流域５カ国と日本との会議で支援強化を表明し、日本のアジア重視の布石を進めている。また１１月のオバマ米大統領の訪日までに、米軍再編問題や、アフガニスタンへの支援策など日米間の課題の全体像について纏める方針を示している。
新政権の外交姿勢は、一連の国連の会議や、アジアでの会議と、この日米間の話し合いが成功すれば、大体の方向が明らかになっていこう。
ＥＵの進展　
１０月３日には、アイルランドが再度の国民投票でＥＵの拡大、統合を加速するリスボン条約への批准賛成をきめた。このことは、欧州で、１９５８年ＥＣ創設へのローマ条約締結以来段々と進められてきた欧州統合について重要な動きである。ＥＣからＥＵへと進展し、共通通貨の導入や政治統合を徐々に進めてきたＥＵは、加盟国が現行の基本条約であるニース条約成立時の１５から１２増え、２７になったことにより、政治統合の深化や、意思決定の迅速化のため、０７年末にリスボン条約が調印されたが、この条約の前身の『憲法条約』の時は、否決したフランス、オランダを含め、８カ国が国民投票を実施、予定していたため、発効にいたらなかった。リスボン条約については、その反省から２６カ国は議会の承認で批准する道を選び、憲法の規定により、国民投票を必要とするアイルランドが、昨年は、否決したが、今回は、サブプライムローン後の世界経済危機の進展で、アイルランド国民は、６５％の賛成に変わった。ニース条約の全会一致では、法案通過に数年かかることもあるが、リスボン条約では、外交など一定分野を除き、表決ルールを賛成する国数・人口による特定多数決制に改め、議決を速める。　　　リスボン条約の重要項目は次の通り
○ＥＵ大統領、外相の創設
任期２年半の常任議長（大統領）を新設
現在の共通外交、安全保障上級代表の権限を強化した上級代表（外相）を新設。
· 欧州理事会の意思決定を効率化するため加盟国の５５％、総人口の６５％以上の賛成で可決とする２重多数決の適用を拡大（現在のＥＵの各国の法律の半分は、ＥＵ法に基づくといわれるが、制定速度が増す）。
· 欧州議会の権限強化。各加盟国議会にもＥＵ政策を監視する役割を持たせて透明化。
· 各加盟国の脱退手続きを制定
その後、２００９年秋までに、リスボン条約を関係国が全て批准したことにより、１１月１９日ベルギーのファンロンパイ首相を、事実上の外相となる上級代表には、イギリス出身のＥＵのアシュトン通商担当委員を選んだ。新大統領は、調整能力にすぐれているとされるが、米、中、ロなどへの説得力が試される。知名度のある、英国のブレア元首相を排して、選ばれたのは、独、仏の意向が反映されていると考えるべきであろう。
終わりに
２００８年の２月末の英国における会議のリポートを昨年の危機の進行に合わせて、２００９年９月ごろまでフォーローしたら《その後も１２月頃まで追加》、必然的に世界のみならず、日本の政治、経済、社会、安全保障のあり方が顕れた。財政赤字ひとつをとっても米国の2008年4500億ドルは、2009年度1兆8千億ドルとなり、日本は、累積でGDP比で1.7倍が2008-9年度の麻生内閣の4度の予算まで含めると2倍の一般政府赤字へ向かっており、先進国最悪である。累積赤字を消費税だけで解消しょうとすると、300％以上となり、年間の雇用所得は２５０－２６０兆であるから、計算上は、国民は3年以上餓死しなければならない。長年の与党の責任は重大である。ダボス会議の世界経済フォーラムの発表では、２００９年度の日本の競争力は8位だが、政府債務では、データ利用可能な国の最下位（１３２位）としている。
今回の危機では、世界全体としては、時価会計の緩和を含めて、なんとか金融経済と実体経済の破綻を防ぐ方向で、G20なども合意している。このような、甘い基準の下ではあるが、米国は、ＦＤＩＣ（米連邦預金保険公社）の銀行保証を２０１０年３月で中止するとして、米国の金融危機が一段落したことを印象づけている。最近の９月になってからのオバマ、ガイトナー、バーナンキの発言もこの線にそっている。ＩＭＦは、世界金融機関の金融機関の損失について、2009.1月に2.2兆ドルに増額、さらにその後４月時点で４兆ドルまで増大したと発表していたが、危機への対応が世界的協力でなされた結果、２００９年９月３０日、世界経済のシステミックリスクは、下降したとして、金融機関の損失額を3.4兆ドル、に減額推定した。この3.4兆ドルの推計は、０７年から１０年までに世界全体で見込まれる損失額で、ＩＭＦの１０月版のＣＦＳＲ（国際金融安定性報告書）では、このうち計2.8兆ドルの評価損計上が必要になるとのべ、０９年半ばまでに評価損を計上した額は1.3兆ドルとしている。
世界景気が回復の途上にあるとはいえ、もし再度危機が悪化し、２００８年秋の水準にまで、なった場合、各国政府が再び２００８年秋の対策を協調して同じ規模で繰り返すかどうかは、確言できないのではないか。不良債権の処理なども、当事者、当該諸国に委ねる割合が増大することもありかねない。
しかも、現在もそうであるように、各国とも景気回復のために、財政政策の増大が恒常的に求められている。いまのままでは、益々財政赤字拡大になる可能性が大きい。わが国の場合、世界１位の債権国であること、貯蓄が１５００兆近くあること、今まで国民の理解できるほど明示されなかった一般会計と特別会計の資産、負債を精査すると約５８兆円の収支差金があるとの学者の指摘がある。政府も今後一般会計と特別会計をわかりやすく国民に提示し、利用可能な差金は、ファンドなどの無駄の排除と共に、財源として使いうると説明することは出来よう。新政権の民主党は、公約の本年度分追加に必要な7.1兆円は、補正予算の未執行分８.３兆円を精査し、組み替えなどを行えば、捻出可能としている。ただこの方法も来年以降の予算、公約した消費税４年間値上げ凍結などに継続的に使うことは出来ず、累積債務の解消には役立たない。内需拡大のために、継続的な財政支出が求められるが、それにより成長が拡大すれば、税収も増していくが、そのためにも赤字国債増大でない財源が長期にわたり確保されねばならない。
まづ、国民の生活支出による救済と有効需要の拡大、内需拡大を、新政権は、政策目標としていると、理解されよう。わが国は、この世界危機の時代に国民の生活を改善するための予算、福祉的支出、雇用の創出や、教育、技術革新のための予算に重点を置くという政権を迎えた。福祉にしても、現在提起されている年金などの問題に加えて、先進諸国と比べて、未だに失業手当ての面で　福祉国家としての体制に欠陥がある点がある。雇用の維持は、これからの政策の基本問題であるが、ＩＬＯが指摘するまでもなく、労働者の無職の場合の失業保険カバー率は、２３％で、西欧諸国に比べ、見劣りする。雇用の確保の重要性を考えると、わが国の強みであった貿易収支、経常収支の黒字を継続することは、その充分条件のひとつであり、失業を福祉国家の立場で、救済するとするとき政府の財政支出の財源を確保することは、必要条件のひとつである。
日本の個人国民所得の平均は、90年代の世界トップレベルから、19番目まで低下した。日本にとっては、現状の経済の欠点を克服するためには、需給ギャップの正確な把握、内需も輸出も拡大できる経済成長モデルの再設計、名目成長率が実質成長率より、2％程度上回る経済政策の採用、累積赤字を直接の増税を伴わないで一転、福に変える、思いきつた、政府財源確保に向けての決意が求められる。この最後の方法での財源確保については、今までのエコノミストは、反対する人が多いと予想される、世界はじめてといえる政策パラダイムの採用を政府、中央銀行の連携、協力によって、実現しなくてはならない。つまり政府通貨発行権を、毎年中央銀行に一定限度、売却することによりーつまり、財政当局と中央銀行との関係強化で、赤字国債を増大しなくても、その縮小にも役立ち、なお新規政策の財源を確保する道である。埋蔵金や特別会計の無駄の発見で、数年は、やりくりしても、消費税３００％にしなければ、累積赤字が計算上は解決しないというのは、異常である。自民政権当時の最後のシナリオでは、プライマリーバランス（基礎的財政収支）の回復も２０２０年ごろまで延期された。財政支出を増大し、有効需要を拡大させ、需給ギャップを縮小し、その結果税収が拡大したとしても、もし赤字国債の増大に財源を求めれば、国家の信任に影響する。ある程度の信任の下降は、通貨安になり輸出にプラスとなるかもしれないが、いずれにしても、無制限に赤字国債を発行していくわけにはいかず、いずれは、抜本的に累積赤字を適正規模にしていく方策に踏み出さざるを得ない。むしろ通貨発行権処理による財源確保は、ダボス会議などで、データが確保される国の中で、最低と評価されている政府債務の状況の間に踏み出した方が、よいともいえる。といつても、エコノミストが簡単に賛成するとは思えず、実現するのは、世界危機が再度、深刻化したときが、ひとつのチャンスというしかない。
　雇用の維持は、これからの政策の基本問題であるが、ＩＬＯが指摘するまでもなく、労働者の無職の場合の失業保険カバー率は、２３％で、西欧諸国に比べ、見劣りする。雇用の確保の重要性を考えると、わが国の強みであった貿易収支、経常収支の黒字を継続することは、その充分条件のひとつであり、失業を福祉国家の立場で、救済するとするとき政府の財政支出の財源を確保することは、必要条件のひとつである。＊
＊１１月２７日総務省が発表した１０月の完全失業率は、前月を0.2ポイント下回る５．１％となり、３ヶ月連続改善《その後１１月は5.2%へ0.1悪化》、厚生労働省が同日発表した１０月の有効求人倍率は前月より0.01ポイント高の0.44倍で２ヶ月連続で上昇した。完全失業者数は、３４４万人で前年同月より８９万人増えて理由別では、企業の倒産やリストラで同５５万人増の１１６万人で自己都合は６万人増しの１０３万人である。就業者数は、前年同月比１１７万人で前月より減り幅が拡大した。厳しい状況には変わりなく、２０日、３年５ヶ月ぶりに政府が「デフレ」と認定したことにより、物価下落が企業収益を悪化させ雇用に悪影響を与える恐れがある。
　ここまでは、日本の新政権発足後までの情勢を記したものであったが、１１月２６日になってドバイ首長国の信用不安が伝わり＊、世界主要市場が軒並み急降下し、急激なドル安、円高も進んだ。現在、ＵＡＥのアブダビが１００億ドルの緊急融資を行い３００億ドルの債務をかかえるドバイは一息ついている。ドバイのバブル崩壊はあるが、全体として新興国と先進国の間にはデカップリングが進み新興国は、下記に参考としてしめしたデータの成長率や、証券市場の回復率でも先進国をリードしている。
＊ドバイを含むＵＡＥに対する債権は、英銀と欧銀が大きく日銀と米銀は少ない。しかし英銀の対外債権３兆７３３４億ドルのうちアフリカ中東向けは５％、欧銀は、１５兆６９１３億ドルのうち２％である。ちなみに、米銀は、２兆４９２８億ドルのうち２％、邦銀２兆１９８１億ドルのうち１％である。（２００９年６月時点、IBS））
以下いくつかの参考データを示した後、今回の世界経済危機についての2009年12月現在の世界と日本のまとめを述べ、さらに日本の国家戦略に関係する「政権交代後の新機軸と問題点」をｐ130以下ｐ16５まで、記述して、この論稿のまとめとしたい。
参考　以上は日本での民主党政権発足時までに世界危機を中心として記述したものであるが、その後の判明データをしめす。
米、英、ユーロの公的支援　　（Bank of England 2009.年6月調べ）
　　　　　　　　　米　　　　　　　英　　　　　　　　　ユーロ
公的支援額　　　10.44兆ドル　　　2..06兆ドル　　　　　2.31兆ドル
対ＧＤＰ比　　　　７３％　　　　　８８％　　　　　　　１８％
中央銀行の規模　
2.09兆ドル　　2200億ドル　　　　1.73兆ドル
対ＧＤＰ比　　　　１５％　　　　　１５％　　　　　　　１９％
日米欧中銀の資産前年の１．５倍に（２００９年５月末－６月発表）
政策金利の低下だけでは、対応しきれず、各国中銀が長期国債や証券化商品を購入する量的緩和策を取ったためで、金融不安は和らいだが通貨の信認低下を招くことのないよう警戒すべきである。
　　　　　　　　　　　　　資産　　　　　　　　　　　　　　　増加率　
ＦＲＢ　　　　　　　　２兆　８１６億ドル（１９７兆円）　　　２．３倍
ユーロ圏　　　　　　　１兆７９９６億ドル《２４１兆円》　　　２６％増
日銀　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１８兆円　　　　　８％増
英中銀　　　　　　　　　　２１１３億ドル《　３２兆円》　　　２．２倍
カナダ中銀　　　　　　　　　７１１億ドル（　　６兆円）　　　３２％増
５月末為替レートで円換算
ＩＭＦ１０月発表の２００９年、２０１０年の名目ＧＤＰと
マイナスの多い２００９年増加額　　　　　　　　　　単位１０億ドル
　　　　　　ブラジル　ロシア　　インド　　　中国　　　　BRICS計
２００９年　１４８２　１２５５　１２４３　４７５８　　　８７３８
２０１０年　１７２４　１３６４　１３３９　５２６３　　　９６９１
２００９年増加（減少）額
－９１　－４２２　　　３６　　４３０　　　　－４７
　　　　　　　米国　　　Euro　Area　　　日本 　　韓国　　その他　　　　
２００９年 　１４２６６　１２２７６　　５０４９　８００　１６１０１
２０１０年　 １４７０４　１２７１３　　５１８７　８５５　１７３３４
２００９年
減少額　　－１７４　　－１３７０　　―１３８　　―１２９　－２１０６
　　　　　　　　　世界全体
２００９年　　　　　　　　　　５７２２８　　
２０１０年　　　　　　　　　　６０４９５
２００９年減少額　　　　　　　－３６８９
アジア開銀２０１０年経済成長見通し　　　　　　１２．１５発表
６．６％（９月発表より０．２ポイント上方修正）
　　　　　　　　　　　　　　　２００９年　　　　２０１０年
アジア太平洋地域全体　　　　　4.5%                6.6%

東アジア                              5.1%                7.3%

中国                             　　 8.2%                8.9%

韓国                               ▲ 2.0%                4.6％
台湾                               ▲ 3.0%                3.5%

香港　　　　　　　　　　　　　        3.0%                3.5%

東南アジア　　　　　　　　　　        0.6%                4.5%

  インドネシア                          4.3%                5.4%

  マレーシア                         ▲ 2.5%                4.5%

  フィリピン                            1.0%                3.3%

  シンガポール                       ▲ 2.0%                4.5%

  タイ                               ▲ 3.0%                3.5%

  ベトナム                              5.0%                6.5%

  南アジア                              6.4%                6.4%

  インド                                ‘7.0%                7.0%

主要国成長率
実質ＧＤＰ，暦年、前年比％
　　　　　　　　　　　　　　　　　2009年　　　　2010年　　　　　　2011年
米国　日経センター（12.月10日）　▲2.6　　　　 ＋2.1    　　　　　＋2.5

　　　　　　　　　　　　　        09年　　　　　　10年　　　　　　　11年
ＯＥＣＤ（１１/19日）　　　　　　▲2.5           +2.5             　+2.8  

 IMF   　(10/ 1日)　　　 　　　　▲2.7           +1.5               +2.8

　　　　　　　　　　　　　　　09年　　　  10年　　　　 11年
ユーロ圏　
日経センター（12/10日）　　▲4.0      +0.5         ＋1.3

      ECB       （12/ 3日）　▲4.1—▲3.9  +0.1-+1.5   +0.2-+2.2

     OECD      (11/19日)　　▲4.0          0.9          +1.7

     IMF        (10/ 1 日)　　▲4.2         +0.3          +1.3
 中国　　　　　　　　　　　　09年　　　10年             11年
　　日経センター（12/10日）＋8.6        +9.6            +9.1

    OECD       (11/19日)　＋8.3       +10.2            +9.3

    IMF         (10/1日)　 ＋8.5        +9.0            +9.7

    世銀　　　　（11/4日）　+8.4        +8.7              n.a

EU　2008年実績＋0.8  

    日経センター（12/10日）　▲4.1        +0.5           +1.3

    IMF  　　　 (10/1日)   　▲4.2        +0.5           +1.8

英国               2008年実績＋0.6

    日経センター（12/10日）▲4.7        +0.8             +1.4

    IMF （10/1日）      　▲4.4        +0.9             +2.5

ロシア　　　　　　2008年実績＋5.6

    日経センター           ▲8.0        +2.5             +2.9

    IMF                   ▲7.5        +1.5             +3.0

ブラジル　　　　　2008年実績＋5.1

    日経センター           +0.0         +3.7             +3.9

    IMF                  ▲0.7         +3.5             +3.5

インド　　　　　　2008年実績＋7.5

    日経センター           +5.8         +6.4             +7.3

    IMF                   +5.4         +6.4             +7.3

経済見通しー米よりＥＵは厳しい。

2010年1月初めになって、米FRBは、2010年のGDPを＋2.5〜3.5%としたのに対し、EUは、2%として
　　　　　2008           2009            2010

財政赤字対ＧＤＰ比　　　　2.3 %           6.7%            7.5%
失業率・・・・・・・・・・7.0%           ９1%           10.7% 

と予測し、米に比べてＥＵの方が回復を厳しく見ている。

2009年の株式リターン率
ただ、たとえば上海のようにリターン率がよいところも2007年の6000ドルから急落し、今3000ドル水準にもどったところである。年初からの上昇％ 12月11日まで
ブラジル　上海　香港　  韓国　 欧州小型株　NASDAQ　
2009年上昇率　　　　　84.5     78.3   52.2   47.3    45.97      38.9        

2008年下落率　　　　　41.2     65.4   48.3   40.7    48.47      40.5    

カナダ　マザース　ドイツ  　 英国　　　日経 

2009年上昇率　        27.3    23.2     19.7　　  18.7    　42.1

2008年下落率　        35.0    58.7     40.4      31.3      42.1 

世界M&A低迷　　　　　　　トムソンライター調べ
2009年は1兆9680億ドル04年来５年ぶり低水準。ピークの07年の半分.

特に買収ファンドによる1300億ドルは、前年比4０％今日減でピーク時の07

年の7割減。業種別では金融が２０％でトップだが前年比４３％減。政府による救済が一巡。医薬品は６％増。
世界のＧＤＰにおける主要国の比率
　　　　　２０１０年　　２０２０年　　　　　　２０１０年　　２０２０年
米　　　　　24.3          22.5　　　　 日        8.6            7.0

中　　       8.7          13.2　　　　 独        5.5            3.9

仏　         4.5           3.8　　　　 英        3.9            3.9

伊　         3.6           2.7 　　　　加        2.4            2.2

伯　         2.9           2.9 　　　　露        2.3            3.4

印           2.2           2.9

Ｇ７とＢＲＩＣｓの比率
世界　　　　　　Ｇ７　　　　ＢＲＩＣＳ　　　　その他　　　
２０１０年　　　60兆ドル　　　　52.8％　　　　16.0%            21.2%

２０２０年　　　95兆ドル　　　　46.1%         22.4%           21.5%

註＊２０１０年は、ＩＭＦ予測、２０１４年までのＩＭＦ予測をもとに同程度の成長が続くとして、２０２０年を推定
＊＊ゴールドマンサックスのジム・オニール氏（BRICS命名者）によると18年にBRICSは、
ＧＤＰで米国を上回り、27年に中国が米を上回り、３２年にBRICSがＧ7を上回る。
＊＊＊国連人口推計で、今後10年間でBRICSの人口は、8.2%増加、Ｇ7は、4.4%増。人口ボーナス期（生産年齢人口が被扶養人口―高齢者・子供―の2倍を超える時期）では、経済成長が加速するが、新興国の強みとなる。
危機前2006年3月時点でＢＲＩＣＳ外貨準備高でＧ７をぬく

外貨準備は、政府・中央銀行の保有する外国通貨や金で対外的な支払い準備資産として国家の信用力を示す。2006年3月時点でＢＲＩＣＳは、1兆2,922億ドルで2004年末と比べ、4割増え、Ｇ７の1兆2,539億ドルを超えた。中国が8750億ドルでＢＲＩＣＳ合計の68%を占め、ロシア2056億ドル、インド1516億ドルブラジル598億ドルであった。伸び率では、ロシア、インド、ブラジルが10%をこえた。ロシアは、エネルギー輸出の外貨収入を政府のドル買い介入で吸い上げ、外貨準備は1年で約1.5倍に膨らみ、2千億ドルを突破した。

2009年末中国外貨準備高2兆4000億ドルへ

中国の2009年末の外貨準備高は、前年末に比べ23.3%増え、2兆3991億5200万ドルとなり、日本の1兆493億9700万ドルの2.3倍になった。2006年日本を抜いて世界1位を保持しているが、2009年の急増は、人民元相場を実勢より低く保っため、元売り・ドル買い介入を膨らませたためである。関連して、09年末の通貨供給量は、前年比27.7％増で、政府目標の17％を大幅に上回り、内需振興にも役立ったが、不動産市場のバブルやインフレが警戒される状況にある。

外貨準備に占める各国通貨の構成比　IMF　　　2009年第3.四半期　
　　判明分は、総計4兆4348億ドル

一位　米,二位　ユーロ、三位　英－　脱ドルの趨勢
日本　　3.23%  08年第四半期記録の3.29%以来 一年ぶり高水準。増加は、前四半期の3.1%から2四半期連続。2四半期連続は、07年第３四半期からの三期連続以来の2年ぶり。09年第3.四半期は、ロシア、中国など新興国の需要がおおかった。先進国の外準に占める円の比率4.41％と前期の4.44%から横ばい。新興国の外準に対しては、1.91%と前期の1.62%から上昇。

米ドル　61.6%-- (ユーロ導入の99年以来の最低を記録した前第２四半期の

62.8％からさらに低下)
ユーロ　27.7%  (前第２四半期の27.4％を上回る。

英ポンド4.33%  (前第２.四半期の4.29%から増加して08年第３・四半期来)
各国外貨準備の動向は、運用額の大きさ、投機資金のように反対売買が無い〈買い切り〉であるため、為替相場に大きく影響。世界の債券市場における日本国債の発行残高からすると現在の円の保有率は、低いとされ円相場と円金利が上昇し始めれば、各国中銀が円の保有比率を高めることもあるといわれる。

世界株式時価総額割合
ＭＳＩＣ世界株式指数（直近2009.年）調べ
2009年　米４２％　　日本９％強　　　中国２％強　　ＢＲＩCｓ計　６％
ＪＰモルガン・アセット・マネジメント　
2020年　ＢＲＩCｓ＋南アフリカ　を世界全体の１３％と推定
新興国では、国営企業が市場制度の整備に合わせて上場すると、時価総額の増加ベースは、経済成長率を上回る見込み。また都市人口の増加により、中所得者が増え、安定的に消費する人により内需が拡大、企業の成長により時価総額増加。日本では、2010年代に団塊の世代が40歳代となり、貯蓄意欲の高い40-60歳前後となる。
―――――――――日経２０１０．１．１．
日本のＧＤＰは、１９９０年代、米がシェア30％の時、18％だった時代もあり、その頃、ロンドン大学の教授が、世界主要都市の株式市場の時価総額が東京1位、Ｎ.Y2位、大阪3位とのべていたのを思い出す。
△◎○□
世界危機2009年12月中旬でのまとめ、
経済の現状は、底打ちからの回復を模索中だが、底割れリスクもありうる。08年から09年春まで、世界全体で2.5兆ドル投じられた財政政策は、最終的には、３－4兆ドルになるとされ、米欧中心に、急激な住宅、自動車の需要縮小が一巡したといわれる。金融デリヴァテイヴを除く、不良債権の処理は、サブプフライム関連損失では09年10月までに2兆ドルでほぼ終了した。欧米金融機関への資本注入は、1.2兆ドルで内0.6兆ドルは公的資金、将来の損失は、欧米トータルで年間3－4千億ドルで収益の範囲内で処理する。米国では、08年11月から09年3月末までFannie Maeが抵当権実行手続きを停止しているが、09年2月から住宅総合対策として900万件の住宅ロー不良債権化を阻止し、結果、中古住宅価格底打ちにつながるみこみである。これは、住宅ローン破綻者に、400万件、元利払を援助し、潜在的破綻者に500万件8月以降担保価値の125%で低利借換えをおこなった。欧米でも、英国でインタレストオンリー化を前提とした住宅ローンの借り換え対策を打ち出し、スペインでは、不動産の代物弁済で、銀行が不動産を保有し、収益還元法で運用。スペインなどは、金利0で金を集め、国債を買い3％の金利を得て、3年後の不良債権処理にあてるような現象がおこっており、「飛ばし」も認められている。米連邦制度理事会では、16日のFOMC(公開市場委員会)で、次の声明（骨子）をだして、緊急時の危機対応策の縮小をはかり始めた。
· FF金利の誘導目標は、0-0.25%で維持。今後も長期間異例低政策金利
· 景気認識でやや、経済活動が上向き、労働市場の悪化は緩和
· 危機対応の資金供給は2月に終了。
· 他国中銀とのスワップ協定終了に向けて調整する。
欧州でも、ECB（欧州中央銀行）が金融市場の安定化策の一部を廃止するほか、EUは政府による銀行支援策を縮小する検討に入った。欧州経済は7-9月期に一年半ぶりに景気後退局面から脱したばかりでスペインやアイスランドは来年もマイナス成長が続き、ポルトガル、アイルランド、イタリア、ギリシャ、スペインは金利上昇やユーロ高への抵抗力が弱い。にもかかわらず、ECBは過大な財政支出の継続と低金利は新たな投機資金を産み、金融危機の原因となるとの懸念をもっているとされる。
ただ、米欧とも、不良債権のカウントは、貸し倒れ引当金20-30%の要管理から2-5％の要注意債権に移行したり、実態経済との対比で大きい金融商品の決済を、経済破綻を防ぐため、長期にわたり延ばしていこうとしているなど、底割れがあった場合の危険性もはらんでいる。また、ギリシャ国債は格付け引き下げとなったが、アイスランド、バルト三国、ハンガリー、ウクライナも危険性があり、英国でさえも、財政赤字は、危険水域である。つまり出口戦略の前の危機そのものの解決が，充分でなく、欧州内の諸国間格差が増大し、たとえば、.独は、南欧諸国への負担を続けるかどうかといったような問題にもなる。
危機後の世界は、全体として、新興国はリーマンショックの前に戻っているが,

先進国はマイナス20-30%以下の水準である。しかし、どちらかだけで、世界景気全体を引っ張っていけない状況が危機後の世界の特徴といえ、両方が回復することが必要。世界的に見ても、適切な、実物経済とマネー経済の関係への解決ルール策定はいまだしである。出口戦略については、当分時期尚早である。
米国の場合、危機から脱しても、経済力の弱体化は否めず、過剰民間債務家計6兆ドル＋企業4兆ドル計10兆ドルを肩代わりするため、膨大な財政赤字が避けられず、３％台から→1.5乃至2.0%へ潜在成長率の低下をもたらす。大手の銀行は、公的資金の返済など、健全化しつつあるが、本年度12月までに中小・地方銀行は１３３行が破綻した。しかし、大恐慌時代の計２000行といわれるようなことにはならない。今回の危機に対処したＦＲＢの役割は大きいが、リーマンショック以前の総資産額９０００億ドルは、０８年末には、２兆２６６３億ドルと２．５倍になり、ことにモーゲジ《住宅ローン担保債券》保有が０９年１１月には８５４８億ドルと急増し、いかに今回の米国の危機のきつかけになった住宅ローン危機を支えたかを象徴的に示している。問題は、米国自身の反省により、いかに適切な共通のマネー経済と実物経済の間のルールを国内的にも、国際的にも打ち立てられるかである。
中国　　
積極的な金融緩和策をすすめる一方、人民元高を押さえるため,元売り、ドル買いを進めた結果、国内銀行に大量に人民元が集まり、08年末30.3兆元だった金融機関の貸出残高は、０９年末には、貸し出し残高は、08年末の31.7%増の39兆9700億元（約534兆円）となり一年間の増加額は、9兆5900億元と前年比2倍近くに膨らんだ。関連して、09年末の通貨供給量は、前年比27.7％増で、政府目標の17％を大幅に上回り、内需振興にも役立ったが、不動産市場のバブルやインフレが警戒される状況にある。
０８年末から２年間で、安価な住宅建設、農村基盤の整備、鉄道などインフラ整備、医療、分科、教育事業の促進、環境対策の強化、技術革新の促進、震災被災地の復興加速、国民の収入引き上げ、付加価値税減税、銀行貸出の拡大など10項目を柱とする４兆元（約57兆円）真水でGDP3%に達する景気対策を進めてきた。うち1..1兆元（７000キロの高速、空港１００への投資）などで０９年度８％成長は確実。今回の世界危機からの脱出では、いままでのところ成功した国といえ、2010年の9％前後の成長も遂げられると見られる。2010年1月10日発表で、中国の2009年の輸出額は、1兆2017億ドルで世界危機の影響で前年より16％減り、26年ぶりの前年割れとなったが、1兆240億ドル見込みのドイツをぬき世界首位となった。08年には、貿易黒字額でトップに立つていた。中国が世界NO.1である分野は、人口、成長率、粗鋼生産量、貿易額、経常収支黒字、外貨準備保有額、米国債保有額、CO2排出量、銀行時価総額ランキング1位（2位、3位も）などである。1991年以来の平均10.3%の成長の労働生産性向上の面からの要因分析をすると、雇用者数の増加1.0%,労働生産性上昇9.3%（産業別労働生産性7.8%＋産業間労働力移動1.5%）で非農業雇用伸び率が平均3.4％で全産業雇用伸び率は、平均1.0％である。地域格差を是正するため、国内版FTA,国内版雁行発展、地方交付税制度強化による国内版ODAを進めており、その効果として、従来の沿海部中心と違って、危機の進行に合わせて成長率に西高東低がみられはじめている。元の対ドルレートが実質ベースで2％上昇を続けていく場合は、2026年で米国GDPを抜くと推定されている。中期的には、資産価格バブルが発生し、破裂する危険性はある。今後急速な高齢化、所得格差拡大にも直面するので、その対策や、農民と都市低所得者への所得移転が必要。これらがスムースにいかず、資本ストック整備・技術模倣一巡やバブル発生なに加えて、完全雇用の達成がなされ、所謂ルイス転換点に達し、労働力過剰から不足の経済へ向かうとなると、２０１５－２０年に成長挫折し４％成長ぐらいに落ち込む可能性もある。ただ、中国は財政的に余裕があり、政府債務残高は、30%程度と見られているので、今後経済が落ち込む場合でも政府の財政政策で景気浮揚を図る事は可能である。
日本
危機の進行により生産面と消費面で次の状況があらわれた。
生産面――耐久消費財、資本財の主要供給国として先進国で最大の生産減少。輸出減少が生産減少に直結。東アジア生産ネットワーク全体の在庫調整＋投資ブーム反動の直撃。
生産調整＋特別損失発生《株価下落など》で収益は３分の一、
過剰設備３０％といわれ設備投資抑制が本格化しキャッシュフローが悪化する。
このような状況であつたが、総合経済対策、エコー減税等により、自動車は前年の水準を起伏し、家電は、景況を回復しているなど最近になって好転しつつある。輸出なども回復しつつあるが充分ではない。
消費面――雇用・賃金に対する不安の本格化
これに対し、総合経済対策がなされ、０８年度は、１２兆円、０９年度は、１５兆円計２７兆円ＧＤＰの５％が発動され、
中小企業の資金繰り対策として緊急保障制度３０兆円
セーフテイネット貸付《日本政策金融公庫》＋危機対応業務《商工中金》15.4兆円が実行されている。
雇用維持政策として、労働時間の削減圧力で非正規雇用者解雇が１００万人前
後となることに対し５０万人から１００万人の雇用調整助成金による３年で３００日間の雇用確保する賃金の３分の2を助成している。
金融機関経営の安定のためには、超金利政策の再導入＋金融機関強化法改正・延長により、健全な銀行の資本増強＋不健全な銀行の国有化のスキームを継続しており、注入枠2兆円を12兆円に拡大し、期限を１２年3月に延長している。
09年度後半の息切れ、10年度の新対策をしていかなくてはならない。
12月30日に発表された10年度新経済成長戦略については、ｐ16１を参照。ただデフレギャップを解消するには、力不足で6月発表の詳細プランによる。
なお、日本の世界対比の株式時価総額は、米の42％につぐ、９％2位を保持しており、各国の通貨での外貨準備資産に対する割合では、ｐ125記載のように日本の円は3.23%とやや割合を回復している。

また、格付け機関のフィッチは、日本の長期外貨建て、及び現地通貨建て発行体デフォルトをそれぞれ「AA」と「AAマイナス」として見通しは安定的としている。これは、赤字国債の発行額が44兆円を大きく上回らないと見ることによるのと、日本は、世界最大の債権国で2009年末で2兆5000億ドルの債権を持ち、金融危機やファンデイングでは、問題がないとしているためである。また国民の貯蓄も千数百兆円ある。ただ日本の対ＧＤＰ比の国家債務は世界最大の水準で、財政再建の軌道には、乗っていないとしており、2009年11月の時点では、赤字国債の推移が日本の格付けを圧迫しているとし、「AAマイナス」の格付けをみなおす可能性を示唆していた。資産を勘案しても、日本の国家債務は、最悪に近く、いずれにしても、p150で解決策を提起している「財源問題｝については、早急に取り組む必要がある。
新興国――今度の危機で、相対的には、先進国の地位が低下し、中国、インド、ブラジルなど、新興国が向上した。米国の世界全体の名目ＧＤＰ対比は、２０００年の31%が０８年には,23.8％に低下し、中国は、3.7%が7.1%になり１０年に日本を追い抜く。インドも1.3%が2.０％に増加した。
○△□◎
さて、今まで述べたように、今回の世界危機により、世界秩序が新たなる胎動を始めていることは間違いない。ワールドマーケット、ワールドエコノミック＆フィナンシアルアーキテクチュアも、先進国、新興国、発展途上国のダイナミックな関係の中に実体経済とマネー経済間の適正なルールを求めて、これからも変革過程にある。たとえば、２００８年末以来、ＢＲＩＣＳなどが提唱してきた基軸通貨のあり方についてもゼーリック世銀総裁や国連内部でも必要性を認めつつある。ドルの機軸通貨としての役割は、当分動かないが、地域経済機構のいろいろな動きには、地域通貨の変遷、それとドルとの関係など、世界経済のダイナミズムが加速されその事態自身がチャンスでもあり、リスクでもある。
わが国も、多面的、多層的な政策推進のなかに、国益を確保、高度化する努力が求められている。安全保障や、グローバル経済戦略についての政策の立案、実施が展開されることを期待したい。
２００９．１２. 

政権交代後の統治機構の新機軸と問題点
宇田　信一郎
敗戦後、国民主権のデモクラシーが日本の社会に根付くには、徐々に進展をみてはきたものの、既に６４年を要している背景の中で、今回の政権交代により、民主党は、実体である『官僚制内閣主義』を脱却し「議会制民主主義」の確立を目指すとしているものとみられる。そのための新機軸として
―国家戦略室（局）、行政刷新会議（民間有識者も含む行政刷新の組織）、閣僚委員会（重要政策ごとの関係閣僚委員会）、政務三役会議（政治指導によって各省の政策を決定する目的）、基本政策閣僚委員会（連立維持のための３党首脳の政策調整委員会）―
などの設立を通じて統治機能の変革をめざしている。その機能はいまだに整然となってはいないが、政治指導の原則を明確化するため、１２０年続いた事務次官会議を廃し、政策推進を「閣僚委員会」で審議することとした。要となるのは、官僚内閣制から政治主導への政策決定過程であり、議会の開会を年間通期にすることなどの関連の国会法改正については、これからである。また国家戦略局や行政刷新会議を法的に位置づけし、副大臣や政務官を大幅に増員しさらに政治任用職の大臣補佐官を新設し国会議員約１００人が政府内で活動することを目指している。＊また、政党と政府の関係は、国民の権力の正統性に基づき、権力への意思が形成され、それが権力行使をする政府に出来るだけ適切に伝えられ、国民の生活と福祉のためにまたそのために役立つ生産活動、貿易活動、研究活動、技術革新もサポートされるという関係であるから政治活動において最も重要な関係である。今度の政権交代により、連立内閣であるので、国民や企業を含む各種の産業、地方政府の要望は、原則党の執行部で集約され、連立を構成する党執行部から、政府・内閣になされるというシステムを打ち立てたのは、政治過程における一つの知恵といえよう。ただ、政治局面の変化に応じていろいろなシステムがありえるし、自民党などの党の委員会―上部組織―執行部－政府というシステムが民主的でないとはとはいえないが、細部にわたる調整のため、今現在の大局的な重点を見失い勝ちで、民意との対話の機能が弱まり、その機能がかなり麻痺していたとはいえよう。
註：政治家の内閣や行政府における指導性の発揮の礎としてその人数の増加については、旧自民中心政権でも、小沢一郎氏の『日本改造計画』などの刺激を受けて議員から内閣にはいる人数の拡大で７０数名になるとか、党首同士のクエスションタイムを設けるなど、徐々に工夫はされてきたし、そもそも政党内で政務調査会や各種の委員会を通じて、国民の要望を吸い上げ、内閣の行政に反映させるシステム自体は、非民主的であったわけではない。政官業の協力自体は、国益の実現にいい面もあるが、癒着による弊害、官僚組織にとって都合のよい予算編成、なによりも年金など官僚組織の腐敗など積年の弊害が露呈されるに及び、国民主権による政権交代で、『政治主導』が強化されねばならない必然的理由があり、民主党はそのことに国民の期待を担わされているといえる。
そこでこれらの新政権の新機軸で実現が望まれるべきものと、現時点での問題点について記してみたい。（進行形なので、過去の時点でのプロセスの叙述にもなるが、そのときの問題点を論じることで、将来への改革へつながる．註などで12月23日までの最新情報を追加）
論点　１　行政刷新会議―――――　―――――――ｐ１３１
　　　　　
２　国家戦略室の基本問題――――――――　ｐ１３５
　　　　　　具体的な戦略目標例
　　　　　　外交安全保障政策―――――――――――ｐ１３７
　　　　　　経済政策―――――――――――――――ｐ１４５
　　　　　　財源問題の抜本的改革―――――――――ｐ１５０
　　　　　　最小限の憲法改正―――――――――――ｐ１５３
　　　　　　地球温暖化。低炭素社会・エネルギーーーｐ１５４
　　　　　　むすびーーーーーーーーーーーーーーーーｐ１６０
１　行政諮刷新会議
政権交代後の新機軸は、予算の歳入面と歳出面の審査に現れた。
歳出面
行政刷新会議と予算の事業仕分け
省庁から提出された来年度概算９５兆円に達した予算要求の内容を審査し、優先順位をつけて政策を導入・変更・廃止、交代の対象とする事業仕分けを推進するため行政刷新会議を活用している。１１月９日には、４４７事業（ｃｆ.平成２０年度決算における項数は一般会計９８０項、特別会計３４８項）を取り上げてその中の類似の事業をまとめて２１６項目に整理し、一つ一つ仕分け作業を行うと発表した。１７日までの前半の仕分け作業で４６事業１５００億円の予算に「廃止」や「来年度計上の見送り」を求め、公益法人などが持つ１５基金、総額７２００億円超の国庫への返納を要請し１兆円の財源を確保したとし、２４日からの後半の仕分けで目標の計三兆円のカットを意図している。しかし結局のところ１１月２７日の作業終了の段階で、仕分け効果は、1.6兆円であった。（その後の財務相の各省への削減要求は、6,900億とさらに小さい）
歳入面
歳入面に関係する税収面の方針を決める政府税制調査会も租税特別措置の見直し基準として、必要性と効果性を問うため、合理性（・政策としての優先度や緊急性が明確化・政策目標がすでに達成されていないか）、有効性（適用が少なかったり、偏在していないか・費用対効果が客観的に確認できるか）、相当性（他の政策との役割分担が明確化・政策目的のため的確で、必要最小限の特例か）の六つのテストを基準に財務及び総務の政務官が査定を行いつつあり、廃止が相当とされた租税特別措置については、各省の政務三役が反論する。
今年で期限がきれる租特は国税で４７項目、地方税で７６項目で、原則廃止としているが、全体でも判断の対象とした１３７項目（重複分を含む）中「認める」「見直しあれば認める」計４４項目、「認めない」６０項目と「抜本的見直しが必要」３３項目で計９３項目に否定的見解を示す素案を１１月１７日に固めた。結果としては、見直し対象１７１項目となり、内５９項目と１/ 3程度が廃止となった。
では、民主党のかかげるマニフェストの子供手当てなどの財源は、確保されるであろうか。コンクリートから人への基本方針を貫いても、暫定税率・扶養控除の廃止の減収に対して、環境税を導入したり、公約では否定している消費税は引き上げなくてすむだろうか。また、税制の審議で常にベースとしなければならないのは、『成長と競争力』のための税制、医療、年金など社会保障制度の維持を含む「格差の是正」のための税制が常にバランスよく確保されなければならないことである。＊
＊　民主党は低所得者層に恩恵が行き渡らない控除から手当てに重点を移し、１２月２２日に２０１０年税制改正大綱が閣議決定された。たとえば、「子供手当て」などにより、小学生一人のいる年収３００万の家庭では、＋－差し引き２０万、７００万の家庭では同１９万など、少子化対策に配慮した。また、財務相は,１２月２２日に、雇用や中小企業支援などへの対策費として２兆円の特別枠を設けると言明したが、〈成長と競争力〉のための予算がどうなるかはこれからである。
マニフェストとの対比では、廃止だったガソリン税などの暫定税率は、ほとんど租税特別措置で税収を確保、扶養控除は、所得税・住民税とも修正、配偶者控除、中小企業法人税税率、環境税新設は先送り,租税特別措置《税制の例外として特定産業などを優遇する措置―以下「租特」》の透明化の効果検証の仕組みは、公約通りとなった。タバコ税増税、贈与税は、住宅取得用の非課税額引き上げ,証券・金融税制は減税となった。租特では、減収額を国と地方で計5.8兆円を14年度5.9兆円の減収額、民主党政権公約では1.3兆円程度を２０１３年度に生み出す目標であったが、本年度の結果は１千億円の財源を確保しただけであった。子供手当てや、高校授業料などは、ほぼ公約どおりで、その結果、控除残して、手当て先行という形になっているが、税制改正大綱全体として、公約より税収確保の感がある。
その翌日、１２月２３日固められた２０１０年度予算案の概要では、当初予算段階で歳出規模は、概算要求の９５兆円から９２兆円に絞られたが、０９年の88.5兆を超え2年連続で過去最大となる。子供手当ては、国、自治体、企業の三者が費用分担をする。診療報酬を10年ぶりに上げ、生活保護費の母子加算を継続する。地方の財源不足を補う、地方交付税は、前年度より1兆700億円多い16.89兆で、99年度以来11年ぶりで、地方の税収減に対する国の穴埋め額が膨らんだ。
この歳出に対する税外収入の検討で行政刷新会議の位置づけがどうなるのであろうか。
このような歳入・歳出面検討後の問題点は何であろうか
来年度予算の編成にあたっては、歳入面を補うため、本年度予算の赤字国債４４兆円発行を目途としているが、仕分け効果や上記の歳入、歳出面の見直しだけでは、不充分で、今後更なる、特別会計の収支差金（埋蔵金）を精査、利用できるかが、ポイントとなろう。２００７年度の特別会計、一般会計の貸借対照表を試算したある学者の指摘するところでは、５８兆円の収支差金があるとされるが、行政刷新会議の事業仕分けで、このような埋蔵金に何処まで迫りうるかは疑問である。１１月２７日の発表で、概算要求からの約7,400億円、公益法人、独立行政法人の基金のうち約8,600億円＊、計1.6兆円の削減目標しか探せなかったことで、少なくとも本年度の国債発行を大きく減少させるような仕分け効果はみいだせなかったことになる。また、結局仕分けでは、省庁の特別会計のうち使われていない『霞ヶ関埋蔵金」については、精査されず、会計検査院が発表した公益法人、独立行政法人のいわば『第二埋蔵金』についての仕分けにとどまっている。国の一般会計の歳入は、税収と、国債発行、税外収入で、国債発行を４４兆円とし、税収を税収減と暫定税率の廃止1.7兆円マイナスで、３８兆円－３６兆円とすると事業仕分けの1.6兆円をたしても、麻生政権が０９年度当初予算に計上した9.2兆円程度の特別会計からの収支差金などの税外収入を財務省で確保しなければならない。いわば、第一埋蔵金とでもいえるこの特別会計の積立金や剰余金の中では、財政投融資特別会計の積立金０９年度末残高３兆３４千億円を税外収入に計上することは、基礎年金の国庫負担をひきあげる財源とすることで規定路線であり、１兆円程度の年度末剰余金も計上される。外国為替特別会計でも２兆円が見込まれる剰余金を税外収入にする。日銀と日本中央競馬会の納付金は５０００億円程度、その他の国有財産の利用収入約１兆円で８兆円ほどが、１１月中旬の段階で目途がついているが、国有財産の売却、利用収入などで１０兆円以上を確保したい意向である。
＊政府の公益法人は７０００近く、独立会計法人は、９８であるが、補助金で作られた基金が１４５ある。国所管の１１０基金は９１２０億円、独立行政法人所管の３５は、１７５１億円計１兆８７２億円あり、うち１兆１９１億円が国庫補助相当額である。また天下りを受けている法人は、受けていない法人に比べ平均で７倍の補助金を受けている（4.7億対0.6億）。公益法人の中には事業実績額の１０００倍の基金を積み立てたり実積額が３０％に満たないものもある。また収入・支出実績のある６５７９法人の内部留保は、４２３６億円で内２０１８法人は、国から補助金などを受けていながら、２４３２億円があり、基準を上回って、利益を溜め込んでいる法人の３分の１を超える６５９法人である。２００６－７年度所管省庁から補助金や随意契約で国庫支出を受けたのは、１５２１法人で０８年時点で７５％を超える１１６３法人に延べ９９０人が天下っている。
一方、仕分けの反映にあたっては、特に、技術革新、スーパーパソコン、学術研究、経済成長のための予算が不当になくなることがないかは、行政刷新会議で出された削減額を、マクロ経済予測など、戦略的な別の見地から見直すメカニズムなり、政治判断、内閣の機能は、発揮されるべきであろう。１２月１１日の財務相の発言では、結局仕分けのうち、６９００億円削減を各省に要求した。ここで、ラフに収入面を見ると税収入３７兆、国債発行４４兆、税外収入１０兆で、予算要求９５兆円で、まだまだ財源はたりない。特別会計の剰余金、積立金などを中心に第２幕の精査か、その他の手法による審査がないと、民主党がマニフェストに掲げた７．１兆円の新規施策公約の財源や、暫定税率の廃止＊による２．５兆円の収入減をカバーしきれない《＊暫定税率については１2月２２日の税制大綱で減収分を確保》。一般会計と特別会計を合わせた２０７兆円から４年間で９．１兆円の無駄を省くという公約も実現できない。まじかに迫っている２０１０年度予算の審議まで、赤字国債を増発しない目途はつくだろうか。
歳出に対する税外収入の検討で行政刷新会議の位置づけがどうなるのであろうか。
両院の協力体制と国会審議改革
また、問題点としては、仕分けにしても、議会制民主主義を尊重するならば、国会議員を担当者とすべきで、民間人はアドヴァイスにとどめるべきであろう。つまり審議は国会議員に任せ、質疑応答中、一定インターバルで民間人からのアドヴァイスをうけるシステムの方が三権分立にそっている。さらに、仕分けには本来時間がかかり、望ましいのは、夏までに予算の概算要求を出させ、衆議院を中心として、民間のアドヴァイザーを含め、夏中かけて精査するような運営変更をするべきである。来年度からはそういう工夫も必要である。そしてそれにリンクするように夏までに、主として、参議院に、次年度削減につながる決算に対する厳しい審査機能を持たせ、衆議院での予算審議に反映させるような国会審議改革も必要ではなかろうか。これには、現在企図されている通年国会の実現や、両院協議会でお互いの補完、補足をし、場合によっては重複を避け、時間を合理的に配分するなど、国会審議全体としての改革も必要になってこよう。
２　国家戦略室《局》の根本問題
新政権の中核と思われる国家戦略室（局）の中味が、未だ明らかにされていない。また官僚制度改革を戦略室の指示で行政刷新会議が担当するかどうか、何処が司令塔になるか定かでない。政権交代により国民主権を重視する民主党なら、人事院総裁の人事などにももう少し、民間色を示してもよかったが、官僚制度の改革にはどう取り組もうというのであろうか？
私は、国家戦略室（局）で取り組むべき課題は、マニフェストだけでなく、現在と将来にわたって日本の進路に、重大に影響するものについての政権党として緊急に戦略を講じる必要があるものと共に、長期的な視野を持つべきものも取り扱うべきと考える。そのなかには、後に例として述べる、与野党との協議でなければ、実現できない国家の基本問題も含めるべきである。
国家戦略室（局）の機能が、現在時点で明らかにされている重要な予算選択機能だけであるならば、失われた１０年に対処するべく設けられた旧政権時代の「経済財政諮問会議」と同じく、経済政策のためであり、むしろそこで取り組まれたマクロ経済政策や、成長政策、財政政策と金融政策を包摂する内閣としての統合的政策実施の意思表明は、未だ現在時点の「国家戦略室」では、明らかにされていない。たとえば、内閣と中央銀行の政策面での打ち合わせは＊、「経済財政諮問会議」ほど密ではなく、経済政策の濃度のこいい審議は、比べてみれば、未だしである。《＊その後、日銀は２％以内の物価の上昇は、安定的と見る見解を出し、デフレからの脱却に向かい始め内閣との協力を進めている。》
　国家戦略という以上は、内閣を構成する各省にまたがる政策実施機能に、統合的な指令をあたえるものが国家戦略室の機能であるべきであり、経済政策に限らず、「低炭素社会」実現への戦略、地域主権や道州制への戦略（１１月１７日首相議長の地域主権戦略会議の設置決定）、日米間の提携や、国際機構、たとえば、ＡＰＥＣや東アジア共同体などの地域経済機構へのビジョンをふくむ国家の安全保障への総合戦略、核問題を含む防衛戦略、官僚制度の改革への法案を含むロードマップ、年金をはじめとする福祉政策、完全雇用に近い状態を実現するためのビジョン、通信と放送の協力など多岐にわたるべきである。今日各省の仕事は、実はその省だけでは、実現しない。たとえば、外務省だけが、国家の安全保障や、国家戦略の実施を担うものではない。
　私見では、この国家戦略の国家戦略室（局）での機能は、樹立された個々の戦略が政府各省にまたがって実施するものなので、議論は、重厚に、かつ各方面の人材による自由な議論の展開が望ましいく、審議のプロセスでの議論は、透明性を要求する対象と、安全保障をはじめとして、守秘義務もあるべきと思われるが、国民に公表する結論は、簡潔に、出来るだけシンプルな目標を立てて、政府の各機関で統合的に実施されるべきものとするべきである。その一つ一つの目標は、その目標がパイロット的に実現すれば、日本の、政治、経済、文化をふくむ社会の発展、グローバルな日本の立ち位置に、総合的に、長期的に、寄与するものであるべきものと考える。戦略室（局）の指令が、トップダウンだけでなく、進捗報告も、関係省庁、関連組織から戦略室（局）になされて戦略の実現の進捗状況を評価可能なシステムにすることが望ましい。また人事院の公務員の待遇への基本方針も、戦略室の経済環境についての判断にもとづきなされるべきであろう。要は日本の戦略として決定されたことが内閣全体の統合度を高めて、政治と行政において実現されるべきであろう。この点は、戦略室（局）にする法律制定のときに、政治主導確保法案との対比上からも留意されるべきと考えられる。また戦略室（局）で、国家目標を審議するためには、問題に応じて、戦略室（局）にアド・ホックなプロジェクト組織を設けるべきであろう。
　具体的な例を五つあげよう。
１）外交安全保障政策
日本の「国益」は、（１）（国内益）、（２）グローバル戦略に基づく国の領域をこえた(ア)（地域益）、地球人類共通に実現されるべき(イ)（地球益）と（３）（安全保障益）の総合、であると考えられる。ただ（１）の国内益の場合に顕著であるが、国民の多数が心情的に賛成する事柄やある地域の住民益と、国全体の国益が、ある時点、時点では、必ずしも一致しないことがあることである。沖縄の基地の問題などがその典型である。同様のことは、産業面の国益を考える時にもありうる。
このような理念的ベースラインの下にいくつかの具体的な問題を考慮したい。
鳩山総理の９月の国連総会のＣＯ２，２５％削減や、国連安保理での「核なき世界」への全会一致の決議関連などでの演説、東アジア共同体の構想の披瀝、さらにシンガポールでのＡＰＥＣでは、域内で自由貿易圏を作るＦＴＡＡＰ構想など地域の経済的統合への進化、環境を重視した持続的成長や包括的な長期ブを取れる局面が顕れてきている。日米中そのサブシステムとしての日米韓の関係を考える時もインバランスと経済的補完性の経済問題とともに、『核軍縮』『東アジア共同体』『温室がス削減』は日本がリーダーシツプをとるべきテーマである。また米がアジアで果たしている安全保障機能も評価されるべきであろう。
このような背景の中で、国家戦略室（局）の取り組むべき戦略対象の目標のひとつは、外交安全保障と日本のグローバル戦略についてである。この点でその決定するパイロット目標が全てリンクして前向きの関係をもたらすものとして、
「日本は、国連安全保障理事会の常任理事国になることを最終目標として、あらゆる政策をその実現のためにリンクさせる」
という戦略を提案したい。　　　　　　　この目標に関連する事柄は、国連機構へのアプローチ、日米同盟のありかた、日米中、日韓中のあり方、北朝鮮問題、国連をはじめとするＩＥＡ，ＩＡＥＡ，ＩＭＦ，ＯＥＣＤ，世銀、地域国際銀行（アジア開発銀行など）、ＵＮＤＰ，ＷＴＯ，ＦＡＯ，ＷＨＯ、などを含む国際機構への戦略や協力方針、国際貢献戦略、災害時緊急行動や地球規模の感染病などに病院船派遣やワクチン製造、支給を含めた日本の迅速な協力体制の構築、国際情報発信戦略、地球温暖化対処戦略、ＯＤＡのあり方、アフリカへの経済協力戦略、資源獲得戦略、海洋開発戦略、北方領土返還、沖ノ鳥島、竹島、尖閣列島問題への対処、東アジア共同体、アジア太平洋共同体、ＡＰＥＣ，ＡＳＥＡＮ，ＡＳＥＡＮ＋３，ＡＳＥＡＮ＋６，東アジアサミット、アジアＦＴＡ，ＥＰＡ，アジア金融安定化フォーラム、ＡＣＵバスケツト、ＡＳＥＭ，ＥＵ，ＮＡＦＴＡなどの、地域経済機構への戦略、自立を目指す防衛戦略、核兵器への対策、基地のあり方、安全保障情報戦略、Ｇ８，Ｇ２０は勿論最近米国などから形成が提案されているＧ４，Ｇ５会議やＧ２といわれる局面への対応方針、グローバル社会の形成過程における日本のありかた、そのプロセスでの日本の国益のＰＲ戦略など、まことに多岐にわたり、局面、局面では、明治時代の初めのような臥薪嘗胆も求められる。この目標の達成の為には、外務省だけでなく他の政府機関、目標への国民の輿論の盛り上がり、国家の行政機構のあらゆる組織の連携も必要とするが、国連常任理事国のメンバー国に日本がなることが実現すれば、憲法の趣旨でもある「国際社会における名誉ある地位」が実現されることになる。またもしこの目標を達成できれば、マルテイラテラルなグローバルポリテクスだけでなく、バイラテラルな２国関係たとえば、日米関係において、軍事的な面を除けば、「対等で未来志向の二国間関係」も築かれたということになろう。
核の安全保障
日本の安全保障の基幹部分は、核の脅威にどう対処するかである。日本は「核の三原則」で核を持たない、使わない、持ち込みさせないとしているが、現実の核の脅威に対しては、米国の「核の傘」に依存している。これは、核兵器が世界で廃絶される時まで、続く。また、憲法で自衛の権利のあることが明示されることが望ましいが、日本は自衛のために自国で努力するが、その足らざるところは、同盟関係で確保をはかることが国民の共通認識とならねばならない。この認識は、心情論でない「社会科学、社会政策の認識のための客観性」からの解剖からすれば、明白な事柄であるが、政府の役割は、この認識が国民共通の基礎となって、国民が安全保障を考え実行するように訴えることである。
基地と日米同盟の評価
米軍の基地の問題に触れよう。１９６０年の安保改正の時、デモ態に官邸を包囲されて、成立を図った岸総理や、議員であり「総裁補佐役」であった父などが目指したものは、日本の真の独立であり、基地の選定に当たっては、日本の合意に基づく場所の選定及び費用の折半である。それが今では、グアム移転について、当初、７５％を日本が負担するということになった。（現在のところ６１億ドル）余裕のあった思いやり予算開始の時代ならまだしも、現在の日本は、赤字国債を３兆円づつ縮小しても２５０年以上かかる財政赤字の累積がある。世界基軸通貨である＄と違って、赤字の時はドルを発行していればよいというものではない。現在のように、ＧＤＰ比１．７倍の政府の一般債務を抱え、世界１３２番目の財政の悪さを考える場合、ことにＮＡＴＯ諸国全体の１．６倍の費用分担を米国に対して負担している現在、米国に理解してもらわねばならない。９０年代にも日本の国債をボツワナなみと評価した米国の格付け機関があったが、現在も米国の別の格付け機関が、日本の国債にたいし格付け評価下落圧力をかけていることは、米国政府も認識して、財政負担を日本に求めるべきである。
このような背景に加えて、本質的には、沖縄の人達の長年の苦しみを少しでも和らげるのであれば、政権交代にともなう見直しは、必要である。今では、困難であろうが、高度成長の時代ならば、普天間、嘉手納など市街地にある基地を、北部の密林地帯を切り開き、一括して移転することも出来たであろう。今までの積み重ねを重視し、辺野古に落ち着く場合でも沖縄県民の理解を得られるよう最善の措置をとるべきであろう。
一方、日米同盟のプラス面も正当に評価されるべきである。
政治家にしても日米同盟の基礎となった１９６０年の安保条約改正の頃の、日本を取り巻く厳しい国際情勢、日本国内の左右の対立を身を持って経験した現役の人は皆無である。竹下、森の元首相でも、１９６０年当時は、議員でなく、いわんや、社会党と、自民党が、連立政権を作るなどということは、当時は想像できなかった。安保改正がいかに日本の高度成長への道を開いたかは、所得倍増時でなく、岸内閣の時、戦後の経済成長率が最高であったことにも顕われている。
現在、基地に反対する政党を初めとして、沖縄県民をはじめ国民がベースにすべき方針は、最初に述べたとおり、日本の自衛は、日本の防衛力だけでは、不十分であること、現実的な選択肢として戦後の米国との同盟関係は、ベストであったこと、それは、「国益」「地域益」『グローバル益』にかなうことである。防衛だけでなく、日本の独立国としての主権と対等性については、米国により強く認識してもらうことは、必要だが、日本にとって米国との協調の下で、世界に提案できることは、より大きく、より効果的になることである。たとえば、例年行っている国連での核兵器廃絶の提案でも米国と共同提案した本年は、結果がよかつた。日本の独立性、主権国家としての対等性は、米国側もより強く認識すべきであるが、その上で日本の国益のために米国の協力を仰ぐべきことは多い。国連常任理事国に日本がなることに、米国には、最大限の協力をしてもらいたいし、日本のように自衛以外に武力を行使することを放棄した国が、安保理の常任理事国になることで「グローバル益」も推進される。
この点で、日本人が認識すべきは、１０年間かかつて米国と合意したことを撤回することは、世界へ向けての日本の現実的提案能力拡大の機会を、失う度合いが大きいことである。ケントカルダーのような日本の理解者でも、Japan　Passingのおそれを、最近では、指摘している。一方、米側もｐower balance　で姿勢を変えることはありうる。竹島は、米国の地図で日本領となっていたが、２００６年のブッシュ韓国訪問の前に韓国領となったと当時の記事に掲載された。
日本の真の独立と、米軍に依存する安全保障、特に核の抑制力とは、矛盾するが、安全保障を追求するならば、矛盾するところに国益があることになる。つまり、ベースとならざるを得ない客観的現実を踏まえつつも、日本の国益を実現しなければならない。その上で日米協力することで日本の『国益』が実現されることの重みを噛みしめねばならない。沖縄の人達の苦悩を出来るだけやわらげるべく、米国とぎりぎりの交渉はすべきであるが、日本と米国が協力して世界に平和的に貢献すべきこと、日本が、安保理の常任理事国になることに、米国が真剣に協力する体制にすることの国益は、失ってはならない。安保条約５０年を迎える来年にかけて日本が主権国家として対等な立場で新機軸で米国と、安全保障と日米同盟の再構築を議論することは、両国の『国益』『地域益』「グローバル益」に貢献する。その場合、米国が、日本の安保理常任理事国入りに本格的な外交努力を傾けること、日米安保条約に対する負担は、出来るだけ、日本の半分以上のコストをさけ公平であることを認識し実行することを基礎的な条件にすべきである。
つまり提案している、日本の安全保障についての戦略であるあらゆることに安保理メンバーなることをリンクさせる戦略は、日米同盟にも生かされねばならない。
北朝鮮
北朝鮮は、９４年の米朝枠組み協議で、黒鉛型減衰水炉と関連施設を凍結し、KEDOにより軽水炉は取得するが、核武装への道は放棄すると約束したり、第４回６カ国協議で朝鮮半島非核化（２００５年９月）核放棄宣言をしたりして、現実的な経済的な援助を引き出しながら、ミサイル発射実験や、２度にわたる核爆発実験を繰り返し、言葉を翻している。１２月８－１０日のの米ボスワース特使《元ＫＥＤＯ委員長，元韓国大使》訪朝では、日米韓３カ国が合意した、北の『核施設の撤去』『核兵器と格物質の廃棄』『非核化の検証』を数年間で達成する方針を腹蔵して、北に６者協議への復帰を迫った。
北は、朝鮮戦争の停戦でなく終結を意味する平和協定を提起し、米朝間の国交正常化を望んだ。米は、北が６ヶ国協議に復帰し、朝鮮半島非核化措置をとることが前提と答えた。北は、平和協定核放棄ｗ朝鮮戦争終結宣言ｖ北朝鮮の核放棄宣言（将来の国連司令部解体v核解体を視野にいれる）の見込みで、６カ国協議に臨み、南北間の平和体制構築と周辺国の保証の道筋を描いていると見られている。そのとおりであれば、米も一定の評価を与えうる。北の後継者問題、２０１２年の北の、金日成生誕１００周年、南の『戦時作戦統政権』の返還予定などの背景の中で、そのスケジュールが順調にすすむかどうかである。北が０９年９月３日の国連安保理議長あての書簡で６者会談の位置づけとして「われわれは、わが共和国の自主権と平和的発展を乱暴に踏み躙る６者会談の構図に反対したのであって、朝鮮半島の非核化、世界の非核化そのものを否定したわけではない」とのべているので、核放棄宣言は、論理的には期待できる状況になっている。問題は、その後においてまた言葉を翻さないかどうか、協定をしてもまた破るかどうかである。　　　　　　　　　　　　
このような現時点での状況の中で、
安全保障の面では、「北朝鮮関係六カ国協議」で安全な朝鮮半島が実現することは、日本の安全保障にとって不可欠である。それを支えるベースの日米安保が現実的基礎であることは、日本人が全て共有すべき認識であろう。その意味で安全保障面では、日米関係は、北朝鮮問題をふくめて、日本にとつて最重要な関係である。ついでにのべるならば、北朝鮮にたいしては、北の核軍備からの撤退と拉致問題の解決を実現した時は、日本が旧宗主国であった背景からも、経済発展に協力することを表明すべきである。
東アジア共同体など
日本の「地域益」を考える場合、東アジア共同体の舞台にも、日米中、日中韓関係、北朝鮮との６カ国協議による朝鮮半島の安定、１番包摂する地域の大きいＡＰＥＣ（アジア太平洋経済協力会議）、ＦＴＡＡＰ（アジア太平洋の自由貿易圏構想）、ＡＳＥＡＮ，ＥＡＦＴＡ（東アジア自由貿易圏構想―ＡＳＥＡＮ＋３）ＣＥＰＥＡ（東アジア包括的経済連携構想ＡＳＥＡＮ＋６）など多くの国際的なイニシアテイヴがある。最近では中・台・フィリピンのＦＴＡ交渉さえ報じられている。これらは、重層的な関係をなしているが、排他的に考えるよりその効果がアジア太平洋地域の包括的利益の統合度を高めるものとして、よい点を個別的にも重層的にも実現していくべきである。またＡＳＥＡＮ＋３，ＡＳＥＡＮ＋６，ＡＰＥＣなど、同時進行的に折衝をすることもマイナスではない。
米国のオバマ大統領は、一極覇権主義でなく世界の多極化を認め、国連等の国際機構を重視する姿勢を打ち出しており、アジアにおいても、比較的同質のシンガポール、ブルネイ、ニュージーランド、チリが構成するＴＰＰ（環太平洋戦略的経済連携協定）への参加を打ち出し、さらに広汎な地域を含むアジア太平洋圏自由貿易構想を表明している。一方では、シンガポールで開かれたＡＰＥＣ出席まえに、日本を訪問し、両国間の同盟関係を強調し、オバマ大統領のアジア重視の基調演説を日本でした。ＡＰＥＣのあと、引き続いて、中国を３日間訪問し、７月の米中会議に引き続き２国間の綿密な協議を行った。１２年ぶりの首脳レベルの共同声明では、気候変動や、核不拡散など地球レベルの問題で両国が主導的な役割を務める立場を打ち出し、両国とも公式には否定しているG2時代の『政策綱領』と取られる内容であつた。さらにアジア訪問のしめくくりとして、韓国を訪問し、１９日に、共同記者会見で李明博韓国大統領は「対北朝鮮問題でかってない緊密な関係にある」と述べ、朝鮮戦争発生６０年の来年、初の外相、国防相による米国との「２＋２」開催も発表し、アフガン復興への民間と軍部隊の派遣を、大統領に説明した。１１月末に国賓として訪米したインドの首相とは,『21世紀を決定する協力関係』と米印連携を印象付ける演出をし、中国と同じく、温室効果ガス削減や気候変動対策、クリーンエネルギー技術の共同研究を進めることで合意,核兵器用核分裂物質生産禁止条約の早期交渉開始を目指すことで同意した。米国が『中印均衡』外交を進めることを含め、アジアとの関係重視を印象付けた。
無論米国は、アジアそのものではないので、上記のアジアのもろもろの地域国際機構の構想ごとにアジアにとつて受け入れられる濃淡はあろうが、アジア地域としても、米国を全面的に排除するのでなく、その参加による安全保障面を含めて米国の協力を引き出すことが、地域全体の安定と利益になる点もあることは、顧慮すべきである。また、嘗ては遠い大陸間の距離も、今やあらゆる面でのグローバル化の進行で、きわめて短くもなったともいえる。経済的な連携を含め日本が、米・アジア間の調整をしていく役割を目指すべきであろう。＊
· 中国の扱いは大変難しい。東アジア共同体にしても、将来の遠望として、賛成の意を表したが、日中友好関係に携わる中国人の中には、中米関係、日米関係をマイナスにすることへの危倶を示す人もいると聞く。また中国のテレビでは、毎日昼時、日中戦争の八呂軍などの日本軍への勝利の戦闘を示す番組などを放送しているとのことで、日中戦争の記念館なども含め、国民感情を悪くする。またオバマ大統領の訪中関係の時も、人権などの発言は一切放送していないし、小沢幹事長訪問の時も胡錦濤主席と日本議員の握手場面は、カットされている。また今後数十年間は、政治制度としての民主主義の導入はないと予測されているが、そのプロセスが急遽促進された時の、国内の混乱を危ぐする人もいる。一方で、ＡＳＥＡＮとのＦＴＡを１０年１月１日に開始するなど、アジア各地に経済的な融合度は高めている。このような底辺を認識しつつ、なおかっ中国との協力関係を進めていかねばならない。
このような世界に対して、より貢献しうる姿勢を、緊密な日米関係を基に打ち出していくべきことは、沖縄の人々も理解していただかねばならないが、社民党なども理解する必要であり、基本政策閣僚委員会が、鳩山内閣で機能するかどうかの分かれ道となろう。もし、社民党がこの問題でぎりぎりの妥協をなしえないのであれば、安全保障の中の中核である防衛問題では、同盟関係を重視しない、共産党と同じということになり、『自衛力の是認』については、共産党とは違い、村山内閣以来の姿勢が期待されるが、そうでない場合、鳩山連立内閣からは、離脱するベクトルが働く。
Ｇ８，Ｇ２０，Ｇ２，Ｇ３，Ｇ４，Ｇ５
次に、Ｇ８、Ｇ２０，最近のＧ２，Ｇ４，Ｇ５などのスーパー国際会議への対応を日本が、どう考えるかの問題がある。既に本文で示したように、本論文のもとになったＧ８サミット関連の会議の時と世界経済危機の進行により、グローバル社会の統治機能のあり方も、変化した。Ｇ８は、デモクラシー、市場経済の先進国としてワールドガヴァナンスにとって長い間、機能してきたし、腹蔵なき先進国の話し合いの場として、ロシアの参加を認めた時以降は、安全保障や、テロ対策でも、有力国の間に、協調を生み出しうる機能と世界に対する責任を示す会議として成り立って来た。しかし、２００８年来の世界危機の進行が速度を速め、地球温暖化のように先進国クラブだけでは、解決が困難になるにつれ、首脳会議として先進国と新興国、発展途上国の間に政策協調を進めるにあたっては、G8だけでは、すまなくなったし、冒頭述べた、わが国の、グローバル益、地球益の実現には、G20の重要性がましてきた。最近１１月１７日、ガイトナー米財務長官は、上院外交委員会で、２０カ国・地域（G20）の会合について、世界経済の不均衡是正には、『最優先の経済政策協調会議』と指摘し、一方で主要７カ国（G7）――ロシアはＧ８のメンバーだが、G7のメンバーではないーーは、金融安定化で重要な役割をもちつづけると述べている。米国は、米国の過剰な個人消費を背景にした、世界経済の不均衡を是正したいとし、米国は、貯蓄を増やし、将来の成長は、もつと海外需要に頼ることになると述べ、新興国の成長が期待されるG20の枠組みを重視する一方、まだ『完全ではない』として実務的実験段階にあるとの見方を示した。一方でＧ7財務相、中央銀行総裁会議は、特に国際的な金融システム安定について貢献が大きく、変動為替相場を備え、為替問題での協調の意義を指摘している。
近時、米国は、Ｇ４（米、欧、日,中）やＧ５（米、欧、日、中、印）や米、日、露などの会議構想も示しており、多面的なマルテイラルな関係の構築意向がある。
これらのテーマでも、それぞれの構想は、それなりのグローバルなニーヅから起こってくるものであり、排他的にとらえるより、多面的な、マルテイラテラルな利益を構築するものとしてその利点を生かす基本的な態度を取るべきであろう。
ここで、『東アジア共同体』のロードマップについて少しだけふれたい。筆者は、１９６１年から６３年ロンドンでＢＢＣの日本向けの放送に携わった時にＥＵの前身のコモンマーケツトが進行中であった。そのもとになった１９５８年のローマ条約は、共同市場、通貨統合、経済統合、政治統合まで見通すものであったが、市場統合は、１２年間で関税を１００下げるものであつたが、４年間で５０％下げることに成功した。つまりコモンマーケット形成のスピードが速かった。
ただ、農業については、格別の考慮を払い、共通予算の９５％以上は、農業に対する所得保障などの保護であり、ＥＵに変わってからも、しばらくは、７０％台であった。通貨の統合は１９９９年であり、しかもポンドなどと共存でユーロの実現をみた。本年のＥＵ大統領、外相の誕生までには、５０年を要している。アジアの場合は、格差も大きく,コンデイションや、政治体制なども異質であり、エネルギー面でＥＣ以前の欧州・鉄鋼共同体も存在していない。共通市場への移行も時間がかかると思われる。６カ国で始まったＥＣは、経済的な同質性が異質性に勝っており、安全保障面でのインパクトも高まり、その後EUとなっていままでに２７カ国に達し、最近では、地球社会における地域連合機構の適正度からいうとどうなのかという疑問もある。
それでは、どういう問題が整理されていけば、東アジアにおける統合度が高まるであろうか。またその際考慮すべき対象はどういうものであろうか。ここでは、アジア開銀研究所＊の河合正弘所長の指摘をあげておく。
環境・エネルギー・資源・インフラストラクチュア
社会・労働・自然災害・感染症・食品安全・
貿易・投資・金融・通貨
経済・金融。通貨面での具体的行動
財、サービス、投資、などを含む東アジア経済連携協定ＥＰＡ
地域金融市場の統合（中国の資本自由化、元の国際化、アジア債券市場、ＣＭＩＭの強化（サーベイランス・ユニットを発展させＡＭＦをつくる）
アジア金融安定化フォーラムの創設と発展
為替レート協調のためのＡＣＵユニットつくり。
安全保障面での、米国の日本、韓国、フィリピンでの安全保障協約を前提としつつＡＳＥＡＮのＴＡＣ（Treaty of Amity and Cooperation）を東アジア全域でマルチ化して拡大
＊筆者は、１９９８年英国政府のシンクタンクで、『世界経済をどうマネジングするか』という題でプレゼンテーションをしたが、その際、アジア開銀の経済資料－特にタイや韓国がＧＤＰの４３％まで、短期を中心とした対外債務をおつていたことなどーが役に立ち、クルーグマンやステイグリッツより早く当時のＩＭＦやワシントンコンセンサスの欠陥を指摘した。アジアファンド、チェンマイイニシアテイブ、アジア通貨などを含め、これからアジア地域の発展にはアジア開銀との協力が不可欠である。
以上いくつかの例で示したように、日本の国益―（国内益）、グローバル戦略に基づく（地域益）、地球人類共通に実現されるべき（地球益）と（安全保障益）の実現を目指すことと、
冒頭、私の提言した
「日本は、国連安全保障理事会の常任理事国になることを最終目標として、あらゆる政策をその実現のためにリンクさせる」
という目標は矛盾するものでなく、むしろ連携させていくことが必要であるからこそ外交、安全保障の統合的戦略目標となりうるのである。
· 筆者は、2005年の英国Gleneaglesサミットの際にも、現地に赴いたが、地球温暖化と並んで主要議題であった、アフリカへの援助について、小泉首相が今後5年間に100億ドルを拠出して、貧困の解消に役立てたいと述べたのに対し、オブザーバーとして招かれていた胡錦濤中国主席は、翌年、アフリカを回り、2年間に200億ドルを拠出すると声明して、資源確保の行動にでた。折からの、国連常任理事国追加国拡充への動きのあったときは、中国での日本大使館への襲撃もあつたが中国をふくめアジアでも、アフリカでも、日本支持の声は、足りなかった。アメリカの識者の指摘を待つまでも無く、日米中の関係がどうなるかは、21世紀の歴史に大きく影響する。小泉以降の歴代首相は、中韓に対する関係改善に相当の重点をおいている。
日本は自衛には、同盟を含めて、万全の対策をしていかねばならないが、ソフトパワーとして、グローバルな世界に生きていかねばならない。その際、アジア以外の国に、日本の行き方に、理解をえるためには、まづ日米中、日中韓の関係をよいベクトルに推進し、アジア全域にひろげ、アフリカなど他の地域も日本の世界に対する貢献を歓迎する方向に発展させねばならない。
この目的に対し、「日本は、国連安全保障理事会の常任理事国になること」を最優先目標として、あらゆる政策をその実現のためにリンクさせる」は、困難であっても目指さねばならない目標である。日米同盟もこの目標と矛盾するものであってはならない。
２）経済政策の戦略目標
二番目は、経済政策における象徴的で、しかも他の経済目標にプラスの効果をもたらすシンプルな国家目標の設定である。
今日、日本においては、完全雇用の実現とは言わなくても、雇用が、格差社会の改善にとつても、福祉社会の維持にとっても重要な社会目標である。しかし一方において、それを生み出す競争力ある経済社会の建設は、避けては通れず、技術革新を絶えず続けていけるか、適正な持続的成長を確保できるかどうか、常にグローバルな挑戦を受けている。人口減少率を上回る生産性向上が実現できる保証は、確実には無い。
グローバルな挑戦は、インターナショナル　エコノミック＆フィナンシャルアーキテクチュアを日本からも、適正な提言をして実現せしめうるかどうかにも関係する。今日ほど、実体経済とマネー経済の関係が問われていることはない。今回の世界経済の危機で、明らかになったように、米国の重層的なデリヴァテイヴ商品のひとつであるＣＤＳだけで、米国のＧＤＰの４倍、世界経済のＧＤＰより大きな額に達した。このような事態についての処方箋だけでも、世界が辛吟している。実態面でも、中国などのSWFは、外国の資源、産業、インフラなどに私企業では対抗できない規模で獲得を続けている。公正な世界的ルールの構築は、必要である。そうでなければ、日本にとつて必要な海外での生産拠点、正当なM/Aによる外国の産業・企業の支配に対しして、不利な条件になる。内需拡大は、経済の基幹であるが、二重貿易依存のわが国の場合、１２月発表の日銀短観、日本経済センターの４半期経済報告でも、ポジテイヴな経済指標で明らかなことは、輸出の回復が日本経済に与える影響である。したがつて、外国でのインフラ設備、新幹線輸出、エネルギー、水などの環境技術産業をはじめとしてグリーンレボリュウションの推進、外国での日本企業の基地育成などには、政府も戦略を持ち、金融面などでのサポート、誘導もすべきであろう。これらの問題について、世界的な公正なルールの策定に日本から発信能力があるかが問われている。
世界貿易の自由化の問題、地域経済機構の構築、第２次世界大戦の経済的な原因であったブロック経済の阻止、日米、日EUなどの自由貿易協定、東アジア共同体、バイラテラル、マルテイラテラルな経済関係、資源の獲得など、海外へ向けての経済政策の目標は、多岐にわたる。その多岐にわたる目標の全てにわたり前向きの検討を可能にし、内需面でもプラスの作用をもたらすものとして、供給サイドにも需要サイドにも役立ち、その時代、局面での財政政策、金融政策の協力的統合にも資する目標は、何か。私は、そのパイロットプロジェクト案で全般的な経済目標にプラスの影響をもたらしうる目標として
「名目成長率と実質成長率が正の方向に適切な差を保ちながら、成長を続けること」
というシンプルな戦略を提言する。政府の財政、金融当局も、中央銀行も、税制も全ての経済政策もこの目標の実現に向けて連携すれば、インフレ抑制しながらも、４５兆円といわれる需給ギャップの改善、今、日本が、落ち入っているともいえるデフレ回避にも（１１月２０日の月例経済報告で宣言予定）、相対的貧困率（―全人口の可処分所得の中央値、０７年度で２２８万円の半分未満の所得で０７年度15.7%、一人親家庭５４％、０８年では５８％）の悪化防止にも役立ちうると考える。特に、デフレになって利得を得るのは、消費サイドでは、富裕層か、安定した給与を得る人の中でも、貧困率の計算で平均以上の人でありやすいことは、政策実行者は留意すべきである。
また政府にとっても、年金、医療保険、など社会保障、福祉関連の財源がより得やすくなるという視点も忘れるべきではない。
名目成長率が実質成長率より大きくて適切な成長を保つという命題からは、その系として、高いインフレ率は避けるべきだが、適切な持続的な成長のための政策、他の国家目標たとえば、地球温暖化対策、低炭素社会実現への政策との調和、内需への経済政策は常にファンダメンタルであるにしても世界をリードする技術革新、学術研究をはじめとする、公的機関の研究投資、民間企業の設備投資への誘導政策、適切な持続的成長に必要な国内外への資源エネルギー政策、持続的成長が可能になることによる適切な労働分配率をはじめとする政策の策定、これら全てを可能にする中央銀行や金融庁による金融政策と政府の財政政策が連鎖してくる。財源の問題までいたらなくても、「名目成長率と実質成長率が正の方向に適切な差を保ちながら、成長を続けること」というシンプルな戦略は、他の関連の政策に連動することによって、日本経済再生の鍵となりえるので、充分打ち出すことの価値があり、一刻も早く導入されることが望ましい。そしてすぐそれにつながる目標として、マクロ的な成長政策の策定や、ミクロ的な適正な規制緩和や、構造改善、産業育成も出てくる。さらには、地域主権の確立により地方が独自に発展策を講じをしていけるようになるための、中央――地方の関係改革への戦略なども樹立されねばならない。
ここで注意すべきは、国の内外においてわが国の富は創出されるのであるから、成長は、単にGDPでなく、海外からの所得をふくめたGNIで算出されたものを重視すべきことである。
すると、わが国にとって内需は、ファンダメンタルであるが、成長は輸出が伸びなければ、達成できないということが明らかになる。また外国における日本企業が、現地での生産、マーケツトシェアの拡大も必要になる。そこで、輸出には、技術革新がされていくことの必要性はいうまでもないが、韓国が製鉄所をインドネシアに大規模で設立するようなケースのように日本の現地の法人企業が現地で生産基地を作ったり、現地のマーケツトを取りやすくするための政策支援も、考慮されなければならないが、何よりもシステム産業、インフラ整備産業は、鉄道とか水、環境、建設業も含めて輸出産業でありうることに発想を転換しなければならない。水なども、世界のシエアをフランスが握っていることは他山の石である。
それと１）の安全保障でもそうであるが、有益な情報を集め、わが国のグローバル経済戦略に生かすような、ポリシーの推進、予算化である。たとえば、円の国際化について、わが国の円は、ドル、ユーロ、ポンドと並んでＩＭＦのＳＤＲの構成通貨であるが、貿易決済に使われる割合は、縮小し数年前の６％からもへり今や３％となっており、わが国の内外の企業同士で使われるのが多い。円の国際性推進には、多面的なアプローチが必要であるが、たとえば、東アジア共同体を推進するとした場合どういう努力がされるべきだろうか。この点で参考になるのは、中国の動きである。内外における兌換性の見地からだけでも、元は、国際通貨でない。しかし東アジア共同体の地域であるたとえばASEAN＋３地域で中国の元だけを使って中国製品を売買する特設マーケットを受入国と交渉して設立し、実質的に元の東南アジアにおける国際化を進めている点は、見習うべきである。来年１月１日の中国とＡＳＥＡＮのFTA発足は、この動きを促進する。このようなマーケツトを日本も開設し、その地域では、国際交流基金やＪＩＣＡが日本語を教える教室も併設し、日本語の国際化をはかったらどうであろうか。経済、金融、文化にまたがる日本の国際性推進について、類似したアイデアを日本政府のポリシーで実施していくことが望ましい。ＥＰＡやＦＴＡもいまや、中国、台湾、フイリピン間で検討されている時代である。わが国のこの種の布石は、韓国などより遅い。また、いつかは必ず実行される民元の国際化とそれにともなう切り上げや、成否二つの方向があるが、Ｇ２化の過程についても、わが国の長期、中期、短期の戦略が必要であろう。
通貨面について触れるが、元が国際化される過程では、日本を含めて、中国へより輸出がしやすくなるチャンスでもある。中国にとっても、必要な物を安く輸入するチャンスである。しかし、今までのように輸出を大きな要素として、外貨を溜め込んでいると,元高では、国内通貨に変換する時、減価する。従って、輸出のみに頼らない経済構造に変化する力が働く。今度の世界危機では、実感としては、新興国は既に危機前の水準を回復したと言われ、インフレリスクがある。先進国は、デフレを脱却できていない。つまり、新興国は、通貨高、先進国は、減価する傾向がある。もし、兌換性を認める中国や、すでに通過の自由化を認めているその他の新興国が、為替の自由化、資本の自由化をしていけば、通貨の為替の調整により、先進国のデフレ、新興国のインフレのリスクが減少する。わが国にとってもそのようなグローバルマーケツトを提案していくことが戦略となり,国益となる。
さて12月3日政府発表の7－9月の法人企業統計では、投資は前年同月比２４．８％で10四半期連続で前年同期を下回り、製造業は４０．７％減と過去最大となっている。また政府は１１月発表の７－９月期ＧＤＰを１２月９日に大幅下方修正し年率換算で４.８％から３．５％下の１.3%増となり。政府のデフレ宣言を裏付けた。特に憂慮すべきは、名目ＧＤＰがピーク時の２００８年の１－３月期から１割減り、４７０兆円ベースとなったことで，１９９１年並みの水準となったことである。これは、象徴的で、成長政策の樹立が喫緊であることを示しているが、コンクリートから人にせよ、税制では、控除から給付にせよ、産業成長政策にせよ、技術革新にせよ低炭素社会の設立にせよ《詳しくは、小生の論文「Ｇ８サミットは、拡張すべきか－日本の政治・経済・社会の進路、安全保障に関連して」の全体ｐ１－ｐ１２５参照》財源をもつとも必要とする。中央銀行だけの金融政策では、デフレ脱却は期待できないし、大財源による財政政策が必要であるが、わが国はそれが行き詰っている。しかし、次の３）で論ずるように政府と日銀が協力すると赤字国債でない財源を見出すことは、出来る。
· ここで、世界経済の危機の現状判断について、のべるならば、（プロセス詳細は、小生の上記の論稿「―――日本の政治・経済・社会の進路、安全保障に関連して」―p１－p１２５参照）
まず米国の金融システムについては、大手６行は、公的資金返済へ道筋をつけ、地方銀行は１２月初旬で１３３行が破綻しなお増加するみこみであるが、大恐慌時の１０００行単位まではいかない。オバマ政権は、格付け機関の規制を含み、今度の米国発の危機の原因となった金融規制のあり方、監督体制の改革、金融新秩序法案を下院通過までこぎつけた。欧米の中には、CPIが上昇気味のところも出て、非常事態に対応して流動性を高めてきた金融政策と財政政策の出口政策に、触れるところもある。米国の場合―12月初めの観察段階で
☆危機の原因だった住宅の回復傾向が定着、在庫も減り価格も予想より
早い反発
☆安心感を醸成しながら大恐慌に匹敵するといわれる世界経済危機を脱出しょうとして成功しかかっているようにみえる。
☆企業部門で多方面で景況感改善ISM指数、製造業、非製造業共に回復傾向を示す50越えが定着）在庫削減ペース緩和☆企業部門生産増デ稼働率反転、設備投資は来春から回復
· 09年4Qから10年末まで３５％前後の安定成長つづく見通しだが、個人消費は、政策効果が支える回復で安定感を欠き、危機の影響で野家計の負債調整が響き、少なくとも今後3年程度は緩やかな伸びが続く。
· 回復の特徴として輸出堅調・輸入抑制だが、従来にない反発力の弱さとデフレ圧力の強さがあり、巨大な財政圧力をどう政策処理するかが問われることになる。
· 何よりも、10％の失業率は、〈労働力を有効活用できない割合〉という分類、あるいは、EU並みの基準では、17.5%とされ、通常の計算での失業率でも、10年末は9％後半とみられている。雇用は経済が定常状態に回復しても8.8%程度ともいえる。
以上は、米国の経済の現状だが、日本の現状と驚くほど傾向がにている。失業率は、日本経済のかってのように2.8%という水準は当分無理で、景気が回復し、企業の雇用過剰がなくなる水準でも4..8%程度と見るエコノミストもいる。日本経済の場合、財源を確保して財政政策を恒常的に積極化しなければならない環境なのに、財源と赤字国債の関係が抜き差しならない状況に追い込まれている。
公的機関のアジア各国、BRICS,欧米各国の成長率予測は、論文本体のｐ122.

３）　財源問題の抜本的改革――     増税と赤字国債でなくーーー
さて、日本は、国家財政で、８００兆以上のＧＤＰ比１７０％の累積債務を負い＊、国際的研究機関から、健全さでは、世界中１３２番目で、データの整っている国の中の最低と指摘されている事態にどう対処すべきかである。しかも世界経済危機の結果として、２００９年１－３月期のＧＤＰのマイナスは、年率１２％となり、高度成長期以来、強みであった貿易収支、経常収支が大幅にマイナスになった状況に加えて、中小企業の危機、医療、年金、失業保険をはじめとする社会保障のほころびが顕著になった日本のような国は、継続的に潤沢な財政支出を必要とする。
ＯＥＣＤの年次Ｅｃｏｎｏｍｉｃ　Ｏｕｔｌｏｏｋ（２００９年１１月）では、２００８－２００９年に導入されたＧＤＰ比４．２%（公的金融機関への出資分をのぞく）にのぼる４度の経済対策の結果、財政赤字は２００７年度のＧＤＰ比3.3%から２００９年度には、単年度で9.1%になると述べ、さらに、新政権のマニフェストなどの政策で２０１１年度の歳出は、ＧＤＰ比3.3%程度拡大することになるので、財政赤字はＧＤＰ比１０％を超えると推定している。するとグロスの租公的債務残高はＧＤＰ比２０４％（ネットの純公的債務残高では１13%）というＯＥＣＤ３０カ国の最低となる。これは、憲法で１３０％以下と規定している独などと比べると極端な差を示すと、Ａｎｇｅｌ　Ｇｕｒｒｉａ事務総長は、11月19日の記者会見で指摘している。（註：独の基準は、実際よりかなり高い水準を憲法の上限としているが、EUは、単年度３％、累積で７０％としてており今回の世界危機では、この基準を破る国が出てきている）
ＯＥＣＤの指摘を待つまでも無く、世界経済危機に対処するために、日本の予算は、最近までの８０兆円台であつたものが１００兆円にのせた。本年度は当初予算の88.5兆円に加えて、前政権による第１次補正予算13兆9255億円を加えると１０２兆円余の規模になっている。新政権樹立後、補正予算の差し替えで３兆円を捻出したが、予測される０９年度第２次補正予算に組込まれると考えられる。本年度の、税収は、４０兆円を割り込むとされているので更なる赤字国債発行を避けられるかどうかが問われている。財政については、まづ行政刷新会議で徹底的な無駄を省き、特別会計、一般会計を通じた予算全体での不要不急の事業を凍結ないし廃止し、特別収支差金（埋蔵金）を使えば、次年度の予算編成ぐらいまでは、赤字国債増発を避けうる道も可能性としてはある。しかし、１２月１５日の２次補正予算案決定までに、この作業は、行われなかった。
　　　　今までの累積赤字の軽減をはかるのを、もし税制の改革だけに財源をたより、たとえば、消費税に頼れば、累積の一般公的債務を仮に一度に無くなすには、消費税率３００％以上でも足りないという問題は、日本の重要問題である。次世代に付けを回さないようにということは、当局者は、よく述べるが、実際は困難である。また、日本の雇用所得は、２５０－６０兆円なので、企業、個人の所得税をはじめとするほかの税制のｕｐで累積赤字を解消することは、不可能であるばかりか、法人税率もＯＥＣＤ諸国で最高なので、日本の経済そのものをこわしかねない。仮に、小泉政権発足時のように３兆円づつの国債発行を改善すると表明した時のように、長年かかって正常化しようということであれば、２５０年以上かかる計算となる。しかもその間は、適正成長以上の高度成長を必要とし、これも不可能である。成長の問題を考える場合には、内需＋外需でできるだけ、高度成長をすることは望ましい。成長論者のなかには、成長を継続する財政機能が拡大していけば、累積赤字問題も解決しうるという立場をとる。しかしバブルの崩壊、世界経済危機のわが国の経済状態では、とてもそのような楽観論は通じない。35兆円といわれるデフレギャップでさえ尋常には埋まらないが、高度成長が出来ても累積赤字の解消には百年単位とも予想される状況の中に、わが国はいるのに、たとえば、最近、日銀の発表した潜在成長率は0.5%,内閣府では0.8%である。現在審議されようとしている、２０１０年度予算でも税収入は、赤字国債額より少ないという厳しい状況であるにもかかわらず、財源が常に拡大されて、見出されなければ、わが国の経済水準、福祉水準を維持できないというのが、わが国のおかれている現実である。
そこで財源について、政府がフリーハンドをえて、をもう１度、スタート台か、最低でも、たとえば、ＥＵの上限であるＧＤＰ比６０％以下にちかくするには、米国が第２次世界大戦直後に国の債務を払拭したような、あるいは、終戦直後の日本のような、普通のエコノミストには、一見尋常ならざる政策と見える政策を採る以外にはない。といっても、中央銀行に赤字国債を膨大に引き受けさせることではなくて、政府の通貨発行権を適切な額づつ、毎年中央銀行に売り渡すことによって、適切な財源の捻出と赤字国債の償却を実施し累積債務の縮小を実現するのである。（＊註参照）尤も、その前に、前述したように今政府が実行している予算の徹底的な無駄の合理化、効率化、組み換えの利害得失の検討、特別会計の収支差金や基金の国庫への返還、モラルハザードの禁止策が導入されねばならない。
＊註：必要ならば、政府に通貨の発行権のあることを明確ににするため、通貨の単位及び貨幣の発行に関する法律の改正、財政法、日銀法などの補完の検討がなされるべきである。
この財源問題への抜本的改革にあたっては、長年財政赤字を累積悪化させた、自民公明とも合意して、与野党共同で政治指導の下に抜本的に政府債務を解消しうる政策を実施することが出来れば、現行の経済関係の法律でも実現可能である。これについては、ここではこれ以上、言及しないが、経済戦略局（室）の最高度の守秘的議論を通じて、結論に至った場合、政策として公表するということが可能である。またこの計画の実行は、私見では、次に述べる最低限の憲法改正とともに、与野党の協力が無ければ、解決不能と考える。いずれにしても革命的なパラダイムの変換が必要である。
１２月１５日の閣議で政府は２００９年度第２次補正予算案を決定した。７兆２０１３億円の緊急経済対策と大幅な税収減への対応のため、財源は，自公政権時の第１次補正予算の１部執行停止による２兆６９６９億円や９兆３４２０億円の新規国債の追加発行に頼った。既存予算の組み替えや減少分の補填が中心となり、実際の追加する歳出は８４６億円である。この結果、０９年度予算の歳出入規模は、１０２兆５５８２億円となった。税収が９兆２４２０億円下方修正され３８兆２４２０億円下がり、３６兆８６１０億円隣赤字国債の増発で補填されるため０９年度の新規国債発行額は、過去最大の約５３兆４５５０億円に膨らむ。
国債以外を含めた国と地方の長期債務残高は、820兆円超となり対国内総生産比で1.7倍になる。日銀によると９月末の長短国債の発行残高８２０兆円は、過去１０年で倍増、地方を含めた一般政府の純負債《負債―資産、年金を除く》７００兆円を突破した。政府の巨額債務は、家計が支えてきたが、家計の実質保有分は、５００兆円前後と、全体の６割を占める。家計資産の資産から債務を引いた純資産は、１０６５兆円だが、デフレと少子高齢化を背景に、貯蓄は０５年に1.7％まで低下、2-5年後に、家計の貯蓄が減少に向かえば、２０２０年までに、家計資産を逆転する可能性もある。すると家計の国債買い余力が減少する。１０年度末の政府・地方の一般長期債務残高は、８６２兆円に達し、９６年度４００兆円超の２倍になる。
ＩＭＦでも、日本の政府の債務拡大は、ＧＤＰに対し、０７年の１８８％から１４年にはで２４６％に達し、米国（１０８％）の２倍以上になると予測する。
本３）項でのべた財源の将来の確保のための抜本的改革は、もはや緊急になってきた。
たまたま、ギリシャは2009年度の財政赤字がＧＤＰ比12.7％と当初想定の３倍となり、累積赤字は2010年度ＧＤＰ比120％に達するとされ、8日格付け会社フィッチがギリシャ国債をＡＡマイナスからＢＢＢプラスに引き下げ、独連邦債とギリシャ国債の金利差は236に達した。スペインも本年格付けを下げられたが、英国なども、可能性は、否定できない。０９年の財政赤字は、1776億ポンド、ＧＤＰ比で12.6%に達するといわれる。フィッチ社は、日本についても赤字国債の水準が上昇すれば、格付けを下げることを、この秋示唆している。
４）最小限度の憲法改正　
四番目の例として指摘したいのは、与野党の間で協力すべき日本の国家戦略として、最小限の憲法改正ないし、追記の実現である。
日本の憲法は硬性憲法であり、同じ敗戦国の独が二桁の改正をしていたり、米国が１７条の追記をしているのに比べると、必要な改正を政治が怠っている。
まづ、日本が経済一流、政治三流などとの評論がよくあるが、必ずしも組することはできない。戦後の政治的な運動の中で大きく日本の進路に影響を与えたのは、保守合同であるが、この合同は、あまり指摘されていないが、資本主義と修正資本主義の合同であった。今きしみを見せている社会福祉制度も、岸内閣の時までにシステムができたし、日米安保により高度成長の道を開かれた。政治のリーダーシップが、日本の牽引力となった例である。
ただ日本人の独立を意識の上で確認する、自衛権の確認について、憲法上明示されていないことを改正または、追記することは、保守合同以来実現していない。憲法上の改正は、与野党できるだけ多くが合意して改正することが望ましいが、戦後６０年以上にわたり回避されてきた。平和主義を重んじ、平和国家であっても、自衛権のあることを憲法上追記する最小限の改正を、与野党出来るだけ多くの賛同を得て行うことが、望ましい。現内閣で与党間の協議会がこの問題で協力できるかどうかが、今後の日本の政治に大きく影響する。いずれにしても、その実現には、現在の政府与党と、野党の間での協力が必要な国家の目標であり、現在の与党の中で賛成しない党が出てきた場合、どうこの戦後の懸案を政治の指導力で解決するか、あるいは、ほったらかしにするかどうかは、日本の今後に決定的に影響する課題である。
　私は、１９６６年に政治のあり方を説いた「政治と人間生活の接辺について」
を出版して以来、政党各党に「共通の底辺」が出来て、与野党による政権交代の必要性を訴えてきた。公共放送に従事したので、自分が直接政治行動に出ることを慎んできたが、細川内閣の出来る前年、旧自民党の人々が党をでて新党運動に入る前年であつたが、自分の定年の次の日に、政権交代のできる政治制度のあり方や政治のあり方をグローバル社会への戦略、小選挙区制の導入を含めてＡ３，３枚に書き、心ある政治家のところに持参した。＊別紙文書参照
　政治とそれを担う政党は、競争的であるべきだが、国民政党として、「共通の底辺」を持って国民に資する分野もある。今その共通の底辺を持って与野党協力して実現することが出来るのは、上記したように、国家戦略室（局）も取り上げるべき二つの案件である。その実現により、政党政治と、国民の選択による政権の交代のある政治は飛躍的に前進すると考える。
　いずれにしても与党と野党は、国民の与党であり国民の野党である。１９６０年の安保条約改正の頃に比べると、与野党の間にも共通の底辺が醸成されてきた今日与野党協力し政治指導で実現すべき国家の課題もある。財源の革命的、抜本的改革と、最小限の憲法改正とはその最たるものであるといえよう。＊
＊本文、小生の論文「Ｇ８サミットは、拡張すべきか－日本の政治・経済・社会の進路、安全保障に関連して」「日本の民主主義の前進の為に」ー二大政党制へ向かってｐ４３－ｐ６３参照
　さて、具体的な国家目標の例として、ここまで４つの目標を述べたが、これらは勿論新政権側が趣旨や選択すべきものであり、これ以外にも最初に述べた予算の重要方針とか、マニフェストの再評価とか、マクロ経済政策のあり方と関連する中期的な経済目標とか、５）で述べる低炭素社会や、さらには、地域主権の実現に関連する政策とロードマップとか、多々ありうる。しかし、あえてここに、２つ与野党共通に協力して実現すべき目標を含めたのは、戦後６４年間の政治において、保守合同をはじめとして政治指導で復興と経済成長がなされてきたが、１９６０年の安保改正以後、置き去りにされた国家目標の内、放置された憲法改正を実現するのに、今回の政権交代は最後の機会であること、また６０年の安保改正後の戦後の経済優先の政治運営で、グローバル化の過程で陥った財源の罠からの脱却が、避けて通れないからである。政権交代がなった今日、政権党にあるものが野党に呼びかけて、日本全体の将来に関係する目標として協力して実現することが望ましいからである。繰り返すが、保守合同のときは政治が日本の社会の前進のための推進力になった。
今度の政権交代も、その契機となりうる。そのとき、今までの野党と違う新機軸による政策の実行は、日本の改革のために必要である。しかし、今まで、戦後の日本政治の欠陥であったことを与野党共通の理解で、解決すること、たとえば、国家戦略室の取り組むべき上記５つの目標例示の中の３番目と４番目を、実行することは、政治が社会の先導役を果たすために、さらに必要であるといわねばならない。ここでは、もうひとつ地球温暖化への戦略について示す。
５）地球温暖化と低炭素社会の実現とエネルギー政策
-----25%レスの経済社会のロードマップをーーー
地球温暖化の問題で、鳩山首相が国連で２５％削減を表明したことに米国も刺激されて、先のオバマ大統領の訪中の際、両国が地球温暖化について前向きなることに合意したとされるが、１２月コペンハーゲンで開かれる『国際気候変動枠組み条約第１５回締約国会議（ＣＯＰ１５）を前にして、まづ米国が２０２０年までの温室効果ガス削減の中期目標を総排出量２７％減と発表し、ついで中国がＧＤＰ当たり４０－４５％削減を表明した。またインドも２０２０年まで０５年比、GDPあたり、２０－２５％削減を表明した。米中両国とも２００５年をベースとしており、米国の場合、京都議定書で調印して批准しなかつた７％減と比べると、ＩＥＡの数字で１９９０年比３％減である。EUは、９０年比、２０－３０％減であるが、２００５年比では、１３－１４％である。韓国は政府の発表で、０５年比で４％、対策を取らない場合と比べて、３０％レスとしている。現状の排出量では、２００７年で、中国が世界の２１％、米国は２０％で、その他の国と共に、京都議定書で削減義務を負はない国は、１９９０年の対全世界の割合５８％に対し、７２％に増加している。削減義務国は、４２％が、２８％に減少しており、これからは、米、中を始として非削減義務国が、削減に努力することが、地球全体の要請である。
中国は、削減目標をGDPあたりとしており、成長は無論続くので、総量は増加する。目標年の２０２０年まで、８％の成長とすると、＋９１％となる。インドの場合も、２００５年以降６－１０％の成長をしているので、今後年７％の成長をすると２０２０年に排出量が２倍になってもGDP単位では、２５％減を達成出来ることになる。
また、ＣＯＰ１５の直前、（12月6日）南アも２０２０年までに、３４％、２５年までに４２％削減するとの政府目標を明らかにした。特別な対策を取らなかった場合（IEAのいう現状維持の場合―reference シナリオにあたる）に比べての削減で国際社会の、資金、技術面の協力を前提にしている。
私見では、東欧を加えて、削減が容易であった欧州が有利な９０年比でなく、むしろ２００５年比の方が、望ましいと考え、従来から積算年の変更をするべきと指摘してきた。だが、９０年比２５％削減であると２００５年比では、日本は、３４％減となる。
１１月ＩＥＡ（国際エネルギー機関）の田中伸男事務局長は、世界エネルギーの将来について、省エネが行われた場合と現状維持の場合、生産のための適切な投資を含めて（エネルギーの世界需要の変化,増高に先んじて適切な生産のための投資が行われることが、地球社会の持続的成長のための要件である）、定量分析に基づいて、最適シナリオを発表した。それによると、地球の温度上昇を２℃以下に抑えるためには、大気中の温室効果ガスをCO2換算４５０ｐｐｍに抑える必要がある（ＩＰＣＣの勧告）が、日本は、その場合、排出量を１９９０年比でー１０％、２００５年比でー２１％削減する必要があると報告している。鳩山首相のー２５％削減は、このIEAの指摘よりも高い目標を設定し地球温暖化についての世界的な論議にインパクトを与えたが、中国、インド両国や米国、ＥＵに比べて、突出して削減することになるので、２００５年比とする場合でも、たとえば、わが国は２０％以下とする削減目標で、ＣＯＰ１５参加国とのバランスをとり国益を守ることも必要である。
しかも、米、中、印など現在と将来の主排出国は、義務を負わない,自主的な努力目標にとどまっている。私見では、日本の交渉では、２００５年基準でも１５％以下を目指すべきで、もしデンマークCOP15で全締約国が新議定書の合意に達しなかつた場合は、ＥＵに働きかけ、米国や、主要排出国が新議定書で削減義務に合意するまで、現京都議定書の削減義務達成が出来ない場合の、罰則適用を中断もしくは、廃止へ動くことも考慮されるべきであろう。
参考　４５０ｐｐｍシナリオでの２０２０年の排出量と各国が表明した目標の比較（ＩＥＡ等）
表明済みの２０２０年の　　　　　　　１９９０年排出量比
排出削減目標　　　　　　　　　目標　　　　４５０ｐｐｍシナリオ
米国　　－１７％ Ｖ 2005　　　 －１％　　　　　　－３％
ＥＵ　－20%/-30% V 1990      ―２０％　　　　　－２３％
日本　―２５％　Ｖ 1990       ―２５％　　　　　－１０％
ロシアー10% to ―25%V 1990   　　―１０％　　　―２７％
中国　―（40 -45）%perGDP 　by 2020―現状維持シナリオでは、＋275%

インド―(20-25)%perGDP V 2005 by2020  現状維持シナリオでは、＋224%

OECD                               　　　　　―４％
非ＯＥＣＤ　　　　　　　　　　　　　　　　　＋１０７％
世界　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋　４６％
　　　―――――――――――――――――――――――
                    2005年排出量比
　　　　　　　　　　目標　   　 ４５０ｐｐｍシナリオ　　　　　４５０ｐｐｍ
シナリオでの削減量
《現状維持シナリオ比 Mt》
米国　　　―17％　　　―18％                          749        

EU　　　　―18％ 　　 －21％　　　　　　　　　　    444

日本　　　―34％　　 －21％                     　　  84

ロシア　　＋2９%　　　＋5%                       　 134

中国　       　　 　＋65 %                         　1178

インド       　　 　+ 66%                            249

OECD     　　 　 ―17%                           1656

非ＯＥＣＤ　　　　＋ 4１%                          2194

世界　　　　　　　＋13.5%                          3850

· -----------------------------------------------------------------------------------------------------11月現在、COP15の開催国デンマーク政府案の骨子とされているのは、
· 世界の温室効果ガスの排出量を２０２０年までに１９９０年比半減する。
· 先進国全体の２０年までの削減目標を定め、５０年までに９０年比８０％削減。（G8ラクイラサミットの合意をベースに）
· 先進国は削減目標や達成手段,５０年までの排出量の見通しを付属書に明記する。
△途上国全体で、現状維持の場合と比較した削減の割合を定め、先進国の
支援を受けて、削減した分を第３者が検証する。
· また、途上国が温室ガスの増加につながる森林削減や劣化を防いだ場合、資金を提供する『ＲＥＤＤ』という仕組みを導入し、途上国の行動を促す
となっているが、中国、インド、ブラジルや途上国は、先進国にだけ削減義務を課した京都議定書の存続を望んでいるといわれる。
一方、京都議定書削減義務を負う先進国は、９０年の全世界に締めるCO２量４２％から２００７年の２８％まで削減努力を傾けてきたが、主要排出国である中国を始とする新興国や京都議定書批准拒否の米国が、参加しない会議の決定は、意味が無いとして新議定書の策定を望んできた。
このような背景の中に、１２月７日に開会されるCOP15に備えて、１１月１６,１７日に開催された閣僚級準備会議で、配布された『主要包括ＣＯＰ決定』案が、会議が新議定書にいたらず、政治合意となった場合の有力なつなぎ合意として浮上している。つなぎではあるが、実質的な拘束力を持たせるため、全参加国が、国連気候変動枠組み条約に基づいて採択するべき案としている。この『主要包括ＣＯＰ決定』案では、①先進国の温室効果ガスの削減目標②途上国の削減計画③途上国への短期支援④長期支援の分担の数値が盛り込まれ、法的文書を２０１０年中に作成するというもので、コペンハーゲンで新議定書が決定されない場合、ＣＯＰ１６の行われる、メキシコの会議を目指す合意目標となっている。しかし新議定書の代わりの政治合意も、必ずしも容易ではない。
一方では、日本は、上述のコペンハーゲンのＣＯＰ１５閣僚級準備会議（１１月１６日、１７日）、で、温暖化での途上国支援策を示す方針を提案したが、上記のCOP15の政治合意事務局案にも反映されている。｛地球益｝により日本の国益を実現するための好例である。本会議では、12月１６日、12年までの3年間１５０億ドル相当の拠出を表明した。デンマークは、2020年までに、先進国の1000億ドルにのぼる支援を構想しているといわれるが、17日米のクリントン国務長官は、構想に参加すると表明した。
最後に低炭素社会への実現に向けてと地球温暖化対策さらにエネルギー問題を考える時、２００９年の１１月発表のIEAリポートは、日本のこの分野の戦略にとつて参考にすべきものと考える。地球の温度上昇を2℃以下に抑えるCO2換算４５０ppmに地球の大気を収斂させることの前提で、エネルギー分野の需要、生産、必要な投資を考えており、日本にとつても、国益と地球益を連携させるために依拠すべき分析と考える。
世界が今のままで、特に新興国が地球温暖化を顧慮しないでエネルギー使用を拡大していく現状維持シナリオ（　ＩＥＡのいうreference scenarioでなんら現状以上の削減対策を講じない場合）では,現状の７０＄強の原油名目価格が、２０２０年に１５０＄へ向かい、２０３０年には、２００＄近くへ価格の上昇がみこまれる。この現状維持シナリオでは、石油・ガスの年平均純輸入金額は、1971-2008年で対ＧＤＰ比でＥＵ，米国、中国が１％、日本が２％、インド３％、ＡＳＥＡＮ0.45%であつたが、2008年―2030年では、ＥＵ，米国２％、中国３％、日本３％、インド６％、ＡＳＥＡＮ３％となる。これに対し、地球の温度上昇を２℃以下におさえる４５０ｐｐｍシナリオでは、原油名目価格は、２０２０年１２５＄、２０３０年１５０＄以下に納まり、且つ、天然ガス、原子力、水力、風力、バイオマス、太陽、その他再生可能エネルギーが増え、石油、石炭などの化石燃料の需要は、２０２０年までにピ－クに達し、２０３０年には、世界の１次エネルギーの１/3を非化石燃料が賄うという定量分析をしている。ＣＯＰなどで地球温暖化対策を審議する時、是非相関づけて合意に達すべき視点であり、年間１００億ドル程度の、開発途上国の温暖化対策への先進国からの資金の流れ（ＩＥＡでは、もつと大きな額を計算しているが）とともに、段階に応じて適正な投資が世界の各地域でのエネルギー生産に必要になる。
ＩＥＡのリポートでは、
· 気候変動対策と、エネルギー安全保障の強化を図るには、省エネと新技術による、エネルギーシステムの本格的な脱炭素化が必要だが、気温上昇を２℃に抑えるには、全ての地域での大規模な脱炭素化が必要。
· ４５０ｐｐｍシナリオを通じた「グリーン成長」により、多大な利益を享受可能になる。結果、
●気候変動の影響の回避、エネルギーコストの削減（運輸・建物分野の燃料費の削減は、約８．６兆＄
●石油・ガスの輸入の低減などエネルギー安全保障面の利益（２０３０年のＯＥＣＤ国の石油輸入は、２００８年比６ｍｂｄ少ない）。
●大気汚染の軽減と健康面への好影響―２０３０年に現状維持シナリオに比べ、Ｓｏｘは、２９％、Ｎｏｘは、１９％少ない。
●中国の排出量は、２０２０年までにピークをうつ。インドは４５０ｐｐｍシナリオでも２０３０年以降も増加しつづける。
□天然ガスは将来のクリーンエネルギーへの架け橋
□取り組みが１年遅れる毎に、４５０ｐｐｍシナリオの追加コストは５,000億ドル
とまとめられている。さらに、日本へのメッセージとして
日本のＣＯ２排出削減ポテンシャルは限定的だが（,註：日本は２００７年の世界総排出量２８９億トン中４％で２０３０年には、４０２億トン中２％に省エネ化される予測）世界の削減のしくみ作りに以下のように貢献可能であると指摘している。
· 排出削減には省エネルギーが最も効果的―運輸部門：次世代自動車、民生部門：高効率家電・給湯器.一層の断熱推進など
· 低炭素技術を促進する政策支援が重要―再生可能エネルギーの大規模導入に必要な系統連携の強化、原子力の稼働率向上など
· 非ＯＥＣＤ諸国、特にアジアに対するエネルギー協力の継続は、アジアのエネルギー安全保障、経済発展、気候変動対策に貢献」　　
以上の展開を踏まえて、日本の社会構造変化をともなう地球温暖化対策戦略構築の必要性がある。
地球温暖化については、長期的には、G8で２０５０年にＣＯ２換算８０％削減に合意し、９月の日米首脳会談でも追認しているので、日本の戦略は、国際的には、ＣＯＰでの決議案の動き、上記ＩＥＡなどのリポートも顧慮し、国内的に、スマートグリヅト、電気自動車、原子力発電、自然エネルギー利用、太陽電池など関係産業、住宅を含むエコ商品への税制上の優遇などを通じて、エネルギー効率を高め,技術革新、商品開発を進めて、日本としての経済成長に役立ち、世界的にもリーダ-シツプを取れる、長期、中期、短期の戦略を推進しなければならない、その国内的ロードマップや経済成長政策とのリンク付けなどが、国家戦略室（局）の第５のテーマである。ただ、経済発展の時間軸とタイミングをはかって現在の産業の存在を企図しつつ、国内外での、わが国企業の発展には、充分心をくだくべきである。
１２月１３日段階のCOP15の討議状況では、議定書を先進国と新興国を含むその他の国に分けて二つ作り、後者は罰則規定を設けないという案も浮上していると報道されているが、その場合は、前述のIEAの分析に基づき、地球的な規模で理想的な４５０　ｐｐｍを目指す案では、わが国は、９０年比―１０％と計算されているので統一議定書の出来ない場合のわが国のコミット目標にすることも考慮されてよい。又、開催国デンマークも新議定書にいたらずとも、政治合意に向けて最終提案を出してくると思われるが、日本は、『国益』『地球益』を考え理想と現実のぎりぎりの妥協をとることを期待したい。14日弐なると非公式閣僚折衝で、日欧は、米国と中国が参加する新たな枠組みが出来れば、京都議定書の延長を容認するところまで妥協した。
その後、先進国、新興国、途上国の主要20数カ国で決めた「コペンハーゲン合意」（下記参照）を12月1９日の全体会議で「合意に留意する」ことを承認して閉幕した。1部途上国の反対に配慮し参加は、自主参加となり懸案先送りとなった。
○科学的な見地から気温上昇を2℃以内に抑制する。
· 2010年1月末までに、先進国は2020年に向けた排出削減目標,途上国は排出抑制行動計画を提示。
· 先進国は、国際的な検証をうける。途上国は国内で定める方法で検証する。ただし、支援を得た削減事業は、国際的な検証を受ける。
· 先進国は、2010年から2012年に年100億ドル（日本は、36億ドルが目安）を途上国支援に拠出、2020年までに年1000億ドルに拡大
焦点であった各国の温室効果ガス排出の削減義務付けは、来年末に向けて改めて合意をめざすことになるが、京都議定書の延長については明示されなかったので2013年以降の枠組みについては、先送りされた。自主参加となったため、合意を支持する国は、リストに登録し、合意のルールが適用される。賛同した国は、合意の削減ルールが適用される。賛同した国は、合意の削減ルールなどに従う負担が生ずるが、途上国にとっては、先進国の資金や技術支援を受けることが出来る。
日本は、産業のエネルギー効率は、世界トップ水準だが、ＣＯ２排出量をさらに１トン削減するためにかかる費用は、中国の４０倍、米国の８倍という試算がある。今後の交渉に当たって、私見では、日本は、中国、米国を含む主要排出国、特に排出量の増加が率的に、年々著しい国や途上国の具体的な削減計画と義務化の程度を見て25％レスの具体的な数字、支援拠出額の決定を行えばよい。これからも交渉が続く。但し、技術的な実現手段、成長にも役立つロードマップなどは、戦略的に検討しておく必要性がある。
結び
以上、新政権誕生後の新統治機能について,論じてきたが、要となるべきは国家戦略室（局）で、その機能を発揮するかどうか、あるいは、戦略室（局）で扱わなくても、他のどのプロジェクトで着手するのかが日本の姿を決めていく。
ここに例として示した５つの目標とも、戦略室（局）の審議を通じて詳細なプランとロードマップが必要なことはいうまでもない。その場合に、３）と４）については、与野党の『共通の底辺』があってはじめて望ましい形で達成される政治目標で、そうでなければ、日本の国家の姿として、画竜点睛を欠き安定
を損なう。その場合、４）については、社民党と共産党の態度が問題となる。　その他の政党では、合意が比較的スムースになされると思われる。また、例として示さなかったが、地域主権の問題、与野党共通の問題として、政権交代を疎外する『法と検察』「三権分立」と民主主義、国会の問題も与野党共通に国家の欠点としてそのあり方を摸索するべき問題である。＊
＊参照　この論稿の本論ともいうべき「Ｇ８サミットは、拡張すべきか！－日本の政治・経済.社会の進路、安全保障に関連してー」のなかのー日本の民主主義の前進のためにー『二大政党制へ向かってーその克服すべき問題点』ｐ４３－ｐ６３の論述でも指摘してきた問題でもあり、その実現に、与野党の叡智を期待したく、その他の目標は、政党間の競争に委ねるべきものである。
＊＊民主党の連立政権がどうなるかは、社民党と国民政党が、政権離脱をふりかざすブランキイズム、瀬戸際政策の主張に陥らず、又最大限自己の主張を振りかざす、現実からみて、主たる政党に協力するようになるかに関係する。具体的には、戦略室（局）が機能を発揮するようになり個々の戦略的決定をするとき、基本政策閣僚委員会がどのようにスムーズに建設的協力が出来るかにかかっている。現在の日本の選挙制度は、核になる二つの政党と共に少数政党が存在しやすい制度になっているので、政権交代の場合は、その組み合わせがありやすい制度である。それでも、政権交代には、選挙制度変更後１５年以上かかつている。今まで、野党には、極端な場合には、なんでも反対である政党も存在してきたが、政権交代により理想だけでなく、少数政党の中で、政権与党の経験の少ない政党は、現実のなかで最適の政策を選択するという責任ある政党に変身することが期待される。今回の民主党の連合政権、その試金石である。
＊＊＊　2010年新年前後の動き　　　　
１）経済成長戦略

鳩山内閣は、１２月３０日になって「輝きある日本へ」として経済成長戦略を発表した。それによると２０２０年に向けて年率名目３％実質２％名目の成長を目指し、２０年にGDPを３０％増の６５０兆円、失業率を４年以内に３％までへらすことを目標とする。太陽光を初めとする再生エネルギーで５０兆円の市場と、１４０万の雇用、医療・介護を成長産業とし、４５兆円の市場を創出し、２８０万人の雇用増をはかる。アジアの経済戦略では、貿易、投資の自由化でアジア全体の所得倍増を目指す。観光について訪日外国人を現在の３倍の年２５００万人年、５６万人の新規雇用につなげる。農林業分野で、食糧自給率、木材自給率を５０％以上にし、地域活性化を図る。環境・エネルギー分野での技術革新のための研究開発投資を官民あわせてＧＤＰ比４％以上の伸びにするとしている。そして２２年６月までに、中期財政計画を発表するとしている。

　さてこの経済成長戦略は、現段階では、指針であるから今後充実した内容が発表されることを期待したいし、デフレを認めたうえでの、政策であり、名目成長率が実質成長率より高くなることを目指すなど評価すべき点はある。しかし、マクロ政策としては、不十分である。まづ現在あるデフレギャップは３５兆円、ＧＤＰ７％分といわれるが、その分を埋めることが当然ふくまれるので、１０年間の成長率は、年0.5％程度割り引くとすると、ＧＤＰ1.5％となり、先に論じた国家戦略室（局）の根本問題として指摘した、三）財政問題の抜本的改革（p150―p153）で述べたいくつかの方法のひとつである高度成長による解決の方法では、脱却不能なことを図らずも露呈している。次に２００９年―２０１０年の時期に限ってみても、２００９年の決算は、53兆円の赤字となる見込みで、2010年度予算を４４兆円の赤字国債発行と見込んだことで、今後の特別会計からの埋蔵金発見の程度にもよるが、本年度税収減を考慮すると９兆円の緊縮財政となる。また累積赤字を消費税のみで解消すると計算上必要な300%ほどではないが、約50兆円の単年度財政赤字を消費税でまかなうとすると約20％の増税になる。従って特別会計等の埋蔵金をどれだけ予算にまわせるのかは重用ポイントであり、この場合でも単年度はカバーしても、第一歩としてプライマリーバランス、長期的には累積赤字の適切な程度への圧縮を含めた、国の財政政策、経済成長政策が提示されなければならない。従って、この国家税制を悪化せしめた現在の野党と含めて抜本的な財源回復のための共通の戦略が共同責任としてとる必要があるというp150の小生の主張（財源問題の抜本的改革――     増税と赤字国債でなくー）が実現されるべきである。そうでなければ、赤字国債を増発して、国家債務比率GDP200％越えにいたるが、政府短期債券を日銀に買取させその分で建設国債を発行して財源に充てるなどのやはり国家債務を増大する方向に進むというような方策がとなえられる事態になる。
関連して２０10年1月になり、財務大臣が、藤井氏から菅戦略室担当副総理に交代したことにより、仙谷由人行政刷新相が国家戦略室長を兼務することになった。７日の財務相就任記者会見で管副総理は、特別会計などの実態を明らかにする旨、表明したが、仙谷氏も９日、2010年度予算成立後の４月に公益法人、独立行政法人、特別会計に事業仕分けの方法でメスを入れると述べた
今後の推移を注意深く見守る必要がある。
２）政治主導への動き

内閣法で政府に入る国会議員の数は、現行では、閣僚17名、副大臣22名,政務官26名を含め74名であり、民主党は、マニフェストでは、100名を提唱していたが、結局2010年１月10日の閣議で、副大臣級数名、政務官級10数名計15名の増員を決定し、計89名となり、内閣法、国家行政組織法を国会改革関連法案の1部として議員立法で成立を図る。政治指導の柱である国家戦略室は,局になり,内閣官房に設置することに伴い、副大臣級の官房副長官を現在の3人から4人に増員し、そのうちの1名が国家戦略局長を兼務する。政務官級の国家戦略官を新設し、一人ないし数人を充てる。政治主導に今後官僚システムがいかに協力するかで、わが国の民主主義の発展が問われることとなろう。
３）政治と法と検察のあるべき関係

法治主義は、近代国家の要件であり、わが国は、その最も進んだ国のひとっである。政治、司法、行政の三権分立についていえば、独裁国家、封建時代、立憲政治国家、社会主義・共産主義国家、民主主義国家、によって違いがあり、同じ民主主義国家でも、その進化に従い、あり方も変容する。わが国の民主主義の発展のためには、与野党が一致して、「法と検察」と政治の関係、いわば三権分立のあり方に合意し、ルール化しなければならない。P53―p63の「日本の民主主義の前進のために」や、わが国の社会体制の最高の価値である民主主義の実現、ことに政権交代の政治過程に影響を及ぼすような衡平でない、政治家への捜査、立件をするべきでない。特に権限事項の無い野党の段階でその指導者を貶める形で、捜査をすすめ、一端着手した以上はということで、つぎつぎと都合のよい捜査と証拠を求めて、政治をゆがめるのは、そもそも「法と検察」は慎むべきである。それによって法的な争いとなり、最高裁判所まで争うことになると、１０年の単位となり、その対象者の政治的生命を失わせるのみでなく、政治的空白をうむか、そのときその国が必要であった、政治的な決断や国民の選択は、結局されないことになるし、そのことに影響される各政党の政治的勢力は変化し、そのことが日本という国家社会における決定も、必要性も胡散無散するか、方向転換するか、実現されなくなり、検察が、日本の政治と社会に必要な決定と国民の選択をゆがめるということになる。　しかも政治的決定の価値はその国の社会にとって時間との係数である。だから告発された者が退場すればよいのだということで、その案件に関する「法と検察」関係者が溜飲を下げるということでは、政治的民主主義の発展を阻害する。したがってその当否は狭義の「法と検察」の関係者だけでなく、国権の最高機関である、国会にその法と検察の関係者を喚問して審査するのが三権分立の進展した形でないだろうか。政治、行政、法的権力の間にも衡平な相対主義に基づくバランスがあるべきであり、戦前の統帥権の争いにより、わが国の政治が、間違った方向に進んだような悲劇を「法の下の平等」という美名の下に権力の構成者の一部が、自己の権力を維持,誇示するためにもたらすことを避けるためにも、関係者の行き過ぎをチェックすることが新しい三権分立の進化する方向でなくてはならない。また法と検察の関係者は、法解釈、適用に絶対無びょうと信じる者になっては、ならない。その事件が、政治的な価値の実現について、法を適用していくことにより疎外されない全く無関係な事柄かどうかについては、「法と検察」は独善的な判断をしてはならないし、そのことが結果的に国民の間に政治的アパシーを助長することであつたらなおさらである。何かの事件で関連してつかんだ情報で与野党間に衡平をかく形で立件することがよいかどうか、一端着手した以上は、どうしても有罪にすべきという形で功名心を競うということであってはならない。「政治」の側もこのようにしておきた事件で、与野党とも、法と検察を援軍として、政争を進めることはしないルールを確立しなければ、このグローバル時代に日本が世界に範となる政治形態を樹立したとはいえない。つまり法と正義がこと政治に関係する場合、狭義の法的関係者は、最高の価値たる民主主義の政治を阻害するかどうかについて謙虚でなければならない。ある政党が腐敗しているか、ある政党が政治判断に誤りがあったかどうかは、国民の選択により、政権交代で結果としての政治的な賞罰がなされるべきで、法と検察に誤りがある場合は、民主的な国民の政治的な選択に予断や影響を与えることになる。また法の適用にあたって,従前と違った解釈、適用をしたとすると、「法と検察」は、民主的な政治過程を誤らしめることになる。立法府たる国会とその時点時点で解釈についての合意が必要である。また国会審議が、ある政治的事件の検察活動で空転することに、検察は責任を持たねばならない。いわんや反対政党との関係がその事件の告発に本当に関係が無いか、或いは、それほど日本の政治的意思の決定に及ぼす影響のあることを、単に自己の影響力誇示のため捜査を進めたのでないことを、国会で説明することも必要である。国会の方でも、参考人招致の前に、「法と検察」が政治を貶めないで、正しく発動されたかどうかについて、まづ「法と検察」の関係者を喚問すべきである。むしろ、国会の場でも捜査の妥当性が合意されたならば、参考人招致の前に、検察側の捜査の成り行きを見守ることが、ベースになろう。しかし、法の下での平等というのであれば、政党の指導者を政治資金違反でターゲツトとする場合、少なくとも、別の党側に違反がないか、他の政治家に無いか、不公平がないかを精査することが必要だが、実際には困難であるから、慎重の上にも慎重であるべきで、単に行政権力の行使を誇示するために闇雲に捜査権行使や立件に走ってはならない。こと政治に絡む捜査,立件にあたっては、まづ、検察は、透明性を保ち、国民に対する説明を果たしてから臨むべきであろう。しかも基本的に情報独占をしているので、中立的立場を貫くべきマスコミもどうしても世論捜査操作の対象になる。さらに、特捜部という警察権と検察権を併せ持つような組織は、戦前の明治憲法下にもなかったので、その組織が暴走することがあってはならない。政治的に主権者たる国民の判断に影響を与える事件については、慎重であるべきでマスコミも取財源を明らかにして報道すべきである。また現在のように、グローバリゼーションの過程が急速化している時には、政策を迅速に決めていくという国会の本来任務は、いちじるしく後退、場合によって麻痺することの責任を検察は、重荷としなければならない。与野党を含めた、「政治」の側も、この機会に新しい「三権分立」の形を樹立すべきである。与野党を問わず政治の側は,「法と検察」の不当な権力行使には、反対すべきレーゾデーテルを持ち,間違っても、それにより与党、野党の対立激化により政治が分断されたり、、政争を深め国会審議を中断する事態を招くようなことが起こっていけば、日本の政党政治への信頼を失わせることになるという自覚と責任を持つべきといわねばならない。そうでなければ、政権党が交代する度に、御互いに同じことを繰り返し、政党政治の命運のみならず、日本の発展、国運さえ左右しかねない。
現在の法体系でも、検察の無びょう性は、想定していないので、検察の個々行動が法律にのつとつたとしても、結果として、政治を分断し、政党間の後ろ向きな坑争を扇動することになり、国民の政治的アパシーを助長し、空白を作るばかりであり、政治権力と検察権力の権力抗争を招くばかりと言う判断を政治側で判断した時は、指揮権発動ができることになっている。
＊日本の検察がどう見られているかに関して、１月２０日付のＮＹタイムスは、マーテイン・ファクラー氏の記事で
「日本の検察は、西欧の民主主義国家の司法組織と全く異なり、捜査対象・時期を決める権利ばかりでなく、起訴前に捜査対象者を逮捕し数週間拘置する権利までもち、これにより、検察には、警察、司法長官、そして裁判官を総合したような権力が与えられている。また、検察とマスコミが密接な関係にあり、民主党幹事長の報道は、ほとんど検察よりで、事件の報道は検察のリークに基づき容易に予想がつく物語パターンで展開された。」と記している。更に、官僚組織を改革しょうとする側と、組織防衛に血眼となっている検察との間で権力抗争があるとしている。
明治以降の日本の近代史において、政治、法と検察、軍部、官僚、マスコミ、世論それぞれ正しかったことも、間違いもあったことは、敗戦にいたる歴史が示している。だからこそ戦後、民主主義による政権の交代が出来る社会と制度を構築してきたのであり、もし「法と検察」が特定の政治家をあまたの政治家の中から抽出して、誤った権力作用を発動した場合、民主主義の最高価値をおとしめ、かりにその人の政治的生命を奪う結果となって、一見、世論に対して検察の正当性を誇示したとしても、民主政治の発展を阻害したという大罪を犯すことになる。それを糾することの出来るシステムを、国会の中に、設けることが、進化した三権分立の姿であるべきである。官僚内閣制から議院内閣制へと旗印を掲げた新政権にとっても、検察制度、検察官僚のありかたもふくめた官僚制度の進化、改革は、要といえよう。
―――――――――――――――――――――――――――――――――――最後に年末新成長戦略発表の時点での戦略室のあり方への要望事項を記す。

政権交代後の統治機能の新機軸への要望　　平成２１年１２月31日
敗戦後、国民主権のデモクラシーが日本の社会に根付くには、徐々に進展をみてはきたものの、既に６４年を要している背景の中で、今回の政権交代により、民主党は、実体である『官僚制内閣主義』を脱却し「議会制民主主義」の確立を目指すとしているものとみられる。そのための新機軸として

―国家戦略室（局）、行政刷新会議（民間有識者も含む行政刷新の組織）、閣僚委員会（重要政策ごとの関係閣僚委員会）、政務三役会議（政治指導によって各省の政策を決定する目的）、基本政策閣僚委員会（連立維持のための３党首脳の政策調整委員会）―を設立したことを評価する。

この新機軸のなかで戦略室《局》で実現を要望する点を列記する。（日米同盟のあり方・通常の外交安全保障政策・地域主権・少子高齢化対策等着手分は除く）。

一日本のグローバル社会における目標・・・日本は有史以来「調和」と「人間と自然の調和」をもとに、大陸文明、明治維新以降は、西洋文明の摂取、融合を実現してきた。最近では、西洋型の福祉社会と競争力ある市場主義と正義と衡平をはかるヒューマニズムに立脚した新文明社会の創造を、日本のリーダーシツプをもって世界に示すことが問われている。そのための戦略。

二この目的のため、国連常任理事国となることに役立つ国際的戦略を樹立する。

三経済政策としては、「輝きある日本へ」とあいまって（ア）内需ベース、外需拡大の一体的戦略。技術革新を生かす産業政策、（イ）ＧＤＰだけでなくＧＮＩを増大する政策が少子高齢化社会では必要。（ウ）海外での日本の現地でのマーケツトシェア拡大に役立つ産業基地の育成を図り、内外共に、日本国民だけでなく、日本関係人口をふやす。（エ）成長政策としては、「名目成長率」が「実質成長率」より適切に高い為の政策を動員することが、成長とデフレギャップの解消に役立つ。（オ）グローバル経済政策、地域経済機構、ＦＴＡ，ＦＰＡの推進、海外諸国巨大プロジェクトへの政・官・業の連携。

四地球温暖化・低炭素社会・エネルギー対策への日本のロードマップ。

五一般会計・特別会計の統合Ｂ／Ｓの公開の定常化,日航再建の徹底的支持

六行政刷新会議・・仕分け方法・時期の再検討、参議院の決算審査、両院協議会活用、　通期国会の成立のための法改正
次に、参議院選挙後でも、野党も合意させて実現するべき緊急の政策

七財政赤字の抜本的解決戦略－グローバル危機再燃なら直ちに

八最小限の憲法改正――平和国家、平和憲法は維持。「自衛力」確認の追記

なお、国家目標と個別プロジェクトの担当行政組織と戦略室との関係は要整理
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